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まえがき

セーフキャスト･レポートって何?
これは、セーフキャスト・レポート（Safecast Report）の第二版である。2011年３月の福島原子力発電所
事故から５年が経ち、セーフキャスト発足からも５年が経った。５年を機にひとつの節目として振り返
ってみたい。我々がセーフキャストを設立した時の一番の疑問は「放射線レベルはいったいどれくらい
なのか？」「安全なのか？」というものだった。この疑問はこれまでも、そして今も、セーフキャストプロジ
ェクトの原動力となっている。そしてそのシンプルな疑問に答えるために、世界中でセーフキャストチー
ムがハードウェアやソフトウェアをオープンに開発し、可視化し、方法論を確立するという活動を行って
きた。そしてそれがセーフキャスト活動の源泉となり、今日に至っている。
しかし、時が経つにつれ、我々の社会が環境や情報、オープンさ、リ

スクといったものによって、我々が突き動かされていたことを感じ

ている。最初は福島県内の道路の計測から始めたが、あらゆる場所

における環境のオープンデータが渇望されていることから、我々の

ミッションは拡大しており、“オープンさ”を推奨してきた。これまで、

セーフキャストでは、老若男女、企業、教育機関、専門家、地方自治

体など、社会のあらゆるポジションの人たちと共にプロジェクトを

進めてきたし、相手からの呼びかけにも応じてきた。

より多くのデータを集積し、公開すればするほど、セーフキャストは

情報を積み重ねた活動を基本とした生態系へと進化しており、今で

は、ハード・ソフトの開発、可視化や独自の計測方法論、さまざまな

人間関係、コミュニケーションとデザインスタイルというものを確立

している。

我々は、環境や放射能問題について感心のある人たちと、しばしば

同意に至ることがあるが、常に、他の人々と協力することにより、簡

単に広くシェアのできる良いものを作り上げられるよう努めてい

る。これまで、世界中に数多くのセンサーを搭載し、世界的にもも

っとも大きな放射線情報を集積したデータを作り上げている。そし

て、現在も新たなチームを作り、新しい装置を開発している。かとい

って、我々がすべてに対して答えることができないのも真実だ。しか

し、結果として我々がこれまで難しい挑戦だと思われてきたことに

対して積み上げてきた努力が、広く感謝されているということに気

づかずにはいられない。　　　　

この５年間、本当に多くのことがあった。今では福島原発事故が昔

のことのようにすら思われる。５年は長い時間のように考えられる

が、我々や多くの人が指摘するよう、セシウム１３７の半減期はこ

の何倍もの時間に及ぶのである。この放射線量が普通のレベルに

戻るまでには、何世代にもわたる時間が必要とされているのだ。そ

れは長い長い拘束期間のようなものであり、セーフキャストはその

期間を耐えぬくつもりでいる。

我々がもっと多くのデータを集めて公開することによって、これまで

どういった問題に取り組んできたのか、その問題の真の大きさを測

ることができた。また、他にどんな問題があるのか、何がうまくいく

のか、そして、さらに重要なことに、我々の得意分野を見つけること

もできた。

このレポートでは、セーフキャストが今日、日本国内、そして地球規

模で、どんなことを行っているかをご紹介したいと思う。そして、こ

れまでのプロジェクトや体験や、他の人たちによるイニシアチブか

ら学んだことをお伝えしたい。我々は政府や他の機関に対しても物

怖じせずに進言している。政府や大学、企業が、もっとオープンにな

って、もっと市民の参加を歓迎すれば、公共にとって、さらに良い結

果につながるのだということを。第三機関による、セーフキャストの

ようなオープンで市民が力をもった監査機関が重要であることを

皆に伝えている。

過去数年間、インターネットは流行語となり、テクノロジーやアプリ

ケーションはオープンデータや市民の力の時代の道先案内人とな

った。「セーフキャスト・レポート」では、現在、我々が行っているこ

と、他の人々がやっていること、、シェアする価値があると思われる

ものを紹介したい。このエキサイティングなプロジェクトに触発さ

れて、参加したい、学びたいという人が出てくれればと願っている。

我々はセーフキャスト・レポート第二版を独立した文書として、読

者が第一版を読んでいなくてもわかるように作成している。その結

果、多くの内容が繰り返されているが、必要な情報については、４

０ページ以上分の情報が更新されている。

このレポートは２つのパートに分けられている。パート１ではセ

ーフキャストのプロジェクトについて、そしてパート２では、福島第

一原子力発電所と広範囲の環境での詳細な測定とモニタリング状

況、食品汚染及び内部被爆、さらに地域と個人の健康についての

最新情報を紹介している。

我々は今後、「セーフキャスト・レポート」をできる限り頻繁に更新

し、新たに空気汚染や水質汚染についても追加する予定でいる。

読者の皆さんのフィードバックや提案、質問なども歓迎している。

ここまで、たくさんのサポートやボランティアの行動や熱意があっ

てこそ、このレポートの公開が実現できた。ここに謝意を表す。

どうもありがとう！

セーフキャスト・レポート　チーム: 
アズビー・ブラウン、ピーター・フランケン、ショーン・ボナー
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福島第一原発の事故の規模は、１本のレポー
トで十分な視点を反映できるものでも、すべ
ての質問に答えられるものでもない。我々にで
きることは、鳥瞰図を作り、どこが注目すべき
場所であるかを指摘することだ。個人個人が、
自ら情報を入手し、答えを探し出すべきである
と考えている。このレポートは世界中の人々が
もっとも効果的にそうできるよう、その助けと
なることを意図して作られたものである。
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限定版第5周年記念号bGeigie Nano
（Jurgen Westerhoffによるフロントプレートデザイン）
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エグゼクティブサマリー
Part 1: セーフキャスト・プロジェクト 
1.1 セーフキャスト・コード
2014年に私たちはセーフキャスト・コード 1.0 を発行しました。こ

の中で私たちは私たちの活動の指針となる10のポリシーのリスト

を通じてセーフキャストの精神を説明しようと試みました。これは、

私たちの行動指針と見なすことができ、私たち自身で自分たちの

目標を思い出し、活動のフォーカスを定めるために役立てていま

す。私たちはこのリストに体現されている価値と態度を評価しよう

試みており、また他の人たちも同じようにすることを勧めています。

セーフキャスト・コードは、昨年から変更されていません。さらに、

現時点でも、私たちは、環境に関するデータを公表し、簡単にアク

セスでき、簡単に理解できるようにするべきだと強く感じています。

つまり、環境に関するセカンド・オピニオンを利用できるようにする

べきだと感じています。IoT（Internet of Things、モノのインターネ

ット）の時代には、市民が直接声を届けることができます。政府、大

学、企業などの公共セクターは、環境に関するデータをクリエイティ

ブ・コモンズ・ゼロ（CC0）パブリック・ドメイン指定で公表し、第三者

によるデータ検証を可能にすることの重要性を認識するべきなの

です。

1.2	 ドライブキャスト - 携帯式放射線測定
2011年4月から、セーフキャストのボランティアはビーガイギー

（bGeigie）携帯式放射線センサーを使用して放射線データを収集

してきました。2016年3月現在で、セーフキャスト・データ・セットの

サイズは、43,000,000を超える測定回数になっており、昨年だけで

も1千6百万の測定回数が追加されています。これらの測定の中で

5百万以上が固定式センサーによるもので、それ以外はビーガイギ

ーによるものです。900人を超える登録ユーザーがおり、そのなか

の50人以上が100,000データ・ポイント以上を記録しており、また

その中の6人はそれぞれ百万データ・ポイント以上を記録していま

す。展開されているセーフキャスト検出器の数は約1,000台（固定式

および携帯式）で、その中には500台を超えるビーガイギー・ナノが

含まれています。ドライブキャスト関連ハードウェアの開発は継続

されており、複数の新型モデルが試作段階にあり、2016年中に初

期展開される予定です。私たちはすでに世界中で使用されている

ビーガイギーをさらに活用する方法も模索しています。

1.3	 ポイントキャスト - 固定式放射線測定
2015年3月に、pointcast.safecast.orgを開始しました。このイニシ

アチブは、日本と世界に固定式放射線センサーを展開することに

フォーカスしています。これらのセンサーは、放射線レベルに関す

るリアルタイム・アップデートを送信し、途中の障害なしにそうした

データを公表します。このデータもCC0の条件で公開されます。現

在、30台以上のリアルタイム・センサーが展開されていますが、私

たちの目標は、今後数カ月間で福島県内にさらに30台から40台を

展開することです。（日本で展開されているセンサーはより一層、立

ち入り禁止（「帰宅困難」）区域を含めた、福島第一原発周囲の地

域にフォーカスされるようになります。私たちは原発事故による避

難者たちと連絡を取っているボランティアと協力して作業していま

す。そうした避難者たちは自分たちの避難元の家屋の放射線レベ

ルをリアルタイムで確認できたらという希望を口にしています。帰

宅困難区域外で暮らす人々のためには、センサーの設置場所を提

供してくれるボランティアと協力して作業しています。一方、次世代

のポイントキャスト装置と可視化方法を開発する作業も継続中で

す。

1.4 ポイントキャスト - 大気汚染測定
今日までセーフキャストの主要なフォーカスは放射線測定です

が、私たちは常にプロジェクトを拡大して他の環境データも含め

ようとしてきました。大気汚染測定がその主要な候補となりまし

た。SCC2015で、私たちは、パサデナで活動するIO Rodeoと協力し

て開発した、モジュール型セーフキャスト・エア・クォリティを発表し

ました。この装置は、ビーガイギーのフォーム・ファクターをベース

としており、他のセンサーを追加できるようになっています。発表以

来、私たちは多数のエア・クオリティ装置の試作品を設計し展開し

て、さまざまなセンサー構成で実行可能性をテストしてきました。

これらの装置は、メタン、オゾン、一酸化窒素などの気体を監視し

ます。また、PM10、PM2.5、およびPM1.0サイズの微粒子も監視しま

す。ロサンゼルス郊外のポーター・ランチで発生した天然ガス漏れ

は、これらの装置のフィールド・テストを行う貴重な機会となり、1軒

の家屋に多くのさまざまなセンサーを取り付けるよりも、単位方向

ごとに1台のセンサーを使用するほうが良いと判断することができ

ました。 

  
1.5 オープン・データ（別名：セーフキャスト
API）
セーフキャストは、データを収集・公表する方法で公開性の模範と

なるように努めており、オープン・データに簡単にアクセスできる

ことが、社会全体に幅広い利益となることを示そうとも務めていま

す。これは単に原則の問題にとどまらず、実用性と実際性の問題で

もあります。つまり、データがオープンであればあるほど、そのデー

タはより有用になるのです。「公開性」は、あとから簡単に追加でき

るものではなく、開始当初からデータ収集システムに組み込んでお

く必要があります。これには、公開性の優先性が高いことを、参加者

全員の間で合意しておく必要もあります。オープンなシステムは必

ずしもそうでないシステムと比較してより多額の費用がかかるわけ

ではありませんが、慎重な配慮と計画が必要となります。私たちの

公開性およびデータ・アクセス機能の詳細については http://blog.

safecast.org/faq/openness-and-data-access/ を参照してくださ

い。   

1.6 データ可視化
地図を作成するときの私たちの目標は、詳細や精度で妥協するこ

となしに、収集したデータを可視化して、アクセス可能にし、容易
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に理解できるようにすることです。おそらく、私たちの最もアクセス

しやすい可視化エンドポイントは、セーフキャストWebマップで

す。2015年にはこの地図が多くの面で改良されています。データ・

バックエンドが改良され新しいユーザービリティ機能が追加され

ています。Webマップの主要なバックエンド・ソフトウェア（私たち

の独自のOX Xプロダクション・アプリとRetile）も改良されて、このマ

ップのサポートが向上しています。iOS用とOS X用のアプリも着実

に改良されてきました。 

1.7 アウトリーチ活動
活動開始当初から、私たちは、イベントやアウトリーチ活動が私た

ちの活動を伝え、コミュニティを創り上げ、ボランティアをトレーニ

ングするための、重要な部分であると考えてきました。頻繁にワー

クショップを開催し、ハッカソンを運営し、トーク・セッションを行

い、公開シンポジウムに参加しています。また、MITメディア・ラボ、

慶応大学、青山学院大学、金沢工業大学、サンディエゴ州立大学と

も連携を保っています。2015年中の私たちのアウトリーチ活動は、

回数が増加し質も向上しています。その中から数例を次に示しま

す: 東京と福島県の郡山で開催されたセーフキャスト・カンファレン

ス2015（SCC2015）には500人以上の方にご来場いただきました。

日本、ヨーロッパ、南アメリカおよびインドで開催された多数の専

門家シンポジウムで学術プレゼンテーションを行ったり参加したり

しました。日本および海外で歩と温度毎月ワークショップを開催し

ました。日本、ヨーロッパ、および米国で意欲的な教育イニシアチブ

を実施しています。またイギリス、ヨーロッパ、シンガポール、台湾

の美術展にも参加しています。

.1.8 メディア対応と広報活動
セーフキャスト・プロジェクトは、インターネット時代の可能性の中

から現れ、ソーシャル・メディア、クラウド、チャット・ルーム、Slackな

どとの関わりの中で「運営」されています。セーフキャストは、広告

に一切リソースを割かず、代わりにそうした口コミに頼っています。

しかし、私たちは常時さまざまな種類のメディアから取材を受け

ており、私たちはこれらを自分たちの作業に意味があるという考え

への承認であると見なしています。過去、私たちの活動は、新聞・雑

誌、書籍、テレビ、ブロク、オンライン・メディアなどのべ150以上の

メディアで特集、言及、報道されてきました。（日本および海外の約

30紙の新聞、大手放送メディアが特集を6回、オンライン・メディア

が50回以上メンションなど）。私たちは今まで日本国内よりもむしろ

国外の方からより多くメディアの取材を受けてきましたが、昨年は

セーフキャストも日本の主流メディアからよく取材されるようにな

ってきました。

1.19 資金提供と支援

私たちは、今でもシャトルワース財団などの寛大な皆様から寄付を

頂いており、また同団体には今年の私たちの活動の主要分野のス

ポンサーとなっていただいています。またジョン・S & ジェームス・L・

ナイト財団からも支援を頂いていました。また今でも多くの企業か

らも現物で支援を頂いています。私たちはこうしたかけがえのない

ご支援すべてに心からの感謝を表明いたします。

1.10 たゆまぬ向上
より良い方法、改善が必要なところ、または補完できる部分があ

りましたら、または手助けしたいとか貢献したいと思われた場合

は、info@safecast.orgまでご連絡ください。また皆様が（市民、企

業、大学または政府機関として）収集したデータを公開しより活用

度を向上する方法をお知りになりたい場合も、私たちがご協力い

たします。 

パート２：状況のレポート
２．１ – 福島第一原子力発電所(FDNPP)での
課題
２．１．１  廃炉ロードマップ
実施済みでも予定であってもサイトで示された2020年までのロー

ドマップは全て、溶融した炉心を取り除くという実に困難な使命の

単なる準備に過ぎません。ロードマップは存在し、東京電力はこれ

まで基本的に予定通り進めていますが、今後、さらに先に進めるこ

とは、これまで以上に困難となることでしょう。規制監督はあるよう

ですが、十分な強制力があるようにも見受けません。

２．１．２．　使用済み燃料プール
大いなる悲運の前触れかと思われましたが、東京電力は2014年12

月に、全ての使用済み燃料を４号炉から安全に取り除くことに成功

しました。４号炉はほとんどの燃料を取り除きましたが、残る３つ

の炉は、明らかにさらに困難なものだと言えるでしょう。最後の燃

料の取り出しは2017年に開始する予定です。この燃料は、通常の

施設内のプールよりさらに安全で長期間貯蔵できる貯蔵庫が必要

ですが、この燃料を置く場所が他にないのが現状です。

２．１．３　水の問題
福島第一原子力発電所での水の問題について多くの問題を耳にし

ます。水の問題は深刻で、他の必要な作業の進行を妨げています。

この多くの問題を起こしている水を見ることができれば、問題はも

っと簡単になるのでしょうが、問題の水は地下にあるのでそうはい

きません。水の問題が非常に困難なため、東京電力は大掛かりで

先進的な考えを取り入れざるを得ません。そして、一部の分野では

最新技術を使っているようにも見えますが、ニュースでも取り上げ

られているほとんどの汚染水の漏洩の問題は、ローテクで簡単に

予防できるものばかりです。また、それは簡単に探知され、報道さ

れてしまうものなのです。

２．１．４　放射性物質（放射性核種）除去システム

東京電力が放射性物質（放射性核種）を現場の水から除去するた

めに使用するシステムは、当初は信頼性の低い物でしたが、徐々に
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改善し、安定して洗練されていきました。それは漸次習熟していく

という、私たち自身でもよく経験していることです。

東京電力は、いくつかのシステムを継ぎ合わせることで、大規模化

や、新機能の追加を可能にし、新技術の開発を行ってきました。全

体的なシステムは現在よく機能しているようですが、それでもな

お、故障して対処すべき水の処理が更に遅れてしまうかもしれない

という脆弱性も抱えています。

２．１．５　地下水の問題

簡単に言えば、福島第一原子力発電所の現場で厳しい地下水問題

のために計画された解決策は、地下の氷（正確には凍土）製のダ

ム、および数十のポンプによる意欲的な数々です。水が放射性では

なかった場合、ポンプ部分はもっと単純です。すべての卵がこのひ

とつのバスケットの中にあり、我々はそれが失敗した場合の「Ｂ計

画」（バックアッププラン）を聞いたことがありません。地下水の問

題が解決されなければ、溶融燃料を除去するために準備するとい

う、次のステップに進むことはできません。

２．１．６　溶けた燃料の除去

過去に、溶融したコアの燃料除去が、一度だけ行われたことがあり

ます。1990年にスリーマイル島で事故が起きた時です。ですから、

協力をお願いできる経験を持つ人は多くありません。いずれかの

企業が単独で取り組むにはこの仕事は大きすぎるので、必要とな

る技術を育成するための新しい、資金の豊富な研究機関が設立さ

れました。しかし、その過程には数十年を要することでしょう。

２．２　避難者と帰還者
被災者たちは、自分たちの生活を根こそぎにされていますから、そ

の不満は計り知れず根深いものがあります。彼らの窮状のその多

くは、避難すべき人々と、残留を認められた人々を、急いて線引きを

したことに根ざしています。おそらく多くの被災者は残留を望んで

いたでしょうし、残留を望んでいない人々の場合は、経済的に避難

が可能かどうかが問題になりました。現時点では、政府のあらゆる

レベルが帰宅を勧めているにも関わらず、放棄した故郷に戻ろうと

する避難者は多くありませんが、避難区域外に住んでいた人はか

なりの数が戻ってきました。一方、補償の巨大な格差がさらにコミ

ュニティの離散を進めることになりました。

２．３ - 環境と汚染除去
福島第一原子力発電所から環境へ放出された放射能は、多くの点

で前例のないものです。

しかし、多くの点から、核実験やその他の放射能を放出した事故と

似ています。放射性核種は、環境で永続的に残る面と流動する面の

両面を持ちます。海を通して分散し、土壌と河川地下水を通って移

動する物質を見つけ追跡し、汚染が予測される食品種が何で、どの

程度かを知り、人々の居住地で修復あるいは放棄さえ必要な場所

がどこかを知るために、とても重要です。

2.3.1土地の環境

こういうことを言うのは奇妙かもしれませんが、福島第一原子力発

電所から地上に残留した放射線物質は全体の約20％だけで済み

ました。しかし、それでも16万人以上の人々が移住を強いられるこ

とになり、農地と居住地でとてもコストのかかる除染が必要です。

環境放射線のほとんどの種類を検出し、地図化することがそれほど

難しくないのは、不幸中の幸いではありました。これがセーフキャス

トが今でも存在している理由です。

2.3.1a　森

地上に落下した放射性物質の約70％が、森林に残留しています。

森林の効果的な除染はほぼ不可能と考えられ、生態系の動植物に

何十年も残ることになります。放射性核種は、基本的にセシウムを

拡散にそれを回し（同様に他の核種をより少量拡散します）、河川

地下水で拡散します。研究者らは、これらの環境でそれらを追跡す

る多くの経験を持っています。

2.3.1b　除染の進捗、計画、有効性

除染が必要な面積は広大です。我々は２年前に使用されている手

法の有効性を検討したところ、我々はそれが部分的にのみ有効で

あると判断しました、それは多くの状況では、自然の放射性崩壊を

待つことを、より意味していました。私たちの間では、いくつかの除

染のケースは、努力が行われていることを示すための「視覚的解

決」にすぎないと話していました。しかし、多くの場合、除染は放射

線の被爆量を大きく変えることができます。いずれにせよ、これは

管理とコミュニケーション面の大きな課題で、多くの住民が懐疑的

なままなのも無理のないことです。

2.3.2 海洋

海への放射能放出は膨大でしたが、実際には前例がないわけでは

ありません。海洋学者の多くのチームは、太平洋を横断して核種を

追跡しサンプリングしていました。そして、「プルーム」がどれくらい

かけて北アメリカの海岸に到着するか、そしてそれがどれくらいの

セシウムを含んでいるのか、ということを２年前に海洋学者が立て

た予測は、非常に正確であったことが証明されています。予想され

たように、レベルはとても低く、例えば、1970年代に比べても低かっ

たのです。

しかし、原発では未だに漏れが継続しており、汚染水の大量流出の

危険性は、完全に排除することはできません。一方、福島県沖海底

での放射能汚染がマッピングされています。そして、多くの食卓に

上る食料の主力を含め、そこに住む海洋生物種への影響を低減す

ることができるのは、唯一、時間だけだということ点で、専門家の意

見は一致しています。海洋環境の綿密なモニタリングは極めて重

要であり、今後何十年と重要であり続けるでしょう。
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２．４ - 食品
市場から汚染された食品を排除することは、人々の放射線の

内部被ばくを最小限に抑えるためにとても重要なことです。

この危険性は長期に残ります。セシウムおよび他の放射性核

種は、何年も…多くの場合、数十年も…通常は土壌深くを移

動しながら、環境の中で残っているからです。このため、問題

がある時点で制御されているように見られた場合でも、危険

性は存在しているのです。

日本政府は2011年3月直ちに、スケールと包括性には前例の

ない、食品監視プログラムを策定しました。しかし、全てがチ

ェックされたわけではなく、それがために、独立した、市民が

運営する食品検査ラボが全国に数多く現れたことが、非常に

歓迎されたわけです。また、福島や他の地域で、実際の住民

が食べる食事の独自テストも歓迎されました。ストロンチウ

ムの試験が相対的に不足していることは課題でしたが、独立

機関のチェックでは、福島で生産された食品でセシウム濃度

の上限を超えているものは1％未満で、どれも市場に流通し

ていないことがわかり、これは、公式の調査結果を裏付けるこ

とにもなりました。これは農家の努力の賜といえるでしょう。

最大の食品リスク - 野生のキノコや野菜、およびイノシシや

他の野生動物は – はよく知られており、今後数年間続く問題

です。

２．５ - 健康
放射線被曝による健康へのダメージ、特に子供の脆弱性に関

する懸念は、福島の災害に関する最大の論争となりました。

健康上の懸念は、人々が避難した理由であり、多くの家族が

公式の保証を信用せずに、避難を選択しました。癌や白血病

などの放射線関連疾患は、ほとんとの場合曝露から数年間は

発見されず、大規模で長期的なモニタリングによってのみ検

出されるという事実が、この問題をより大きくしています。

政府は迅速にモニタリングプログラムを作成して実行し、そ

の結果は、これまでのところ、注意深く見続ける必要はあって

も、楽観を与えるものですが、それを言うにはまだ時期尚早

です。透明性が不十分なことやコミュニケーション不足から、

多くの市民が疑いを残しています。
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(上）2015年３月に福島県郡山市で行われた「セー
フキャスト・カンファレンス」後のレセプション・
パーティーで。

(左）セーフキャスト･ボランティアのジョー・モロス
が、福島県南相馬市小高にリアルタイム放射線
センサー「ポイントキャスト」を設置している。こ
こは福島第一から7キロ離れた所。

（右）完成して設置を待つばかりの「ポイントキャス
ト」たち。
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第1部: セーフキャスト・プロジェクトアップデート

2016年3月
Pieter Franken (日本担当、Sean Bonner (国際担当)、Nick Dolezal (可視化担当)が作成

•	 セーフキャスト・プロジェクトは今では環境測定の多様な側面に拡大しています。私たちが現
在活動している主要分野は以下のとおりです:  

•	 •	 携帯式放射線測定

•	 •	 固定式放射線監視

•	 •	 大気汚染測定および監視

•	 •	 センサーの研究開発

•	 •	 データ可視化: 地図とアプリ

•	 •	 活動: ワークショップ、ハッカソン、トーク

•	 •	 アウトリーチ: シェアリング、ヘルプ、ラーニング

•	   

•	 さらに、私たちはセーフキャストの原則やその他の開発について討論する予定です:  

•	 •	 オープンデータ (セーフキャストAPI) 

•	 •	 セーフキャスト・コード 

•	 •	 メディア対応および広報 — ハイライトとカバレージ 

•	 •	 ボランティア — セーフキャスターと皆様が支援いただける分野 

•	 •	 NPO、資金提供と貢献

•	 •	 たゆまぬ向上 
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1.1 セーフキャスト・コード
セーフキャスト・コード
2014年に私たちはセーフキャスト・コード 1.0 を発行しました。こ

の中で私たちは私たちの活動の指針となる10のポリシーのリスト

を通じてセーフキャストの精神を説明しようと試みました。これは、

私達の行動指針と見なすことができ、私たち自身で自分たちの目

標を思い出し、活動のフォーカスを定めるために役立てています。

私たちはこのリストに体現されている価値と態度を評価しよう試み

ており、また他の人たちも同じようにすることを勧めています。 

•	 常にオープン – 私たちは、私たちのあらゆる作業を透過

的にし、公開し、アクセス可能にしようと務めています。

•	 常に向上 - 私たちは、常に作業を洗練することができる

ように、アジャイルでインタラクティブなデザインを使用することで

常に向上することができます。•

•	 常に奨励 – 私たちは、人々を歓迎し包含することを目指

し、また互いに新たな挑戦に挑むことを勧めています。

•	 常に公表 - 結果は閉じたドアの向こうに置いていても無

意味なので、私たちは常に世界に活動の結果を公表しようと務め

ています。

•	 常に質問 – 私たちはすべての答えが分かっているわけで

はなく、継続的に学習しクリティカル・シンキングを行うことを奨励

します。

•	 常に妥協を拒む – 目標に到達しようとする私たちのコミ

ットメントにより、私たちは目標に接近できます。

•	 常にオン – セーフキャストは眠りません。私たちのオフィ

スは世界中のどこかで1日24時間、365日開いています。

•	 常にクリエイティブ – 私たちのミッションには完了日がな

く、私たちには常にするべき作業があります。

•	 常に客観的 – 政治は知覚を歪めるので、私たちはデータ

とそれが示す問題に集中します。

•	 常に独立 - これは行動で示します。 

これらの原則はセーフキャストの創始者の一人であるJoi Itoの指

針（<http://www.media.mit.edu/about/principles>）の一部を組

み込んでいます。「展開しなければ意味が無い」や「引き出す力」は

私たちが強く共感している2つの原則です。

私たちは使命を遂行中である
「私たちは神に与えられた使命を遂行中である」とは言いません

が、私たちはオープンであることについては言うべきことがありま

す: 

•	 私たちは、環境データはオープンにして、誰でも簡単にア

クセスでき、簡単に理解できるようにするべきだと強く感じていま

す。

•	 環境データに関する独立した意見を得られるようにすべ

きです。IoT（Internet of Things、モノのインターネット）の時代に

は、市民が直接声を届けることができます。

•	 政府、大学、企業などの公共セクターは、環境に関するデ

ータをクリエイティブ・コモンズ・ゼロ（CC0）を介してパブリック・ド

メイン指定で公表し、第三者が自身のデータを検証できるようにす

ることの重要性を認識するべきです。

セーフキャスト・レポート
この文書は、セーフキャスト・レポートの第2版であり、セーフキャス

ト・カンファレンス2016の一環として2016年3月(#SCC2016)に発行

されています。元のレポートは2015年3月に発行されており、広くフ

ィードバックを受け付けてきました。2016年度版は、そのフィード

バックの多くを組み込んで、シチュエーション・レポートの中の多数

の新たな洞察を追加しています(第2部)。2016年版で、私たちは、は

じめて日本語でもレポートを発行しており、2016年春には日本語

版を発行できると期待しています。私たちには年次ベースで更新版

を発行する計画があります。

セーフキャストの測定方法
私たちの目標の1つは、セーフキャストの測定方法を文書化し、そ

の方法に関して私たちに送られてきた質問(そして問題)の多くに答

えることです。最近、セーフキャストの最初のピアレビュー済みの科

学論文が受け付けられ、科学雑誌で公表されます。この論文は、セ

ーフキャストの方法を解説し、類似のイニシアチブと比較して、セー

フキャストのアプローチをユニークで効果的にしているものをハ

イライトしています。この記事は、今年後半に公開予定ですが、学

術界でも認識を得て、「市民科学」プロジェクトとしてのセーフキャ

ストにとって大きな一里塚となるでしょう。2016年、私たちは、セー

フキャストの方法を文書化し、それを最も効果的な方法で拡散す

る作業を継続します。

新しいファミリーを紹介: ドライブキャスト、ポイ
ントキャスト、ポケットキャスト!   驚きですか? 
昨年、セーフキャスト・カンファレンス2015で、セーフキャスト・アド

バイザーであり初代ボランティアであるRay Ozzie氏から、私たち

は多様なプロジェクトと装置を上手に分類する方法にフォーカス

するように助言されました。このアイデアは、多様な種類の汚染(放

射線、大気汚染、水質汚染など)に測定対象を広げて、測定フォーマ

ットでグループ分けするということでした。これは、3つのクラスター

となり、その中に以下のプロジェクト、装置およびアプリの集まりが

フィットします: 

ドライブキャスト - 耐久性に優れた専用のスタンドアロン装置を使

用する携帯式環境汚染測定。これには、放射線測定用の幅広い種

類のビーガイギー(bGeigie)装置が含まれ、大気汚染測定機能のあ

る装置を含めるように拡大されます。明確に言うなら、ドライブキャ

ストは、普及しているビーガイギー・ナノ(bGeigie Nano)の代わりと

なるのではなく、ドライブキャストは分類の1つであり、ビーガイギ

ー・ナノはこのドライブキャストという分類に当てはまる多くの装置

の1つとなります。ですから、他のセーフキャスト携帯装置もドライ
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ブキャスト装置になります。

ポイントキャスト - 固定位置に設置された専用装置を使用する固

定式環境汚染測定。これには、放射線測定用と大気汚染測定用の

装置が含まれます。元のnGeigiesは第一世代のポイントキャスト装

置であり、第2世代の装置は現在開発中です。

ポケットキャスト - 処理、位置計測および通信を担当するスマート

フォンなどの携帯デバイスに取り付ける、非常に携帯性に優れた

装置を使用する移動測定。これは、現在のところ、まだ少数の試作

品を作成したばかりなため、ほとんど進展していない分野です。

私たちはこれらの取り付け式の装置の価値を認識しております

が、2016年中に使用できるよう、さらにポケットキャストの開発を

進められるように望んできます。 

1.2 ドライブキャスト - 携帯
式放射線測定

セーフキャスト放射線測定データセットには、2016年3月時点で4千万を超
える測定が含まれています。 

S2011年4月から、セーフキャストのボランティアはビーガイギー

（bGeigie）携帯式放射線センサーを使用して放射線データを収

集してきました。2016年3月現在で、セーフキャスト・データ・セット

のサイズは、43,000,000を超える測定回数になっており、昨年だけ

でも1千6百万測定回数が追加されています。これらの測定の中で

5百万以上が固定式センサーによるもので、それ以外はビーガイ

ギーによるものです。900人を超える登録ユーザーがおり、その中

の50人以上が100,000データ・ポイント以上を記録しており、また

その中の6人はそれぞれ百万データ・ポイント以上を記録していま

す。展開されているセーフキャスト検出器の数は約1,000台（固定

式および携帯式）で、その中には500台を超えるビーガイギー・ナノ

が含まれています。

ほとんどすべての日本の主要道路を測定し、多くのエリアでは繰り

返し測定されているため、放射線レベルの変化に関して、明確な証

拠が得られます。さらに、ヨーロッパと北アメリカのほとんどの国々

を含む、すべての大陸の70を超える国々からもデータを収集してい

ます。セーフキャストのデータセットには、遠く離れたスーダン、イ

ラク、南極からのデータも含まれ、またチェルノブイリ、セミパラチ

ンスクやマーシャル諸島などの関心の高い地域のデータも含まれ

ています。

データセットの増加で大きな割合は、日本国外の地域からのもの

です。特に重要なことは、ヨーロッパでの増加であり、ここでセーフ

キャストは優れた知名度を獲得しており、熱心なボランティアのネ

ットワークが拡大中です。アジアでは、台湾と香港のボランティアが

都市や地方をカバーする大量のデータを追加してくれています。私

たちの地図上に現れているユニークな場所には、今ではビキニ環

礁も含まれ、北極探検も含まれています。アフリカ、ロシア、中国、ラ

テンアメリカではまだ大きな活動はありませんが、やがてボランテ

ィアがこれらの地域をカバーしてくれることを望んできます。   

装置

ビーガイギー・ナノが、セーフキャストの放射線粗測定活動の現在の主力
です。 

2013年半ばにこれが発表されてから、500台を超えるビーガイギ

ー・ナノのキットが展開されてきました。これ以前のビーガイギー

には、初代のスーツケースサイズのビーガイギー、ビーガイギー・

ミニ、ビーガイギー・プラス、ビーガイギー・ステルスがあり、また特

殊なエックスビーガイギー(xGeigie)もありました。私たちはビーガ

イギー3(bGeigie 3)も設計し試作品を作りましたが、結局は計画を

断念しました。ビーガイギー・ナノ以前のモデルは、より労働集約的

な作成方法が必要で、1台あたりの価格も比較的高価でした。価格

とサイズの両面でスケールダウンしたビーガイギー・ナノを開発す

ることで、装置の入手性の問題がほとんど一夜にして解決されまし

た。他のセーフキャスト関係者に会ったことがあるかどうかに関わ



14

ハンダ付け不要版ビーガイギー・ナノ 
年少のボランティアやハンダ付けが苦手なボランティア向けのバ

ージョンを開発する作業が進行中です。これは完成済みのパーツ

をはめ込むことにより数分で組み立てることができます。とにかくナ

ノを使って測定したい方々に、これが主流のモデルとなることを期

待しています。最初のバージョンは2016年後半に公開予定です。  

固定式センサー転換キット
私たちのデータの大多数が携帯式装置で測定される一方で、私た

ちは、また特にビーガイギー・ナノを所有しているボランティアも、

固定式センサーネットワークにも強い関心を抱いてきました。多く

の人々がこの装置を固定式センサーに転換して、携帯してデータを

収集していないときには、自宅やオフィスでデータを収集したいと

考えています。私達は現在、既存のビーガイギー・ナノ上のXBEEヘ

ッダーに刺し込み可能な追加ボードを開発中です。これを使用す

ると、固定位置からデータを連続的に収集して、読み取り値を自動

的にアップロードすることができます。これらの目的のために、私た

ちは有線(イーサネット)と無線(WiFiおよびBluetooth)の両方のオ

プションを開発中です。

ポケットキャスト 

ポケットキャストの試作品

ポケットキャストの最初の試作品は、セーフキャスト・カンファレン

ス2015ハッカソンで組み立てられました。目標は、モバイル・デバ

イスとシームレスに接続し、充電の必要なしに長時間稼働できるコ

ンパクトな装置を作成することです。このプロジェクトは、2016年中

にフォーカスの更新が得られると期待されています。

フクシマ・ホイール 

フクシマ・ホイール(クレジット: Eyes Japan)

りなく、事実上、世界中のあらゆる場所にいる人々がセーフキャス

ト・ボランティアになれるようになりました。

 BLEbeeインターフェイス・モジュール 

ビーガイギーBluetoothインターフェイス
2015年に、ビーガイギー・ナノが拡張されてオプションのBlue-

toothインターフェイスが装備され、iOSおよびAndroidデバイス

を接続して測定を支援し、移動先でアップロードできるようになり

ました。BLEインターフェイスは、今年の晩春にkithub.ccを通じて

利用可能になる予定です。ビーガイギー用のBLEモジュールの発

表で、ボランティアがiOSおよびAndroid用のアプリを発表し、ユー

ザーがこれを利用して携帯電話で直接測定値を集めてアップロー

ドできるようになっています。これにより、データをSDカードから

パソコンにアップロードする手間が省け、ボランティアがデータを

送信する作業がより簡単になります。iOS版およびAndroid版のア

プリは、Apple App storeとGoogle playストアから配布されてお

り、「Safecast」と入力して検索できます。iOS版およびAndroid版の

Safecast Driveアプリは、インターフェイスは異なりますが、機能は

ほぼ同じです。 

iOS用のSafecast Drive: https://itunes.apple.com/us/app/safe-

cast-drive/id996229604?mt=8Safecast 

GooglePlay上のSafecast:Drive: https://play.google.com/store/

apps/details?id=io.wizkers.safecast.drive&hl=en  Safecast Drive

アプリ -- 左がiOS用、右がAndroid用 
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この進行中のプロジェクトは、Eyes Japanの山寺純CEOの指導の

もと、福島県会津若松市の会津大学と協力してEyes Japanにより

実施されています。カスタム・デザインの自転車にセンサーと無線

を装備しており、車輪に取り付けたLEDディスプレイ・システムに

より、走行している位置によって表示を変化させながら、広告を車

輪に表示することができます。これによりローカル・ビジネス・モ

デルと環境測定を組み合わせます。フクシマ・ホイールの第2世代

は、一酸化炭素(CO)、窒素酸化物(NOX)、アンモニア(NH3)、温度や

湿度のセンサーも装備した改良型ビーガイギー・ナノを使用しま

す。PM2.5および紫外線(UV)センサーを内蔵する第3世代の試作品

が、日本のネット通販サイトである楽天のデモ用に作成されていま

す。 

地方 自治体との共同プログラム
2012年に、私たちは福島県内の自治体と作業を行うプログラムを

開始し、都市全体を街路ごとに測定して、ホットスポットを発見し、

町全体の線量の数値を確立しました。避難区域では中央政府によ

り多くの放射線測定が実施され今も実施されていますが(下のセク

ション2.3「環境と除染」を参照してください)、それらの調査は福島

県内の多くの部分で首尾一貫性を欠いています。このプログラム

を通じて、私たちは福島県内の4市で測定しました。私たちは2015

年にそれらの地域で再測定することができましたが、今年これらの

市で再測定することを計画中です。

ビーガイギー共有プログラム
既存のビーガイギーをより有効活用するために、私たちは、ビーが

イギーの所有者がコミュニティにいる他のボランティアが自分の

ビーガイギーを活用できるようにする、共有プログラムを開発中で

す。日本で最初の試行を行うための準備が進行中で、2016年4月に

開始する予定です。

.1.3 ポイントキャスト - 固定
式放射線測定

セーフキャストは固定式リアルタイム・センサーの新しいネットワークを展
開中です。

2015年3月に、pointcast.safecast.orgを開始しました。この新しいイニ

シアチブは、日本と世界に固定式放射線センサーを展開することにフ

ォーカスしています。これらのセンサーは、放射線レベルに関するリア

ルタイム・アップデートを送信し、途中の障害なしにそうしたデータを

公表します。このデータもCC0の条件で公開されます。Webインターフ

ェイスには現在と過去の放射線レベル、時間と放射線レベルの関係プ

ロット、各センサーの位置、およびセンサー自体の写真が表示されま

す。さらに、フィードバックを奨励するために、各センサー用にコメント

を投稿することができます。24時間以上オフラインになっているセン

サーは、オフラインとリストされます。 http://pointcast.safecast.org 

日本国内のセンサーはより一層、立ち入り禁止（「帰宅困難」）区域を含

めた、福島第一原発周囲の地域にフォーカスされるようになります。私

たちは原発事故による避難者たちと連絡を取っているボランティアと

協力して作業しています。そうした避難者たちは自分たちが元々暮らし

ていた家屋の放射線レベルをリアルタイムで確認できたらという希望

を口にしています。帰宅困難区域外で暮らす人々のためには、センサ

ーの設置場所を提供してくれるボランティアと協力して作業していま

す。これは、このイニシアチブをサポートしようとするボランティアに私

たちが依存する「プル」モデルとなります。

当初は、2本のガイガー・ミュラー管を収めたデュアル・センサーを展開

します。1本は等価被ばく線量(uSv/h単位)を測定し、もう1本の「パンケ

ーキ」チューブはアルファ、ベータ、ガンマ線の線量を合わせて、1分あ

たりのカウント数(CPM)で測定します。センサー・ユニットは、Medcom 

International社が製造し、過去25年間にわたって生産されてきまし

た。センサーが屋外に取り付けられる一方、電子装置(ポイントキャス

ト)は屋内に設置されます。  

現在、30台以上のリアルタイム・センサーが展開されていますが、私た

ちの目標は、今後数カ月間で福島県内にさらに30台から40台を展開

することです。この展開は、Shuttleworth財団の財政支援により可能に

なりました。 

装置
ポイントキャストは、pointcast. safecast.orgを駆動するハードウェア・

プラットフォームです。システムは、現在放射線センサー(Medcom Ra-

diusまたはHawk)を装備し、それが通信ボックスに接続されており、そ

こから放射線データがリアルタイムでセーフキャストAPIに送られま

す。初期展開では、福島県全体を濃密にカバーすることにフォーカスし

ますが、一部のセンサーは東京や東京の北側の各県にも設置します。 

2015年、私たちは第2世代のポイントキャストの最初のバッチを日本

と米国に展開しました。これらは、ほとんどが固定式イーサネット接続

を装備していました。これで十分機能しますが、センサーを屋外に設

置することで、電源と固定式インターネット回線に接続することが問題

になることが分かりました。特に日本では、どんどん多くの人たちが固

定式インターネット・アクセスを固定電話線とともに解約して、インタ

ーネット・アクセスには携帯電話だけを使うようになってきています。

また、立ち入り禁止区域内のほとんどの場所には固定式インターネッ
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iOS用ポイントキャスト・アプリ

センサーとTTNコミュニティを活用する協力関係について協議して

います。

さらに、ポイントキャスト・システム・データに簡単にアクセスする

ためのiOSアプリを開発中であり、これを使用すれば、リストまたは

地図としてポイントキャストの放射線センサーすべてが表示され

ます。ユーザーは、「好みの」ポイントキャスト・センサーを選んで、

別個のリストを通じてこれらを監視し、それらのセンサーのアラー

ム・レベルを設定することができます。こうすることで、市民が通知

を受けたいレベルにアラームを設定することができます。ポイント

キャスト・アプリはテスト中で、2016年夏までにiOSアプリ・ストアで

公開する予定です。  

NRDCパートナーシップ(US)
NRDC(Natural Resources Defence Council、米国ワシントンDC)と

の協力により、ポイントキャスト・センサーが試験ベースで米国の

ワシントンDCエリアに展開されています。2016年の目標は、米国

内の各地により多くの装置を展開し、ネットワークの範囲を広げる

ことです。 

ダミーキャスト（Dummycast）・モジュール

ダミーキャスト

私たちは、Medcom Radiusなどのセンサーに接続せずにポイント

キャスト・センサーをテストする方法を必要としており、また危険な

ポイントキャストのハードェア構成: 上面図: Medcom Hawk検出器、底面図: 
ポイントキャスト制御・通信ユニット

ト・アクセスがありません。展開した装置が現場であまりインフラに

依存しないようにするために、3G機能のあるポイントキャスト装置

により強くフォーカスすることに決定しました。3G契約は以前なら

費用がかかりましたが、昨年データ専用3G SIMカードの提供が開

始され、90%以上コストが削減されました。スタートアップ企業の1

つSoracom.com社にはセーフキャスト・プロジェクトに非常に積極

的に支援していただき、協力して3Gハードウェアと世界全体の観

測にかかる費用をさらに削減しようとしています。大多数が3G機能

を備えたポイントキャストの次のバッチを、2016年春に福島県に

展開する予定で、利用可能なセンサーの数が2倍になります。 

一方、次世代のポイントキャストを開発する作業も継続中です。フ

ォーカスしているのは、低電力ソリューションの問題であり、BLEを

通じて家屋の中のベースステーションに接続するか、エネルギー

消費が大幅に削減するように最適化されているLoRaWanなどの実

験的なネットワークを使用するかのいずれかになります。電力消費

を十分に低く抑えることができるなら、このシステムは配線が不要

になり、屋外での展開が簡単になります(「ドロップ&フォーゲット」)

。2016年2月に、最初のLoraWan式ポイントキャストが、LoraWan

ベースのネットワークを構築している国際的な非営利団体であ

る、The Things Network (TTN - http://thethingsnetwork.org)に

正常に接続されました。セーフキャストとTTNは、セーフキャストの
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できるデータが利用できないことであり、探して見つかるデータは

多くの場合不透明で曖昧です。放射線の場合は、私たちは本質的

に1つの数量だけを測定していましたが、大気汚染はずっと幅広く、

より漠然と定義された概念です。ある街での現実的な関心事は他

の街ではそれほどでもなかったりすることもあります。このため、大

気汚染のどの側面、そしてどの気体が測定でもっとも重要なのか、

そして目的は何かという問題に関して多く討論を行い、常に疑問を

投げかけました。 

セーフキャストの大気汚染センサーの最新の試作品

特定の応用方法でどのセンサーが信頼できるかに関して明確な合

意が存在する放射線と異なり、大気汚染センサーはより多様で、一

般に大幅に信頼性が劣る傾向があります。私たちは長い時間と多

くの費用を費やして、首尾一貫した測定値が得られるように、セン

サーを探して校正しようとしてきました。私たちはSCC2015で、パサ

デナで活動するIO Rodeoと協力して開発した、モジュール型セーフ

キャスト・エア・クォリティを発表しました。この装置は、ビーガイギ

ーのフォーム・ファクターをベースとしており、他のセンサーを追加

できるようになっています。さらに、私たちは大気汚染センサーに

関して、SCAQMD、EDF、NRDC、MITメディア・ラボ、およびGoogleと

協力してきました。微粒子汚染、特にPM2.5は、世界的な関心事で

あり、またメタンは主要な地球温暖化ガスであるため、気候変動の

問題を考えるとき、定量化すべき重要な気体です。 

発表してから12ヶ月の間に、私たちは多数の大気汚染測定装置の

試作品を設計し展開して、さまざまなセンサー構成で実行可能性

をテストしてきました。これらの装置は、メタン、オゾン、一酸化窒素

などの気体を監視します。また、PM10、PM2.5、およびPM1.0サイズ

の微粒子も監視します。ロサンゼルス郊外のポーター・ランチで発

生した天然ガス漏れは、これらの装置のフィールド・テストを行う

貴重な機会となり、1軒の家屋に多くのさまざまなセンサーを取り

付けるよりも、単位方向ごとに1台のセンサーを使用するほうが良

いと判断することができました。 

私たちは、複数のバージョンの試作品テストがもうすぐ完了すると

確信しており、まもなくこれらのセンサーを大規模に展開できるで

しょう。SCAQMDからは寛大にも、行政スペックのセンサーに私た

ちのセンサーを並べて設置する許可をいただいており、こうするこ

とで優れた比較データが得られます。

放射線源を使用せずに高いCPMを発生させる方法も必要としてい

ました。私たちが「ダミーキャスト」と名づけていた装置が開発され

ました。これは、デュアル・センサーMedcom RadiusのArduinoベ

ースのシミュレータであり、それぞれLNDパンケーキとLND 712セ

ンサーを模倣する2つのパルスのランダム・ストリームを出力しま

す。ダミーキャストは、高いCPMカウントを生成することができるた

めに、私たちはテスト中のシステムがそれらのレベルを適切に処

理できることを確認できます。 

セーフキャスト6D
ガイガー管を使用する場合の制約の1つは、存在する放射線の量

は分かりますが、放射線を放出している核種についてほとんど分か

らないことです。これは食品を測定するときに特に重要ですが、こ

の知識により、環境で測定された放射線レベルが何によるものか

を理解するためにも役立ち、発生する線量率を正しく計算するた

めに役立ちます。2014年にセーフキャストのボランティアは、私た

ちが現在収集しているデータよりもより多くの次元を「見る」ことが

できる、ビーガイギーおよびエヌガイギー(nGeigie)を補完する新

たなセンサー設計および選択に関する作業を開始しました。現在

のところ、このプロジェクトはまだ構想段階にとどまっています。

地球スキャン
慶応大学との提携で、地球スキャン(Scanning the Earth)プロジェ

クトの一環として、セーフキャストは約300台の放射線センサーを

日本中に展開する作業を支援しました。データは慶応大学内にあ

る専用サーバーにリアルタイムで送信されていました。ソフトバン

ク/Yahoo様からこのプロジェクトに資金提供していただき、Yahoo 

Japanの専用Webページ(「Radiation Forecast」)で各地のデータ

が公開されていました。このページは残念ながら2014年に中止さ

れました。ただしネットワーク自体は現在も稼働中です。このネッ

トワークの制約の1つは、センサーがソフトバンクの店舗内に首尾

一貫しない形で設置されていたことでした。多くの場合バックルー

ムやクローゼットの中であり、セーフキャストの視点からはより適

切であっただろうと思われる屋外ではありませんでした。realtime.

safecast.orgプロジェクトは、このプロジェクトの経験の上に構築さ

れており、屋外センサーとそれらのセンサーをサポートするより広

いコミュニティにフォーカスしています。

1.4 ポイントキャスト - 大気
汚染測定
セーフキャストの主要なフォーカスは放射線測定ですが、私たちは

常にプロジェクトを拡大して他の環境データも含めようとしてきま

した。一見しただけでも、大気汚染の問題には、私たちが放射線に

関して抱いた憂慮と多くの類似性があります。一般に目に見えず、

極端な場合を除いて、私たちには通常見ることができないもので

す。もっとも重要なことは、明確で、普遍的にアクセス可能で、信頼
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情報開示の方針を設計しました。私たちは、これが独立した放射線

データ(またはさらに言うなら、あらゆるデータ)を公表している全

員の方針となることを願っていますが、まだそうなっていません。デ

ータを公表する人たちが、「独立した」データが「公式」データと技

術的に同等であり、またより透明で起こりうるバイアスがないこと

を示すことができないかぎり、一般公衆が「独立した」データが「公

式」データよりもより信頼性が高いと考える理由はありません。他者

が簡単に匿名でアクセスでき、厳しい分析テストに耐えられないか

ぎり、データは信頼が置けるものと見なされないと想定してプロジ

ェクトを開始するように、私たちは他の人々に助言します。

「公開性」は、あとから簡単に追加できるものではなく、開始当初

からデータ収集システムに組み込んでおく必要があります。これに

は、公開性の優先性が高いことを、参加者全員の間で合意しておく

必要もあります。オープンなシステムは必ずしもそうでないシステ

ムと比してより費用がかかるわけではありませんが、慎重な配慮と

計画が必要となります。 

 公開性およびデータ・アクセス機能の詳細については http://

blog.safecast.org/faq/openness-and-data-access/ を参照してく

ださい。

1.6 データ可視化
1.6.1 地図
地図を作成するときの私たちの目標は、詳細や精度で妥協するこ

となしに、収集したデータを可視化して、アクセス可能にし、容易

に理解できるようにすることです。おそらく、私たちの最もアクセス

しやすい可視化エンドポイントは、セーフキャストWebマップで

す。2015年に私たちが行った改良の例は次のとおりです: 

セーフキャストのデータセットは、70を超える国々の43,000,000を超えるデ
ータ ポイントになっています。

•	 携帯デバイスとHDPIディスプレイをより良くサポートする

ための応答性の良いデザイン。

•	 現在の測定を動的に表示するリアルタイム・センサーの

記号使用。

メタン用セーフキャスト・エア・センサー・ユニット 

1.5 オープンデータ（別名：
セーフキャストAPI）

セーフキャストは、データを収集・公表する方法で公開性の模範と

なるように努めており、オープンデータに簡単にアクセスできるこ

とが、社会全体に幅広い利益となることを示そうとも務めていま

す。これは単に原則の問題にとどまらず、実用性と実際性の問題で

もあります。つまり、データがオープンであればあるほど、そのデー

タはより有用になるのです。

可視化するべき固有のドライブを読み込む能力は、非常に便利なAPI機能
です。

すべてのオープンに利用できるようにすることで、技術的な知識の

ある人々が容易に私たちのデータを調査してその信頼性を確認す

ることができ、多くの人々が積極的に参加できるようになります。私

たちは、要求の多い人たちや懐疑的な人たちを念頭にシステムや
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•	 PNGタイル ファイルサイズを出力するためにさらに最適

化。

•	 •	 サーバーのリソース使用率を減らすことにフォ

ーカスした多様なパフォーマンス向上。

•	 メンテナンス性およびiOSおよびOS Xアプリのコードベー

スの統一をサポートするコード書き直し。

•	 数時間単位で日々のランタイムを削減し、将来もデータセ

ット拡大を継続できようにする変更検出。

•	 AWS S3クラウド ストレージによる地域横断の自動同期

化。   2011年3月11日から2011年9月10日までの福島地域のスナッ

プショット(上)と2013年3月11日から2013年9月10日までのスナッ

プショット(下)。

1.7 アウトリーチ活動
活動開始当初から、私たちは、イベントやアウトリーチ活動が私た

ちの活動を伝え、コミュニティを創り上げ、ボランティアをトレーニ

ングするための、重要な部分であると考えてきました。頻繁にワー

クショップを開催し、ハッカソンを運営し、トーク・セッションを行

い、公開シンポジウムに参加しています。また、MITメディア・ラボ、

慶応大学、青山学院大学、金沢工業大学、サンディエゴ州立大学と

も連携を保っています。 

昨年のハイライトの一部は以下のとおりです: 

•	 セーフキャスト・カンファレンス2015(SCC2015)は、東京

と福島県郡山市で500人を超える皆様にご参加いただきました。  

専門家シンポジウム、学術プレゼンテーション 

•	 リコメット (スロベニア、リュブリャナ)

•	 IRSN(パリ)

•	 パリ政治学院(パリ)

•	 パリ第11大学

•	 原子力ニュース・カンファレンス(ニューデリー)

•	 リスク・コミュニケーション(東京、国連大学)

•	 テンプル大学現代アジア研究所(ICAS)( WHOIのKen 

Buesseler氏に同行)

•	 オープン・サイエンス・ハードウェアの会合(スイス、ジュネ

ーブのCERN)   

•	 ビーガイギー ログ ビューアへのスケーラビリティ向上に

よる、航空機で収集したデータを含むカスタムのクエリ サポート。

•	 追加コンテンツ: 2012年用の履歴レイヤーを統合。

•	 地図から測定値を素早く表示するクエリ ツール。

•	 とりわけ高レテンシー接続のユーザー向けに、転送速度

を向上するための512x512サイズのWebマップ タイルへの移行。

•	 地図の元の解像度の実際上のロジスティックな限界を超

えて可視化されたものをユーザーが表示し続けることを可能にす

る、クライアントサイドのWebマップ タイルのズーム。

•	 米国と日本の地域エンドポイントのあるAWS S3を介する

Webマップ タイルのクラウド ストレージで、冗長性とスケーラビリ

ティを追加しながら、米国外のユーザーのために大幅なパフォー

マンス向上。

•	 以下のように、Webマップの主要なバックエンド・ソフトウ

ェア（私たちの独自のOS XアプリとRetile）も改良されて、このマッ

プのサポートが向上しています:

さらに、長期間待たれていた時間ベースの「スナップショット」機能を実装し
たことを発表します。これを使用することで、ユーザーは6ヶ月毎に設定され
た簡単なスライダーを使用して、時間経過の中で放射線レベルが変化した

様子を表示できます。
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台北デジタル・アート・フェスティバルでのセーフキャスト展示の部分的な
紹介

1.8 メディア対応および広報
セーフキャスト・プロジェクトは、インターネット時代の可能性の中

から現れ、ソーシャル・メディア、クラウド、チャット・ルーム、Slackな

どとの関わりの中で「運営」されています。セーフキャストは、広告

に一切リソースを割かず、代わりにそうした口コミに頼っています。

しかし、私たちは常時さまざまな種類のメディアから取材を受け

ており、私たちはこれらを自分たちの作業に意味があるという考え

への承認であると見なしています。過去、私たちの活動は、新聞・雑

誌、書籍、テレビ、ブロク、オンライン・メディアなどのべ150以上の

メディアで特集、言及、報道されてきました。（日本および海外の約

30紙の新聞、大手放送メディアが特集を6回、オンライン・メディア

が50回以上メンションなど）。

セーフキャストにとってメディアへの寄稿は、私たちのメッセージ

を大勢の読者に伝達でき、また新たなボランティアとのつながりも

できるため、重要な活動です。私たちは記事に出るだけではなく、

福島災害に関係する放射線と科学的知見に関して学習したいジャ

ーナリストにとって重要な情報源にもなっています。また私たちは

知遇のあるジャーナリストと長い時間を費やして、知見を伝え、ま

た適切な人々や組織に紹介もしています。私たちはたびたびジャ

ーナリストを現地に案内しています。私たちが取材を求めることは

ほとんどなく、大抵はアプローチがあるのを待っています。しかし私

たちが情報をより正確により分かりやすく伝えられると感じたとき

は、より信頼の置ける情報を提供するためにジャーナリストに積極

的に連絡します。

私たちは今まで日本国内よりもむしろ国外の方からより多くメディ

アの取材を受けてきましたが、昨年はセーフキャストも日本の主流

メディアからよく取材されるようになってきました。非常に多く取材

されていますが、最近のメディアへの登場、取材、受賞および展示

などの中から数例を例示します:   

2015年のワークショップおよびコラボレーション 

•	 東京:セーフキャスト・オフィスでのワークショップについ

て、ASIJ(American School in Japan)で1回

•	 福島県(郡山市)、2回。-- 福島県(会津)

•	 フランス: 合計3回

•	 台北、2回

•	 香港: 1回(31人が参加、3日、今までで最大)

•	 シャトルワース財団向けのグリーン・ビーガイギーの限定

版実行

•	 ウラニウム鉱山で使用するためにOpenOilに10台の装置

を提供

•	 Kithub, girls in technologyイベントでのピンク・ビーガイ

ギーの限定版実行   

2015年に開始された教育イニシアチブ: 

•	 フランスで、高校向けに、IRSNからの支援と環境NPOの

IFF-ORMEスポンサーシップにより

•	 American School in Japan (ASIJ)で、ビーガイギーをベー

スにした新たな教育ユニットを含む

•	 青山学院 - 新たな1セメスター・コース

•	 東京エリアの学校でのその他のプレゼンテーション: 清

泉高校、ブリティッシュ・スクール

•	 森ビル・キッズ・ワークショップ•	 KitHub、現在協力し

て教育イニシアチブを提供中であり、オープン・ソースのコース教

材を作成中です。   

2015年の展示会など: 

•	 ビッグ・バン・データ(バルセロナ、ロンドン、ブエノスアイ

レス、シンガポール)•

•	 台北デジタル・アート・フェスティバル  
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1.10 資金提供と支援
NPOステータスとアドバイザリ・ボード
セーフキャストは米国に本拠を置く登録済み非営利団体です。昨

年、私たちはアドバイザリ・ボードの設置を開始しました。米国の組

織に加えて、スコープとアウトリーチを増やすために、日本とオラン

ダでもセーフキャストをNPOとして登録する計画があります。  

シャトルワース財団 
セーフキャストの創立者の一人であるSean Bonnerは、2014年か

ら2015年の年度にシャトルワース財団のフェローとなっていまし

た。同財団はすばらしいブレイントラストであり、またサポート・グ

ループであり、私たちが以下の活動を遂行するための資金を提供

していただいました: 

•	 日々の運営コスト、サーバー、およびオフィスの賃料

•	 固定式センサー・プロジェクト(nGeigie) - 福島県内に展

開予定の25台のセンサー

•	 可視化 - セーフキャスト・マップおよびアプリの開発継続

•	 私たちは今では新型のメーカーボット・レプリケータなど

のマシンを東京とロサンゼルスの両方に所有しており、試作品作

成を加速して、設計を世界全体で共有できるようになっています。

東京のスタッフが考えたアイデアからプリント基板とそれを収める

ケースを設計し、その後東京とロサンゼルスで試験用に正確にま

ったく同じ試作品を同時に作成することができます。この能力によ

り、私たちの設計にかかる日数が数日、あるいは数週間節約できま

す。

•	 セーフキャスト・カンファレンス2015もシャトルワース財

団のご支援で開催でき、多くの協力者の皆様を海外から東京にご

招待することができました。

•	 大気汚染測定分野の研究開発   

ナイト財団 
•	 2011年から2013年の間、ジョン・Sおよびジェームズ・L・ナ

イト財団がセーフキャストの主要な資金提供団体でした。私たちに

何件もの助成金を下さり、セーフキャストの活動の多様な側面でご

支援していただきました。 

現物支援
私たちはオフィス・スペース提供、機器や業務の割引などでご支援

いただいた、以下の企業の皆様に感謝いたします:  

•	 Loftwork

2015年のメディア露出: 
•	 日経新聞(印刷版) 2回

•	 朝日新聞 20回シリーズ

•	 •	 NHKドキュメンタリー(Michael Goldberg監督)-- 

ガーディアン(公開性とセキュリティに関するシリーズ)-- チャンネ

ル・ニュース・アジア「危険地域(Danger Zone)」

•	 アル・ジャジーラ (Arduinoに関するドキュメンタリー)

•	 ノバTV(ブルガリア)

•	 ウィッセンシャフトマガジン(Wissenshaftmagazin、スイ

スのラジオ)

•	 ナショナル・ジオグラフィック - http://voices.national- 

geographic.com/2016/02/13/how-citizen-sci- ence-changed-

the-way-fukushima-radiation-is-reported/

•	 Makery - http://www.makery.info/en/2016/03/01/

cinq-ans-apres-fukushima-safecast-attaque-la-pollution-de-lair/

•	 フォーブズ・オンライン

•	 Die Zeit(ドイツ)

•	 The Engineer (デンマーク)

•	 NRC Handelsblad (オランダ)オープンデータ研究所のオ

ンライン記事   

2015年のレポート掲載: 
•	 •	 IAEA福島第一原発事故報告書(IAEAは私たちの

活動を注目すべき独立した活動であると考え、多くのスペースを割

いて私たちのプロジェクトを説明してくれています)

•	 ピアレビュー論文「民衆のための放射線監視」

•	 福島災害後に情報および通信、市民のイニシアチブを扱

う学術論文で頻繁に言及されています   

最近の受賞歴: 
•	 2013 - グッドデザイン賞(日本)、2013年にセーフキャスト

はセーフキャスト・プロジェクト全体に対してグッドデザイン賞を受

賞しました。グッドデザイン賞は、工業デザインの最先端と見なさ

れるものに対する、日本で最も権威ある賞です。 



22

•	 アプリ - iOSおよびAndroid開発者

•	 翻訳者 - 日英、英日、中国語

•	 コミュニティ・マネージャ - 地域のコミュニティを管理

•	 熟練SNSユーザー - Facebook、Google、LinkedIn、Twit-

ter、Vimeo、Slideshareなどのソーシャル・メディアでの活動を複数

の言語で維持

•	 ブログ - セーフキャストの周辺で起こっている事柄に関し

て特集記事を執筆

•	 資金集め - 地域での装置の資金集めにご協力ください。

特に日本と国外のポイントキャスト装置の資金集めが必要です。

•	 セーフキャスト・エア - 私たちのセンサーで捉えたデータ

を分析し可視化することに関心のある大気汚染監視の専門家。

•	 セーフキャスト・ウォーター - プロジェクト・リーダー、専門

家、資金などが必要な新しいイニシアチブ

•	 イベント - イベントの開催を支援

•	 SCC2017 - セーフキャスト年次カンファレンスの開催を

支援

•	 セーフキャスト・レポート - レポートの幅と深さを増す研

究者と執筆者。大気汚染測定に関する新しい章が、次版の候補に

入っています。 

ご協力いただけるなら、私たちのご連絡くださり、どの分野でご協

力いただけるか、プロジェクトに提供していただける該当するスキ

ル/経験や労力をお知らせください。

連絡先: info@safecast.org、またはツイッターの @safecast (すばや

くお返事できない場合もあるかもしれませんが、その場合は、前の

セクションをお読みいただいてその理由をご理解ください) 

•	 Adafruit

•	 Sparkfun

•	 Pelican Case

•	 MediaTemple

•	 Cloud66•	

•	 Kromek (セーフキャスト6D)  

1.11 たゆまぬ向上
セーフキャストはボランティアの作業であり、決して終了しません。

「お別れの言葉」を告げる時点に私たちが到達するとは考えてい

ません。これはセーフキャスト・レポートにも同様に当てはまりま

す。ここで提供されている情報は、私たちが見つけた最良のデータ

であり、私たちの理解と知識の最良の部分ですが、私たちは読者や

ボランティアに自分たち自身でこれらのデータと情報を確認し、私

たちが暮らしている環境に関して自分たち自身の意見を持つこと

を奨励します。何が「安全」で何がそうでないかという質問は、それ

ぞれの個人に対して同じ方法で答えることができない質問です。し

かしながら、気づくことで私たちはより良い決断ができるであろう

し、私たちの環境と私たちの生活を向上するために、個々の活動の

フォーカスを定めることができると考えています。

より上手にできること、修正が必要なこと、補完できることがあれ

ば、あるいはより単純に私たちを支援したり貢献したりしたいと考

えていらっしゃるなら、ぜひ私たちにお知らせください。 

市民、企業、大学、または政府や自治体として、データを公開しより

使いやすくする方法をお知りになりたい方は、お手伝いいたしま

す。

支援方法

セーフキャストはボランティア・プロジェクトであり、常にご支援を

必要としています。ご支援が必要な分野は以下のとおりです: 

•	 測定(もちろんです!) - ご自身の地域の放射線を測定他の

人とチームを組んで装置を貸し出して、測定範囲を拡大固定式セ

ンサーの設置場所を見つける装置の貸し出しを手助け

•	 API - Rubyプログラマー、Google Goプログラマー、SQLプ

ログラマー(Postgress)

•	 装置 - 組込みシステム開発者、省電力ハードウェア設計者

•	 ポイントキャスト - WordPressと基本的なスクリプティン

グの経験のあるWeb開発者
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上: セーフキャストの新年会(2016年1月)

左: 会津大学で開催されたセーフキャスト・ワークショップの
参加者(2015年10月)

下: セーフキャスト・カンファレンスでのパネル・ディスカッショ
ン(2015年3月、東京)左から: セーフキャストの創立者の一人で
あるJoi Ito (MITメディア・ラボ)、黒川清博士 (NAIICレポート議
長)、Joe Paradiso (MITメディア・ラボ)、Karien Bezuidenhout氏
(シャトルワース財団)、Matthew  McKinzie氏 (NRDC)
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パート 2：状況報告
この情報は Azby Brown 氏、及び他の方々のご助力により収集され、要約されました。

はじめに：

昨年度版のSafecastレポートでも指摘したように、福島の危機は 

2011 年当時の状況と比べると、多くの点においてゆっくりとではあ

りますが、進展してきています。緊急対応を要するような新たな展

開は見られなくなりましたが、依然として危険を伴う状況であるこ

とに変わりはありません。いずれにせよ、状況は絶え間なく変化し

続けているため、新しい情報を追い続けるのは容易ではありませ

ん。

SAFECAST の中心となる活動は、クラウドソーシングで入手した環

境モニタリングデータをオンラインで公開し、自由にデータ利用で

きるようにすることですが、その一方で、福島第一発電所の状態、

避難者の状況、事故による環境への影響、食物へのリスク、健康へ

の影響などに関する大規模な既存データも収集しており、そのよう

な情報を共有しながら、私たちはSafecastとしての活動に力を注い

できました。活動開始当初から、研究者たちが原子力に対してどの

ようなイデオロギー的立場を採っているかということに捕らわれる

ことなく、専門家からの話を聞くよう心掛けてきました。過去数年間

に亘り、無数の質問を投げ掛け、データ共有も要求してきましたが、

私たちは如何なるときも肯定的に対応するよう努めてきました。大

胆な対話を通して、私たちは多くの関連トピックについて専門家か

らアドバイスや意見を求め、その知識を私たちの地域コミュニティ

ーにもお伝えしてきました。

Safecastは、随時、特定のトピックについての詳細を記したブロ

グ記事を投稿し、技術的な背景説明もオンライン上で公開してい

ます。研究者、ジャーナリストを始め、他の方々にも状況把握しや

すいように情報を提示しています。放射線問題について議論する

SafecastのGoogleディスカッショングループでは、技術的な情報

や科学的な報告について討議され、議論が熱を帯びることもあり

ます。2015 年 3 月にオンラインでリリースされた Safecast レポー

ト第一号 <http://blog.safecast.org/the-safecast-report/> では、

この類の情報に、より簡単にアクセスしてもらおうと心掛けました。

今、お読みいただいている本レポートは 2016 年 3 月にリリースさ

れた第２号です。以下に続く「状況報告」では、福島第一原発での

事故関連のあらゆる側面に関して、最も関連性が高く、現状を反映

した精度の高い情報と思われるものを収集し、まとめましたので、

興味のある方の参考になれば幸いです。　次の節では、福島第一

の現場自体の現状、環境一般、食料、住民の健康を説明し、各事例

の情報源を引用していきます。　当然な流れとして、このレポート

に収めた情報量と同等の情報量を最終的に省くことになり、トピッ

クによっては扱われ方の比重が異なっています。このレポートを読

みやすくするための計らいでそうなりましたが、より詳細な資料に

関しては外部リンクを掲載するようにしました。Safecast レポート

第 1 号と同様、Safecast レポート第 2 号は、重要な情報のために

できる限り読者の皆さまが 第 1 号のレポートを参照しなくても済

むよう、一つの独立完結型の文書となることを目標としました。そ

のため、関連する変更内容、および新しい展開には言及しつつも、

基本的な背景やその他の情報の大部分は変更せずにそのまま扱

っています。

この災害のあらゆる側面には論争が伴います。Safecast は偏った

視点で物事を捉えないよう努め、できる限りオープン、かつ包括的

でいようと意識しています。ある部分に関する我々の情報がどこか

で目にした内容と矛盾しているということもあるかもしれません。

また、トピックによっては、意見の述べ方の比重にばらつきがある

と感じられるかもしれません。私たちは最善と思われる文書化され

た情報源を見つけることに専念し、冷静にそのエビデンスを評価し

ようと試みてきました。批判は喜んで受け入れますので、遠慮せず

に矛盾するデータがあれば指摘して下さい。そのようなインプット

は特に歓迎します。前述の通り、私たちはこのレポートを定期的に

更新していく予定ですので、フィードバックを頂くことで今後の改

善に活かしていくことができればと思っております。

情報ソースについて

情報の信頼性は常に重大な問題であり、一般の方々が福島原発事

故のことを理解する際に影響を及ぼします。事故が起きた当初、信

頼できる情報が不足していたため、その溝を埋めるべく SAFECAST 

が設立されました。その環境下での周辺放射線レベルや低線量の

土壌汚染に関する公式発表内容は、概ね市民科学や学術研究内容

と照らし合わせることができます。放射線レベルとその海洋への影

響は、第一原発の直近辺を除けば、汚染水の海洋への流出問題に

関して研究者たちが忠実に記録を取っているので、公式発表と照

合することが可能です。また、政府公表データと同様に、多くの独立

した団体が食品測定データを公表しています。除染プロセスに関

する第三者による検証はほとんど存在しませんが、放射線レベル

であれば、望めばほとんどの場所で容易に確認することができま

す。国と福島県が実施した健康モニタリングの検証するには、より

高度な技術的障壁がありますが、地方自治体や地元コミュニティグ

ループ等が実施した健康モニタリングプログラムの中には、うまく

運営されているものもあり、有益な比較を行うことが可能となって

います。
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しかしながら、第一原発の現場で何が起きているかを理解するに

は、ほぼ独占的に東電が提供するデータに頼らざるを得ないの

ですが、その内容には明らかにPR的要素が多分に含まれていま

す。測定値や現場での作業に関する、第三機関による検証がほと

んど存在しないため、東電のデータを検証するのは本質的に不可

能なので、この問題はときに非常に重要となってくることもありま

す。Safecast は、一貫して第三者による第一原発の現場やその他の

場所での放射線モニタリングの検証を推し進めてきていますが、

東電職員や政府機関の職員にとっても、このような方針を採用する

ことは、東電だけでなく、すべての人にとっても有益であると思い、

提案してきているのですが、今のところ全く受け入れられていませ

ん。私たちが良く知る専門家集団や研究者たちも同様の提案をし

ていますが、同じように拒否されています。今後も Safecast は当然

のごとく、第三機関としてモニタリングを継続的に実施していきま

す。

一部では、この種の批判への対応策として、2015 年 3 月に東電は

一般市民でもすべての現場測定データを迅速に入手できるよう、「

情報公開の新たな取り組み」という情報開示に関する新方針を発

表しました。以下のリンクが示すように、これらは有益なデータで

すが、測定値の場所を特定するのがやや困難になっています（以

下のリンクを参照）。

東電 が新たに情報開示基本方針「情報公開の新たな取り組み」

と第三者機関による浄化処理水排出に関する分析調査受け入

れを発表；2015 年 3 月末までに分析結果を公表予定　（2015 

年 3 月 6 日）  http://www.tepco.co.jp/en/press/corp-com/re-

lease/2015/1248564_6844.html　（英語リンク）

東電 が福島原発での全放射線データを公開予定　（2015 年 

3 月 31 日）  http://www.japantoday.com/category/nation-

al/tepco-says-it-will-make-all-data-on-radiation-at-fukushi-

ma-plant-public?utm_campaign=jt_newsletter&utm_medi-

um=e-mail&utm_source=jt_newsletter_2015-03-31_PM （英語

リンク）

東電 は放射線レベルに関する疑義を晴らすため、外部専門家によ

る調査を受諾　（2015 年 3 月 31 日）https://web.archive.org/

web/20150411035133/　（英語リンク） http://ajw.asahi.com/ar-

ticle/0311disaster/fukushima/AJ201503310040　（英語リンク）

この「情報公開の新たな取り組み」についての発表やニュース記事

によると、東電は今後、定期的に第三者機関による調査を受け入れ

るとのことですが、我々が確認したところでは、汚染水の浄化処理

後に海洋へ放出する際の水質分析調査に関してのみ、第三者機関

による調査が実施されている状態です。現在までにこの調査の実

施を許可された第三者機関は、国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構（以下、JAEA）と日本化学分析センターの二機関だけで

す。JAEA は政府機関であり、日本化学分析センターは独立した機

関ですが、政府と近い繋がりがあります。両機関ともこの種の分析

調査を実施するには十分な技術的能力と経験を備えています。両

機関による分析結果が不正確であると示唆するような証拠は何ら

見つかっていません。それでも、先に述べたように、より多くの完全

に独立した第三者機関や研究者による分析調査を許可することが

重要であると私たちは考えています。

2015 年 3 月の新方針実施以来、東電は一般向けのデータ公開を

徐々に拡大しており、2015 年 8 月以降はすべての測定データがオ

ンラインで入手可能となったと発表しています。毎年 70,000 項目

の情報が入手可能になると予測されています。その多くは台帳に

手書きで記述した資料をスキャン画像で保存したもので、閲覧す

るには非常に時間がかかります。また、そのほとんどは日本語のみ

の情報です。それでも、このような情報が研究者を始め、いろんな

人たちにも入手可能になれば、非常に有益なはずです。最新の測

定データは次のカテゴリー内で入手可能となっています。：水処理

設備；タンク、放水/散水；建物の貯水/汚染水；1-4号機の設備/共通

設備；5、6号機の設備；一般設備/サイト全体の設備/その他；廃液/

除染用水；排水/川；地下水；土壌/砂利/発電所内の砂利：危険物; 

発電所外部：

東京電力 情報開示ページについて：http://www.tepco.co.jp/de-

commision/planaction/disclosure/2015/01/index-j.html　　（日

本語リンク）

http://www.tepco.co.jp/decommision/planaction/disclo-

sure/2015/04/images/english_form.pdf　(英語リンク）

さらに、昨年度、Safecast レポートを発表して以降、東電は総体的

にモニタリング結果へのアクセス性を改善しています。カレンダー

インタフェースを導入しており、様々なカテゴリーから報告を選択

できるようになっています。

東京電力 モニタリング結果ページ http://www.tepco.co.jp/en/

nu/fukushima-np/f1/smp/index-e.html　（英語リンク）

事故に関連する情報の大半は英語ですが、ダウンロード可能な形

式で、様々な日本政府機関サイトから一般の方々でも入手できるよ

うになっています。このような努力は、政府機関の間ではあまり上

手にコーディネートされていないようで、繰り返される記述内容が

多く、ほぼ同一の内容が複数の機関から公開されています。わずか

な違いはありますが、よほど気を付けない限り、その違いに気づく

ことはありません。情報の元となっている情報源は、たいてい他で

も引用されています。機関によっては公的権限を行使して、独自の

調査を行うことも出来ますが、実際のところ、福島第一原発に関す

る情報は、相変わらず東電から提供されるものがほとんどです。適

切、かつ独立した情報源が無いため、２章１節で記した多くの情

報のように、我々は福島第一原発の現場に関しては東電の公式資

料に頼らざるを得なかったのですが、私たちは関連する注意事項

や不確定性について注意を向けたいと思っています。避難者、環
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境、食物および健康に関するセクションでも公的データを活用して

いますが、もっと中立性を保った独立した情報や調査データが入

手可能となってきています。

公式報告

国際原子力機関 (IAEA) は、核兵器と原子力エネルギーの世界的

な管理において重要な役割を担っており、この機関の活動（および

不活動） は、福島原発事故への対応において重要な要因となって

います。IAEA の調査チームには、福島第一原発の現場への定期的

なアクセスが認められており、東電と政府データを評価して、定期

的にその調査結果に関する報告書を発行しています。最近の報告

書の一つは 2015 年 11 月に発行されました。約 23 ページにわた

る、政府から提供された概要とリンクが記載され、その後の 2 ペー

ジ半に IAEA のコメントと批評が記載されています。：

福島第一原子力発電所での復旧活動進捗に関するイベントとハイ

ライト（2015 年 11 月） https://www.iaea.org/sites/default/files/

highlights-japan1115.pdf　（英語リンク）

実にこれは、東電と政府発表の情報源から得た報告書と調査結果

をまとめた便利なリストです。海洋、除染、食物などについての最

新の情報が含まれています。IAEA のプログラムに参加するかどう

かを決めるのは政府側の任意ですが、不参加であったり、非遵守と

いう形を採れば追って問題が出てきます。IAEA は政府からの強い

要請を受け、政府と協力するという場合にのみアクセスが与えられ

ていることを肝に銘じておく必要があります。IAEA は特定の場所や

特定の情報へのアクセスを要求することができますが、その要求

が常に受け入れられるとは限らない兆候が時々見受けられます。

常に極めてフォーマルで対外的にも安全な言葉を使うIAEAの報告

書を読みますが、分析する際には、このような背景事情もすべてを

肝に銘じておかなければなりません。福島原発事故に関するその

他の報告書は、IAEA のウェブサイトで入手できます。：

https://www.iaea.org/newscenter/focus/fukushima　（英語リン

ク）

IAEA は 2015 年 8 月に福島原発事故に関する総括的な報告書を

発行しました。：

福島第一原発事故に関する IAEA 事務局長発表報告  https://

www.iaea.org/newscenter/news/iaea-releases-director-gener-

al%E2%80%99s-report-fukushima-daiichi-accident　（英語リン

ク）

このリンクには、事務局長による報告書（約 220 ページ）、並びにそ

れぞれに幾つかの電子的添付文書を備えた 5 巻から成る技術資

料が含まれています。事務局長の報告書は以下のセクションから

構成されています。：

	 －事故と調査（どのように事故が進行し、どのように、ま

た、どのポイントで安全機能が作動しなかったのか、人的要因の寄

与など）

	 —	 緊急時への備えと対応（日本における初期対

応、緊急作業員や一般大衆に対して取られた防護措置、国際的な

対応など）

	 —	 放射線の影響（環境への影響、一般大衆の被

爆、健康への影響など）

	 —	 事故後の復旧（復旧と除染、廃炉のための現場

での準備、コミュニティの問題など）

	 —	 IAEA の事故への対応（初期活動、開発された行

動計画、協力、会合および会議など）

技術面について解説した巻も同様の分類構成になっています。：

	 —	 技術文書 1/5 - 事故の詳細と環境

	 —	 技術文書 2/5 - 安全性評価

	 —	 技術文書 3/5 - 緊急時への備えと対応

	 —	 技術文書 4/5 - 放射線の影響

	 —	 技術文書 5/5 - 事故後の復旧

全部で40ファイルがダウンロード可能になっています。CD-ROM が

付属した印刷版も入手できます。事務局長報告書の節は、アラビア

語、中国語、フランス語、ロシア語、スペイン語、日本語を含む言語

でも入手できます。

手短に言えば、この報告書は分厚く情報量が圧倒的に多いため、

ほとんどの人は一部分しか読まないと思われます。このレポートの 

２章５節：「健康とその他の場所」で、関連する調査結果について

触れていますが、報告書全体を要約するつもりはありません。特徴

的でもある対外的に安全な言葉を駆使して記述された報告書で

すが、東電と日本政府に対するIAEAの批判個所は、UN 機関からの

文書でもよく見受けられるような、痛烈なものであると言えるでし

ょう。規制上の不備と事故に対する備えが極端なまでに欠如してお

り、IAEAも事故前にそれを把握できず、安全性の改善がなされるま

で福島第一とその他の東電の原子力発電所を停止させなかった

のですから、どうしてそのようなことになってしまったのか疑問を

呈するのも妥当かと思われます。これに対する唯一の答えは、IAEA

は安全性を強要することはできず、最善の策と思われることを勧告

のみできる立場にあり、政府が視察を受け入れてくれるものへはア

クセスできるに過ぎないからだということになるのでしょう。重大

な結果をもたらした福島の事例を受けて、今後は世界中の原子力

エネルギーの一層効果的で、法的拘束力のある管理を要求するこ

とに繋がる必要があるのではないでしょうか。そのような動きが既
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にあるのかもしれませんが、さほど大きな影響を与えていないよう

に思われます。

IAEA 報告書には福島事故後のボランティアの努力についての議

論が含まれていて、Safecast についても非常に肯定的に言及され

ています（技術文書 第 4 巻、付録、p.23 を参照）。 http://www-pub.

iaea.org/MTCD/Publications/PDF/AdditionalVolumes/P1710/

Pub1710-TV4-Web.pdf

IAEA 報告書の完結版は 2015 年 8 月に発行されましたが、事務局

長による報告書の草案は 5 月後半にグリーンピースによってオン

ラインでリークされました。：

IAEA 報告書草案ダウンロードページ（日本語）： http://www.

greenpeace.org/japan/ja/news/blog/dblog/%20iaeaweb/

blog/53006/

また、グリーンピースはリークした草案をもとに、この報告書への

批判も発表しました。： http://www.greenpeace.org/japan/Glob-

al/japan/pdf/IAEA%20analysis%20by%20GP%2020150528.pdf　

（英語リンク）

興味深いことに、東電 は IAEA 報告書のリリース以来、最初に発表

した進捗報告の中で、不適切な備え、慢心、津波リスクを低く見積

もっていたこと、間違った安全分析などに関する指摘箇所で、IAEA 

の批判に同調しています（以下のリンクの p.71 のテキストを参照）

。東電 はこれらの問題点に対応するための対策を列挙しています。

技術的側面の一部を評価することは可能かもしれませんが、我々

は企業や政治文化に深く根差すこのような問題に対して、実際に

改善措置が取られるかどうかは知るすべもありません。

東京電力: 原子力安全改革計画 - 進捗状況報告 (原子力発電所で

の安全対策の進捗を含む）（第 2 四半期、2015 年度、2015 年 11 

月 20 日） http://www.tepco.co.jp/en/press/corp-com/release/

betu15_e/images/151120e0201.pdf

IAEA 報告書は他の国連機関が発行した報告書の後に続きます。：

WHO暫定版レポート　2011年東日本大震災と津波後の原発事故

による仮の被曝評価　（2013 年） http://apps.who.int/iris/bitstre

am/10665/44877/1/9789241503662_eng.pdf?ua=1　（英語リン

ク）

UNSCEAR 2013年総会報告書　第１巻 : 総会報告書、科学情報付

録 A：2011 年の東日本大震災および津波の後の原子力事故による 

放射線被爆のレベルと影響 （2014 年）  http://www.unscear.org/

unscear/en/publications/2013_1.html　（英語リンク）

（福島に関する UNSCEAR 報告書の草案もリリースされる数カ月

前の 2013 年にリークされました。）

Safecastは UNSCEARの福島報告書の批評を以下にまとめました。

： http://www.slideshare.net/safecast/unscear-2013-fukushi-

ma-final-report-commentary-v02

核戦争防止国際医師会議 (IPPNW) のドイツ支部も、同様に UN-

SCEAR 福島報告書の批評を発表しました。： http://www.fukushi-

ma-disaster.de/fileadmin/user_upload/pdf/english/Akzente_

Unscear2014.pdf

Dr. Keith Baverstock 氏もまた、組織内の構造的問題とそれに関連

して引き起こされる結果に焦点を当てて、雑誌「科学」にを通して 

UNSCEAR 報告書への強い批判を発表しました。： https://www.

iwanami.co.jp/kagaku/Kagaku_201410_Bav- erstock.pdf

2013 年のレポートが発行された後、UNSCEAR の専門家は福島

事故のデータ収集を継続し、2012 年 10 月から 2014 年 12 月まで

（2013 年報告書は 2012 年 10 月までの間で入手可能な情報を考

慮しました）の間に発行された 80 本 以上の出版物をレビューしま

した。UNSCEAR は 2015 年の後期に、白書として更新情報を発表し

ました。その中で、Baverstock 氏と IPPNW による批判を取り扱って

います。：

2011 年の東日本大震災および津波の後の原子力事故による 放射

線被爆のレベルと影響に関する 2013 年 UNSCEAR 報告書 からの

進展 　（2015 年）  http://www.unscear.org/unscear/en/publica-

tions/Fukushima_WP2015.html

次の節では、各トピックスの一般的な概略に触れてから、詳細な解

説をしていきます。

謝辞: 状況報告のセクションで使われたインフォグラフィックのデザイナ
ー、Andrew Pothecary 氏に感謝の意を示します。これらの多くは、以前、ナ
ンバーワン新聞、外国特派員クラブ (FCCJ) の雑誌に掲載されたもので、 そ
のようにクレジットしています。一方、その他のものについては、この報告書
の 2015 年版のために特別に作成しました。我々の草案へ貴重なフィードバ
ックを与えてくれた多くの研究者、専門家諸氏にも感謝いたします。このレ
ポートに何らかの間違いがあるとすれば、それは我々Safecastによる間違い
であることを記させていただきます。
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組織名の略語：

JAEA: Japan Atomic Energy Agency(日本原子力研究開発機構)

IAEA: International Atomic Energy Agency(国際原子力機関)

NIRS: National Institute of Radiological Sciences(放射線医学総合

研究所)

NRA: (Japan) Nuclear Regulatory Authority(原子力規制委員会)

METI: Ministry of Economy, Trade, and Industry(経済産業省)

MEXT: Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Tech-

nology(文部科学省)

IRID: International Research Institute for Nuclear Decommission-

ing(国際廃炉研究開発機構)

2.1.1—廃炉へのロードマップ
手短に言えば、今実施されていることと、 2020 年までに実施される

全工程は、原子炉建屋の底から溶融燃料デブリを取り出すという

困難極まる作業のための前準備に過ぎません。東電のロードマッ

プは一度のみならず、予定から外れていますが、これまでのところ

基本的には予定通りに進んでいるように見えます。しかしながら、

今後の作業は遥かに困難になってきます。必要とされる技術の多く

は、まだ試されていないか、まだ存在していないかのどちらかで

す。規制による監督は配備されていますが、それが十分だとは我々

は考えていません。最も困難な問題によって 2015 年には進捗が遅

れました。

長期に亘る廃炉の計画図（引用元：東京電力、注釈：
SAFECAST)

東電は初めての廃炉のロードマップ（第一原発の現場の除去作業

の予定されるスケジュールを説明するタイムライン）を 2011 年 12 

月にリリースしました。その後は、定期的に情報を更新、発表してお

り、最近では 2016 年 2 月に更新しています。元来の 2011 年の計

画は、将来の未知の日付で原子炉格納容器から溶融燃料を最終的

に取り出し、建屋を解体し、現場を復旧することを目指すという複

雑な資料です。作業の後期の段階の計画の多くは、成功が早い段

階で保証されない限り実行されることはありません。特に現場での

2.1- 福島第一原子力発電
所 (FDNPP) の問題
福島第一の現場では継続して懸念される問題が数多く存在し、ど

れほど短期間のうちに、どれだけ上手く問題解決するかが環境や

住民の健康に与える深刻度に大きな影響を与えます。このセクショ

ンでは、廃炉、使用済み燃料棒の取り出し、水の問題、及びその他

の問題の現状を簡単にまとめています。

福島第一原発の最近のサイトガイド(出典：東京電力)

昨年度の報告書からの顕しく変化した情報カテゴリー：全体的な

廃炉タイムラインに関する最新情報；使用済み燃料プールから残

りの使用済み燃料取り出すための準備に関する最新情報；水処理

と改善策の進捗；トリチウム化水の問題に対する検討；迂回、サブ

ドレン、地下凍土壁の進捗に関する最新情報；海側不浸透性壁の

有効性の検討；溶融燃料デブリ除去の準備に関する最新情報；ミュ

オグラフィの結果に関する最新情報；原子炉の内部調査の進捗説

明；現場作業員の問題の検討。

.
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の方法は、2018 年度前半に確認される予定です。」とあります。

いろいろな種類の作業が同時進行で実施されており、東電は、フェ

ーズ 1 の終わりとフェーズ 2 の初期段階における主要目標は既に

達成したと言えます。より詳細なタイムラインは、実際の作業目標

に合わせて頻繁に調整され、数カ月以上先延ばしされることもよく

あります。2014–2021 年のフェーズはとても長く、これを実施する

のに必要な技術の大半が実存していないため、開発までには数年

を要するという認識がこの期間の長さに反映されています。2022 

年に開始する予定の溶融燃料取り出しと廃炉フェーズは、現時点で

は推定される終了時期が決まっていませんが、以前、東電は今から 

30-40 年後になであろうと発表しています。スリーマイルアイランド

とチェルノブイリ（溶融燃料の取り出しは、未だ開始されていませ

ん）での経験に基づき、数十年間を要すると想定した方がいいでし

ょう。

東電が単独でこの計画を立てているわけではなく、METI、NRA、-

JAEA、NIRS、 および、国際廃炉研究開発機構などの日本政府系

機関からガイダンス、指導を受けており、現場で進展があること

を IAEA に証明する必要があります。先に記載したように、NRA と 

IAEA は定期的なレビューと現地視察を実施していますが、必須で

はないにしても、抜き打ち検査等を行うには彼らのマンパワーが

不足しているように感じられます。政府は東電の発言に過度に依存

しているように思われるのと同時に、IAEA は主に日本政府から提

供された情報に依存しているように思われます。現場で起きている

真実を知っている唯一の存在は東電であり、新しい情報開示方針

を打ち出したにも拘らず、どのデータを、いつ、どのように公表する

かについて忖度できると結論付けるしかありません。 IAEA は 2015 

年 2 月 17 日に（予備）検査報告を発行し、そして先に記載したよう

に 2015 年 8 月にその重要な福島報告を発行しました。国連機関

によって公表される資料は、相変わらず外交的で無難な表現に徹

底してこだわっており、分析するにはかなりの労力と行間を読む力

が必要です。しかし、当然と言えばそれまでですが、IAEA は東電の

管理と監督の不備に対して痛烈に批判するようなことは差し控え

ています。これらの分野で継続的な問題が存在しているというのが

その理由の一つとしてあるのかもしれません。この重要な長期プロ

ジェクト管理を改善するために、新しい企業組織、福島第一廃炉推

進カンパニーおよび原子力損害賠償・廃炉等支援機構が設立され

ました

IAEA 東京電力 福島第一原子力発電所1-4 号機廃炉に向けた中長

期ロードマップへの国際ピアレビューミッション（第三次ミッション）- 

日本政府への予備概略報告　（2015 年 2 月 17 日）https://www.

iaea.org/sites/default/files/missionre- port170215.pdf

METI ウェブサイト： 東電 の福島第一原子力発電所 1-4 号機の廃

炉に向けた中長期ロードマップ http://www.meti.go.jp/english/

earthquake/nuclear/decom- missioning/index.html

汚染水に関連する問題が解決される必要があります。実際に溶融

燃料を取り出すために必要と思われる技術は、実際のところ、未だ

に存在していません。

東京電力: 福島第一原子力発電所 1-4 号機の廃炉に向けた中長

期ロードマップ　（ 2011 年 12 月 21 日） http://www.tepco.co.jp/

en/press/corp-com/release/betu11_e/images/111221e14.pdf　

（英語リンク）

福島第一原子力発電所 1-4 号機の廃炉に向けた中長期ロードマッ

プ、更新による索引  http://www.meti.go.jp/english/earthquake/

nuclear/decommissioning/index.html　（英語リンク）

この 2015 年 2 月からの NRA の資料は全体的な戦略を説明してい

ます。：

東電 の福島第一 NPS での中期的リスク軽減対策（ 2015 年 2 月）

http://www.nsr.go.jp/data/000098679.pdf

この 2016 年 1 月からの概要は現在のスケジュールを説明してい

ます。：

廃炉と汚染水管理の概要　（2016 年 1 月 28 日）  http://www.

meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decom- missioning/pd-

f/20160128_e.pdf　（英語リンク）

全体的な長期タイムテーブルは、2011 年以来ほとんど変わってお

らず、3 つのフェーズに分けられています。：

—フェーズ 1 (2012-2013): このフェーズには、使用済み燃料の取り

出しを開始する前に実施される現場の安定化とその他の作業が含

まれています。

—フェーズ 2 (2014-2021): 現在のフェーズはここで、使用済み燃料

の取り出しの継続、現場での数多くの水に関連する問題の解決を

含む原子炉格納容器から溶融燃料デブリを取り出す準備が含まれ

ます。

1 号機：燃料取り出しは 2020 年度から開始（以前のスケジュールで

は 2017 年度開始）

2 号機：燃料取り出しは 2020 年度から開始

3 号機：燃料取り出しは 2017 年度から開始（以前のスケジュールで

は 2015 年度開始）

4 号機：燃料取り出しは 2014 年度に完了

— フェーズ 3 (2022 -  ): このフェーズは、溶融燃料の取り出しと廃

炉プロセスそのものです。2016 年 1 月の経済産業省の概要による

と、「各原子炉の燃料デブリの取り出し方法は、中長期ロードマップ

（2015 年 6 月）を見直した 2 年後に決定されます。最初の原子炉
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2号機：

この使用済み燃料プールには 615 体の燃料集合体を格納してお

り、その取り出しは 2020 年に開始されることが予定されています

が、最終計画が 2017 年までに決定されるとは期待できない状況

です。この原子炉は他と異なり、壊滅的な爆発を被らなかったの

で、3 号機や 4 号機のような大規模で安全性の高い構造物を個別

に建設する必要はありません。しかしながら、高い線量率と遠隔操

作される重機への適切なアクセスが必要です。燃料取り扱い装置

と燃料取り出しフレーム設置にはスペースが必要なため、最上階

の上にある建屋を完全に解体することが決定しています。2015 年 

9 月に開始された近くの小さな建物の解体に伴って、重機がアクセ

スできるようにするため、2 号機周辺エリアも整備されます。

福島第一原子力発電所での復旧活動進捗におけるイベントとハ

イライト　（2015 年 11 月） https://www.iaea.org/sites/default/

files/highlights-ja- pan1115.pdf

朝日新聞：東電 は、2018 年度までに福島原子炉 2 号機建屋の頂上

部分を解体する予定　（2015 年 11 月 27 日 ） https://web.archive.

org/web/20151212051450/ 

http://ajw.asahi.com/article/0311disaster/fukushima/ 

AJ201511270048

3号機：

3 号機用に計画したカバーの完成図 (引用元：東京電力)

使用済み燃料取り出し計画は、3 号機が最も後になっています。現

在のロードマップによれば、3 号機からの使用済み燃料の取り出

しは 2017 年度から開始されます（恐らく2018 年初め）。取り出す

必要がある 556 体の燃料集合体（514 体 使用済み、52 体未使用）

は、4 号機のものよりは遥かに少ないですが、3 号機は高い線量率

のため、作業員がアクセスすることはほとんどできません。そのた

め、現場での作業は遠隔操作で実施されており、使用済み燃料棒

の取り出しは、主に遠隔操作で実施されるものと予想されていま

す。屋根からの瓦礫除去は、2013 年 10 月に完了しました。使用済

み燃料プールもまた、構造材の瓦礫で満たされており、遠隔操作除

廃炉と汚染水管理の概要（2016 年 1 月 28 日） http://www.meti.

go.jp/english/earthquake/nuclear/decom-missioning/pd-

f/20160128_e.pdf

このサイトから廃炉プロセスに関連する多くの情報に簡単にアク

セスできるようになっています。：

福島第一事故の分析と廃炉活動のための情報ポータルのウェブサ

イト https://fdada.info/ （日本語リンク）

国際廃炉研究開発機構 ウェブサイト：

http://irid.or.jp/en/　（英語リンク）

http://irid.or.jp/　（日本語リンク）

2.1.2-使用済み燃料プール
T東電は 2014 年後半に 4 号機からすべての使用済み燃料を安全

に取り出したことにより、一部の批判を鎮めました。この原子炉に

は最も多くの取り出すべき燃料がありましたが、残りの三つの原子

炉の場合、ほぼ確実に困難に見舞われるでしょう。一年以上が経過

し、残りを取り出すスケジュールは押し戻されています。最後の燃

料プールは 今のところ、2020 年までに取り出しが開始される予定

です。取り出した燃料は現場の共通プールよりも安全な場所での

長期保管が必要となりますが、それを収容する場所の準備が進展

していないように思われます

1号機： 

この使用済み燃料プールには 392 体の燃料集合体が格納されて

おり、注目される使用済み燃料の取り出しスケジュールは、2017 年

度から 2020 年度へ先送りされています。建屋は、現在放射線の大

気中への継続した放出を閉じ込めることを目的として、軽量の構造

物で覆われています。原子炉建屋の最上階に残されていたデブリ

は、粉塵抑制対策を用いながら取り除かれ、燃料取り出しを目的と

した、カバー設置の準備のために実施される屋根のパネルの解体

は、7 月に始まり、10 月に完了しました。

福島第一原子力発電所での復旧活動進捗におけるイベントとハ

イライト　（2015 年 11 月）  https://www.iaea.org/sites/default/

files/highlights-ja- pan1115.pdf

CNIC - 福島第一原発現状について2015年7月～12月  Nuke Info 

Tokyo（CNIC発行のバイマンスリー英文ニュースレター）170号 （ 

2016 年 3 月 2 日）  http://www.cnic.jp/english/?p=3280 （英語リ

ンク）
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3 号機使用済み燃料プール内部の調査結果  https://fdada.info/

home/decommissioning/progress/decommissioning-14/

燃料取り出し作業の準備として、3 号機で放射線量軽減対策が実

施されました。一階部分は、ドライアイス洗浄に使用する機械を含

む、新開発された遠隔操作の機械を使用して一部除染を行いまし

た。この成果が評価されればこの作業を引き続き実施していきま

す。また、運転床も除染されています。4 号機と同じように、3 号機も

必要な装置が損傷を受けているので原子炉建屋に余分な負荷を

かけずに収容できる大きな構造物が必要となります。その構造物

の大半は、仮組み立てを行ったいわき市小名浜港で区分ごとに完

成されます。

東京電力: 福島第一原子力発電所 3 号機原子炉建屋使用済み燃

料プールからの燃料取り出しの準備 — 燃料取り扱い装置とクレー

ンのデモンストレーション　（2016 年 1 月 18 日） http://www.tep-

co.co.jp/en/nu/fukushima-np/handouts/2016/images/hand-

outs_160118_01-e.pdf　（英語リンク）（この資料には分かりやす

い図表と先述したプラン、及びタイムラインが数多く掲載されてい

ます。）

4号機：

4 号機使用済み燃料プールからの1533 体の燃料棒の取り出しは、 

2014 年 12 月 22 日に無事に完了しました。このプロセスは、大量

の瓦礫の除去、不必要な上部構造物の解体、損傷を受けた原子炉

建屋を安定化させるため、片持ち梁で支える一方で、余分な負荷を

かけないで済むようにするため、非常に大きな多層階構造物の建

設と新たな燃料取り扱い装置の設置を必要としました。取り出され

た燃料集合体をキャスクと呼ばれる燃料輸送容器に入れ、第一原

発の現場の共通プールまでの短い距離を全部で 71 回トラックで

輸送しました。そこで 10-20 年間保管し、その後さらに安全な貯蔵

場所へ移送する予定です（しかし、方法と場所についてはまだ決定

されていません）。この作戦の開始前、及びその最中には、多くの地

域から事故が起こる可能性が高く、事故が起これば人類の絶滅に

つながると主張する苦情が大変多く寄せられました。私たちは前も

って 4 号機の地震時の安定性と構造損傷レポートを注意して見て

きているので、このような主張は極めて誇張されていると思いまし

た。実際のところ、正当に評価すれば、我々は特殊な問題と前例の

ないプロジェクトへのエンジニアリングデザインに感銘を受けてい

ます。それは現在、残りの原子炉から使用済み燃料を取り出すため

のコンセプトの証として機能しています。

PRビデオを含む廃炉についての東京電力情報ページ：

http://www.tepco.co.jp/en/decommision/index-e.html　（英語

リンク）

去装置のガイドに役立てるために、精巧な 3D マッピングとモデル

化が導入されています。

TEPCO3号機デブリ（瓦礫）マップなど　（2015年1月）        http://

www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/ 

pdf/150129/150129_01_3_5_07.pdf　（日本語リンク）

3 号機使用済み燃料プール内部の 3D デブリマップ　（引用元: 東京電力）

瓦礫が取り除かれたとはいえ、装置を誤ってプールに落とすという

事故や、プールに隣接する屋根から大きなはりを取り除く際に、高

放射線レベルの粉塵が放出されたという事故もありました（飛び散

った事件として有名。2 章 4 節：「食物」参照）。最も困難なタスクの

一つである、20 トンの燃料取り扱い装置と3 号機使用済み燃料プ

ール内の最大の瓦礫の塊の除去は、2015 年 8 月に無事終了しまし

た。これを実施するには特別な切断装置と荷吊り装置の開発が必

要とされました。

朝日新聞：デリケートな操作により、福島原発燃料プールから 20 ト

ンの物体が取り除かれる　（2015 年 8 月 2 日）  https://web.ar-

chive.org/web/20150805023111/ http://ajw.asahi.com/article/

0311disaster/fukushima/ AJ201508020026

東京電力: 3 号機の燃料取り扱い装置の取り外し、廃炉努力の大き

なマイルストーンとして称賛  http://www.tepco.co.jp/en/press/

corp-com/re- lease/2015/1256671_6844.html

残りの大きな瓦礫の塊の除去は、2015 年 11 月に完了しました。大

きな瓦礫が取り除かれた後、12 月にプール内部の目視検査が実施

され、燃料集合体の状態が判断されました。先に 6 つの変形した

燃料集合体が特定され、その他の燃料集合体には大きな変形がな

いことが 12 月の検査で確認されました。

3 号機での使用済み燃料取り出しに役立つ主な作業 https://fdada.

info/home/decommissioning/progress/decommissioning-11/
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合するタイプのものでした。2015 年 5 月からこれらは解体され、よ

り安全な溶接型タンクに置き換えられています。東電 は 2016 年の

間に発生することが予想されている 30,000 トンの水を貯蔵するた

めに、さらに 20 基のタンクが必要になると予測しています。

朝日新聞：写真：福島原発には1,100 以上の貯水タンクがあり、

今後も増え続ける予定  http://www.asahi.com/ajw/articles/

AJ201602130025.html　（英語リンク）

H1 東エリアでのフランジ式タンクの解体完了  https://fdada.info/

currentstatus/decommissioning-2　（日本語リンク）

汚染水/処理水の貯蔵（タンク数の増加）  https://fdada.info/cur-

rentstatus/decommissioning-2　（日本語リンク）

H1 東エリアでのフランジ式タンクの解体完了  https://fdada.info/

currentstatus/decommissioning-2　（日本語リンク）

福島第一原子力発電所における高濃度放射性物質を含む蓄積さ

れた水の貯蔵と処理の状況（第 239 号）　（2016 年 2 月 12 日）

http://www.tepco.co.jp/en/press/corp-com/release/betu16_e/

images/160212e0101.pdf　（英語リンク）

地下水の汚染状況を説明するピアレビューされた秀逸な論文が最

近発表されました（残念ながらアクセスは有償）。この論文は下層

の地質とそれが水の流れに与える影響を分かりやすく解説してい

ます。

Gallardoa, A. and Marui, A. (2016) “The aftermath of the 

Fukushima nuclear accident: Measures to contain groundwa-

ter contamination”, Science of The Total Environment. Vol. 

547: 261-268.  http://www.sciencedirect.com/science/article/

pii/S0048969715312845　（抄録への英語リンク、本文へのアクセ

スは有償）

最 近 出 版され た 論 文 の 中 に 、他 の 事 故 や イベントと比 べて

も、2011 年 3-4 月に福島第一原発から極めて大量に放出された

ため、漏れ続けている汚染地下水が海洋へ放出される際の放射性

核種の量を評価したものがあります。これに関しては 2 章 2 節：「環

境」で触れていきます。

2.1.3.a—放射性核種除去システム

東電は現場の汚染水から放射性核種を除去する異なるシステムを

幾つも一緒に継ぎ合わせています。最初は信頼性の低いシステム

を使って開始されましたが、徐々に性能が向上し、信頼性も高まり、

やがてモジュール式のアプローチにより規模の拡大と新しい性能

の追加、そして新たな技術開発の開始が可能となりました。  初め

の数年間は故障と脆弱な性能が頻繁に指摘されましたが、このテ

2.1.3—汚染水問題
昨年度、Safecastレポートが発表されて以降、第一原発の現場につ

いてよく取り上げられる汚染水の問題は、総体的に改善されている

とは言い難い状況にあります。依然として深刻な状況のままで、実

施しなければならない様々な作業開始の足かせとなっています。

また、環境と海洋生物にも影響をもたらす可能性があります。地下

水の流れをマッピングすることは不可能なため、現場への地下水

の流入が最大の問題となっており、それを制御しようとあらゆる努

力をしても予想すらしていなかった結果がもたらされるかもしれま

せん。汚染水の問題では、東電は野心的で革新的な考え方を取ら

ざるを得なくなっており、どのアイデアも迅速に素晴らしい結果を

出すに至っていませんが、ある特定分野の技術発展にはつながっ

ているように思われます。技術的に難易度が低く、容易に防水でき

るその他の漏れは、ニュースで取り上げられ続けていますが、それ

は主として容易に検出されるからと言えます。 

誰も第一原発での汚染水の問題が容易に解決されるとは予想して

いません。 Safecast レポートの昨年度版が発表されてから一年が

経過しましたが、限定的な進捗があったのみと言わざるを得ませ

ん。持続的な根本原因は、溶融燃料を冷却するために損傷を受け

た原子炉を通って循環している水と、現場から漏れ、建物内へ漏れ

出している地下水が、両方とも放射線で汚染されるという点です（

厳密に言うと、何とどこで接触しているかは依然不明です）。東電は

全体的な問題の様々な局面に対処するため、変化する成果の度合

いを見ながら、幾つかの「汚染水対策」を実施しています。このアプ

ローチは三つの大きなコンポーネントに分けることができ、それぞ

れが何らかのテクノロジーと関係しています。：

1) 再循環される冷却水の効果的なフィルタリング。

2) 放射性物質と接触する地下水を防ぐこと。

3) 汚染水が環境へ漏れ出すのを防ぐこと。

東電はこれらすべての分野で進捗があると主張しており、IAEA も

控えめではありますがそれを認めています。先述の通り、現場の汚

染水の放射線レベルをより多くの独立した機関が確認することが

できるようになっています。しかし、依然として我々が知らないこと

もたくさんあります。

問題の全体的な大きさは、放射線水を貯蔵するのに必要なタンク

の数によって、一番うまく説明されます。東電は一日当たり約 800 

-1,000 m3 の地下水が第一原発の 1、2、3 および 4 号機に流れ込

んでおり、このうち 300 m3 については、原子炉建屋へ流れ込んで

いると推定しています。2016 年 2 月時点で、様々な処理段階の水

を貯蔵するため、現場には 1,106 基の大型貯水タンクがあり、さら

に多くが建設されています。使用された最初のタンクは 374 基であ

り、漏れ易い特質のある、素早く建設できる、ボルトでフランジを結
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再度、再循環するためにポンプで汲み出されます。東電はこの地階

の水を貯蔵として数量に入れており、そのレベルは約 100,000 トン

でかなり一定していますS

処理された水量の推移図、12/2014-12/2015 （出典：TEPCO)

東京電力: 汚染水処理完了に関する最新情報 （2015 年 1 月 23 日）

http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/handouts/2015/

images/handouts_150123_02-e.pdf　（英語リンク）

東京電力: 除去の対象となる各種 [対象となるレベルを含んでいま

せん。]　http://www.tepco.co.jp/en/decommision/planaction/

images/150517.pdf　（英語リンク）

福島第一原子力発電所における高濃度放射性物質を含む蓄積

された水の貯蔵と処理の状況（第 239 号）（2015 年 12 月 25 日） 

http://www.tepco.co.jp/en/press/corp-com/release/betu15_e/

images/151225e0101.pdf　（英語リンク）

東京電力 汚染水処理情報ページ：（何が、どこに貯蔵されている

か、時間の経過とともに水の貯蔵がどのように変化しているかを示

すシステム、マップを含む） http://www.tepco.co.jp/en/decom-

mision/planaction/alps/index-e.html　（英語リンク）

福島第一原発事故の分析と廃炉作業の情報ポータルは以下の通

り：

進捗報告：汚染水対策  https://fdada.info/currentstatus/decom-

missioning-16#p4　（日本語リンク）

しかしながら、処理された水には依然、許容レベルを優に上回るト

リチウムを含んでいます。IAEA は管理された処理水を海洋に放出

したとしても、環境への影響は最小に抑えられるだろうとアドバイ

スし続けています。

クノロジーは、総合的に見て、現在うまくいっている汚染水に対す

る数少ない戦略要素の一つであるように思われます。しかしなが

ら、これらのシステムではトリチウムを除去できなません。新たに

高価で実証性の低い分離技術を採用するか、あるいは海洋へトリ

チウムを除去しないまま放出するという、難しい政治的決断がなさ

れなければ、処理水を貯蔵するためのタンクが引き続きたくさん

必要となるでしょう。

水処理のフローチャート (引用元：東京電力)

東電 は再循環水から放射性核種を除去するために、幾つかの水処

理システム（ALPS、SARRY および Kurion）を継続して使用していま

す。まず、原子炉建屋からの汚染水は、セシウムとストロンチウムの

レベルを低減するために、2 つの吸着システム、SARRY（単純型汚

染水処理システム）と Kurion（メーカー名称）で処理されます。その

後、それは脱塩されます。この後、その水の一部は原子炉を冷却す

るために再循環され、残りはマルチ核種除去設備へ送られます。現

場で最大の水処理システムであるこのシステムは、62 の核種を除

去するように設計されており、それには ALPS（高度液体処理システ

ム）の変種である 3 つのサブシステムが含まれています。処理され

た水は貯蔵タンクへ送られます。これらすべてのシステムは、着実

にアップグレードされており、東電 では最終的に処理水はトリチウ

ム放射性核種を除き、検出限界以下かその近傍まで抑えることが

できると主張しています。2015 年 1 月に東電は、他のシステムは1 

日当たり約 800 トンを処理するのに対し、マルチ核種除去システム

は 1 日当たり約 1,260 トンの水を処理していると報告しました。こ

れにより、東電では以前から貯蔵されていた水と新たに循環され

た水を処理することができるようになっています。同社は 2015 年 

5 月 後半に、現場に貯蔵されている汚染水のほとんどすべてからス

トロンチウムが除去されていると発表しました。2015 年 12 月にタ

ンクに貯蔵されていた約 750,000 トンの水のうち、約 600,000 トン

はセシウム、ストロンチウムおよびその他 62 の核種が除去された

か、削減されており、他方残りの 150,000 トンはセシウムとストロン

チウムに関して処理済みで、その他の核種の除去を待っています。

しかしながら、2015 年 5 月以来全体的な水量は増えており、それ

故、完全に処理済みの水もそれに比例して増えています。冷却のた

めに原子炉建屋にポンプで注入された水は、最終的に原子炉と接

続建屋の地階に行き着き、そこで流入する地下水と混ざり、最後に
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2.1.3.b— 地下水の問題

原子炉建屋地階への地下水の流れが止まらない限り、溶融燃料の

堆積物除去の準備をする次の段階には移行できないでしょう。計

画された対応策は、凍土で作られた一連の地下の壁を作り、数十

のポンプを設置するいう野心的なものですが、このすべての作業

は、水や現場自体の放射線量の関係でより複雑化しています。凍土

壁はまさに起動されようとしていますが、それが機能しない場合、

プラン Bとして他の選択肢が存在していない模様です。我々の昨年

度のレポート以降、東電の地下水に関する戦略要素がいくつか導

入されていますが、概して期待される程の効果は現れていません。

いろんな情報源によると、何らかの対策が導入されるまで、一日当

たり約 300 m3 の地下水が原子炉建屋に浸入していました。この問

題はこの建物の最初の立地に起因しています。この建屋の立地の

地表面は本来もっと高いところにあったのですが、海から水をポン

プで容易に吸い上げられるように、この場所を低くするために大規

模な掘削が実施されたため、建屋が地下水の流れる浸透性の地層

と接触するという結果になりました。通常の条件の下では、建屋は

適切な水に対するシールが施してあり、また、水を取り除く効率的な

「サブドレン」ポンプが備えられていますが、2011 年の災害以来、

明らかに地下の亀裂や開口部を通して、大量の水が原子炉内に浸

入しています。正確な浸入方法と場所は未だ不明です。この水を処

理する幾つかの方法が試されており、今までのところ、ある程度の

成功を収めています。

地下水のレベルと地下氷壁（「陸側不浸透性壁」）、ポンプなどの計画上の
関係を示す第一原発の現場の断面模式図 (引用元：東京電力)(

— 建物の密閉

原子炉建屋の地表面以下にある任意の開口部を封印（シーリング）

してしまうことは、地下水の浸入を防ぐ上で、最良の直接的な選択

肢のようであり、漏れの場所の特定とシーリングの方法の開発に努

力が払われています。原子炉建屋の内部との隣接部分の放射線レ

ベルは、概して非常に高く、少しの時間でも人が安全に作業するこ

とはできません。事実、建屋の多くの部分の放射線量は短時間であ

っても十分に死に至らしめる程の線量に達しています（1 号機では 

5000 mSv/hr 以上、2、3 号機では 4400 mSv/hr 以上、そして非常に

よく知られている 2 号機のスポットの指示値は 9.4 Sv/hr です。）。

亀裂やその他の隙間を遠隔操作で修復するテクニックが調べられ

ており、2022 年より後の溶融燃料取り出しの際の構造物の準備を

するために必要になると予想されていますが、その技術は現在の

ところ存在していません。昨年以降、これらの努力に関して何ら重

大な進展は報告されていません。

NRA もまた、トリチウム化した水を海洋に放出する必要があると考

えていることを一度のみならず表明しています。2015 年 1 月に伝え

られるところによると、2017 年に放出を開始するというタイムテー

ブルの草案を発表しています。：

ウォールストリートジャーナル : 福島特集：規制当局はトリチウム

化した水を放出するように東電に求める　（2015 年 1 月 21 日 ） 

http://blogs.wsj.com/japanrealtime/2015/01/21/fukushima-

watch-regulator-calls-on-tepco-to-discharge-tritium-water/　（

英語リンク）

言うまでもなく、この提案はあまり汚染されていない水を海洋に放

出することに同意済みであった全漁連（「JF全漁連」）からの反対に

遭いました。東電もまた、この考えには抵抗しているように思えま

す。新たなタンクの建設は、汚染水の産出にほとんど追いつかず、

タンクからの断続的的な漏れは、管理と監督が行き届いていない

ことを強調しています。いつ、どのような場合にトリチウムを含む水

の放出を許す合意に達するかは分かりません。その代替案は、恐ら

くは実行可能な大規模のトリチウム除去（脱トリチウム）システム

が開発され、設置されるまで、現場に貯蔵タンクを建て続けること

です（貯蔵ピットを使用し、蒸発させるということも提案されていま

す）。このの方向で肯定的な進展が一部にみられるようになり、Ku-

rion は 2015 年に大規模な開発契約を受注しました。同社はその

システムの有効性を実証しており、2017 年中頃に第一原発でトリ

チウム汚染水の処理を開始できるが、日本政府はその技術を評価

するため、 2018 年まで待つように求めていると述べています。その

ときまで汚染水を貯蔵する十分なタンクを建てることができるか、

そして、そのようなシステム確保に必要となる巨額な費用をすぐに

用意できるかという疑問が残ります。

モジュール式脱トリチウムシステムを建設する Kurion　（2015 年 9 

月 8 日）  http://kurion.com/kurion-building-a-prototype-modu-

lar-de-tritiation-system/

Kurion モジュール式脱トリチウムシステム http://kurion.org/

wp-content/uploads/2014/11/MDS-Bro- chure-for-WEB.pdf

Bloomberg: Kurion はどのようにして福島のトリチウム核廃棄物

を浄化する計画をしているか　（2016 年 2 月 6 日 ） https://www.

bloomberg.com/news/articles/2016-02-04/how-kurion-plans-

to-clean-up-fukushima-s-tritium-nuclear-waste　（英語リンク）

核種除去プロセスでは、主として吸着システムからの汚泥、及び、

廃液などの高度に汚染された廃棄物が発生します。これらは完全

性の高いコンテナ (HIC) に移され、現場で保管されます。2015 年 

12 月時点で、約 2900 のコンテナが保管されていました。

水処理からの二次廃棄物の管理状況　https://fdada.info/cur-

rentstatus/decommissioning-16　（日本語リンク
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—サブドレン

原子炉とタービン建屋の近くにある「サブドレン」と呼ばれる約 40 

台の排水ポンプシステムは、事故以前から存在していました。これ

らは発電所の通常運転の間に地下水の潜在的な問題を軽減する

ことを目的としていましたが、2011 年 3 月以降、重度の損傷を受

け、使用できなくなっていました。このシステムは修理されていま

す。2014 年にテストを実施し、2015 年 9 月以降、一日当たり 360 

m3 の水がポンプで汲み上げられ、処理されています。迂回される

地下水と同じように、浄化され、タンクに貯蔵された後、海洋へ放

出する前に、同様の第三者機関のモニタリング条件を満たし、全日

本行業協同組合からの承認が必要となります。2015 年 12 月 21 日

時点で、合計で 36,376 m3 が放出されています。凍土壁の運用が

成功した場合、これらの排水は理論的には水の流入量をゼロまで

削減できるはずです。しかしながら、原子炉建屋への水の流入は、

サブドレンの運転開始の後、当初は一日当たり約 300 トンから 130 

トンへと低下したように思えましたが、10 月中頃には一日当たり約 

230 トンへと逆戻りしました。

サブドレンまたは地下水ドレンによる地下水のポンプアップ http://

www.tepco.co.jp/en/decommision/planaction/sub-drain/in-

dex-e.html　（英語リンク）

サブドレン水試験結果　（2016 年 2 月 5 日） http://www.tepco.

co.jp/nu/fukushima-np/f1/smp/2016/images/weighted_aver-

age_drain_160205-j.pdf　（日本語リンク）

英語での迂回水試験結果フォーム： http://www.tepco.co.jp/en/

nu/fukushima-np/f1/smp/2016/images/weighted_average_

form-e.pdf (英語リンク）

福島第一原子力発電所でサブドレンからポンプアップされ、浄化さ

れた地下水の品質に関する詳細な分析結果　（2016 年 1 月 19 日）

http://www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decommis-

sioning/pdf/20160119_01b.pdf　（英語リンク）

朝日新聞：東京電力 は除染した福島の地下水の最初のバッチ

を海へ放出　（2015 年 9 月 14 日） https://web.archive.org/

web/20160107153343/ http://ajw.asahi.com/article/0311disas-

ter/fukushima/ AJ201509140069

福島民報：福島第一原子炉建屋への地下水は低下している：エー

ジェンシー　(2015 年 10 月 31 日） http://www.fukushimamin-

ponews.com/news.html?id=587　（英語リンク）

原子炉建屋の近くの 41 基のサブドレンに加えて、5 つの余分な地

下水ドレンが海側不浸透性壁の近くに掘られました（以下を参照）

。  この計画もこの水地下水をフィルタリングして放出するためのも

のであり、2015 年 11 月に開始されました。しかしながら、この水は

トリチウムによる汚染度が非常に高いので、放出基準に達しておら

2015 年 2 月時点での 3 号機内 3 階部分における高線量率の場所を示す
計画数字の単位は mSv/hr (引用元：東京電力/国際廃炉研究開発機構)

—　地下水の迂回

地下水は海とは反対の山側から現場に流れているので、現場に至

る前にこの水を可能な限り多く途中で捕捉すれば原子炉建屋に到

達する水量は大幅に削減できるだろうと期待されていました。今

までのところ、上にある山側の地下水は高い放射能汚染レベルを

示していないので、それを貯蔵して海洋へ放出する前に独自に検

査することに全日本漁業協同組合と合意に達しました（この種の

合意で初めて達成しました）。こうしてポンプによる水の汲み出し

と水の迂回が 2014 年 4 月に始まりました。2015 年 12 月時点で、

約 154,000 m3 の水が放出されています（2015 年 12 月 21 日ま

で）。IAEA ではこれが約 25% の地下水浸入を削減していると推定

しており、改善されているものの、期待されたほどの結果にはつな

がっていない状態です。報告によれば、迂回された水は、10 日毎の

第三者機関による試験の対象となります。東電によるこの水の放射

性核種の運用上の目標値は、Cs134 と Cs137 に対し 1 Bq/L、全ベ

ータ放射能は 3 Bq/L、H3（トリチウム）は 1500 Bq/L です。これらす

べては、日本における制限値と WHO の飲料水の標準値を遥かに

下回っています。最近の結果では、東電の目標値よりもかなり低い

レベルが達成されていることが示されました。

福島第一原子力発電所で迂回のためにポンプで汲み出された地下

水の水質に関する詳細な分析結果　2015 年 9 月 1 日）    http://

www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/decommission-

ing/pdf/20150901_01a.pdf　（英語リンク）

南出口での迂回水のサンプリング　2016 年 2 月 4 日） http://

www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/f1/smp/2016/images/

pump_well_16020401-j.pdf　（日本語リンク）

http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/f1/smp/2016/im-

ages/pump_well_form02-e.pdf　（英語リンク）

©International Research Institute for Nuclear Decommissioning 

Dose rate goal for decontamination equipment 
Development goal of the decontamination equipment  
     (the needs for PCV leakage investigation repairing work, and overall dose reduction scenario) 
                   3 mSv/h for work area           5 mSv/h for access route 

Unit 1 Unit 2 Unit 3 
 
 
 

Needs for 
dose 

reduction* 
and the 

dose rate 

 
Building 

conditions 

The dose rate s are low in whole; 
about 1 to 10mSv/h 
The rates have been high in south area, 
some parts in southeast area 
measures5,000mSv/h 

Used to be 2～60mSv/h 
(In 2014 Oct, the rates were about 
5~10mSv/h because of 
decontamination in lower/middle 
parts and shielding ) 

The dose rates are high in whole; about 
20～100mSv/h 

：3mSv/h to10mSv/h 

：10mSv/h to 20mSv/h 

：20mSv/h to 50mSv/h 

：more than 50mSv/h 

：out of study due to the lack of data 

＊mapping results of the dose rates at planned operation area( with needs of dose reduction) derived from PCV investigation and repair project  

5 



36

http://www.tepco.co.jp/en/decommision/planaction/land-

wardwall/index-e.html　（英語リンク）

図を使 用した凍 土 壁システムの 一 般 的な説 明、東 京 電 力：凍

土壁の試験情報　（2015 年 5 月 21 日） http://www.tepco.

co.jp/en/nu/fukushima-np/hand-outs/2015/images/hand-

outs_150521_01-e.pdf

すべてが計画通りに行く場合、この壁は水の流入を大幅に削減し

ますが、その多くが依然として予測不能です。原子炉建屋から大量

の汚染水が漏出しているので、海へ辿り着くのを防ぐためにも、原

子炉建屋の地階の水位を周辺エリアの地下水の水位以下に保つこ

とが必要となります。この理由から、地下水のレベルを徐々に下げ

る必要があります。東電はどのような漏れも凍土壁の外周の内部

に閉じ込めることができると考えているようであり、適切なレベル

を維持するために水をポンプで注入したり、汲み出したりするつも

りです。2015 年 9 月の海側不浸透性壁の閉鎖は、地下水レベルの

予測不能の変動に繋がり、予測不能性も凍土壁が運用されたとき

に予想されるはずです。一部にはこれを理由として、NRA は注意を

呼びかけ、効果を確認するために長期間の試験期間をとるように

求め、原子炉の海側の一部と山側の幾つかの「管理」区分に対して

のみ完全に凍結させる許可を与えました。東電は現在、水位への

影響をモニタリングしながら、山側のより多くの区分を徐々に凍結

させる計画を立てていますが、それには各段階で NRA の承認を得

る必要があるようです。東電 は今年の 3 月に凍結作業を開始でき、

海側部分を凍結させるには約 2 カ月半かかると発表しています（

全外周を凍結させるには 8 カ月必要）。  全体としてこれらの遅延に

より、凍土壁は約 1 年スケジュールから遅れています。

凍土壁が運用された場合、地下水のレベルをどのようにして注意深く管理
する必要があるかを例示する図（情報源：朝日新聞） 

この最近の東電報告では現行の地下凍土壁計画の詳細を説明し

ています。：

東京電力: 陸側不浸透性壁の調査結果（2016 年 2 月 15 日） http://

www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2016/images1/

handouts_160215_02-j.pdf　（日本語リンク）

ず、2016 年 1 月に東電は代替策として貯蔵すると発表しました。ト

リチウムレベルが非常に高いのは、海側壁近くの土壌と接触したこ

とに起因しているのかもしれません。海側壁を封鎖すれば、その裏

側の地下水レベルを大きく上昇させてしまうので、計画よりも多く

の水をポンプで汲み出す必要が出てきます。

福島第一 NPS 速報（2016 年 1 月 8 日)： 最近のトピック：東電 はモ

ニタリングで高レベルの汚染を検出した後、地下水ドレンから放出

するのではなく、貯蔵している http://www.tepco.co.jp/en/press/

corp-com/release/2016/1265513_7763.html　（英語リンク）

朝日新聞：東電 福島原発での放射性の水の新たな問題に直面する

(2015 年 12 月 26 日）  http://ajw.asahi.com/article/0311disaster/

fukushima/ AJ201512260045 　[link may be broken, no archive 

available]

— 陸側不浸透性壁

幾つかの選択肢を検討した後、議論の的となった30 メートルの深

さの凍土でできた壁、あるいはダムを原子炉建屋の周囲に建設す

ることで水の浸入に対し有効なバリアを提供することが出来ると

東電は期待しました。「陸側不浸透性壁」と呼ばれる予定された構

造物は、約 500m X 200m の長方形をしており、外周の総長さは約 

1500m です。  凍土技法は実証されていますが、多くの場合、非常

に困難な採鉱やトンネル工事の際に使用され、第一原発の壁はこ

れまでに実際に試みられた中で最長のものとなり、絶えず付きまと

う放射能の危険性、並びに、地下障害物が多く存在する中で実施

されます。現場での試験が 2013 年 8 月に始まり、建設が 2014 年

の 6 月に始まり、そして凍結試験が 2015 年 4 月に始まりました。達

成できる凍結の度合に、ある程度の変動性がありましたが、東電 は

その結果が満足のゆくものであると考えています。このシステムの

建設は 2015 年 10 月に完了しました。

 

 

東京電力 地下氷壁の配置を示す図　(引用元: 東京電力)

— 陸側不浸透性壁 

https://fdada.info/currentstatus/decommissioning-15　（日本語

リンク）

東京電力 : 最近のトピック：福島 - 「氷壁」建設に必要な設備の設置

が完了　（2016 年 2 月 9 日）
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ました。この漏れを止めるために、東電 では現場の海岸線に沿っ

て全長約 780m の「海側不浸透性壁」と呼ばれる 30m の深さのシ

ートパイル工法の壁を建設しています。それは 2015 年 10 月に完

成しました。It was completed in Oct. 2015. 

不浸透性海側壁の閉鎖  （2015 年 9 月） http://www.tepco.

co.jp/en/nu/fukushima-np/hand-outs/2015/images/hand-

outs_150909_01-e.pdf

http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/hand-outs/2015/

images/handouts_150910_01-e.pdf

先に記載したように、この壁を閉鎖すると、壁の裏側の地下水レベ

ルの上昇が生じました。圧力の上昇により、壁にずれが生じ、壁と

地面との間に隙間が生じました。この壁は強化され、修理は 2015 

年 12 月初めに完了しました。

https://fdada.info/currentstatus/decommissioning-16

2015 年 9 月 10 月の壁の遮蔽とサブドレンポンプの運用に関連した、海側
不浸透性壁の裏側の水位並びにその外側の海水の核種レベルの変化を示

す図.(引用元：東京電力).(

壁の外側の海水検査に基づくと、海側不浸透性壁は海へ到達する

汚染水量の削減に効果的であるように思われます。2015 年 12 月

中頃からの検査データは、2015 年 10 月に壁が完全に遮蔽された

際に、その場所でのストロンチウムと全ベータ放射能のレベルが、

検出限界近くにまで低下し、12 月中頃まで低い値を維持していた

ことを示しています。2016 年 3 月 25 日の東電の港湾の水の検査

結果によると、8 箇所のサンプリング地点の内 4 箇所で Cs-137 が

低い濃度 (0.51- 1 Bq/L) で検出され、他の場所では検出されなか

ったことを示しています。トリチウムの最大レベル 3Bq/L が 8 箇

所の内 1 箇所で検出され、全ベータ放射能は検出されませんでし

た。Cs-134 は検出されませんでした。港湾内部（取り入れ口のチャ

ンネル）の水は、わずかに高めで、6 箇所のすべてのサンプリング

地点で Cs 137 が検出され、汚濁防止フェンス（シルトフェンス）の

内部が最大値の 9 Bq/L、トリチウムは 6 箇所のすべてのサンプリン

グ地点で検出され、最大値 510 Bq/L であり、またシルトフェンス内

部でも検出され、そして全ベータ放射能は 4 箇所のサンプリング

地点で検出され、最大値 200 Bq/L でした。これらの数値から、海側

不浸透性壁はかなり有効であることが分かります。：

こちらからも入手可能：http://www.nsr.go.jp/data/000139731.

pdf　（日本語リンク）

ユーザー名「Sotan」さんがこの文書の詳細な英語の概略を物

理学フォーラムのオンラインディスカッションに投稿していま

す。  https://www.physicsforums.com/threads/japan-earth-

quake-nuclear-plants-part-2.711577/page- 41#post-5378915

産経新聞：日本 NRC は海側凍土壁の再検討を呼びかける　（2016 

年 1 月 22 日） http://www.sankei.com/affairs/news/150322/ 

afr1503220003-n1.html　（日本語リンク）

朝日新聞：NRA は福島原発での凍土壁を部分的に許可する

　(2016 年 2 月 15 日）  http://www.asahi.com/ajw/articles/

AJ201602150062.html　（英語リンク）

朝日新聞：NRA は福島原発での 東京電力 の凍土計画の中止を要

求　（2016 年 2 月 10 日） http://www.asahi.com/ajw/articles/

AJ201602100079.html　（英語リンク）

朝日新聞：NRA は福島原発での凍土壁を「極度の低温状態」

に近づける（2016 年 2 月 21 日） https://web.archive.org/

web/20160222091659/ http://ajw.asahi.com/article/0311disas-

ter/fukushima/ AJ201602210030

— 海側不浸透性壁

海側不浸透性壁、地下レイヤーと海の配置を示す計画図と断面図（引用元：
東京電力)

原子炉建屋と海岸（取り入れ口および港湾エリア）の間エリアにあ

る観測井戸から採取された地下水のサンプルは、通常高い放射

性核種レベルを示しており、特に全ベータ放射能（ストロンチウム

を含む）だけではなくセシウムも高い値を示しています。2014 年 

10 月に、一連の井戸からのサンプルが 780 万 Bq/L 以上の全ベー

タ放射能を示し、そしてそれは 2015 年 1 月までに 500,000 Bq/L 

まで低下しました。  2016 年 3 月からの検査では、最大 600,000 

Bq/L の全ベータ放射能、最大 36,000 Bq/L の Cs-137、そして最大 

63,000 Bq/L のトリチウムを示しました。全放射能レベルは 2011 

年 3 月と 4 月に比べて、数千分の一の低さですが、この種の汚染水

が海洋に漏れ続けており、沖合の海底を汚染し、再度汚染していま

す（ 2 章 3 節：「環境と除染」を参照）。継続的な流出が顕著になり、

食い止める必要があるのですが、最近のデータによると、現在の比

率のまま何年も経過した後でさえ、大量に投棄された最初の放出

に対しての 1% 未満が新たに追加されるだけであることが示され
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汚染水が海洋へ到達するリスクを非常に軽減していると述べてい

ます。

海水配管トレンチの配置図（引用元：東京電力)

東京電力: 海水配管トレンチ（2015 年 7 月 30 日）  http://www.

tepco.co.jp/en/decommision/planaction/trench/index-e.html　

（英語リンク）

[この資料には分かりやすい詳細図が載っています]

4 号機の汚染水と廃棄物の除去、海水配管トレンチ完成  https://

fdada.info/currentstatus/decommissioning-11　（日本語リンク）

2.1.4　－ 溶融燃料デブリ
の除去
このプロセスは数十年を要し、最も楽観的なシナリオは 2022 年に

開始するというものです。似たようなことが最後に試みられたのは 

25 年以上前になります。米国スリーマイル島で、溶融した炉心の取

り出しが 1990 年に完了しました（チェルノブイリでは未だ試みら

れていません）。重要なのは支援を求めるべき関連する経験を持

つ人があまりいないという点です。十分な研究費を確保している研

究機関が新たに設立され、これから必要となる諸々のテクノロジー

を生み出すようになっています。その一方で、原子炉圧力容器内部

の状況を遠隔操作で調査するために、多くの体系的な試みが実施

されており、中には信頼するに値する創意工夫も見受けられます。

損傷を受けた原子炉内部から溶融燃料デブリ（堆積物）を取り出

し、それを安全に貯蔵することが、廃炉プロセスの主たる目標で

す。先に言及したように、2022 年ぐらいまでは実際に開始する予定

にはありません。基本的に、現在までに現場で実施してきたこと、デ

ブリ取り出しプロセスが開始される前に実施されるであろうすべ

ての作業は、その前段階としての準備になります。 既存の単独の企

業の経験やノウハウを上回る、非常に大きな技術的な問題が関わ

ってくるため、国際廃炉研究開発機構 (国際廃炉研究開発機構) が 

2013 年に設立されました。このコンソーシアムは、日本原子力研

究開発機構と産業技術総合研究所のガイダンスの下にあり、東芝、

日立GEニュークリア・エナジー株式会社、三菱重工業株式会社など

東京電力: 2. 福島第一 NPS 周辺で採取した海水の分析結果（福島

第一 NPS の港湾内部）（2016 年 3 月 25 日） http://www.tepco.

co.jp/en/nu/fukushima-np/f1/smp/2016/images/intake_canal_

map-e.pdf　（英語リンク）

東京電力：海水汚染が減少したので、福島第一の壁は効果的（2015 

年 11 月 6 日 ）http://www.fukushimaminponews.com/news.ht-

ml?id=590　（英語リンク）

2016 年 2 月 9 日付けの進捗概要報告のグラフは、2015 年 12 月 

12 日までは継続して Sr90 と全ベータ放射能などが低いレベル

にあることを示しています。  http://www.tepco.co.jp/en/press/

corp-com/release/betu16_e/images/160209e0101.pdf　（英語

リンク）

東電は港湾エリア、及び、沖合から採取した水の検査データを定期

的に公表しています（ 2 章 3 節 3 項 —「海洋」を参照）が、私たちは

関連するすべての場所が網羅されていないと感じており、独自に

確認をしないことには、東電が提出した数字の正確性にある程度

懐疑的であったほうが良いと繰り返し主張しています。

東京電力: サンプル採取によるモニタリング - 福島第一原子力発電

所周辺の放射能分析結果、 現場および直近の沖合の測定値の索

引ページ  http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/f1/smp/

index-e.html　（英語リンク）

—トレンチ

核原子炉タービン建屋は、主として海水配管と電源ケーブル、そし

て、数多くの接続シャフトと小さな地下構造物のための「トレンチ」

とよばれる地下トンネルを通して、海岸にある海水取り入れポンプ

やその他の設備が相互に接続されています。特に 2 号機と 3 号機

のトレンチは災害の早い段階で数千トンもの極めて高い濃度の汚

染水で満たされており、継続的な漏れと流れのメカニズムの理解

不足により、汚染された冷却水と地下水の混合物が含まれている

ようです。昨年我々が報告したように、凍結やその他の技法を用い

てそれを除去しようとする幾つかの試みは失敗しましたが、2014 

年以降に有意義な進展がありました。1 号機の海水配管トレンチの

中の水は比較的汚染度が低く、それ故、除去作業が計画されてい

ます。2 号機のトレンチのシールと埋め戻しが 2015 年 7 月 10 日に

完了しました。  3 号機からの汚染水の移送は 7 月 30 日に完了し、ト

レンチシャフトは 8 月 27 日までに埋め戻され、シールされまし

た。4 号機での作業は 2 段階で実施され、2015 年 12 月 21 日に完

成しました。東電 は例えば、3 号機での汚染水漏れのためにこれら

の経路を閉鎖することは、トレンチとタービン建屋に蓄積された水

の総合的な放射能を以前のレベルの 1/10 まで削減し、高濃度の
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「デブリ燃料の固さも、性状もまだ分かっていない訳ですか

ら、30メーター上からレバーを入れたらうまくデブリを取り出せ

るのかもよく分からないのです。そういった意味で非常にチャレ

ンジするものがあるのですが、ただその技術がまだ無いので、

これからいろんな技術を適応していきます。......　これはなかな

か難しいハードルだと思います。これが本当にできるかどうか

はわかりません。今、出来ますとも言えませんし、絶対無理ですと

も言えないのです。」

デブリ燃料取り出しに関する計画と進展を厳密に追いかけている

人がこの発言を聞いても何ら驚かないと思いますが、技術的には

かなり進んでいるだろうから、その工程は管理下にあるはずだと信

じ込んでいた一般の人にとっては騙されたと感じるぐらい衝撃的

な内容でした。

NHK: 核特集：廃炉作業の責任者の告白　（2015 年 3 月 31 日 

）http://www3.nhk.or.jp/nhkworld/english/news/nuclear-

watch/20150331.html　（元は日本語ですが、英語の吹き替え動

画リンク）

NRA の理事は、「燃料デブリを処理する計画はまだ考案中であり、

すべてを取り出すには、70 年か、80 年か、非常に時間がかかるか

もしれず、最終的に一連の決断が最適ではなかったと分かるかも

しれない。『できる限り多くの燃料デブリを取り出し、残りは固める』

というような他の選択肢を検討する必要がある。」と発言したと新

聞で引用されていました。理事の意見が正式な政府の方針となる

か否かは分かりませんが、この重要なステップの計画状態が未だ

確定されていないことが分かります。

Japan Times: NRA 理事は福島原発のすべての燃料デブリを取り

出すことは最適な選択肢ではないかもしれないと指摘する　（2016 

年 2 月 20 日）  http://www.japantimes.co.jp/news/2016/02/20/

national/nra-commissioner-suggests-plan-remove-fuel-debris-

fukushima-plant-may-not-best-option/#.WSd7CevyjIV　（英語リ

ンク）

溶融燃料デブリの取り出しに関連する、第一原発の現場で実施

される作業の多くには、燃料自体の場所を特定し、原子炉格納容

器内部の状態を確認するための様々な種類の調査を含んでいま

す。2015 年に、我々はミュオンを用いた最先端のイメージング技法

からの成果を報告しています。幾つかの新しく開発された遠隔操作

デバイスもまた試みられており、かなりの成功を収めています。

2.1.4a- ミュオン イメージング 

ミュオンは宇宙線が地球の大気上層を通過する際に作り出される

素粒子です。ミュオントモグラフィを用いた溶融燃料の位置特定

は、試験では相当の成功を収めており、2015 年 3 月 10 日にその装

置は 1 号機の外に設置されました。  検出システムはミュオンが物

体を通過した後の数と軌跡を測定します。核物質は他の金属やコ

の大手企業、並びに世界中の大手電力会社が設立メンバーとなっ

ています。国際廃炉研究開発機構 の主なミッションは、原子炉の廃

炉に必要なテクノロジーを研究、開発することであり、それは日本

国内外の企業や機関との協力を必要としています。

国際廃炉研究開発機構 は非常に積極的に提案を求め、資金提供

し、会議やワークショップを催しており、特に、その一部であるロボ

ット部門においてはっきりとわかる成果を上げています。それにも

拘わらず、実際に溶融燃料取り出し作業がどのように実施されるか

を確定するには時期尚早です。現時点では、いわゆる「浸漬方式」

が未だに最先端を行くアイデアです。これには原子炉格納容器の

漏れを栓で塞ぎ、水で満たせるようにし、さらに上から挿入された

長いカメラ付きアームを備えた遠隔操作の機械を用いて、溶融燃

料を破片に切断し、取り出します。2014 年 5 月に投稿された次のビ

デオは、検討中のプロセスについて説明しています。：

国際廃炉研究開発機構による燃料デブリ取り出しのための浸漬方

式の説明ビデオ　(2014 年 5 月） http://irid.or.jp/en/video/　（英

語リンク）

この 2015 年 4 月からのプレゼンテーションは検討中の 国際廃炉

研究開発機構 の計画の全体的な説明をしています。：

福島第一NPS からの燃料デブリ取り出しに関する研究開発活動

（2015 年 4 月 9 日）  http://irid.or.jp/_pdf/20150409.pdf　（英語

リンク）

福島第一NPS からの燃料デブリ取り出しに関する研究開発活動 

（2015 年 2 月 19 日）： http://www-pub.iaea.org/iaeameetings/

cn235p/Session5/S5-4-Takashi-Satoh.pdf　（英語リンク）

これが実施できるようになる前に、溶融燃料デブリは場所を特定

され、作業員が入れるように原子炉建屋は除染され、遮蔽され、建

屋内部の電源と通信が再確立され、そして廃炉プロセスの期間更

なる汚染の拡大を最小に抑えるための方法が開発される必要があ

ります。その一方で、ある程度最初の進展が得られていますが、ト

ーラス室と低レベルの汚染された建屋内部の調査に必要なほとん

どのロボット装置は依然、開発中であり、試験中です。これは浸漬

に先立ち、修理が必要な場所の識別と溶融燃料自体の場所の特定

双方に必要です。厳しい現実として、溶融燃料取り出しに伴うタスク

に対応できるテクノロジーが未だに存在していません。

2011 年 3 月にその場所でメルトダウンを防ぐことに成功した福島

第二の元所長、現在の第一の廃炉を担当する東電の責任者、増田

尚宏氏は、2015 年 3 月に NHK とのインタビューに対し、非常に率

直に応えました。その中で、増田氏は廃炉にまつわる問題と不確実

性について率直に語っており、Safecastレポート2015 版で議論し

たのと同じような多くの問題について力説していました。

増田氏インタビュー中の発言。以下、抜粋：
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ミュオン検出器の配置　（2015 年 2 月 9 日） http://www.tep-

co.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2015/images/hand-

outs_150209_08-j.pdf　　（日本語リンク）

「ミュオン透過法」による炉内状況調査の開始 （2015 年 2 月 12 日）

http://irid.or.jp/en/topics/%E3%80%8C%E3%83%9F%E3%83%

A5%E3%82%AA%E3%83%B3%E9%80%8F%E9%81%8E%E6%B

3%95%E3%80%8D%E3%81%AB%E3%82%88%E3%82%8B%E7

%82%89%E5%86%85%E7%8A%B6%E6%B3%81%E8%AA%B-

F%E6%9F%BB%E3%81%AE%E9%96%8B%E5%A7%8B%E3%81

%AB/

名古屋大学による 2 号機のミュオン測定 イメージ　(引用元: 名古屋大学)

) 

名古屋大学のチームは東芝と共同で異なる種類のシステムを用い

て 2 号機でミュオン測定を実施しました。2014 年 4 月から 7 月の

間に 5 回の試験が実施され、2015 年 3 月に暫定結果が公表され

ました。燃料を格納した損傷のない 5 号機で実施されたものと比

べると 2 号機で炉心のメルトダウンが起きていたことが確認でき

ました。2015 年 9 月に、そのチームは更なる分析により、原子炉内

部の 70% - 100% の燃料が溶融していたことを確認したと発表しま

した。1 号機と同様に、そのシステムはほとんどの溶融燃料が存在

していると想定される原子炉圧力容器から下のイメージをキャプ

チャできませんでした。

東京電力：名古屋大学は福島原発 2 号機のメルトダウンを確

認  http://www.4-traders.com/TOKYO-ELECTRIC-POW-ER-

CO-I-6491247/news/Tokyo-Electric-Power--Nagoya-University-

confirms-Fukushima-No-2-reactor-melt-down-20060203/

名古屋大学プレス リリース：福島第一原発 2 および 5 号機のミュオ

ン測定画像の結果（2015 年 3 月 20 日）  http://www.nagoya-u.

ac.jp/about-nu/public-relations/researchinfo/upload_imag-

es/20150320_esi.pdf　（日本語リンク）

ウォールストリートジャーナル : 福島特集：原子炉 2 号機で完全に

近いメルトダウンを確認　 （2015 年 9 月 29 日）  https://blogs.wsj.

com/japanrealtime/2015/09/29/fukushima-watch-near-com-

plete-meltdown-confirmed-at-reactor-2/　（英語リンク）

ンクリートよりも密度が高いので、その位置は X 線と非常によく似

たこの技術を用いて容易に特定できます。高エネルギー加速器研

究機構 (KEK) が主導した調査チームは、2015 年 3 月 20 日にその

結果を報告しました。その報告によると、原子炉格納容器内に核燃

料は検出されず、すべてが溶融して、下のコンクリートの床へ落ち

たという仮説を支持する結果となっています。 

2 号機で使用されたミュオン測定検出器プレートの配置を示す図　(引用
元: 東京電力/国際廃炉研究開発機構)

 1

号機圧力容器内部のミュオン測定 イメージ、2015 年 3 月(引用元: 東京電
力)

宇宙線、ミュオンによる燃料デブリ検出のための原子炉イメージン

グ テクノロジー：1 号機での測定状況報告　（2015 年 3 月 19 日）  

http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/handouts/2015/

images/handouts_150319_01-e.pdf  （英語リンク）
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器の周りに鋼鉄製の狭い通路があり、その上をクローラーロボット

（無線遠隔操作による情報収集ロボット）が移動できるので、ベー

スマットと下の台座スペースへのアクセスを評価することができま

す。最後に、台座とベースマットの一つ下のレベルに、リング状のサ

プレッションチャンバー（圧力抑制室）を収容する「トーラス室」と呼

ばれる大きなスペースがあります。一部の溶融燃料がこのレベル

まで到達している可能性があります。その他に、構造的な整合性と

潜在的な漏れ地点を確認する必要があるので、トーラス室を同様

に遠隔操作で調査する必要があります。

台座、貫通部、トーラス室などの配置を示す、一般的な福島第一原子炉建屋
の簡略された断面模式図  (引用元：東京電力)(

このレポートを執筆中に、長期にわたる格納容器の調査が 1 号機

のみで実施されました。格納容器調査がまだ行われていなかった 

2、3 号機での作業場所の調査と準備が実施され、後の調査のアク

セスを改善するためにも、同様に 1 号機で継続されています。4 号

機は燃料が空でメルトダウンしなかったので、同様の格納容器調

査は必要ありません。今日まで、いずれの調査も実際には燃料デブ

リの位置を特定していませんが、その位置を発見するために、水中

を探索できる将来の遠隔操作のビークルのアクセス経路を決定す

ることを主な目的となっています。これまでに使用されたデバイス

は、自立式やワイヤレスロボットではなく、遠隔で制御されるもの

でした。ケーブルを通してオペレータと繋がっているので、ケーブ

ルのもつれが時折起きるという障害が起こることもあります。

1 号機：
1 号機  PCV の調査：

1 号機の PCV 内部の台座を取り囲む狭い通路の調査は重要

で、2015 年 4 月 10 日から 20 日の間に実施されました。 2012 年 

10 月に 1 号機 PCV にカメラとその他のセンサを短時間だけ挿入

しました。これは遠隔操作のデバイスが実際に原子炉 PCV の一つ

に挿入した際に起きた事故の始まり以来、初めてのことでした。使

用されたデバイスは、配管貫通部への挿入の際には長い円柱状の

形をとり、その後運転の際には U 字型に開く「変形可能な」もので

Torus room

Pedestal

Penetrations

Japan Times: 調査によると、福島 2 号機で核燃料の 70% が溶融し

た可能性が高い　（2015 年 9 月 28 日） http://www.japantimes.

co.jp/news/2015/09/28/national/study-finds-it-likely-that-70-

of-nuclear-fuel-melted-at-fukushima-no-2-reactor/#.WSeD-

mOvyjIV　（英語リンク

2.1.4b -その他の調査

原子炉格納容器内部の状態を調査するには、数多くの方法があり

ます。たいていの場合、カメラや測定器具を挿入できる封印された

既存の配管貫通部や開口部を特定する作業が伴います。そのよう

な開口部は格納容器内部の現在の水位よりも上に位置している必

要があり、直接測定できなければ、目視できる漏れと水の流れから

推定する必要があります。 多くの場合、器具を準備しても、挿入す

る必要がある格納容器外部の放射線レベルが人にとってとても高

いので、接近できないか、あるいは長時間作業できません。そのた

め、作業エリア自体をまず、遠隔操作で調査し、その後除染、遮蔽を

適切に実施する必要があります。格納容器内部にほんの数分、カ

メラや温度センサをぶら下げるだけで簡単に調査できることもあ

りますが、一般的には、内部から画像も取得し、測定して障害物の

背後を見たりことが望ましいです。小型、遠隔操作のビークルがい

くつか開発、試験運用されており、それぞれの場合、設計は挿入に

使われる配管サイズなど、単独の調査の特定の条件に従って決定

されます。実際の調査は数時間程度しかかかりませんが、計画、作

業場所の準備、そしてロボット開発には数カ月かかる傾向がありま

す。格納容器内部の高放射線レベルは、カメラやその他のエレクト

ニクス機器に損傷を与える傾向があり、それ故、各調査実施に際し

ては、必要となる時間を最小に抑えるために、実物大のモデルを用

いてあらかじめ可能な限り徹底してリハーサルしておきます。

何を調査すべきか？：

1、2 および 3 号機では、燃料のすべてというわけではありません

が、その多くが鋼鉄製の圧力容器（トーラス）を支えている「ペデス

タル（台座）」と呼ばれるコンクリート製の円柱形構造物の中に落ち

ていると考えられています。

圧力容器は 7m の厚みのコンクリート製のベースマットの上に載

っており、溶融燃料が流れた可能性があるフロアレベルにはドア

状のアクセス用開口部があります。台座と鋼鉄製圧力容器は、鋼鉄

製のシェル壁を備えた厚いコンクリートでできている、非常に大き

な原子炉主格納容器 (PCV) 内部に収められています。原子炉の通

常運転時に配管や様々な器具を挿入できるよう格納容器が作られ

たときに、その容器に数多くの貫通部を設けました。それらの一部

は、調査の必要がある原子炉の各部へアクセスできる良い位置に

あります。燃料デブリの位置を特定するためには、台座の内部、ま

た台座アクセスの開口部の外部エリアへアクセスできるようにする

ことが一番重要になります。PCV は燃料デブリを冷却するために、

水で溢れ続けており、それ故、燃料は現在も水中にあり、デブリを

確認するには水に浸漬できるカメラが必要となります。内部圧力容
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得し、同時に周辺の放射線測定ができる場所から台座の開口部近

くまで、狭い通路の上の都合の良い場所へクローラーロボットを送

り出すというものです。

東京電力: ロードマップ　（2016 年 1 月 28 日）  http://www.

tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/images1/images1/

d160128_08-j.pdf　（日本語リンク）

Worksite preparation for Unit 1 containment investigations:

燃料デブリのイメージを取得し、測定するため、クローラーロボッ

トが損傷した圧力容器の下の台座内部へアクセスできるように、

「X-6 貫通部分」と呼ばれる既存のハッチを使用することが望まれ

ています。1 号機の X-6 は、原子炉建屋の 1 階にある「TIP 室」（炉

心内部でプローブを横断させる）と呼ばれるエリアです。このエリ

アの一部の配管とダクト（通風管）は非常に汚染度が高いことが分

かっていました。必要な作業を実施できるようにするためには、作

業エリアの除染を行う必要があり、放射線レベルを 3 mSv/h まで、

アクセス通路に対して 5 mSv/h まで低減できるか否かを判断する

必要がありました。この調査は 2015 年 9 月 24 日から 10 月 2 日ま

での間に実施されました。ホイール付きの可視光カメラ、3D スキ

ャナー、ガンマカメラおよび放射線検出器が使われることになり、

放射線レベルが比較的低い、隣接するタービン建屋の通路から壁

にドリルで開けた穴から挿入されました。ガンマカメラのイメージ

によると、そのエリアの一連の配管が約 300-500 mSv/h であり、そ

の一方で、ダクトは約 1000-1200 mSv/h であることが判明しまし

た。  TIP 室自体の最高指示値は、作業を実施する必要のある PCV 

壁の近くは 290 mSv/h ですが、反対側の壁では 2 mSv/h まで低

下するようです。東電は除染は可能であると考えており、計画を考

案中です。

1 号機 TIP 室調査  http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/

roadmap/images/d151001_08-j.pdf　（日本語リンク）

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/images/

d151029_08-j.pdf　（日本語リンク）

1 号機原子炉建屋 TIP 室の調査  https://fdada.info/home/de-

commissioning/progress/decommissioning-12/ 　　（1号機原

子炉建屋内等の状況がよく分かるイラスト画像への日本語リンク）

Unit 1 torus room investigations:

2014 年 10 月と 11 月に、3D レーザースキャンが遠隔操作ロボット

を用いて、1 号機の上部トーラス室の内部で実施されました。   結果

として得られた 3D モデルは、極めて詳細で、更なる作業の計画を

立てるのに非常に役立ちます。3D レーザースキャニングは、他の

光源が必要ないという素晴らしい利点があり、これは原子炉建屋

に存在するたくさんの暗闇個所で役立ちます 

した。最初のロボットは故障しましたが、二番目を内部に向けて出

発させることが決定されました。検査したエリアに大きな損傷は見

当たらず、線量率は4.7 から 9.7 Sv/hr の間で測定されました。

東京電力: 原子炉主格納容器 (PCV) 内部の調査  http://www.tep-

co.co.jp/en/decommision/planaction/pcv/index-e.html　（英語

リンク）（分かりやすい画像が多数あります）

東京電力: 原子炉主格納容器 (PCV) 内部を調査するテクノロジー

の開発　（2015 年 4 月 30 日）  http://www.tepco.co.jp/en/nu/

fukushima-np/handouts/2015/images/handouts_150430_04-e.

pdf　（英語リンク）

東京電力: 福島第一原子力発電所 1 号機 PCV 内部の調査結果　

（2012 年 10 月 15 日）  http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushi-

ma-np/images/handouts_121015_05-e.pdf　（英語リンク）

2015 年 2 月時点の 1 号機 1 階内部の線量率を示す計画 (引用元：東京電
力/国際廃炉研究開発機構)

1 号機に計画している次のステップ：

次のような情報を提供する狭い通路エリアの調査は 2015 年 4 月

に実施され、燃料デブリがあると考えられている 1 号機台座エリア

外部のフロアのイメージを取得する技法が開発されています。2 つ

の計画が検討されています。一つは、梯子を上った先にある開口部

周辺の細い通路上のある地点までクローラーロボットを送り出し、

そこからさらに下のフロアまで浸漬可能なイメージングおよび測

定デバイスを下ろすというプランです。 その後、燃料デブリが流れ

出ていると思われる台座の開口部の近くまで、クローラーロボット

を水中移動させます。もう一つのアイデアは、小型カメラと放射線

センサを細い通路のフロアにあるグレーチング（鋼材でできた溝

蓋）から下の水中へ降ろし、可能であれば、燃料デブリの画像を取
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東京電力: 2 号機の PCV 内部の参考調査　（2016 年 1 月 28 日）

http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/handouts/2016/

images/handouts_160128_01-e.pdf　（英語リンク）

https://fdada.info/home/decommissioning/progress/decom-

missioning-13/　（日本語リンク）

WNN: 2 号機格納容器検査のための小型ロボット　 （2015 年 6 月 

30 日）  http://www.world-nuclear-news.org/C-Small-scale-ro-

bot-for-unit-2-containment-inspections-3006154.html　（英語

リンク）

国際廃炉研究開発機構: [ビデオ] 福島第一原子力発電所 (NPS) 

2 号機の原子炉主格納容器 (PCV) 内部調査および台座内部の

予 備 調 査のための機 器と堆 積 物 除 去 装 置のための操 作 訓 練  

（2015 年 10 年 14 日）  http://irid.or.jp/en/topics/%EF%B-

C % 8 8 % E 5 % 8 B % 9 5 % E 7 % 9 4 % B B % E 7 % B 4 % B 9 % E 4 % B -

B%8B%EF%BC%89%E7%A6%8F%E5%B3%B6%E7%AC%AC%E

4%B8%80%E3%83%BB2%E5%8F%B7%E6%A9%9F%E5%8E%

9F%E5%AD%90%E7%82%89%E6%A0%BC%E7%B4%8D%E5%

AE%B9%E5%99%A8%E3%81%AE%E5%86%85/　（英語リンク）

2 号機格納容器調査のための調査前準備作業：

2 号機の台座エリアを調査するために使用されるロボットは、貫通

部分 X-6 から挿入される必要があります。X-6 の周辺エリアは、ハッ

チ部分から漏れ出た堆積物の除去が困難なため、汚染度が非常に

高くなっていることが判明しています。このハッチは通気口部分が

府下げれてしまっており、フロア上に固まってしまっています。

そのエリアの放射線量を測定し、除染するためには X-6 開口部の

前面を遮蔽しているコンクリートブロックと金属製プレートを除去

する必要があるのですが、それには困難を伴います。東電 ではフ

ロア全体が 100 mSv/hr 以下にならない限り、調査は実施できな

いと判断しています。表面研削除去（スクレープ）と蒸気により、一

回以上除染を試みた後で、そのフロアの数センチメートル四方の

ある面積は、2015 年 11 月に 10 Sv/hr 以上ありました。2016 年 1 

月 19 日時点で、更なる処理により、そのエリアの線量は 8.3 Sv/hr 

まで低下しました。 このような問題があったのため、「さそり型」ロ

ボットの挿入スケジュールが 2016 年の春まで先送りされる結果と

なりました。

X-6 貫通エリア（2 号機）の汚染調査 （2015 年 10 月 29 日）  

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/images/

d151029_08-j.pdf　（日本語リンク）

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/images/

d151126_08-j.pdf　（日本語リンク）  http://www.tepco.co.jp/nu/

fukushima-np/roadmap/images1/images1/d160128_08-j.pdf　

（日本語リンク）

1 号機レーザー スキャン プロセス  - 右側のイメージ  (引用元：東京電力

東京電力: レーザー スキャニング ロボット  http://www.tepco.co.

jp/decommision/principles/technology/robot/robot_upper/

pdf/laserrobot01.pdf　（日本語リンク）

その他の計画：

さらに、東電 は廃炉技法の開発に役立てるため、1 号機の下部の

実物大モデルを組み立てています。直接的な用途目的の一つは、

漏れの場所の改善と修理の技法を開発することです。実物大モデ

ルは 2016 年 3 月中頃までに完成する予定です。

朝日新聞：廃炉技法を進展させるために使用される原子炉の実物

大モデル　（2016 年 1 月 27 日） http://www.asahi.com/ajw/arti-

cles/AJ201601270040.html　（英語リンク）

2 号機：
2 号機  PCV の調査：

先に言及したように、遠隔操作の画像収集ロボットを用いた実際

の検査は、 2 号機 PCV 内部では未だ実施されていません。しかし

ながら、計画は前進段階にあります。「さそり型」ロボットと呼ばれ

る小型装置が東芝と国際廃炉研究開発機構により共同開発されて

おり、実物大モデルを使用して試験されています。それは貫通部分 

X-6 を通って台座へ到達し、イメージを取得し、放射線を測定する

ように設計されています。この装置には、小さなデブリを邪魔にな

らないところへ移動させるため、ウオータージェット機能が備わっ

ています。燃料デブリがあると想定される台座のフロアの状態のイ

メージを取得するのが望ましいのですが、近くにあるプラットフォ

ームと狭い通路がひどく損傷を受けている場合、十分な近さにま

で到達できない可能性があります。このデバイスは当初 2015 年 8 

月に導入される予定でしたが、そのスケジュールは主として PCV 外

部の作業場所の準備の遅れにより、先送りされています。

計画されたロボットによる調査の台座エリアとアクセス地点を示す、2 号機 
PCV の図 (引用元：東京電力/国際廃炉研究開発機構) 
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月の後半にイメージング用のスマートフォンで操作する、かなり工

夫された小型、ワイヤレス、3D プリンタで作られたロボットがさら

に詳細に調査するために導入されました。この小型ロボットがキャ

プチャしたイメージは、フロアからわずか 1 メートル程度延びた錆

やその他の水の兆候を示し、水位がハッチ以下であることが判明し

ました。放射線レベルはハッチに近いほど上昇し、フロアレベルで

は最大値が約 1.2 Sv/hでした。また、ハッチから 2m 離れた 1m の

高さでは 12 mSv/hr でした（2011 年には同じ場所で 1.3 Sv/h を測

定しました）。

スマートフォンで操作する 3D プリンタで作られた小型ロボットを用

いた、設備ハッチの調査　（2015 年 11 月 27 日）    http://www.

tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2015/images/hand-

outs_151127_08-j.pdf　（日本語リンク)

3 号機ハッチ調査装置（スマートフォンによる小型ロボット）  （2015 

年 11 月 27 日）  http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/

handouts/2015/images/handouts_151127_01-e.pdf　（英語リ

ンク）

3 号機トーラス室調査：

3 号機のトーラス室はかなり早くにアクセスされ、2012 年 7 月に遠

隔操作のクローラーロボットが線量率を測定し、画像をキャプチャ

しました。 主として水漏れ調査実施の計画に役立てることを目標と

した、3D レーザースキャンを使用した、より徹底した調査が 2015 

年 12 月に始まりました。

http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/images/hand-

outs_120712_03-e.pdf　（英語リンク）

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/roadmap/images1/

images1/d160225_08-j.pdf　　（日本語リンク）

3

号機の調査に使用された 3D プリンタで作られたスマートフォンロボット (
引用元：東京電力)

燃料デブリ調査概要：

汚染水問題にまつわる危機感に比べ、燃料デブリの位置特定のプ

ロセスは、極めて理論整然とした慎重なペースで進展しています。

2 号機トーラス室調査：

2014 年 7 月に 2 号機の水で満たされたトーラス室の壁が、浸漬可

能なロボットを用いて調査されました。一つの主な目的は、漏れが

壁の配管貫通部を通して起きているか否かを判断することでした。

十分許容できる機能をした技法では、超音波ソナーイメージング

を持つ浸漬可能なクローラーロボットと水の流れを追跡するため

トレーサー（放射性同位体）を放出した浮揚性ユニットを使用しま

した。貫通部周囲に何ら流れは検出されなかったので、ここには大

きな漏れがないということになります。

福島第一 NPS 2 号機のトーラス室の壁の調査　（2014 年 7 月 

28 日）  http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/hand-

outs/2014/images/handouts_140728_05-e.pdf　（英語リンク）

3 号機：
3 号機  PCV の調査：

3 号機の台座エリアの調査準備は、1、2 号機よりもあまり進展して

いないようです。カメラとセンサの簡単な挿入が 2015 年 10 月に

実施され、目に見える構造的な損傷が無いことが分かりました。P-

CV 内部の放射線レベルは、PCV 壁に近い場所で約 1 Sv/h、さらに 

550 mm 中へ進むと約 0.75 Sv/hで、他の原子炉の内部よりも低い

値でした。数フィートの水中をロボットがアクセスするのに必要な

狭い通路での水位は、ほぼ東電の推定と一致していることが確認

されました。気温は 26-27℃ で水温は 33-35℃ でした。ロボットに

よる調査の実際の計画に関して、あまり多くの情報が公表されてい

ませんが、初期の計画の記載には、2 号機で実施されたものと非

常によく似た方法が試みられる可能性が高いと指摘されています。

東電がこれを PCV 内の現在の水位で実施できると考えているか、

あるいは水位を下げる必要があると考えているかを判断するのは

困難です。彼らはどのようにしていくかを決定するにあたり、評価し

て判断を下すためにも、2 号機での結果を待っているのかもしれま

せん。

http://www.tepco.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2015/im-

ages/handouts_151020_07-j.pdf  （日本語リンク）

東芝：内部 PCV 調査の装置開発状況　 （2014 年 8 月 19 日）  

http://irid.or.jp/en/research/20140819-3/　（英語リンク）

3 号機格納容器調査のための調査前準備作業：

1、2 号機の PCV　へアクセスの準備が X-6 として知られる進入路

に集中している一方で、同様の作業は 3 号機では始まっていない

ようです。しかしながら、東電はより大きな設備ハッチ (X-1A) を作

ることを優先しています。漏れの兆候を示していますが、アクセスで

きるので修理が可能です。2011年に、ハッチを移動するのに使用

するフロアレール上で、高線量率の水の痕跡、約 1300 mSv/h が

検出され、漏れの可能性が考慮されました。長いアルミ製ポールに

取り付けられたカメラを用いてイメージを取得した後、2015 年 11 
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2.1.5	 — 作業員の問題
災害が起きてすぐに非常事態のフェーズに入ってからというもの、

第一原発の作業員が置かれた状況は劣悪でした。状況は徐々に改

善されたものの、事故が起きてからの数年間、一貫して作業員不

足が問題となっていました。また、倫理感に欠けた下請け業者によ

る作業員の搾取問題も信頼のおける報告書によって告発されまし

た。東電によると、作業員の供給は安定しており、増えているとのこ

とです。東電の報告によれば、作業員の放射線被爆のモニタリング

も同様に改善されましたが、実態を確認することはほぼ不可能で

す。

東電: 従業員と作業員   http://www.tepco.co.jp/en/decommis-

ion/principles/people-e.html　（英語版）

福島第一での毎日の現場作業員数の推移のグラフ、2013 年 4 月- 2015 年 
11 月 (引用元：東京電力)

2013 年 3 月時点では一日当たり現場に約 3000 名の作業員がい

ましたが、2015 年 3 月には一日当たりほぼ 7500 名にまで増えて

います。2016 年 1 月に 東電 とそのパートナー企業は、一日当たり 

6,550 名の作業員が必要で、この人数を確保できると推定していま

した。毎月作業するために登録する作業員の平均人数は、多くの作

業員が必ずしも毎日働いている訳ではないという事実を反映する

と約 10,800 名になります。

2016 年 1 月には 10,222 名でした。これらのうち約 9000 名は下

請け業者の従業員であり、約 1000 名のみが 東電 との直接契約で

す。2015 年 8 月から 10 月まで毎月の人数は、約 13,800 名でした。

従業員の約半数は福島県の住人です。

2011 年以来、作業員の状況は著しく改善され、東電 は第一原発で

実施される作業の PR の一環として、建設した新しいカフェテリア

と休憩施設を建設しました。2016 年 3 月 1 日には、第一原発の大

型休憩施設内にローソンのコンビニエンスストアもオープンされ

ました。：

東京電力: 福島第一原発の休憩施設にローソンのコンビニエンスス

トアがオープン（2016 年 3 月 1 日）   http://www.tepco.co.jp/cc/

press/betu16_j/images1/160301j0101.pdf　（日本語リンク）

作業員の線量と健康問題は、2 章 5 節：「健康」で解説していきます

が、東電の報告によると、 2013 年度から 2015 年度までの作業員

の線量は平均で約 1 mSv/月になっています。

東電は、しばしば何カ月も遅延してしまう理由として、作業員の被爆

を最小に抑えるためにも、原子炉建屋内部で予定した作業エリア

を時間を掛けて除染する必要性が出てきたことをよく引き合いに

出します。国際廃炉研究開発機構により実施された合同調査によ

ると、3 号機で使用した小型の 3D プリンタで作られたものなどの

ように、革新的で低コストデバイスも現れ、ロボットの性能が次第

に向上して信頼性が高まってきているという成果に結びついてい

るとのことです。報告された結果と公表された計画に基づき、1、2 

号機の基礎部の燃料デブリの視覚識別を 2016 年に達成すること

も極めて可能性が高いように思われます。

2.1.4c- ロボットテクノロジー

東電と国際廃炉研究開発機構は、東芝や日立などの企業パートナ

ーと共に、ロボットや遠隔操作テクノロジーを開発していることを

強調しています。ほとんどの場合、特定の課題解決に向けて開発さ

れたものですが、複数の課題に取り組めるものも開発されていま

す。

東京電力: ロボットテクノロジーの応用  http://www.tepco.co.jp/

en/decommision/principles/robot/index-e.html　（英語リンク）

（装置の概要を説明すると、原子炉建屋の一階以上で主として使

用されるもの、トーラス室などの地階エリアで主として使用される

ものに分けられ、全部で約 25個 の装置があります。）

東京電力: 1 号機での遠隔操作切断ツール  http://www.tep-

co.co.jp/nu/fukushima-np/handouts/2016/images1/hand-

outs_160108_09-j.pdf  （日本語リンク）

3 号機原子炉建屋への高所除染装置の導入  https://fdada.info/

home/decommissioning/progress/decommissioning-10/　（日

本語リンク）

（3 号機の他の方法ではアクセスできない高所エリアの柱、床およ

び壁に、ドライアイスブラスト洗浄を実施できる遠隔操作「チェリー

ピッカー」システムを解説しています。このシステムは、ドライアイス

ブラスト洗浄、集塵機能、その他の粒子用吸引機能が装備され、汚

染物質の 98% を繰り返し除去し、噴射されたドライアイスの 92% 

を回収できます。）。

国際廃炉研究開発機構: 福島第一原子力発電所原子炉建屋敷

地内の高層階向けの除染装置の開発　 （2015 年 12 月 16 日

付け）   http://irid.or.jp/en/topics/%E7%A6%8F%E5%B3%B6

%E7%AC%AC%E4%B8%80%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%

8A%9B%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80%E3%81%A

E%E5%8E%9F%E5%AD%90%E7%82%89%E5%BB%BA%E5-

%B1%8B2%E3%83%BB3%E9%9A%8E%E9%83%A8%E5%88%8

6%E3%82%92%E9%99%A4/ （英語リンク）　

（原子炉建屋敷地内で無人除染を実施するため、ブラスト（噴射）

装置、吸引拭き取り装置、ドライアイスブラスト洗浄装置、高圧ジェ

ット水散装置等が使用できる、部品交換可能なモジュール式ロボッ

トの解説をしています。
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2011 年 3 月 -  2015 年 10 月までの作業員の放射線線量の変化のグラフ (
引用元: 東京電力)

東京電力: 作業員の線量評価 （2016 年 1 月）  http://www.

tepco.co.jp/en/press/corp-com/release/betu16_e/imag-

es/160229e0101.pdf　（英語リンク）

驚くことに、多くの人々が福島第一原子力発電所を訪れています。

朝日新聞によると、2016年1月までの時点で約 16,000 人がその場

所を訪れています。その多くは地元住人ですが、東電はジャーナリ

ストやその他の人々を対象とした定期ツアーを開催しています。訪

問者は全員、線量計を着用する必要があり、基本的にツアー中、訪

問者はバスから降りることは許可されていません。

朝日新聞：人気の見学先となる被災した福島原子力発電所  （2016 

年 1 月 12 日）  https://web.archive.org/web/20160116010529/ 

http://ajw.asahi.com/article/0311disaster/fukushima/

AJ201601120042
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2.2 避難している人 と々帰
還した人々
今までの生活が奪われ、人々は重大かつ深い悲しみを抱いていま

す。人々の苦痛の大半は、居住の継続を希望している、もしくは、希

望しない場合は避難する経済的余裕があるという仮定のもとに、

避難しなければならない区域あるいは居住継続が認められる区域

の境界線が慌ただしく決められたことに起因しています。現在、国・

県・市町村のあらゆるレベルの行政機関からの勧めに反して、一

旦離れた故郷に帰還することを希望している避難者は少ない一方

で、避難区域外の住民の大多数が既に帰還しました。その間、賠償

の大きな格差がコミュニティを更にバラバラにしています。避難者

による東京電力や政府に対する訴訟が増加している一方で、昨年

以来もう一つの地域の避難指示が解除され、他の地域に出されて

いる避難指示の解除に関する計画も加速しています。

昨年度レポートと比較して、本年度のレポートには、避難者数と帰

還者数や避難指示解除見込み時期の最新情報、賠償の最新情報、

住民訴訟に対する考察、飯舘村の状況に対する考察、そして、避難

者問題に関連する他機関の報告書に対する考察が盛り込まれてい

ます。. 

（クレジット：日本外国特派員協会；アンドリュー・ポセキャリー）

2.2.1 避難者数
福島県によると、避難者数が2016年2月に初めて100,000 人を下

回りました。2012年5月時点の164,865人（そのうち約85,000は政

府からの避難指示による避難者、残りの75,000は避難指示区域外

からの「自主」避難者）から、99,750人にまで減少しました。2015年

9月時点で、約70,000人がふるさとに対する避難指示が解除され

るまで帰還できない避難者とされています。そして、現在、政府が

指定している避難指示区域外から逃れてきた「自主」避難者が約

18,000人いるとされています。56,449人が福島県内の他の市町村

に避難しており、43,270人が県外に避難しています。県内避難者の

うち、18,000人が今も仮設住宅で生活しています。

•	 2015年9月時点において、福島県は強制避難者の人数を

以下のように分類しています：

Number of 
evacuees

 June 2012
 June 2013
 Dec. 2014
 Feb. 2016

Approx. 
56,449 in 
Fukushima

Approx. 
43,270 
outside 

Fukushima

164,218

150,488

121,585

99,750

•	 「帰還困難区域」（地図上の赤い色の地域）からの避難

者：24,100人（9,000世帯）

•	 「居住制限区域」（地図上のオレンジ色の地域）からの避

難者：22,700人（8,300世帯）

•	 「避難指示解除準備区域」（地図上の緑色の地域）からの

避難者：23,600人（8,000世帯）.

ふくしま復興へのあゆみ　2016年2月8日

2015年6月、安倍晋三首相は、避難者のできる限り早い帰還にむけ

て「遅くとも災害から6年後までに避難指示を解除」できるよう、施

策を加速させるという政府の方針を打ち出しました。発表された首

相発言では言及されていませんが、閣議決定後に出された除染や

避難指示解除計画から、「帰還困難区域」の避難指示解除の目処が

立っていないのは明らかです。一方で、その他の区域（地図上のオ

レンジ色と緑色の区域）の避難指示は2016年度末（2017年春）ま

でに解除するとされています。

2015年7月に行われた新聞社の調査により、避難指示区域として

指定されている11市町村のうち8市町村長が2017年の避難指示解

除期限は早急すぎて賛成できないと考えているものの、政府の方

針へ反対するには無力だと感じていることが明らかになりました。

何名かは帰還時期を遅らせたり、帰還を希望していない住民への

経済的支援を増額するという代替案を提示しました。政府の計画

によると、賠償の支払いは2018年3月で打ち切られますが、帰還す

Hirono Town

Date City

Iwaki City

Naraha Town

20km

Kawauchi Village

Tamura City
Fukushima
Dai-ichi NPS

Fukushima
Dai-ni NPS

Okuma Town

Minamisoma City

Iitate Village

Areas to which evacuation orders have been issued 
(September 5, 2015)

Katsurao Village

Namie Town

Tomioka Town

Legend

Area1: Areas to which evacuation orders are 
ready to be lifted

Area2: Areas in which the residents are not 
permitted to live

Area3: Areas where it is expected that the 
residents have difficulties in returning 
for a long time

Futaba Town

Kawamata Town

 避難指示が出されている区域（2015年9月5日時点）
2015年9月時点の避難区域（出典：経済産業省）

http://www.pref.fukushima.lg.jp.e.od.hp.transer.com/uploaded/attach-
ment/153579.pdf

http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/151947.pdf
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避難者の半数以下が自宅に帰るという意思を示していると調査結

果では示していますが、最近、朝日新聞が行った避難者調査では、

回答した225人のうち、16％がすでに帰還しており、41％の人が最

終的に故郷が安全になったら戻りたいと希望。25％が故郷が安全

になるとは思えないため戻りたくないという結果となっています。

朝日新聞2016年3月10日の英字新聞より。
http://www.asahi.com/ajw/articles/AJ201603100059.html

現在までに、3地域の避難指示が解除されています。都路地区（

田村市）の一部に出されていた避難指示は2014年4月に解除、川

内村の一部は2014年10月に、そして、楢葉町は2015年9月にそれ

ぞれ解除されました。南相馬市に出されている避難指示は「帰還

困難区域」を除いて2016年6月上旬に解除されるかもしれませ

ん。11,663人いる南相馬市からの避難者のうち15%が、避難指示

が解除されたら直ぐに帰還する意思を示しています。葛尾村への

避難指示は6月12日に、川内村の19世帯52人の住民が登録されて

いる残りの地域に対する避難指示は2016年春に解除されると見込

まれています。

毎日新聞：南相馬避難指示　4月解除、政府が方針　居住制
限区域で初　2016年2月20日
http://mainichi.jp/english/articles/20160220/
p2a/00m/0na/021000c

福島民報：川内村避難区域解除へ　今春めどに萩、貝ノ坂地
区　2016年1月24日
http://www.fukushimaminponews.com/news.html?id=621

約340人の都路地区の住民が避難しましたが、他の地域よりも速い

スピードで帰還が進んでいます。2015年12月時点で、60%が帰還

しました。まだ帰還していない人も、大半は都路地区内もしくは田

村市内の別の区域への帰還を望んでいます。川内村村長によると、

避難指示の解除からの4ヶ月間で3,000人いた住民のうち約1,600

人が帰還しましたが、40歳以下の人は帰還者のうち20%しかいま

せん。

る住民に対しては助成金を追加交付するとしています。この計画

は、時期早尚かつ強制的だと広く非難されています。. 

原子力災害対策本部　2015年6月12日金曜日
http://japan.kantei.go.jp/97_abe/actions/201506/12arti-
cle1.html

毎日新聞：避難指示解除準備区域と居住制限区域の避難指
示を2017年3月までに解除へ　2015年5月15日
http://mainichi.jp/select/news/20150514k-
0000m010117000c.html

ジャパンタイムズ：自由民主党　一部区域の避難指示を
2016年度末までに解除を提言　2015年5月15日
http://www.japantimes.co.jp/news/2015/05/15/nation-
al/fukushima-evacuation-orders-lifted-low-radiation-ar-
eas-end-fiscal-2016-ldp/#.VVXagJOqqkr

ニューヨークタイムズ：福島原発災害から4年　帰還か否か
で分かれる日本　2015年8月8日
http://www.nytimes.com/2015/08/09/world/asia/ja-
pan-fukushima-nuclear-disaster-iitate-return-plan.html?_r=0

ボストンとニューヨークを比較した福島県と避難区域
（出典：セーフキャスト）

ボストンとニューヨークを比較した福島県と避難区域
（経済産業省より）
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ものは、人々が役所に知らせず避難し、住所をそのままにしてたこ

とに起因しています。総務省が東北地方の避難者の動向を把握す

るために設置したシステムは、帰還した人々をリストから外し損ね

る手違いが度々報告さるなど、公式に発表されたデータの不完全

性に対して多大な非難を受けています。このデータ問題は福島県

にもある程度影響を及ぼしているものの、2011年に福島県のため

に特別法が立法化され、避難先でも行政サービスが受けられるよ

うになり、ほとんどの住民が賠償受給の対象なので、多く人々が避

難状況を報告、更新しています。そのため、福島県の避難者データ

は岩手県や宮城県と比較して、より良いものとなっています。研究

者らは東北地域の避難者の数に関して公式なデータと実際の数

値には大きな隔たりがあると考えています。異なる行政機関が行

っている情報記録も、その一貫性に問題があります。例えば福島県

は2016年2月時点で県内の被災者数を56,449人と報告しています

が、復興庁の最新データは55,321人となっています。

復興庁被災者データ　2016年2月
http://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat2/sub-
cat2-1/20160226_hinansha.pdf

河北新報：実数とずれ、国が放置　総務省の全国避難者情
報システム不評　2014年6月22日
http://www.kahoku.co.jp/tohoku-
news/201406/20140622_71017.html

朝日新聞：原発避難、住民票残したまま定住多数　復興計画
に影響も　2016年2月21日
http://www.asahi.com/articles/ASJ2M0PG3J2LUTIL063.
html

避難に関わる政策の問題について、国会東京電力福島原子力発電

所事故調査委員会（NAIIC）が詳細に報告しています：

国会東京電力福島原子力発電所事故調査委員会　2012年
https://www.nirs.org/fukushima/naiic_report.pdf

また、独立したレポートには以下のものもあります：

パリ政治学院持続可能な開発と国際関係研究所(IDDRI)
：2011年津波災害と福島原発事故による災害避難について
　2013年
http://www.devast-project.org/img/research/STUDY0513_
RH_DEVAST_report.pdf

2.2.2 — 賠償
避難指示が出された市町村では、コミュニティ内で住民が似たよ

うな損害を受けたのに対して、近々避難指示が解除になる地域と、

浪江町、双葉町や大熊町を筆頭とした帰還できるようになるには

良くても長い年月がかかる「帰還困難区域」の住民に大きな隔たり

があります。避難指示による避難か自主避難にかかわらず、全ての

原発事故による避難者は東京電力からの賠償の対象者、受給者で

すが、これらの賠償は結局収められた税金から拠出されており、そ

の額は状況によって大きく異ります。賠償金スキームは当初よりわ

かりにくく物議をかもし、何度も改訂されてきました。2015年3月時

川内村と都路地区は、その一部分のみが20km避難区域に位置し

ています。ですので、都路地区の住民全てが避難したわけではあり

ませんでした。一方、川内村は災害から数日という初期の段階で、

村長の決断により全村避難しました。その後、2012年1月に、川内

村村長は避難区域以外の住民を対象とした帰村宣言を出してい

ます。楢葉町は、町のほとんどが避難指示区域に含まれていたた

め、約7400名の町民全員が避難しました。何か月も遅れましたが、

町への避難指示が2015年9月に解除され、メディアから他町村よ

りも大きな注目を集めました。楢葉町は、他の被災地域のように、

避難指示解除前の数ヶ月の間準備宿泊の期間を設けましたが、5

％の世帯しか利用しませんでした。2016年3月までに7.6%が帰

還し、34.7%が「条件が整えば町に戻る」帰還するという意思を示

し、8.4%が「早期に町に戻る」つもりとしています。避難指示が解除

された直後は診療所、病院、学校、商店がまだ再開されていなかっ

たことを考慮すると、帰還希望者が50%というのは、まずまず高い

割合と判断できます。医療ケアや食品販売の状況は、その後改善さ

れています。しかし、学校の再開は、避難指示が解除されてから1.5

年が経過した2017年4月までかかると見込まれています。

福島民報：「帰町済み・希望」半数超　避難指示解除5日で半
年　世帯調査で回答　楢葉　2016年3月5日
http://www.fukushimaminponews.com/news.html?id=640

放射線に対する継続する不安が主な理由ですが、多くの家族にと

ってこのもっとも強制的な選択を敬遠させる要因が他にも数多く

存在します。5年の間十分な手入れをしていなかった多くの家屋は

荒廃してしまい、ねずみの被害を受けているため、再び住みよい場

所にしようとする意欲が減退してしまっています。子どもがいる家

庭は最も帰還を拒む傾向があり、高齢者も高齢者ばかりになってし

まったふるさとに戻りたくないと考えています。インフラ、交通、そ

の他サービスは復旧できますが、コミュニティは活気を失い課税

基盤も失いました。助成金によるサポートがあるものの、若者がお

らず新たな商業がなのであれば、町の将来は人口減少とともに先

細りになるでしょう。若年層の減少は災害以前から問題でした。多

くの家庭は農業や漁業で生計を立てており、幾つかの業種は立ち

直ってきているものの、風評被害によりしばらくは売り上げが落ち

込むと予測されます。自主避難者の帰還を促進するために、福島県

は2012年より放射線量が低い幾つかの地域に家賃無料の住居の

提供を開始しました。この住居提供は、その後の帰還に少なからず

影響を及ぼしている可能性があります。

ジャパンタイムズ：恒久的な移住を選択する福島避難者の増
加　2015年3月4日
http://www.japantimes.co.jp/news/2015/03/04/national/
more-fukushima-evacuees-are-deciding-to-stay-away-for-
good/#.VPqJjoGUc3S

津波によって被害を受けた東北沿岸部も同じような問題を抱え、

ほぼ同等数の避難者がいることを忘れてはなりません。彼らの場

合、インフラや生活場の回復は今後何年もかかると見込まれてい

ます。津波によって最も被害を受けた岩手、宮城の二県が公表して

いる避難者に関するデータは不明な点が数多くあります。最たる
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朝日新聞：政府委員会は福島避難者のために賠償金支払い
期間の延長に前向き　2013年10月26日
ht tps : / /web.a rch ive .o rg/web/20140103013354/
http://ajw.asahi.com/article/0311disaster/fukushima/
AJ201310260046

記事によると、原子力損害賠償紛争紛争審査会は、2013年9月20日

時点において、立ち入り禁止区域から強制的に避難した四人世帯

は9,000万円、約$900,000の賠償を東京電力から受け取っていると

報告しています。

この総額の平均的な内訳は以下の通りです：

        不動産、建物や家財などの財物に対して4,910万円($491,000)

       減収に対して1,090万円($100,900)

       精神的損害に対して3,000万円($300,000)

2013年12月の記事にも同様の数値が載せられました：

朝日新聞：東京電力 「ふるさと喪失」に対して被災者に700万
円の追加賠償　2013年12月27日
https://web.archive.org/web/20151029152957/
http://ajw.asahi.com/article/0311disaster/fukushima/
AJ201312270055

「帰還困難区域」からの25,000人被災者は700万円($66,700)の「

ふるさと喪失」への賠償の対象となり、一人当たり総額1,450万円

の賠償金が支払われます。

4世帯家族の場合：

        「 帰還困難区域」からの避難世帯 :         				 
	 総額1億675万円　($1,067,500)

        「居住制限区域」からの避難世帯 :    				  
	 総額7,197万円　($719,700)

        「避難指示解除準備区域」からの避難世帯 :          			
	 総額5,681万円　($568,100)

調査委員会や東京電力が設定した賠償基準にもとに、政府が4世

帯家族に概算した賠償額は当初6,303 万円($630,030)でした。

そして、朝日新聞は2015年に精神的損害に対する一人当たりの内

訳を掲載しました：

朝日新聞：(東日本大震災4年　復興を問う)不公平感、地域
を分断　2015年3月2日
https://web.archive.org/web/20150303174945/http://
www.asahi.com/articles/DA3S11628201.html

点において、東京電力は230万件の個人もしくは団体から請求を受

け、4.7兆円を賠償として支払っています。それでも、東京電力から

賠償を受け取る過程は大体において非常に複雑で遅く、多くのケ

ースは調停に長い時間を要します。裁判外紛争解決手続き（ADR）

は、原発事故後に日本政府に設立された原子力損害賠償紛争審査

会において取り扱われています。2014年時点で、優に30,000件以

上の裁判外紛争解決手続きの申し立てがあり、そのうち70%が解

決しています。

賠償制度の詳細ついては、経済協力開発機構（OECD）の報告書に

記載されています：

東京電力福島第一原子力発電所事故に関連した日本の原
子力損害に対する賠償制度　2012年
http://www.oecd-nea.org/law/fukushima/7089-fukushi-
ma-compensation-system-pp.pdf

政府の公式政策：

経済産業省：原子力損害賠償
http://www.meti.go.jp/english/earthquake/nuclear/road-
map/nuclear_damage_compensation.html

以下も参照してください：

ルーク・ノタージュ　シドニー大学　日本法とアジア太平洋：
福島原子力災害に関連する賠償請求の解決に向けて
http://blogs.usyd.edu.au/japaneselaw/2015/01/resolving_
nuclear_claims.html

ジャパンタイムズ：東京電力の賠償は人々の生活を宙ぶらり
んに　多くの原発災害避難者にとって何とか生きていくこと
で精一杯　2015年3月13日
http://www.japantimes.co.jp/news/2015/03/13/national/
tepco-redress-leaves-lives-in-limbo/#.VvXsaxJ95N0

東京電力は賠償金支払い総額について毎月公表していますが、分

類別に示されている指標や、一人もしくは一世帯あたりいくら支払

われているかに関する詳細を把握するのは困難です。

原子力損害賠償の請求・支払い実績　2016年3月11日
http://www.tepco.co.jp/en/comp/images/jisseki-e.pdf

この東京電力の報告書によると総額5兆9,451 億円が今までに賠

償として支払われています：

        2兆6,127億円が強制避難者へ

        3,536億円が自主避難者へ

        2兆8,256億円が法人・個人事業主へ

この報告書では、各区分の賠償の請求数が被災者数を上回る

ため、被災者一人当たりの平均の賠償金額を知るのは困難で

す。2013年の新聞記事は、当時の各世帯の賠償金の平均金額が載

せられられています。（為替レートは簡単に¥100 = $1.00としてい

ます）
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も2017年3月に打ち切られます。一方で、引越しに際する助成金が

その後支給され、困窮者には引き続き支援が受けられることにな

っています。精神的損害に対して、強制避難者と自主避難者双方へ

月額10万円が2018年3月まで支払われます。

朝日新聞：福島「自主」避難者　住宅無償提供終了を厳しく
批判　新支援計画　2016年2月8日http://www.asahi.com/ajw/articles/AJ201602080054.html
毎日新聞：福島・自主避難者　家賃補助、最大月3万円　17
年度から　2015年12月26日
http://mainichi.jp/english/articles/20151226/
p2a/00m/0na/016000c 

幾つかのメディアの論評は被災者が受け取っている明らかに高額

な賠償が被災者が福島県の別の土地に移住することを阻害してい

るという印象を後押ししています。多くのコミュニティでは、多額の

賠償金をもらっている人々と、そうではない人と明らかに分断され

ていて、いわき市などのように大勢の避難者を受け入れている地

域では、被災者が賠償に依存して生活していると感じている風潮が

あります。

ロイター：福島原発事故の副産物：近隣地域での再定住の増
加　2014年8月31日
http://www.reuters.com/article/2014/08/31/uk-japan-nu-
clear-resentment-idUSKBN0GV0XN20140831

先祖代々の家や何代にもわたって住み続けた土地を追われ、慣れ

親しんだ生活を奪われた人々に対して、賠償が支払われればそれ

で十分だとは言い難い現状があります。賠償の乱用や不当な支払

いのケースがあることは間違いなく、度々メディアでも取り上げら

れています。ですが、問題の中心は、第三者から頻繁に指摘されて

いるように、賠償の現実的な支払い方針が事故前に設定されてい

なかったために、事故後に行われた避難に関する多くの決定が、

道路を挟んで生活していたかもしれない人々が強制もしくは非強

制避難の境界線によって分けられたように、コミュニティが分断さ

れる事態になっています。加えて、除染して帰還が勧められている

地域の政府の安全宣言に対する不信や、約束された支払いがなさ

れないのではないかという疑い、帰還をためらわせる他の多くの

要因が、今もコミュニティを分断し続けています。

— 訴訟
昨年は、市民、市町村や県による訴訟が急増したように見受けられ

ます。大多数の注目を集めた訴訟は東京電力に対するものでした。

しかし、政府に対する訴訟も一部にあり、東京電力と政府双方を訴

えるものもありました。際立って注目を集めたケースには以下のも

のが挙げられます

2015年3月、「帰還困難区域」に指定されている浪江町津島地区の

約100人の住民が、東京電力と国を相手取り、除染の計画を立てず

住民からふるさとを奪っていると訴訟を起こしたことを発表しまし

た。住民たちは当初、裁判外紛争解決手続きによる調整を望んで

いました。しかし、法的拘束力が無いうえ、東京電力が提示金額支

強制避難者に対して：

        「帰還困難区域」：         					   
	 1,450万円($145,000)

        「居住制限区域」：    						    
	 720万円($72,000)

        「避難指示解除準備区域」：        				  
	 480万円($48,000)

自主避難者に対して：

        30km県内からの場合:

            高校生以下：215万円($21,500)

            大人：180万円 ($18,000)

        福島市、いわき市、その他21市町村からの場合：

            子供・妊婦：52万円 ($5,200) 

            その他：12万円($1,200)

        福島南部の9市町村、及び宮城県南部の丸森村からの場合:

            子供・妊婦：28万円($2,800)

            その他：4万円($400)

繰り返しますが、これらは精神的損害対してのみの金額で、他の財

物や減収等に対する賠償を含んでいません。

近年の賠償金支払いの詳細を見つけるのは難しく、また実際に支

払われた金額を確認することは、不可能でないかもしれませんが

困難です。減収や営業損害に対する賠償など様々な支払いは事故

後数年で完了する計画でしたが、多くのケースにおいて被災者の

賠償支払い延長を求める訴えが認められています。しかし、その過

程は非常に遅く、多くの調停が現在も進行中です。被災者は今まで

月額10万円($1,030)の精神的損害賠償を受け取っています。この

お金は条件を問わず支払われますが、帰還した1年後に打ち切り

になります。そのかわりに政府は帰還する人々の住宅に対して助成

金が支給されるようにしているようですが、賠償支払い制度は帰還

意欲を減退させています。避難者は帰還するか否かにかかわらず

支給される他の賠償金の対象となっています。また、政府は、支払

い喪失に対する不安を払拭するために、分割ではなく一括で支払

うことを好む姿勢をとっているといわれています。

政府の2017年3月までに賠償支払いを打ち切るという計画は

46,000人の自主避難者に大きな影響を与えることは疑いようもあ

りません。自主避難者に対する福島県からの家賃無料の住宅提供
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福島県も、災害や観光客を呼び戻すためのキャンペーンを含む広

報活動にかかった人件費に対する約10億円の賠償を、東京電力か

ら受けられていません。よって、県も裁判外紛争解決手続きを行う

ことを検討しています。他の幾つかの県も裁判外紛争解決手続き

を介して東京電力へ賠償金の支払いを求めることを検討していま

す。現在のところ、福島県に対して、損害や除染や放射線廃棄物処

理に関連したコストに対して請求されている304億円のうち、141

億円が支払われています。 

毎日新聞：福島第1原発事故　原発ADR、福島県も　人件費
など10億円申し立てへ
h t t p : / / m a i n i c h i . j p / e n g l i s h / a r t i c l e s / 2 0 1 6 0 1 1 4 /
p2a/00m/0na/020000c

2.2.3 — 避難者の住まい
福島県は、地震と津波による避難者と原発事故による避難者が住

んでおり、双方に住居を提供しなければならないために状況は複

雑です。住居は大きく分けて、建設型仮設住宅と、アパートなどの一

般的な住居を県が借り上げる仮設住宅の二通りあります。詳細は

不明ですが、「原発」避難者に関して、福島県は県内在住の56,000

人の強制避難者の住まいを中心に対応しています。

2016年1月時点において、地震・津波による避難者と原発避難者

のために、全体で16,347戸の仮設住宅を建設し、加えて14,596戸

を借り上げました。仮設住宅は当初4年間のみ使用する計画でし

たが、2017年3月まで延長されました。16,347戸の仮設住宅のう

ち、6,431戸は現在空き家になっています。また、新たに公営住宅

が建設中ですが、地震・津波による避難者を対象とした2,811戸の

うち2,198戸が完成しているのに対して、原発避難者を対象とした

4,890戸のうちまだ955戸しか完成していません。大勢の避難者の

うち少数しか許容できないことを考えると、他の大多数は別形態の

住居で対応していることが明らかです。一方で、福島県に建設され

た公営住宅の5%が空き家ままとなっています。 

ふくしま復興のあゆみ　2016年2月8日
http://www.pref. fukushima. lg. jp/uploaded/attach-
ment/151947.pdf

— 飯舘村
除染や帰還に関する問題は、飯舘村で特に議論を巻き起こしてい

ます。飯舘村のほとんどは福島第一原発から30km圏外に位置して

おり、2011年3月に設定された当初の避難計画に含まれていませ

んでした。米国エネルギー省・国家核安全保障局が、2011年3月20

日頃に日本政府に提供し、朝日新聞が3月24日に公開した情報（日

本政府は今でも公式には発表していない模様）によると、原発から

飯舘村を含んだ北西の方角に、高レベルの放射性物質が長帯状に

拡散していることが示されてます。2011年3月の第一週に、国際原

子力機関、グリーンピース、そして京都大学の今中哲二博士をはじ

めとする研究者が、飯舘村の放射線レベルを計測し、避難指示を

払いによる解決を拒否しました。都路地区の住民も、コミュニティ

崩壊に対して37億円の賠償を求める集団訴訟を起こしました。 

毎日新聞：「帰還困難区域」住民が東電と政府を相手取り集
団訴訟　2015年5月14日
h t tp : / /ma i n i ch i . j p / eng l i s h / eng l i s h /newsse l ec t /
news/20150514p2a00m0na010000c.html

2015年4月には、南相馬市の500人以上の住民が政府に対して、一

部の地区に対する避難指示解除の決定を撤回するよう訴訟を起こ

しました。住民たちは、特に、年間積算被ばく線量20ミリシーベルト

という政府が使用している基準は容認できないほど高く、違法だと

訴えています。

朝日新聞：福島住民　避難指示解除に関して政府を訴える
　2015年4月1日
ht tps : / /web.a rch ive .o rg/web/20150404154817/
http://ajw.asahi.com/article/0311disaster/fukushima/
AJ201504010062

幾つかの点において今後における重要な判例となりうる思いがけ

ない判定として、京都地方裁判所が、東京電力に対して下した2011

年に郡山市から自主避難してきた夫婦に対する3千万円の支払い

命令があります。夫婦は、夫の精神的障害を含め、避難後の経済的

苦痛、健康被害を訴えました。未だに、概して裁判所は自主避難に

対する東京電力の法的責任を明確にしていません。この京都地方

裁判所による決定は、裁判外紛争解決手続委員会が当初提示した

1,100万円を上回るという意味においても、注目すべきものでした。

また、裁判所は、2012年9月より郡山市の放射線量は健康被害を起

こすレベルではないと、2012年8月末からの避難に関連した賠償

の支払いについての原告の訴えを退けました。

ジャパンタイムス：東京電力に賠償命令　福島からの自主避
難夫婦へ
http://www.japantimes.co.jp/news/2016/02/18/nation-
al/crime-legal/first-tepco-told-compensate-couple-dam-
age-stemming-voluntary-fukushima-evacuation/#.VuqSrR-
J96gQ

福島県にある59市町村のうち56市町村が、避難による人口流出に

伴う歳入減少や付加的支出に対する賠償を東京電力に要求してい

ます。2015年10月の時点において、東京電力は、市町村からの553

億円の請求のうち、11.4%しか支払っていません。その結果、15市

町村が東京電力からの支払いを早めるために裁判外紛争解決手

続きを行うことを検討しています。地方市町村は平均9億8,820万円

の支払いを要求していますが、11市町村はそれぞれ10億円以上の

賠償を請求しています。東京電力のスポークスマンは、請求金額の

支払いの遅れは、「金額が高額すぎるので、吟味するのに時間がか

かっている」と説明しています。

福島民報：支払い依然1割　財政運営に影響　自治体賠償
　2015年11月2日
http://www.fukushimaminponews.com/news.html?id=592
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求しています。

	 1.　村に深刻な放射能汚染をもたらし、村民に多大な損

害をもたらした法的責任を認め、村民に誠実に謝罪すること

	 2.　被ばくを強いられた身体的、精神的ストレスによる精

神的損害に対する慰謝料として村民一人当たり300万円を支払うこ

と

	 3.　避難慰謝料の月額を一人10万円から35万円に増額

すること

	 4.　村に帰れず生活が崩壊され精神的苦痛を強いたこ

とに対する慰謝料として原告一人当たり2000万円を支払うこと

	 5. 「帰還困難区域」、「居住制限区域」、「避難指示解除準

備区域」の区分に関係なく、また、申請に関する複雑な手続きを強

制すること無く、住居確保が必要な村民に対して賠償上限額（「帰

還困難区域」と同等の）を支払うこと

	 6.　この団体訴訟に関する弁護士費用を支払うこと

原子力資料情報室　原子力情報東京　164号：福島　飯
舘村村民　ふるさと復興の為に原子力損害賠償申し立て
　2015年1・2月
http://www.cnic.jp/english/newsletter/nit164/nit164arti-
cles/03_iitate.html

この訴訟の結果は現段階でまだ出ていません。

2015年8月のニューヨークタイムズの記事では、経験豊富なマーテ

ィン・ファクラー記者が、菅野村長を「放射線への恐怖が過ぎ去り、

先祖代々の家へ一刻も早く戻りたいという数少ない村民の声を代

弁している」と表現しています。そして、同記者によると、菅野氏は「

おそらく何年にもわたって飯舘村で作物を作ることはできないだ

ろう」と認め、農業者が代わりに花や食品以外ものを作ることを村

として支援する可能性を模索していると述べているそうです。 

ニューヨークタイムズ：福島原子力災害から4年　帰還に割
れる日本　2015年8月8日
http://www.nytimes.com/2015/08/09/world/asia/ja-
pan-fukushima-nuclear-disaster-iitate-return-plan.html?_r=0

今日の飯舘村の経験は、詳細は話し合いの余地はあるものの、現

在、除染や帰還に関する施策・計画は、全体として、住民反対の影

響にかかわらず進められています。人々は、より良い賠償や、村長

や議員の解任を求めるために結集することもできますが、福島全

体に見受けられるように、バラバラになってしまったコミュニティ

は大抵の場合において団結して政治的行動を起こすことは困難で

す。市町村の指導者は、国や県のやりとりにおいては非常に微力の

ですが、各コミュニティにおける現行課題の展開に大きな影響を

及ぼすため、過小評価することはできません。概して、市町村の指

導者はコミュニティの一部であり、また、コミュニティへの貢献に努

出す基準を超える放射線量が検出されました。しかし、日本政府の

対応は遅く、飯舘村を「計画的避難区域」に指定したのは2011年4

月22日になってからのことでした。2ヶ月の間に、6,200人の住民の

大多数が避難しました。 

政府が自分たちのことを蔑ろにしたと村民が感じてるという背景を

抜きにしては、飯舘村や住民の将来に関する議論を行うことはでき

ません。2011年3月から2013年までの飯舘村の物理的・社会的状

況は、社会学者トム・ジル博士によって明確に説明されています。

ジル博士は「帰還困難区域」に指定されている長泥部落を中心に

長期間滞在しました。

汚染された土：福島県の放射線被ばくを受けた土地、人々、コ
ミュニティ　トム・ジル著　2013年　（「日本の大災害への対
応　―3.11大地震、津波、原発事故に関連した民族分析―」
　ペーター・ラング　国際学術出版社　ベルン　2013年）
http://www.academia.edu/7151003/This_Spoiled_Soil_
Place_People_and_Community_in_an_Irradiated_Village_
in_Fukushima_Prefecture

飯舘村村長である菅野典雄氏は、災害前に何年にも渡って村を「ス

ローライフ」やオーガニック農業の中心地として世界的に認められ

るようにした立役者です。しかし、2011年3月以降は、政府の除染や

復興計画に熱心に取り組んできたことにより慢性的に疲労してい

ます。村は、彼の支持者と非支持者に別れ、批判者が明らかに大半

を占めています。それにもかかわらず、菅野氏は2012年10月に再

選挙が行われた時にも当選を果しました。

環境省による村の除染計画に基づき、2014年3月上旬に菅野氏が

率いる村役場は、大半の住民が2016年3月までに帰還するような

計画を立てました。避けられない遅延よって計画は一年間延ばさ

れ、現在は2017年春を目標にしています。飯舘村の除染は、低効

果、高コスト、広大な森林は除染の対象になっていないという、他

の地域と同様の批判を受けています。最近話を伺った役場の職員

によると、大規模除染をしたにもかかわらず、約5分の１の村民し

か帰還を望んでいないそうです。菅野氏は「運がよければ1,000人

が帰還すると思います。もし、最悪の場合は500人の村民しか戻ら

ないでしょう。特に子どもがいる若い世代は、おそらく戻ってこない

でしょう。放射線を心配して戻ってこられないのです。」と述べてい

ます。

福島民報：飯舘村　29年春までに避難解除 2015年4月21日
http://www.fukushimaminponews.com/news.html?id=501

CNBC：フジタアキコ　原発事故から5年が経過した福島へ
http://www.cnbc.com/2016/03/02/
five-years-on-from-earthquake-fukushima-nuclear-disas-
ter-japan-remembers-akiko-fujita-on-assignment.html

村の帰還計画に反対する住民の規模は、2014年11月に原子力損

害賠償紛争解決センター（NDCDRC）に提出された村民の約半数

に匹敵する2,837人からの署名より推測することができます。原子

力資料情報室（CNIC）よると、原告団は東京電力に以下のことを要
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めています。現状改善に向けて進展を遂げた際には、それは指導

者のものの見方や努力によるものです。しかし、災害から5年、福島

県の市町村は、損失を抑えたり、できる限りバラバラになったコミ

ュニティの回復に全力を尽くすしかできないと感じています。

—  他機関による避難問題の報告書
避難者の帰還をめぐる問題は、彼らが直面しうる健康影響の危険

因子に関連しています。これは、人々へのインフォームド・コンセン

トを必要とするため、県中で多くの「リスクコミュニケーション」事

業が行われ、一部は潤沢な資金を受給しています。これらの多く

は、政府の支援によって行われており、受容すべき放射線レベルに

ついて現時点においても議論が継続していることから、リスクコミ

ュニケーションは倫理的問題を引き起こしています。多くの第三者

機関や研究者がリスクコミュニケーションや避難者政策をモニタリ

ングし、ポリシーブリーフを発表しています。これらは一貫して、避

難者や住民の参加が政策策定プロセスに重要であることを強調し

ています。市町村レベルではこの取り組みが進んでいる一方で、飯

舘村の事例が示しているように、トップダウン式の意思決定や一方

的な情報提供が現在においても頻繁に行われています。以下のサ

イトは、福島の避難者状況についてみてきた多くの国際的な研究

者らの分析を紹介しています（セーフキャストは、国連大学サステ

イナビリティ高等研究所FUKUSHIMAグローバルコミュニケーショ

ン事業のシンポジウムやワークショップに参加しています）。

放射線リスクコミュニケーションに関するワーキングペー
パーを発表、福島原発事故からの教訓　　　　　　　　

　FUKUSHIMAグローバルコミュニケーション事業　　　　　　

　国連大学サステイナビリティ高等研究所　　　　　　　　　　

（2015年11月に開催されたワークショップに際して執筆された17

名の専門家によるワーキングペーパー）

http://ias.unu.edu/en/news/news/working-papers-ad-
dress-radiation-risk-communication-reflecting-on-fukushi-
ma-accident.html

ポリシーブリーフ　No.1、2015年：長期避難問題の解消に向
けて：恒久的解決策に関する福島からの教訓　　　　　　　

モシニャガ　アンナ　国連大学サステイナビリティ高等研究所
http://i.unu.edu/media/fgc.unu.edu-en/news/801/UNU-
IAS-Policy-Brief-No.-1-2015.pdf

原子力災害とリスクコミュニケーション：福島からの教訓　　

佐藤映子　国連大学サステイナビリティ高等研究所　2016年
http://collections.unu.edu/view/UNU:5514.

国内避難民の5年間：コミュニティ・セーフティーネットが無い
中で放射線リスクと向き合う生活　　　　　　　　　　　ハ

セガワ　レイコ　国内避難民監視センター（IDMC）ブログ　2016

年3月11日

http://www.internal-displacement.org/blog/2016/five-years-
on-for-fukushimas-idps-life-with-radiological-risk-and-with-
out-a-community-safety-net?platform=hootsuite
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「131Iに関する推定値は約100〜500 PBqの範囲、137Csに関して

は概して約6〜20 PBqの範囲である。」

UNSCEAR 2013年報告書　第Ｉ巻　国連総会報告書　科学的附

属書Ａ：2011年東日本大震災後の原子力事故による放射線被ば

くのレベルと影響 (日本語版は2015年発行) http://www.unscear.

org/docs/reports/2013/15-0285_Report_2013_AnnexA_Eb-

ook_web.pdf 

（16の研究のリストは、UNSCEAR報告書の表B2にあります。）UN-

SCEARは、JAEAチーム（Terada et al）による推定値がUNSCEARが

考慮した数値の範囲内で最も下限に近く、また総放出量は２分の

１程度に過小評価されている可能性があると認めていますが、一

方でTerada et alの推定値が地上での測定値に最も近く、このため

人の被ばく線量の推定に使用するのに最適であると感じています。

国立環境研究所も2013年にJAEAを含む複数の組織による推定値

の比較およびその検証を発表し、その中でJAEAによる放出・堆積

に関する研究が実際に測定されたCs-137の堆積パターンに最も

近いと結論づけています。

ENVIRONMENTAL SCIENCE & TECHNOLOGY: Episode Analysis 

of Deposition of Radiocesium from the Fukushima Daiichi Nu-

clear Power Plant Accident  (Morino et al, 2013) http://pubs.acs.

org/doi/abs/10.1021/es304620x

ソースタームの研究をおこなったJAEAチームは改訂版を発行し、

その中でI-131の放出量を120 PBqから142.9 PBqに、Cs-137の放

出量を9 PBqから12 PBqに改訂しました。ただし、放出の約27％が

陸地に堆積し、うち73％が森つまり非居住地域に堆積したという点

は元の推定と同じであったことに留意する必要があります。その上

で改訂版に基づくと、一定地域内の人々への被ばく線量推定値は

少し増加する可能性があります。

JAEAソースターム研究：

Detailed source term estimation of the atmospheric release 

for the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station accident by 

coupling simulations of atmospheric dispersion model with 

improved deposition scheme and oceanic dispersion model 

(Katata et al, Atmos. Chem. Phys. Discuss., 14, 14725–14832, 2014) 

http://www.atmos-chem-phys-discuss.net/14/14725/2014/

acpd-14-14725-2014-print.pdf

最終版（2015年１月発行） http://www.atmos-chem-phys.

net/15/1029/2015/acp-15-1029-2015.pdf

日本学術会議も推定値の比較研究を2014年9月に発表しました。

カナダのブリティッシュコロンビア州にあるビクトリア大学のジェ

イ・カレン教授は、Fukushima INFORMという非常に有益なウェブ

サイトを運営しているのですが、そこで日本学術会議による研究結

2.3- 環境および除染
福島第一原発からの放射性物質の環境への流出は、多くの面で前

例のないものである一方、他の事故や核実験による流出と多くの

意味で比較可能なものでした。放射性核種は環境中に残留し、移

動します。このため、海を介して拡散したり土壌中や河川流域に移

動する放射性核種の位置を把握しながら追跡することは、どこの食

料品種がどの程度汚染され、どの居住地の復旧または放棄が必要

かを知るためには、最も重要なことです。前回のセーフキャストの

レポートを発行して以来、全体的に放射線レベルは下がり続けて

います。また放射性核種が全体的にどのように環境中で移動し、動

植物に影響を与えているかを明らかにする研究の数も増えてきて

います。

昨年のレポートから以下の点が大きく変わっています: 次の内容を

含め、全体放出量の推定値を更新しました：独立した立場から新た

に発行された研究論文を追加、海水の測定値を更新、土壌検査に

関する情報（特に独立した立場からの測定結果）を拡充、森林の汚

染に関する論考を拡大、除染の進捗と問題に関する情報を更新（

特に除染廃棄物の貯蔵について）、海洋生物への影響に関する論

考を追加、ヒト以外の生物相への影響に関する論考を追加、北米

の西海岸での測定結果に関する論考を追加。

2.3.1 — 概要

(Credit: SAFECAST; graphic by Andrew Pothecary)

事故後の環境における放射線レベルは一定ではなく、放射性核種

の物理的崩壊や土壌・河川流域への移動、海への拡散、植物や動

物による摂取や拡散、「風化」と総称されるその他の過程により時と

ともに変化します。2.3.1では、福島第一原発からの放射能による環

境への影響のうち最も重要なものについて簡潔に説明します。

現在、福島第一原発からの放射性降下物の約80％が海へと運ば

れ、残りの20％が地上へと降下したというのが、非常に有力な科学

的見解となっています。放出全般、その時期、および陸地・海への最

終的な堆積に関する報告書が公的機関および他の研究者により

発行されています。UNSCEARは福島のソースタームに関する16の

研究を分析・引用し、以下のように述べています。
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2015年後半に、福島原発事故とチェルノブイリ原発事故による放

射性物質の放出と地表汚染を比較した、非常に有益な研究が発表

されました。研究の筆頭著者は、京都大学原子炉実験所を最近退

職した原発反対派で有名な今中哲二氏です。この研究論文では、

海洋への放出については扱っていませんが、次のように述べてい

ます。

「福島第一原発から放出された放射性希ガスの量はチェルノブイ

リ原発からの放出量を超えたが、セシウム137（137Cs）に激しく汚

染された福島第一原発周辺の土地面積はチェルノブイリ原発周辺

の10分の１である…」

「…福島第一原発からの131Iおよび137Csの放出量がチェルノブ

イリ原発からの放出量よりかなり少ないことは明らかである。UN-

SCEARおよびチェルノブイリ・フォーラムによる研究結果を比較す

ると、福島第一原発からの131Iおよび137Csの放出量は、チェルノ

ブイリ原発からの放出量のそれぞれ7％、10％であったことが分か

る。90Sr、239Pu、その他の放射性核種の形で福島第一原発から放

出された放射能はチェルノブイリ原発からの放出量よりはるかに

少ないと考えられており、これは両原発での事故の過程の違いを

反映している。」

今中哲二　他著　表３．チェルノブイリ原発・福島第一原発周辺の汚染の
激しい土地面積

今中哲二　他著　図３． 137Csの初期堆積1000 kBq/m2以降、30年間の地
上１メートルにおけるガンマ線累積被ばく量。チェルノブイリ原発事故およ
び福島第一原発事故の比較。実線は全被ばく量、点線は134Csおよび137Cs
による被ばく量の合計を示す。太線はチェルノブイリ原発事故、細線は福島

第一原発事故。）

この論文では、福島原発からの初期被ばく線量率はチェルノブイリ

原発の約10分の１であったと指摘しています。また30日後には、福

島原発からの放射線被ばくのほとんどはCs134およびCs137による

ものであった一方で、チェルノブイリではCs134およびCs137によ

soil samples. Table 2 shows 90Sr, 239,240Pu and 137Cs contamination
in soil samples taken in Iitate village [10] together with those taken
in Kiev [11]. Deposition ratios of 90Sr and 239,240Pu, to 137Cs were
0.23 and 0.006, respectively, in Kiev whereas they were 0.0004 –
0.0005 and 10−7– 10−8 in Iitate.

Ground contamination and radiation exposure
In regard to the long-term effects of radioactive contamination in the
environment, 137Cs is the most important radionuclide, both in Cher-
nobyl and Fukushima-1. The size of area severely contaminated by
137Cs for the two accidents is compared in Table 3 [12, 13]. The con-
taminated area around Chernobyl is more than 10 times larger than
Fukushima-1. It is noteworthy, however, that although the Chernobyl
NPS is surrounded by land, the eastern half of the surroundings of
Fukushima-1 is in the Pacific Ocean, and most of the discharged

radioactivity from Fukushima-1 is believed to have streamed toward
the ocean, blown by the prevailing westerlies over Japan.

The radionuclide composition of the ground contamination
within 100 km of the Chernobyl NPS is reported by Izrael et al. [14].
They indicate that the composition varies, depending on direction
from the NPS and also on distance. In Table 4, the relative deposition
ratios of major radionuclides to 137Cs contributing gamma-ray expos-
ure are shown for the near western area of the Chernobyl NPS, where
the initial plume passed over on the first day of the accident. The rela-
tive deposition ratios around Fukushima-1 are also shown in Table 4
(values are taken from UNSCEAR [7]).

Based on the deposition ratios in Table 4, the gamma-ray exposure
rates at 1 m above ground per initial 137Cs deposition of 1000 Bq m−2

are calculated and plotted in Fig. 2 for 90 days after deposition. Radi-
ation exposure conversion factors are taken from Beck [15] for a case of
0.16 g cm−2 of relaxation length as depth distribution. A clear difference
is seen between Chernobyl and Fukushima-1. Compared withTable 3. Size of severely contaminated area around Chernobyl

and Fukushima-1

137Cs contamination level

From 555 to 1480 kBq m−2 >1480 kBq m−2

Chernobyl [12] 7200 km2 3100 km2

Fukushima-1 [13] 495 km2 272 km2

137Cs contamination level of 555 and 1480 kBq m−2 corresponds to criteria for
compulsory resettlement and alienation, respectively, around Chernobyl.

Table 4. Deposition ratios of major radionuclides to 137Cs that
contributed gamma-ray exposure at 1 m above ground

Radionuclide Half-life Exposure rate
conversion
factor
(nGy h−1)/
(kBq m−2)

Relative deposition ratio
to 137Cs

Chernobyl
[14]

Fukushima-1
[7]

95Zr 65.5 d 2.82 20

95Nb 35.0 d 2.92 20

103Ru 39.3 d 1.85 16

131I 8.04 d 1.49 18 11.5

132Te 3.25 d 0.79 28 8

132I (2.30 h)a 8.61 28 8

134Cs 2.07 y 5.97 0.4 1

137Cs 30.1 y 2.18 1 1

140Ba 12.8 d 0.57 22

140La (1.68 d)a 7.83 11

239Np 2.36 d 0.60 120

aThese radionuclides are treated at radioactive equilibrium with parent
radionuclides. Exposure rate conversion factors are taken from Beck [15] for a case
of 0.16 g cm−2 of relaxation length for depth distribution. Values for Chernobyl are
values on the day of the accident, 26 April 1986. Values for Fukushima-1 are on
15 March 2011, when the most severe ground contamination occurred.

Fig. 2. Temporary change of gamma-ray exposure rate at 1 m
above ground per initial 137Cs deposition of 1000 kBq m−2

for 90 days after the deposition. (a) Chernobyl. Relative
deposition ratios to 137Cs are taken from Izrael et al [14] for
near western area from Chernobyl NPS. (b) Fukushima-1.
Deposition ratios are taken from UNSCEAR [7] for all Japan
except southern direction from Fukushima-1 NPS.

4 • T. Imanaka et al.

Fukushima-1, 95Z, 95Nb, 103Ru and 140La made a significant contribu-
tion to the radiation exposure resulting from the Chernobyl accident.
The initial exposure rate of 770 μGy h−1 for Chernobyl was 7.7 times
larger than that for Fukushima-1, which was 100 μGy h−1. After 30
days, almost all the radiation exposure for Fukushima-1 was due to
radiocesiums (134Cs and 137Cs), whereas the contribution of radioce-
siums for Chernobyl was only 6% of the total exposure, even on the
90th day.

The cumulative exposure normalized to the initial 137Cs depos-
ition of 1000 kBq m−2 is shown in Fig. 3 for the first 30 years after
deposition, both for Chernobyl and Fukushima-1. Thick solid and
thick dashed lines indicate the total exposure and the sum of the
contributions from 134Cs and 137Cs, respectively, for Chernobyl.
Thin solid and thin dashed lines indicate the equivalent values for
Fukushima-1. The total cumulative exposure for the first year and
the first 30 years are 500 and 970 mGy, respectively, for Chernobyl,
whereas the values are 63 and 570 mGy for Fukushima-1. The
difference in total radiation exposure between Chernobyl and
Fukushima is mainly due to the exposure during the first year when
95Z, 95Nb, 103Ru and 140La made a significant contribution. The
contribution of radiocesiums to the total exposure for the first year
was 7.4 and 83% for Chernobyl and Fukushima-1, respectively. For
the period of 30 years the contributions have been calculated to be
49 and 98% for Chernobyl and Fukushima-1, respectively.

From the point of long-term impact on the environment by the
Fukushima-1 accident, our attention should be focused on radiation
exposure from radiocesiums. The situation around Chernobyl is dif-
ferent from that around Fukushima-1 because radionuclides other
than radiocesiums (e.g. 90Sr and Pu isotopes) are believed to make a
greater contribution at Chernobyl. We note that radioactive contam-
ination in the Pacific Ocean by the Fukushima-1 accident has
not been discussed here. Several studies on radioactivity release into
the Pacific Ocean have been summarized by UNSCEAR [7],
but there are large areas of uncertainty. Considering the leakage of

contaminated water continues to flow through an unknown under-
ground path from the Unit buildings, more efforts are needed for
study of the radioactivity release into the Pacific Ocean.

CONCLUSION
The Chernobyl accident was a power-surge accident in which failure
to control a fission chain reaction instantaneously destroyed the
reactor and building, whereas the Fukushima-1 accident was a loss-of-
coolant accident in which the reactor cores of three units were melted
by decay heat after the loss of electricity. The differences in the accident
processes are reflected in the composition of the ground contamination.
Only volatile radionuclides (such as 132Te-132I, 131I, 134Cs and 137Cs)
contributed gamma-ray exposure around Fukushima-1, but a variety of
radionuclides contributed significantly around Chernobyl. At the time
when the radioactivity deposition occurred, the radiation exposure rate
near Chernobyl is estimated to have been 770 μGy h−1 per initial 137Cs
deposition of 1000 kBq m−2, whereas it was 100 μGy h−1 around
Fukushima-1. Estimates of the cumulative exposure for 30 years are
970 and 570 mGy per initial deposition of 1000 kBq m−2 for Cher-
nobyl and Fukushima-1, respectively. Of these exposures, 49 and
98% were contributed by radiocesiums (134Cs + 137Cs) around Cher-
nobyl and Fukushima-1, respectively.
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果を以下のように要約しています。

「1. この研究では、2011年3月末時点における137-Csの大気放出

量は前回の推定値の範囲内である19.4±3.0 PBqと推定している。

2. 太平洋への直接流出および大気沈降物の合計は最善の推定値

で2.3〜26.9 PBq。専門家委員会はどのモデルによる推定値が最も

ロバストかを確定することはできなかった。

3. 放出の約19.5±5％は陸地に堆積し、約80％は太平洋に行き着

いた。

4. 137-Csの海洋における分布は、大気降下および海への直接流出

なしには再現できない。」

またカレン氏は、福島原発事故の137-Cs放出量は、1986年のチェ

ルノブイリ事故による放出量（~100PBq）に比べ著しく少ないと述

べています。

http://www.dailykos.com/story/2014/09/08/1328170/-How-Mu

ch-Radioactive-Material-Was-Released-by-Fukushima

Science Council of Japan comparison, part 1

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-h140902-e1.

pdf

FukushimaINFORM

https://fukushimainform.ca/

UNSCEARは福島原発事故に関する報告書の2015年改訂版で、ソ

ースタームの推定値を当初の発表から改訂した12の報告書を評

価しています。ここでUNSCEARは「審査された12編の刊行物のう

ち、2013年福島報告書の主要な知見に実質的な影響を与えるも

のはなく、10編は2013年福島報告書の主要な仮定の全体または

一部を確認している」と結論づけています。またUNSCEARは上述

のKatata et alによる改訂版に触れ「[U6]に記載されている放出量

範囲（131Iは100PBq～500PBq、137Csは6PBq～20PBq）を考える

と、総放出量におけるこれらの差異は比較的小さいが、特定の期

間においては、より大きい差異（1桁以上）がある」と指摘していま

す。UNSCEARは改訂後の推定値を使用するのが好ましいとしてお

り、日本政府に対して「一貫性のある気象学的データとATDMと共

に、その新規ソースタームを用いた避難民の被ばく線量の詳細な

評価および避難したコミュニティの住民の移動と行動の詳細な分

析を実施する」よう促しています。

UNSCEAR：東日本大震災後の原子力事故による放射線被ばくのレ

ベルと影響に関するUNSCEAR 2013年報告書刊行後の進展（2015

年、III章およびV章）http://www.unscear.org/unscear/en/publi-

cations/Fukushima_WP2015.html
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https://www.researchgate.net/publication/286650243_Spa-

tial_and_temporal_distributions_of_134_Cs_and_137_Cs_de-

rived_from_the_TEPCO_Fukushima_Daiichi_Nuclear_Power_

Plant_accident_in_the_North_Pacific_Ocean_by_using_opti-

mal_interpolation_analysis

2.3.2—陸上環境

このようなことを言うのは奇妙に聞こえるかもしれませんが、福島

第一原発から放出された放射性物質のうち陸地に行き着いたの

が約20％に留まったことは、不幸中の幸いでした。ただしそれだけ

の分量ですら、10万人の人々が避難を余儀なくされ、非常にコスト

のかかる農地や住宅地の復旧作業が必要となったのです。もう一

つ幸いだったのは、ほとんどの放射性物質は検出し場所を特定す

るのがそれほど難しくないという点です。これこそがセーフキャス

トが存在する理由です。

日本政府による2015年2月現在の放射線レベルを示した地図。第10次航空
機モニタリングより。(credit: MEXT/NRA) 

日本政府は2011年5月上旬、原発から半径80km圏内の航空測量

に基づく放射線地図を初めて公表しました。以来、政府の放射線調

査結果が多数公表され、その入手しやすさや読みやすさも徐々に

改善されていきました。それでもやはり、一般の人が直感的に使え

る形で地図やデータが表現されていることはいまだ滅多にないと

私たちは感じています。

原子力規制委員会：放射線モニタリング情報 http://radioactivity.

nsr.go.jp/ja/index.html

るものは被ばく量全体の6％に過ぎず、他の多くの放射性核種が何

か月～何年にもわたりかなりの被ばくの原因となり続けたと指摘し

ています。

Comparison of the accident process, radioactivity release and 

ground contamination between Chernobyl and Fukushima-1.

Imanaka et al J Radiat Res. 2015 Dec, Epub 2015 Nov 14.

http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pubmed/26568603

時間の経過にともない、測定値の数が増えコンピュータシミュレー

ションも改善され、これにより各研究チームは福島第一原発から放

出された放射性物質量やその行方に関する推定値を改善すること

ができるようになりました。2015年後半および2016年前半に報告

された現在進行中のAoyama et alによる詳細な分析では、以下の

ような推定値が出されています。私たちは、この推定値が現在まで

のところ最も信頼性のあるデータではないかと考えます。

Cs-137：

	 - 環境中への放出量合計：19～24 PBq

	 - 大気中への放出量合計：15～20 PBq

	 - 海洋への大気沈降物：12～15 PBq

	 - 海洋への直接流出：3.5 ± 0.7 PBq

	 - 海洋への放出合計：15.3 ± 2.6 PBq

（このデータによると、福島原発事故により北太平洋の137-Cs総

量は事故前と比べ20％増加。また同量の134-Csが放出され、うち

現在も環境中に残留しているのは４分の１未満。）

134Cs and 137Cs in the North Pacific Ocean derived from the 

March 2011 TEPCO Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant 

accident, Japan. Part two: estimation of 134Cs and 137Cs in-

ventories in the North Pacific Ocean  (Aoyama et al, Journal of 

Oceanography. 11/2015; 72(1).) https://www.researchgate.net/

publication/284142046_134Cs_and_137Cs_in_the_North_Pa-

cific_Ocean_derived_from_the_March_2011_TEPCO_Fukushi-

ma_Dai-ichi_Nuclear_Power_Plant_accident_Japan_Part_

two_estimation_of_134Cs_and_137Cs_inventories_in_the_

North_Pacif

Spatial and temporal distributions of 134 Cs and 137Cs de-

rived from the TEPCO Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant 

accident in the North Pacific Ocean by using optimal interpo-

lation analysis (Inomata, Aoyama, et al, Environmental Sciences: 

Processes and Impacts, January 2016)
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市、福島市、南相馬市、いわき市などの最も人口の多い市ではこの

傾向が強いようです。このことは次のような私たちの見解と合致し

ています。つまり、航空機モニタリング調査の範囲の大部分は森林

部分であり、森林部分は除染がおこなわれておらず、またおそらく

道路や歩行者が近づける地域（セーフキャストが主に計測した地

域）より風化が進んでいない、ということです。

セーフキャストのウェブマップ（2016年3月19日現在）

セーフキャストのウェブマップ http://safecast.org/tilemap/

Time Snapshots Now On The Safecast Map! http://blog.safe-

cast.org/2016/04/time-snapshots-now-on-the-safecast-map/

一方で、土壌中の放射性核種レベルを十分に検証するには、現状

でははるかに高価な機材が必要になります。土壌中のセシウムや

その他のガンマ線を放出する核種は、食品の測定に使用される機

材と同様のもので十分計測できますが、例えばストロンチウムの検

出には、非常に性能の高い研究室での数日間にわたる処理が必要

となります。日本政府機関は土壌汚染地図を多く発表しており、中

にはSr-90、Pu-238、Pu-239、Pu-240を示したものもいくつかありま

す。また大学の研究者らも独自の分析をおこなっています。土壌の

試料採取が十分おこなわれたと考える専門家はほとんどいません

が、全体的なセシウムとストロンチウムの比率は十分特徴づけられ

たという点は大抵の専門家が認めています。とはいえ、これらの比

率は物理的半減期の違いや環境中の移動により時間とともに変化

するため、モニタリングを改善していくことが重要です。

県 内 土 壌、作 物のストロンチウム濃 度 最 大 値 　 他 都 道 府 県よ

り低く 2015年11月10日 http://www.minpo.jp/pub/topics/

jishin2011/2015/11/post_12520.html

日本政府による土壌試料マップ http://emdb.jaea.go.jp/emdb/se-

lects/b223/

「みんなのデータ」プロジェクトは、東日本の17都道府県でクラウ

ドソーシングによる独立した土壌調査をおこなってきました。この

プロジェクトのデータベースには現在約1500の測定値が蓄積され

放射線量等分布マップ拡大サイト http://ramap.jaea.go.jp/map/

JAEA：放射性物質モニタリングデータの情報公開サイト http://

emdb.jaea.go.jp/emdb/

政府による最新の放射性降下物の地図は2016年2月2日に発表さ

れたものですが、これは2015年9月12日～11月4日にヘリコプター

から測定された値に基づいています。報道によると、原子力規制委

員会（NRA）は福島第一原発から80 km圏内の放射線量は2011年

11月から65％減少したと述べたと伝えられています。計算による

と、うち53％は放射性崩壊によるもので、残りの減少分のほとんど

は風化作用（雨その他の現象による放射性核種の移動）によるも

のと考えられます。後述するように、福島県の汚染された地域の大

部分は森林で、ここでは除染がほとんど試みられていないため、上

記65％減少に占める除染による減少は比較的少ないと考えられま

す。

除染による放射線量の減少は、居住地や仕事場に地域を限定す

ると、より効果のあるものとなってきます。ただし、放射性崩壊の場

合、放射性物質は非放射性の物質に変わりますが、除染と風化は

放射性物質を別の場所へ移動するに過ぎないという点を念頭に置

いておく必要があります。後述するように、雨によってセシウムのご

く一部は河川流域を運ばれ、その一部は最終的に海に達します。こ

れに関連したプロセスで、一定の地勢において放射性核種が再び

一定の濃度に凝縮する場合があります。これらはすでにかなりよく

理解されているプロセスで、このような凝縮はヘリコプターからの

調査では検知できないほど小規模な地域で起こりますが、地上か

らの計測では若干検知しやすくなります。放射性除染ごみを小さな

面積に集めることで起こりうる影響については、後ほど説明します。

福島県及びその近隣県における航空機モニタリングの測定結果に

ついて 平成28年２月２日（火）原子力規制委員会 http://radioac-

tivity.nsr.go.jp/ja/contents/12000/11624/24/160202_10th_air.

pdf

福島原発80キロ圏、放射線量65％減　昨年9月時点 2016年2

月4日 http://www.nikkei.com/article/DGXLZO96891100T-

00C16A2000000/?dg=1　

Fukushima Minpo: Radiation dosage down 65% in 80-km 

zone of Fukushima nuke plant  February 3, 2016  http://www.

fukushimaminponews.com/news.html?id=627

Part 1で述べたように、セーフキャストでは最近ウェブ上のマップに

「スナップショット」機能を追加しました。これによりセーフキャス

トのボランディアが計測した放射線レベルの経年変化を可視化す

ることができます。私たちは 公的な航空機モニタリング調査の結

果とセーフキャストによる測定値に関して詳細な比較分析をまだ

おこなっていませんが、簡略な比較に基づくと多くの場所で上記以

上に全体的な放射線レベルの減少があったと推察され、特に郡山
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日本国内の陸地に降下した放射性物質の大半は森林に覆われた

山間部に降下したわけですが、これは良くもあり悪くもあります。福

島を含めて日本の人口は谷や平地に集中しており山間部は過疎地

であるという意味では幸運です。不幸なことは、ほとんどの観測筋

は森林部分では十分な除染ができないと結論付けており、そのた

め今後何十年も線量率は他より（場所によってはかなり）高いまま

となり、人が森林に入る際には十分な警戒が必要となることです。

長期間立入を禁止することが賢明な場合もあるかもしれません。

基本的に森林およびその他の生物相は、生態系内でセシウムその

他の核種を循環し続けます。例えば、大抵の場合、放射性物質は樹

木の根から吸収され、その一部は葉まで達します。葉は落ち、林床

で落葉落枝層となり、腐食して核種は再び土へと戻り、また樹木の

根から吸収されます。したがってこのサイクルは永久に続きます。

林野庁による2012年の報告書によると、森林に降下した放射性セ

シウム（その多くは葉や木々に降下）のうち44～84％が、災害発生

から5か月後の2011年8月にはすでに林床に移動していました。ま

た2013年9月には、杉林のセシウムの90％以上、混交林のセシウム

の95％以上が、樹木そのものではなく落葉落枝や土壌に分布して

いたことが報告されています。とはいえ、林冠はいまだ高度に汚染

されており、また今後は放射性核種の自然崩壊による線量率の減

少のスピードは今までより遅くなります。

キノコのようないくつかの種は例えばセシウムを吸収しやすく、森

林内に生息する動物がそれらを摂取すると核種のいくらかは体内

に蓄積されます。しかし、最終的には全て排泄され土壌内で再び生

物学的に利用可能な状態となります。森林内のセシウムの一部（低

率ですが一貫した割合、2011年は0.3～0.5％）は無機物や有機物

とともに小川や池へと流れ込みます。その多くは流域を通り最終的

には海へと運ばれますが、かなりの部分は川底や湖底に何年も止

まります。

居住地区の近くでは汚染された落葉落枝を除去することは効果的

で、これを定期的に繰り返せば長期的には放射性物質の削減が可

能です。ほとんどの山間部の森林ではこのような作業が不可能な

ため、放射性物質の自然崩壊や上述の運搬によって森林の放射線

レベルが十分減少するまで、立ち入りを制限する（つまり森林内に

留まる時間を制限する）ことがおそらく必要になるでしょう。

林野庁：森林における放射性物質の除去及び拡散抑制等に関する

技術的な指針（参考資料） http://www.rinya.maff.go.jp/j/press/

kenho/pdf/120427-03.pdf

環境省パンフレット：家のそばの森はどうやって除染するの？　～森

林除染について～  http://josen-plaza.env.go.jp/materials_links/

pdf/shinrin_20140221.pdf

福島原発事故による放射能が森林や河川流域で変化する過程に

ついて書かれた良質な研究論文がいくつか公表されています。

ており、公共の公園で採取された試料がその多くを占めています。

計測された試料のうち最も汚染されていたのは福島県内で採取

された土壌ですが（Cs-134、Cs-137の合計が10万Bq/kg以上のも

のが複数）、1000 Bq/kg以上の試料が8都道府県で見つかっていま

す。現時点の調査結果を示す地図が最近公表されました。

東日本土壌ベクレル測定プロジェクトMAP（みんなのデータサイト） 
http://www.minnanods.net/maps/leaflet/

http://www.minnanods.net/soil/pref17_colored/map17.htm-
l#myGraph_plot

http://www.minnanods.net/soil/

もう一つ、認定NPO法人いわき放射能市民測定室「たらちね」とい

う福島県いわき市の市民グループが、福島県内の土壌放射線を独

立した立場から計測し公表しています。このNPOは食品、掃除機の

ごみなども計測しています。

http://www.iwakisokuteishitu.com/index.html

2015年6月～7月、国際環境NGOグリーンピースが、除染の取り組

みの効果を評価するため飯舘村で調査をおこないました（この点

については後に詳述します）。GPS座標付きで12の土壌試料（全て

岩部ダム付近で採取）の測定結果が報告されています。セシウムが

最も含まれていた試料は83,000 Bq/kg（Cs134、Cs137合計）で、こ

れは森林にある小川の川床のくぼみから採取されたもののようで

す。他にも20,000 Bq/kgを超える試料が4つあり、全て同様の地域

から採取されたもののようです。最も数値が低い試料は580 Bq/kg

と640 Bq/kgで、これらは低地の比較的開けた地域で採取されたも

ののようです。シルトと堆積物の試料も一つずつ採取されており、

シルトは3,210 Bq/kg、堆積物は2,740 Bq/kgと報告されています。

国際環境NGOグリーンピース：福島県飯舘村での土壌、堆積物サ

ンプリング調査 2015年7月21日発表 http://www.greenpeace.

org/japan/Global/japan/pdf/20150721_Iitate_soil_datasheet_

BL.pdf

2.3.2.a — 森林

日本国内の陸地に降下した放射性物質の約70％は森林に降下し

ました。これらの広大な地域を除染する可能性については議論が

続いていますが、試験的に森林の除染をおこなった政府機関やそ

の他の研究者は、多大な費用と努力を払っても森林の除染は比較

的効果が低いと結論づけています。このため、森林環境中の放射

性核種が植物や野生動物による摂取を通し動植物の体内を循環

する可能性（生物学的利用能）は今後何十年も続くと考えられま

す。放射性降下物に「ハイジャック」された河川流域は今やセシウム

（および分量は少ないですがその他の核種）の運搬システムと化

しています。ただし幸いなことに研究者らは森林において放射性

物質を追跡する経験が豊富です。
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Sediment and 137Cs transport and accumulation in the Ogaki 

Dam of eastern Fukushima  Yamada et al Environmental Re-

search Letters 10, 014013 (2015)  http://iopscience.iop.org/arti-

cle/10.1088/1748-9326/10/1/014013

2.3.2.b —生物相に関する研究 

原発事故発生から1年のうちに、ヒト以外の生存種（ヒト以外の生

物相と総称される）への影響（観測結果および予測される影響）に

関する研究がおこなわれ始めました。当然ですが、その多くが当初

は食品に使われる生物種に重点を置いていました。しかしその他

の動植物に関するフィールドワークの結果を発表した研究者も数

名います。中でも最もよく知られているものに、ティモシー・ムソー

（Timothy Mousseau）氏とアンダース・モラー（Anders Møller）氏

による鳥類の研究などがあります。　両氏はすでにチェルノブイリ

地域で同様のフィールドワークを何年にもわたり実施しており、鳥

類、昆虫、樹木、小型哺乳類などの個体群を調査してきました。両氏

の研究は常に一部の同僚から懐疑的に見られていましたが、今回

の福島での研究でも両氏は同じ抵抗を受けています。また、檜山充

樹氏、平良渉氏、野原千代氏、大瀧丈二氏などからなる日本人の研

究者チーム（Hiyama et al）は、福島県におけるヤマトシジミの突

然変異と生存率低下を示す研究を複数発表しましたが、このチー

ムもまた、同僚の一部から抵抗を受けています（しかしこのチーム

の調査結果は2011年夏にMøller et alが実施した生態学的研究に

より裏付けられています――このMøller et alの研究でも福島県内

の放射能汚染がより激しい地域で、蝶の有意な減少が観測されて

います）。他の著者による研究も動物集団への被害を示しているよ

うですが、これらの調査結果もまた、放射線の環境影響に関する現

状の知識に基づく予測から外れているため、懐疑的に見られてい

ます。

Mousseau 、Møller による研究：

Abundance of birds in Fukushima as judged from Chernobyl 

Møller, A.P., A. Hagiwara, S. Matsui et al. Environ Pollut 164: 36-

39 (2012) http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/

S0269749112000255

Chernobyl and Fukushima: Differences and similarities, a bi-

ological perspective Mousseau, T.A. and A.P. Møller. Trans Am 

Nucl Soc 107: 200-203 (2012) http://cricket.biol.sc.edu/cher-

nobyl/papers/Mousseau-Moller-ANS-2012.pdf

蝶に関する研究：

The biological impacts of the Fukushima nuclear accident on 

the pale grass blue butterfly Hiyama, A., C. Nohara, S. Kinjo et al. 

Sci Rep 2: 570 (2012) http://www.nature.com/articles/srep00570

森林に関する研究：

Radiocesium contamination in forest ecosystems and wood 

Ohashi, Oct 2014 http://fukushima.jaea.go.jp/initiatives/cat01/

pdf1410/4a-4_Ohashi.pdf

Kato et al, 2014 http://www.aesj.or.jp/publication/pnst004/

data/018_022.pdf

Murakami et al, 2013 http://www.nature.com/articles/

srep03599

Ohte et al, 2013 http://www.rri.kyoto-u.ac.jp/anzen_kiban/out-

come/Proceedings_for_Web/Topics_1-07.pdf

Hashimoto et al, 2012 http://www.nature.com/articles/

srep00416

Watanabe et al, 2012 http://www.rri.kyoto-u.ac.jp/anzen_

kiban/outcome/Proceedings_for_Web/Topics_2-14.pdf

MEXT, 2012 http://radioactivity.nsr.go.jp/en/con-

tents/1000/294/24/PressR04%200802s.pdf

河川流域に関する研究：

Radiocesium transfer from hillslopes to the Pacific Ocean af-

ter the Fukushima Nuclear Power Plant accident: A review. 

Evrard et al. Journal of Environmental Radioactivity 148, 92-

110 (2015) http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/

S0265931X1530031X

Evrard et al, 2013 http://www.nature.com/srep/2013/131029/

srep03079/full/srep03079.html

Yamashiki et al, 2014 http://www.nature.com/articles/

srep03714

Lepage, Evrard, et al, 2014: http://www.proc-iahs.

net/367/237/2015/piahs-367-237-2015.pdf

Chartin Evrard et al, 2013: http://www.sciencedirect.com/sci-

ence/article/pii/S2213305413000088

Fluvial discharges of radiocaesium from watersheds contam-

inated by the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Plant acci-

dent, Japan Ueda S, et al. J Environ Radioact 118:96–104 (2013) 

http://dx.doi.org/10.1016/j.jenvrad.2012.11.009

h t t p : / / w w w. s c i e n c e d i r e c t . c o m / s c i e n c e / a r t i c l e / p i i /

S0265931X12002652
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Radiological dose reconstruction for birds reconciles out-

comes of Fukushima with knowledge of dose-effect relation-

ships  Garnier-Laplace et al Nature Scientific Reports, 5:16594   

Published 16 November 2015  http://www.nature.com/articles/

srep16594

Realistic dose reconstruction for non-human species to assess 

the ecological consequences of chronic exposure to ionizing 

radiation in the contaminated territories after the Fukushima 

accident  IRSN 24 November 2015  http://www.irsn.fr/EN/news-

room/News/Documents/IRSN_Information-Note_Fukushi-

ma-Impact-Birds_20151124.pdf

これは非常に前向きな展開といえます。福島県内外でのフィールド

ワークの結果がモデリング処理の改良に役立ち、モデリング処理が

フィールドワーク結果の明確化に役立つわけです。この共著論文

が印刷過程にあった2015年10月、UNSCEARは福島原発事故に関

する報告書の2015年追加文書を発表しました。追加文書は、以前

に比べHiyama et al およびMousseauとMøllerによる調査結果を

かなり支持する内容となっています。追加文書の中でUNSCEARは

以下のように記しています。

「本委員会は、フィールド調査よりも主に実験室内での調査研究

に依存しているため、そのアプローチ（使用したベンチマークなど）

に限界がある可能性も認識している。フィールド調査、すなわち汚

染された生態系で広がっている条件下で、相互に影響しあう野生

生物の個体群に対する電離放射線被ばくの影響を解析するため

に設計された実地調査が必要である。このような調査研究は、放射

線生態学者や放射線専門家だけでなく、生態学者、集団生物学者、

遺伝学者も関与する学際的なものであるべきだろう。」 

繰り返しますが、これは非常に前向きな展開であり、うまくいけばこ

の分野における協働型、学際的な研究の出発点となるかもしれま

せん。

東日本大震災後の原子力事故による放射線被ばくのレベルと影響

に関するUNSCEAR 2013年報告書刊行後の進展：国連科学委員

会による今後の作業計画を指し示す2015年白書（「VIII. ヒト以外

の生物相における線量と影響に関する更新情報」）  http://www.

unscear.org/unscear/en/publications/Fukushima_WP2015.html

2015年8月にもう一つ、ヒト以外の生物種（この場合モミ）に対す

る被害の証拠を示す重要な論文が、主に放射線医学総合研究所

（NIRS）の研究者から成るチームにより発表されました。この論文

では、主幹の先がＹ字型に分枝する変異が（放射線以外にもいく

つか原因があり得るとはいえ）、福島県内の放射線レベルの高い

地域において、はるかに高い頻度で見られたと指摘されています。

同様の変異はチェルノブイリ地域でMousseauとMøllerによりすで

に観測されているため、この調査結果は驚くべきものではありませ

ん。しかしこの論文が実質的に日本政府による研究であることが注

The Fukushima nuclear accident and the pale grass blue but-

terfly: evaluating biological effects of long-term low-dose 

exposures Hiyama, A., C. Nohara, W. Taira et al. BMC Evol Biol 

13: 168 (2013)  http://bmcevolbiol.biomedcentral.com/arti-

cles/10.1186/1471-2148-13-168

Fukushima’s biological impacts: the case of the pale grass blue 

butterfly Taira, W., C. Nohara, A. Hiyama et al. J Hered 105(5): 710-

722 (2014)  http://jhered.oxfordjournals.org/content/105/5/710.

full

人間への影響に関する研究と比べ、ヒト以外の生物相への放射線

の影響は資金不足、研究不足が非常に激しい分野です。この分野

では長年にわたり、モデリングに基づいた高度な手法が開発され

てきました。これらの手法では主に、動物への影響に関する実験結

果および環境中における放射性核種の移動の数値定量化を使用

して、様々な生物種への影響を予測します。その中でも最も広く知

られよく発達しているのは、おそらくERICAアセスメントツール（En-

vironmental Risks from Ionising Contaminants in the Environ-

ment: Assessment and Management）でしょう。これは2004年に

欧州で開始された取り組みで、欧州連合（EU）および欧州7カ国の

15団体が共同出資しています。

ERICA Assessment Tool  www.erica-tool.com/erica/

UNSCEARの福島原発事故に関する2013年報告書では、ヒト以外

の生物種への潜在的リスクは主にERICAモデルによる結果に基づ

いて評価されていました。この中でUNSCEARは、Hiyama et alおよ

びMousseauとMøllerによるフィールドワークの結果は、ERICAモデ

ルによる予測からかけ離れており、また彼らの研究における線量

実測値は不確実性が大きいと指摘していました。これらフィールド

ワークの結果はUNSCEARによって完全に拒否されたわけではあり

ませんがほとんど無視され、これら「モデル開発者」と「フィールド

ワーカー」の対立関係はやや深まることになりました。

しかしその後、ERICAチームの主要メンバーであるIRSNのJacque-

ine Garnier-Laplace氏などが、蓄積されつつある現地計測結果と

モデリングを調和させることが有益となる可能性があると認めた

ことで、両者の対話は新しい段階に入ったようです。その具体的な

最初の成果として2015年後半に、Mousseau、Møller、 Garnier-La-

place他数名のIRSNの研究者による共同研究が発表されました。こ

の研究では、以前の鳥類現地調査で使われていた線量測定法が改

善されました。また、全放射線量の増加にともない鳥類の総出現個

体数（overall abundance）が減少したというMousseau とMollerに

よる福島での調査結果が裏付けられました。またこの研究チーム

は、鳥類の生理学的障害を来たす線量レベルに関する研究文献の

内容と今回の結果が一致していることを確認しました。



62

Decon or con: How is remediation being managed and how 

effective is it?  (Aug. 2013) http://blog.safecast.org/2013/08/

decon-or-con-how-is-remediation-being-managed-and-how-

effective-is-it/

除染技術とその結果に関する包括的な公的レポートがいくつか英

語で出されています。

JAEA-Review 2015-001: Use of Knowledge and Experience 

Gained from the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 

Accident to Establish the Technical Basis for Strategic Off-

site Response http://jolissrch-inter.tokai-sc.jaea.go.jp/pdfdata/

JAEA-Review-2015-001.pdf

JAEA-Review 2014-051: Remediation of Contaminated Areas in 

the Aftermath of the Accident at the Fukushima Daiichi Nucle-

ar Power Station: Overview, Analysis and Lessons Learned Part 

1: A Report on the “Decontamination Pilot Project” http://joliss-

rch-inter.tokai-sc.jaea.go.jp/pdfdata/JAEA-Review-2014-051.pdf

JAEA-Review 2014-052: Remediation of Contaminated Areas 

in the Aftermath of the Accident at the Fukushima Daiichi Nu-

clear Power Station: Overview, Analysis and Lessons Learned   

Part 2: Recent Developments, Supporting R&D and Internation-

al Discussions  http://jolissrch-inter.tokai-sc.jaea.go.jp/pdfdata/

JAEA-Review-2014-052.pdf

―現在までの進捗

上述のセーフキャストブログ記事「Decon or con: How is remedia-

tion being managed and how effective is it? (Aug. 2013)」の中で

説明したように、「除染特別地域」と呼ばれる避難指示が出された

地域（11市町村）の除染は、日本政府（具体的には環境省）の管轄

下で実施されています。その他の地域は「汚染状況重点調査地域」

に区分され、これらの地域の除染はそれぞれの自治体の責任とな

り、日本政府は財政、技術支援をおこなうこととなっています。汚染

状況重点調査地域は、年間1ミリシーベルトを超える追加被ばく線

量が計測された地域で、8都道府県、100市町村が含まれます。この

うち39市町村は福島県内にありますが、群馬、埼玉、千葉など遠方

の県も含まれています。

2011年11月時点で、追加被ばく線量が年間1ミリシーベルトを超え

る地域は福島県内外を含め合計13,000 km2（米国コネチカット州

に近い面積）で、これらの地域は、全域の除染が必要な地域または

「ホットスポット」を除染するための調査が必要な地域に指定され

ています。

目に値する点で、このような調査結果を正直に提示する意思が日

本の公的研究機関にあるということを示す喜ばしい兆しといえま

す。

Morphological defects in native Japanese fir trees around the 

Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant   Watanabe et al   Na-

ture Scientific Reports 5, Article number: 13232 (2015)   Pub-
lished online: 28 August 2015   http://www.nature.com/articles/
srep13232

二股に分岐したモミの樹幹。放射能による変異の可能性がある　(credit: 
Watanabe et al) 

私たちは、このような環境研究への財政的支援を改善し、若い研究

者がこの分野に参加するのを促すことが重要だと考えます。上記の

結果とそれに対する公的機関の対応が示唆するように、ヒト以外

の生物相への放射線影響に関する研究の価値と妥当性について

公的機関が認識を新たにし始めているのだとすれば、今後の展開

に期待が持てるかもしれません。

2.3.2.c—除染の進捗、計画および効果

除染を必要とする地域は広大です。私たちは２年前、採用された除

染手法の効果を調査しましたが、効果的だったのは一部で、放射

性物質の自然崩壊を待つ方が理にかなっている場合も多いという

結論に至りました。除染はやったという努力を見せるための「見た

目」の演出であるように思えるケースもありますが、多くの場合、実

際に被ばく量や放射線量に大きな違いをもたらすことができます。

いずれにしても、除染に関する管理と情報伝達は悪夢のようなも

ので、多くの住民が除染について懐疑的なのも当然だと思えます。

除染は、被災住民、特に避難者の健康と安全を考慮した決定に基

づく政策と実践によって推進されています。除染は開始当初から異

論の多い政策で、福島県内の多くの地域で透明性の欠如が問題に

なっています。私たちは2013年８月に掲載した長いブログ記事の

中で、公的政策・ガイドラインの背景にある考え方を説明し、除染

手法の有効性の評価をおこなっています。当時私たちが書いたこ

とは現在でも妥当な内容ですので、除染政策や現況の背景の全体

像についてより詳しく知りたい方は参考にしてください。



63

数年後に出したとしても不思議ではありません。例えば南相馬市西

部のほんの一部が「帰宅困難区域」に入っていますが、ここには2世

帯しかなく、選択的除染の対象になる可能性が高いと考えられま

す。ただしこのような決定が下された場合には、激しい論争の的に

なることは間違いありません。

―1回以上「除染」が実施された地域

 
(Credit: FCCJ; graphic by Andrew Pothecary)

―福島県内（2016年3月現在）

「除染特別地域」（当初避難区域とされた地域）については、11市

町村の合計は以下の通りです。

除染が予定されていた地域の合計面積：213 km2

除染が完了した地域：

	 田村市、楢葉町、川内村、大熊町、葛尾村、川俣町

	 除染対象地域の合計：18,068 ha（68 km2）

除染が進行中の地域：

	 南相馬市、飯舘村、浪江町、富岡町、双葉町

	 除染対象地域の合計：21,300 ha（213 km2）

（これらの市町村の居住地域については除染完了が宣言されてお

り、居住地域以外については2016年度末までに完了する予定。）

避難区域以外の福島県内39市町村（「汚染状況重点調査地域」内）

：

36市町村で除染作業進行中、3市町村については現在のところ除

染計画なし。

朝 日 新 聞：年 1ミリシ ー ベ ルト超 す 汚 染 、8 都 県 で 国 土 の 3

％  2011年10月11日 http://www.asahi.com/special/10005/

TKY201110110128.html

全体的な進捗状況は環境省のウェブサイト「除染情報プラザ」で見

ることができます。

除染情報プラザ  http://josen-plaza.env.go.jp/

除染情報サイト   http://josen.env.go.jp/

私たちは2013年に、このサイトおよびこのサイトが提供する情報

についていくつか問題点を指摘しました。サイトの使い勝手は徐々

に改善されており、完全かつ最新の情報を提供する努力はされて

いるものの、現在でもデータの検討は市町村単位でしかできず、全

体的な進捗状況が確認しづらいものとなっています。線量率地図

はほとんど掲載されていません。

避難地域のうち「避難指示解除準備区域」（緑）と「居住制限区域」

（オレンジ）を見ると、2014年に除染完了が宣言された市町村は

川俣町（宅地のみ）、田村市、川内村、葛尾村（宅地のみ）、大熊町、

楢葉町となっています。川俣町と葛尾村については2015年度に完

全に除染が終了する予定で、その他の市町村（飯舘村、南相馬市、

富岡町）の「避難指示解除準備区域」と「居住制限区域」について

は、2016年度に除染が完了する予定です。現在のところ「帰宅困難

区域」（赤）の除染は予定されておらず、また浪江町と南相馬市の「

居住制限区域」のうちほとんど人家のない山間部での除染は予定

されていません。

環境省：除染に関する予定と進捗状況 http://josen.env.go.jp/ma-

terial/pdf/josen_gareki_progress_201503.pdf

言い換えると政府は、避難指示解除を2017年春までに実施する予

定の地域について除染を完了しようとしているわけです。ただし除

染完了によってこれらの指定区域全域で周辺線量率が年間1ミリ

シーベルトまで削減されるというわけではありません。またこれ以

上除染を実施しないというわけでもありません。現在の考え方は、

帰還者の大半の被ばく線量が年間1ミリシーベルトを大きく上回ら

ないと個人線量測定結果で証明できる場合には、個人線量測定に

基づき個々人の線量をさらに減らす方法を助言できるだろう、とい

うものです。現在までの様子から見ると、日本政府は国が承認した

「カウンセリングの手引き」などを策定する意図はなく、自治体に

対しそれぞれの地域の経験に基づく独自の計画を策定するよう促

しているようです。

上述のように、現在のところ「帰宅困難区域」の除染は計画されて

おらず、これらの地域への避難者の帰還に関するスケジュールも公

式には提案されていません。とはいえ、私たちが有識者と交わした

会話の内容に基づけば、帰還を希望する住民が2020年までに戻れ

るよう「帰宅困難区域」の一部を選択的に除染する指示を政府が

Decontamination (undertaken at least once) in Fukushima

70% 80% 80%

Farm fields

40%

Roads

 As of Jan. 2016

Households Public facilities

Decontamination completed 
vs that in progress in the 

Special Decontamination Area
(original evacuation zone)

32%
68 km 2 out of 213 km 2

Completed: Tamura, Kawauchi, 
Naraha, Okuma, Katsurao, Kawamata

In progress:  
Minamisoma, Iitate, Namie, 

 

Tomioka, Futaba

             “Hot spot” decontamination in  
municipalities outside of Fukushima

municipalities  (in Iwate, 
Miyagi, Ibaraki, Tochigi, 

Gunma, Saitama, and Chiba)
complete  (in Ibaraki and  
Gunma)

 2016

60
21

In progress Complete
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最新情報：

福島県：

ふくしま復興のあゆみ（2016年2月） http://www.pref.fukushima.

lg.jp/sec/11015b/fukkoukeikaku1151.html

環境省：

市町村別の除染進捗状況 http://josen.env.go.jp/area/index.html

Japan’s Decontamination Efforts and its Effects  July 2014  

http://josen.env.go.jp/en/documents/pdf/japan_decontamina-

tion_efforts_and_its_effects.pdf

Progress on Off-site Cleanup Efforts in Japan  Jan 2016  http://

josen.env.go.jp/en/pdf/progressseet_progress_on_cleanup_ef-

forts.pdf?150918

平成26年度「除染に関する報告書」：これまでに環境省等が実施し

た生活環境の除染の経験等のとりまとめ  2015年3月発行、353ペー

ジ  http://josen.env.go.jp/material/pdf/report_on_decontami-

nation_h26.pdf

―森林についてはどうか

上述のように、日本国内の陸地への放射性降下物の大部分は森林

に降下しましたが、今後この地域の除染が実施されることはなさそ

うです。2015年にJAEAが報告した勧告の中で、JAEAは森林へのア

クセスを完全に規制することが林業、観光、住民の生活に大きな影

響を与える点を指摘しています。日本では森林は集中的に管理さ

れており、森林労働者などが森林に入れなくなると森林火災のリス

クなどの潜在的危険性が高まる可能性があり、森林火災が起これ

ば周辺地域にセシウムが拡散することになります。福島県が実施し

た森林の試験的除染では、樹木の3分の1を間伐することで放射線

を最大23％低減でき、また森林の落葉落枝を除去することで50％

近く低減できたと報告されています。しかし政府による試験的除染

では、間伐は県による結果ほど効果的ではありませんでした。試験

的除染の結果、樹木と土壌の除去を含む包括的除染は十分な資源

があれば技術的には実現可能であることは分かりましたが、極め

て費用のかかる作業となります。また政府の専門家は、そのような

包括的除染は土壌浸食の加速化、地滑り、生物多様性の減少、土壌

の栄養・水分保持機能の低下といった重大な環境悪化をもたらす

可能性があるとしています。また森林の包括的除染を実施すれば、

すでに手に負えない量に膨らんでいる放射性除染ごみに加え、大

量の除染ごみが発生することは明らかです。これらの理由から、環

境省は2012年にはすでに大規模な森林除染の支援はしないと表

明しています。これに対し福島県民と県内の公務員らは即座に激し

い抗議をおこないました。

―福島県外

岩手県、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県の60市町

村（「汚染状況重点調査地域」内）：

ほとんどの地域で除染作業が進行中で、茨城県の12市町村、群馬

県の6市町村で作業が完了している。

http://josen.env.go.jp/area/index.html

―福島県内の除染完了状況（分野別）（2016年2月現在）

除染特別地域：

宅地：

	 16,884（計画値21,997の76.7％）

農地（ヘクタール）：

	 5390 （計画値9,680 の55.6％）

公共施設：

	 （データが見当たらず）

道路（ヘクタール）：

	 979（計画値1,421の68.8％）

生活圏内の森林（ha）

	 4,486（計画値5,386の83.2％）

	 （道路から20メートルのみ）

汚染状況重点調査地域：

宅地：

	 334,511（計画値452,409の73.9％）

農地：

	 27,394（計画値34,225の80％）

公共施設：

	 8908（計画値10,342の86.1％）

道路（km）：

	 6587（計画値14,770の46.4％）

生活圏内の森林（ha）：

	 （計画地域の約50％）

	 （道路から20メートルのみ）
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	 ―大量の汚染ごみの発生と屋外での一時保管

	 ―特定地域の「ホットスポット」をより徹底的に除染して
ほしいという市民の声に対する対応の欠如

除染を取り巻く状況は悪用されやすいものでしたが、飯舘村など

の重要な例外はあるものの、除染方針や実施に関する市民からの

苦情は最初の頃に比べると全般的に減ってきているようです。そ

の要因として苦情を言い続けるのに疲れた市民が黙ってしまった

という部分もあるかもしれません。しかし自治体の多くが住民の要

望と懸念にしっかり対応すべく尽力し、苦い経験から学んだことで

前向きな結果を生んだことも事実です。ここでも、透明性と市民参

加がやはりカギとなるようです。2013年1月、朝日新聞は「手抜き除

染」と題した批判記事の連載を通して、ずさんな作業の実態と不正

の詳細をスクープしました。

朝日新聞：「手抜き除染」横行　回収した土、川に投棄（2013年1月4

日、一部公開記事）  http://www.asahi.com/articles/ASG525DBX-

G52UEHF00K.html

朝日新聞：「手抜き除染」一連のスクープ  http://www.asahi.com/

special/tenuki_josen/

上記のずさんな除染状況が発覚した直後、同月のうちに環境省は

ガイドラインの改訂版を発行しました。ここでは「地元・第三者の目

線の不足」が問題の一つとして取り上げられ、「第三者を活用した

効果的なモニタリング等」が解決策の一つとして挙げられていま

す。

環境省：不適正な除染への対応について（パンフレット）  http://jo-

sen.env.go.jp/tekiseika/pdf/tekiseika_pamphlet_130124.pdf

以来、セーフキャストは第三者的監視機関になるための手続きに

ついて環境省の代表者らに何度か尋ねていますが、2016年2月時

点の回答は、第三者による監視はまだ実施されていないというも

のでした。私たちが今まで話した環境省の代表者は大抵の場合、

第三者による監視が必要であり、全体としてよりよい結果と信用の

向上につながると感じているため、実現できていないことを悔しく

感じているようです。私たちは引き続き問い合わせていく予定で

す。

2016年2月上旬、丸川珠代環境相による政府の除染目標に関する

発言が騒動を巻き起こすことになり、被災した地域住民と中央の指

導者らの間にある距離感を浮き彫りにするとともに、総括的な科学

的主張を政策の根拠とすることの難しさも浮き彫りにすることにな

りました。丸川氏の発言は、被災地の放射線レベルを年間追加被

ばく線量1ミリシーベルト以下にするという政府の長期目標には「

科学的根拠がない」というものでした。実は私たちもこの「1ミリシ

ーベルト」という決定が非常に問題の多いものであることには同意

します。その主な理由は、十分な放射線調査や一般の人々への調

査結果の明確な説明がおこなわれる前に、また明確に達成できな

現在、環境省と農水省は事態を静観する姿勢を取っているようで

す。地域の激しい意見がいずれ収まることを期待してのことかもし

れません。JAEAは、特定の利用者が十分森林にアクセスできるよう

特定地域の除染を実施しつつ、他の大部分の地域についてはアク

セスを制限し続けるといった慎重な計画に基づく取り決めをおこ

なうことは可能だろうと提案しています。そのような管理制度の実

現は政治的に非常に困難ではありますが、複数の国際的な専門家

チームがすでにこの課題に取り組んでいます。すでに福島県内の

森林にあるキャンプ場などのレクリエーションの場では除染が実

施されたところもあります。一方で、2016年2月3日にNHKは、福島

県内8市町村の公務員が井上信治環境副大臣と会合し、同市町村

の森林を全て除染するよう求めたと伝えています。この会合で双葉

町の佐々木清一町議会議長は、森林全体を除染しないことが避難

者の帰還意欲をそぐと話しました。これに対し井上副大臣は、環境

省は生活圏近くの森林の除染については範囲を広げる用意がある

と答え、関係省庁が近く合同でプロジェクトチームを立ち上げ、離

れた地域も含めた森林の再生に向け計画の検討を始める考えを

示しました。この発言からすると、除染により森林へのアクセスがあ

る程度可能になるかもしれません。最終的には、今後数年の間に

森林の選択的除染が実施され、森林労働者の線量管理が義務付け

られ、レクリエーション地域ではさらに線量を減らす取り組みがな

されるであろうと私たちは見ています。

JAEA-Review 2015-001: Use of Knowledge and Experience 

Gained from the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station Ac-

cident to Establish the Technical Basis for Strategic Off-site Re-

sponse, p. 66   http://jolissrch-inter.tokai-sc.jaea.go.jp/pdfdata/

JAEA-Review-2015-001.pdf

JAEA：第2回　国際セシウムワークショップ  2014年10月6日～9日

　福島市にて開催  http://fukushima.jaea.go.jp/initiatives/cat01/

index201410.html

A Tale of Two Forests: Addressing Postnuclear Radiation at 

Chernobyl and Fukushima  Winifred A. Bird and Jane Braxton 

Little 2013  http://ehp.niehs.nih.gov/121-a78/

NHK World  Feb. 3, 2016  http://www3.nhk.or.jp/nhkworld/en-

glish/news/20160203_30.html

―課題と問題

除染プロセスに関してよく挙げられる課題には以下のようなもの

があります。

	 ―森林が除染されていない。

	 ―目標とされる放射線レベルが十分な安全性を確保でき
るほど低くないという主張

	 ―監督が不行き届き
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されています）。小規模な保管場所に置かれていた袋がより大規

模な保管場所に徐々に集約され、上部が平坦な低いピラミッド型

に積み直されているため、一時保管場所の中にはフットボール場

の数倍の広さに達しているところもあります。これらの除染袋置き

場は今ではよく知られた福島の風景となっています。2015年後半

には、保管場所の数は2014年の2倍にあたる11万4000箇所と報告

されており、この数はさらに増えると見込まれています。上述のよう

に、除染事業はあまりに大規模で非常に多くの業者および従業員

が関わるため、その管理は困難で、明らかに粗末な判断が非常に

頻繁に見られます。広く公になった例を一つ挙げると、2015年9月、

台風にともなう河川の氾濫で飯舘村などの河川のすぐそばに保管

されていた除染袋が何百個も川に流出しました。幸いなことにこ

の例では環境への影響はあまり大きくなかったようですが、このよ

うな事態を招いた良識の欠如は憂慮すべきものです。

Decontamination Waste Stored On-Site at Over 100,000 Loca-

tions  CNIC News Watch 168 Sep./Oct. 2015 -Nuke Info Tokyo 

No. 168  http://www.cnic.jp/english/?p=3168

毎日新 聞：東日本 大 震 災 　 福 島 第 １ 原 発 事 故 　 積 み 上 がる

除染廃棄物　福島  2015年12月10日  http://mainichi.jp/arti-

cles/20151210/dde/001/040/069000c

Japan Today: More than 300 bags of decontaminated waste 

swept away by floods in Tochigi  Sept 17, 2015（飯舘村の問題に

も言及）  http://www.japantoday.com/category/national/view/

more-than-300-bags-of-decontaminated-waste-swept-away-

by-floods-in-tochigi

Japan Times: More than 3,000 residents of Joso remain evac-

uated after devastating floods; death toll hits 7  Sept 13, 

2015（飯舘村の問題にも言及）  http://www.japantimes.co.jp/

news/2015/09/13/national/3000-residents-joso-remain-evacu-

ated-devastating-floods/#.VthPLJN97GI

Mainichi: Radioactive waste bags washed away  Sept 

12, 2015  http://mainichi.jp/english/articles/20150912/

p2a/00m/0na/010000c

他県の状況は福島ほど厳しくはありませんが、現在提案されてい

る廃棄物貯蔵場所について一般市民が反対しているため、福島同

様、解決が困難に思われます。現在福島以外にも、特殊な廃棄方法

が義務付けられている廃棄物（セシウム8000 Bq/kg以上のいわゆ

る「指定廃棄物」）を抱える県が5県あります。現在、福島県には指定

廃棄物が約14万トンあり、他県の指定廃棄物は合計で約3万トンあ

ります。2011年に成立した法律では、指定廃棄物が発生した都道

府県内でこれらの廃棄物を各々処分することが義務付けられてい

ます。政府は、栃木、千葉、茨城、宮城、群馬各県の一箇所にそれぞ

れ指定廃棄物を貯蔵することを規定しています。1年以上前に環境

省はこれらの県内の処分施設候補地を提案し各自治体と交渉を始

い場合の影響について十分な見通しのないままに、急いで下され

た決定だからです。この問題もまた、福島原発事故以前に万一の事

態に備えた緊急計画が策定されていなかったことに端を発してい

ます。公正の観点のみから見ても、市民が上記の放射線レベルの

達成を要求するのは当然です。また、いまや福島の人々は放射線

に関わる健康問題に非常に詳しくなっており、多くの人が実利的な

理由で若干高めの放射線レベルによるリスクを受け入れる可能性

はあるとしても、彼らは1ミリシーベルト以下を要求する科学的根

拠となりうる知見を多く挙げることもできます。丸川環境相の感覚

はこうした福島県民の感情と意識からずいぶんかけ離れていたよ

うで、激しい抗議の後、数日後にこの発言を撤回しています。

Japan Times: Japan’s environment minister withdraws ra-

diation remarks, Feb 12, 2016  http://www.japantimes.

co.jp/news/2016/02/12/national/japans-environment-min-

ister-withdraws-radiation-remarks/?utm_source=feed-

burner&utm_medium=feed&utm_campaign=Feed%3A+-

japantimes+%28The+Japan+-Times%3A+All+Stories%29#.

Vr6VUpN96gQ

―除染廃棄物の取り扱い

除染の過程で取り除かれた土壌、植物、その他のごみをどこに置く

かという点は、当初から非常に難しい問題でした。環境省は、焼却

その他の方法で減容化した後の除染廃棄物を最大2200万立方メ

ートルと見積もり計画を策定してきました。減容化する前の量はそ

の何倍にもなります。2011年に私たちが話した専門家のうち複数

の方が、除染廃棄物を最も汚染の激しい地域、つまり全体的な放

射線レベルが目に見えて上がらない地域に貯蔵するのが最も理に

かなっており、またこのような地域は長期にわたり居住禁止になる

と考えられるため、人への追加的リスクが最も少なくて済むと話し

ていました。そして現在、これらを事実上達成できる計画が進めら

れています。しかし、災害復旧のほぼ全ての局面について言えるこ

とですが、この計画もまた、多くの問題や遅延に悩まされています。

環境省：除染土壌などの中間貯蔵施設について（2014）  http://jo-

sen.env.go.jp/material/pdf/dojyou_cyuukan.pdf

現在、除染ごみは大きな袋（フレコンバッグ）に詰められ、福島県内

の10万箇所以上の場所に大量に積み上げられており、今ではほぼ

全ての町で見られる風景の一部と化しています。政府はこれらの一

時保管場所を、ほとんどの場合3年以内に除染ごみを除去するとい

う条件付きで、土地所有者から賃借しました。3年後には、除染ごみ

を処理し30年間貯蔵する「中間」貯蔵施設の用意が整うことを期待

してのことでした。

2015年9月末現在、除染廃棄物の入った900万個以上の袋（900万

立方メートル以上）が福島県全域の町や村に設けられた一時保管

場所に置かれています（量はこれより少ないものの他県にも保管
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交渉は遅々として進んでおらず、今までに取得できた土地は22ヘ

クタール（全体の約1.3％）に留まっています。初期の議論は2365人

の土地所有者および借地権者のうち半数としかおこなわれません

でした。2015年には、主に輸送面、技術面を検証する目的で袋詰め

された除染ごみの「パイロット輸送」が開始されました。2015年後

半時点で、これまで発生した廃棄物のうち0.5％（約1万立方メート

ル）が搬入されています。

中間貯蔵用地　28年度は27年度比6～17倍　毎年度100ヘクター

ル以上増加  2016年3月28日  http://www.minpo.jp/pub/topics/

jishin2011/2016/03/post_13539.html　

計画されている中間貯蔵用地。黄色とオレンジで示された地域は汚染土壌
の埋立地、その他は貯蔵・処理施設や水処理、管理棟などを示す。(Credit: 
Env. Ministry)

完成すれば中間貯蔵施設には、汚染土壌用の覆い付き埋立地

（8000 Bq/kg 以上、8000 Bq/kg 未満の土壌用埋立地を別仕様で

建設）、「減容化」施設（主に木の枝その他の可燃ごみを灰にして貯

蔵しやすくするための焼却炉を指す）、焼却灰など10万 Bq/kg 以

上の廃棄物を入れた容器のための堅牢なコンクリート製貯蔵棟、

地下水汚染を防ぐための水浄化施設、分別施設、管理棟などが含

まれる予定です。本格的に操業が開始されれば、同施設は放射能

汚染廃棄物専用の非常に大規模な施設となります。とはいえ、私た

ちが同施設の計画案を吟味するため外部の技術専門家に意見を

聞いたところ、同施設の設計は最先端であり、安全性および更なる

環境影響を最小限に抑えるよう慎重に配慮されたものとなってい

るとのことでした。

セーフキャストは、このような施設では大気、水ともに第三者による

しっかりとした監視がおこなわれるべきと考えます。私たちは福島

などでリアルタイムの固定型周辺放射線センサーのネットワーク

を確立してきており、この取り組みが中間貯蔵施設などで何が起き

ているかについて一般の人々が情報を得られる一助になればと考

えています。除染ごみをリサイクルするという政府の提案はあるも

のの、中間貯蔵施設での貯蔵期間である30年が経過した後、除染

ごみをどうするかについてはいまだ合意に至っていません。確か

に、30年後に世論がどうなっているのか、またどのような技術的選

めましたが、これらの提案は多くの地域で候補地住民の激しい反

対、抗議に合うことになりました。これらの地域の中には、栃木県塩

谷町のように手つかずの自然が残ることで有名な地域も含まれて

います。

当然のことながら多くの市民は、これらの廃棄物が環境や健康に

悪影響を与えないことを保証できる方法で貯蔵または処分できる

のか、確信できずにいます。「NIMBY（施設の必要性は認めるが、自

分の居住地域には建てないでほしいという住民感情）」的な要素も

確かに働いてはいるものの、住民の慎重な態度は手抜きやずさん

な管理が招いた結果を見てきた過去の経験に根ざしているといえ

ます。2015年後半、指定廃棄物による財政的、政治的負担を軽減す

るよう求める圧力を感じたであろう日本政府は、廃棄物処分規定

の緩和と見られる方針を発表しました。政府は、5年間の放射性崩

壊の結果、現在保管されているごみの約70％はセシウム8000 Bq/

kg 以下となっており、一般の埋立処分場で処分しても法律上問題

ないとの考えを示しました。これにより、県およびその他の自治体

がこれらの廃棄物の処分地について決定できる自由度が増すこと

になりました。政府は、10年後には現在保管されているごみの99

％が放射性崩壊により一般の埋立処分場で処分できるようになる

と述べています。環境省はこれらを公共事業の建設資材としてリサ

イクルすることを提案しています。科学的に妥当と思われる提案で

はありますが、当然これらの発言に困惑し驚いた市民は多く、彼ら

はこの指定解除が安全かつ誠実におこなわれるという証拠を求め

ていくでしょうし、リサイクルに反対する構えも見せています。

Selection of disposal sites for radioactive materials from the 

Fukushima nuclear plant and designation of some areas as 

candidate sites should be retracted    CNIC Nuke Info Tokyo No. 

169 November 30, 2015   http://www.cnic.jp/english/?p=3204

読 売 新 聞：指 定 廃 棄 物 の 分 散 保 管 容 認 … 環 境 省 が 新 ル ー

ル案  2016年2月4日  http://www.yomiuri.co.jp/feature/

TO000303/20160204-OYT1T50099.html　

朝日新聞：原発汚染土、最大で９９・８％再利用可能　環境省が

試算   2015年12月22日  http://www.asahi.com/articles/ASHDP-

4WVCHDPULBJ00J.html

―中間貯蔵施設

2014年、福島県内の16平方キロメートル（1600ヘクタール）に及ぶ

土地（羽田空港とほぼ同じ規模）が除染ごみの処分地として選ばれ

ました。選ばれた土地は福島第一原発周辺の土地で、避難地域と

なった双葉町と大熊町にまたがっています。中間貯蔵施設に関す

る詳細な計画も2014年に策定されました。2016年3月下旬、環境

省は同施設の完成までのスケジュールを明確化し、2020年度まで

には必要とされる土地の70％の取得が完了し、廃棄物2800万立方

メートルのうち40％の搬入が完了する予定だとしています。県およ

びその他の自治体はこの計画を承認しましたが、土地所有者との
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市民グループは、除染ごみのために福島県内に複数の仮設焼却炉

を建設する計画にも反対の声を上げてきました。これらの焼却施

設は汚染された可燃物を焼却灰にし減容化することで必要な貯蔵

スペースを減らすことを目的としています。しかしその過程で放射

性核種は元の濃度よりはるかに濃縮され、より安全な長期貯蔵が

必要になります。これらの焼却施設は短期間（長くて4年）操業した

のち撤去されることとなっています。これら焼却施設の監視に努め

てきた「ふくしま地球市民発伝所（FUKUDEN）」という団体が2015

年12月に述べたところによると、福島県内ではこのような焼却炉が

11箇所で操業しており、1箇所が建設中、5箇所が検討中とのことで

す。福島市、相馬市、鮫川村の仮設焼却炉3箇所は、すでに建設、使

用され、操業を終えています。FUKUDENによると、FUKUDENがよ

く知る事例では、事前に意見を聞かれたのはほんの数世帯に過ぎ

ず、ほとんどの住民は焼却炉の存在やその目的すら知らなかった

とのことです。断定することはできませんが、私たちが相談した専

門家によると、これらの焼却炉はセシウムを効率的に捕らえ煙道か

ら漏れるのを防ぐよう設計されているとのことです。いずれにして

も、この種の施設の計画・建設時には、最大限の開示性と透明性を

確保した上で、第三者による周辺の大気、土壌、水のモニタリング

が積極的に促されるべきです。市町村によって違いはあるかもしれ

ませんが、全体的に見るとこの仮設焼却炉の件もやはり、困窮した

政府が膨大な除染廃棄物の問題への対処が遅れるのを避けるた

めに、手段を選ばず事を運んだ例と思われます。

福島県　仮設焼却炉マップ  http://gomif.web.fc2.com/F_

MAP_08.pdf

―除染の推定費用：

(Credit: FCCJ; graphic by Andrew Pothecary)

今回の事故のほとんどの局面について、その費用に関する最新の

情報を見つけることはなかなか難しいことです。東電およびいくつ

かの機関がそれぞれ予算を作成しその概要を提供してはいます

が、各機関同士で、または各機関から例えば福島県に対し、どの程

択肢があるのかについて予測するのは難しいことです。一方、楢葉

町との境に近い富岡町内に位置するエコテッククリーンセンター

というもう一つの埋立地における活動が活発化していますが、これ

が双葉町と大熊町にまたがる中間貯蔵施設の操業開始の遅延に

よるものであることは間違いないでしょう。同センターは、福島原

発事故が発生する10年前から操業していた民間の産業廃棄物埋

立地でしたが、セシウム10万 Bq/kg 以下の放射性除染廃棄物の処

分場として使用するために、2015年12月に国有化されました。現在

福島にある合計230万立方メートルの廃棄物のうち、65万立方メー

トルを処分する計画となってます。環境省の代表者の一人から私

たちが最近聞いたところによると、環境省は前述の大規模中間貯

蔵施設の計画を引き続き進めているとのことです。しかし時間を稼

ぐためにエコテッククリーンセンターが必要と考えられていること

も明らかです。同センターでの操業は、大規模展開の前に技術的

手順を明確化することにも役立ちます。同センターを放射性廃棄物

に使用することについて、当然ながら富岡町と楢葉町から当初反

対がありましたが、福島県は同事業を承認すれば両町に対し合計

100億円の交付金を拠出する考えを表明しました。市民グループは

この方針を圧力をかけるための方策だと批判しました。

 
エコテッククリーンセンター概略図　(Credit: FUKUDEN)

朝日新聞：原発事故の指定廃棄物処分、福島県が受け入れを正式

表明    2015年12月3日   http://www.asahi.com/articles/ASHD-

35V9CHD3UGTB00P.html　

A Case Story: The never ending problem of radioactive waste 

(1) ―Incineration facilities built in secret   Fukushima Bea-

con for Global Citizens Network (FUKUDEN), December 28, 

2015 Vol.6   http://fukushimaontheglobe.com/wp-content/up-

loads/6-Stories-Facts-from-Fukushima_1228_2_Optimized.pdf 

福島ストーリー第６話：終わらない放射性ゴミ問題（１）秘密裏に建

設される仮設焼却炉  2015年12月28日　ふくしま地球市民発伝所  

http://fukushimabeacon.net

Total decontamination cost

To fully decontaminate forest

¥2.53–
5.12tr

 Sept. 2014

¥1.15tr

¥16tr

Government  
estimate

Dec. 2011

 

AIST estimate 

AIST estimate 
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研究では、いくつかのシナリオに基づき評価がおこなわれました。

これらのシナリオには、廃棄物を減容化しない場合、森林全体を除

染する場合、様々な交通手段や貯蔵方法を選んだ場合が含まれま

す。研究では、森林全体の除染は一般住民の外部放射線被ばく量

を大幅に減らすことができますが、全体的な被ばく削減量はどのシ

ナリオでも同様となると指摘しています。基本シナリオ（現在実施さ

れている政策と基本的に同じ）の推定費用は、2.53兆円～5.12兆円

でした。また、森林全体を除染した場合の費用は16兆円以上にな

る可能性があるとのことでした。

Assessing cost and effectiveness of radiation decontamination 

in Fukushima Prefecture, Japan   Tetsuo Yasutaka, Wataru Nai-

to   Journal of Environmental Radioactivity Volume 151, Part 2, 

January 2016, Pages 512–520   http://www.sciencedirect.com/

science/article/pii/S0265931X15001575 

Cost and Effectiveness of Decontamination Strategies in Ra-

diation Contaminated Areas in Fukushima in Regard to Exter-

nal Radiation Dose   Yasutaka et al. PLoS One 2013; 8: e75308  

http://journals.plos.org/plosone/article?id=10.1371/journal.

pone.0075308

2.3.2.d —地域内の移動
―国道6号線が通行可能に

原発事故の発生直後から、福島第一原発近くの帰宅困難区域内に

ある富岡町、大熊町、双葉町を通る国道6号線の14 km区間につい

て、一般の通行が制限されていましたが、2014年9月14日深夜に通

行制限が解除されました。それまでは、いわき市など原発の南側の

海岸沿いにある市町村から南相馬市など原発の北側にある市町

村を目指す人は大きく西へ迂回せざるを得ず3時間以上余分に運

転する必要がありました。このため、6号線14 km区間の開通によっ

て福島県内海岸沿いの南北の移動は非常に楽になりました。ただ

し脇道については必要な許可を得た人以外は通行が制限された

ままです。また放射線リスクが高いため、バイク、自転車、歩行者は

6号線14 km区間を通行できません。セーフキャストのボランティア

は開通直後にこの地域のデータをアップロードしましたが、データ

は5 μSv/hrを超えていました。

福 島 民 報：６ 号 国 道 規 制 解 除 　 帰 還 困 難 区 域 　 全 線 通 行 可

能に   2014年9月15日  http://www.minpo.jp/pub/topics/

jishin2011/2014/09/post_10689.html　

―常磐自動車道が開通

常磐自動車道は埼玉県から東北に延びる海岸付近の道路です。

原発事故時には完成間近でしたが、福島県内の富岡町―浪江町

間の14.3 km区間が当時未完成で、放射線リスクおよび他の優先

度資金を提供し合っているかを確認するのは極めて難しい作業で

す。

2015年12月、環境省は同省の2016年度予算案の中で、過去最大

の5223億円（大部分は災害後の除染作業関係）の確保を目指して

いると報じられました。2015年夏時点の概算要求では4500億円

だったため、除染費用のために要求される追加予算は723億円と

なります。うち1346億円は除染廃棄物を貯蔵するための仮設施設

の維持に充てられ、2140億円は放射性物質など原発事故により発

生した指定廃棄物の処分に充てられるという予算案になっていま

す。2016年度だけでこれだけの費用がかかるわけです。

JIJI: Japan’s radiation decontamination budget to hit re-

cord ¥522.3 billion   Dec. 17, 2015   http://www.japantimes.

co.jp/news/2015/12/17/national/japans-radiation-decontam-

ination-budget-to-hit-record-%C2%A5522-3-billion/#.Vn9As-

s5Oogc 

2014年3月、NHKは政府と東電による概算をまとめ、予想される費

用総額の概要を発表しました。これには2.5兆円の除染費用も含ま

れます。

NHK：震災3年 原発事故の損害額11兆円超に  http://www3.nhk.

or.jp/news/genpatsu-fukushima/20140311/1516_songaigaku.

html

これらの数値は2014年10月に立命館大学の大島教授がまとめた

試算値（除染費用は2.48兆円）にかなり近いものとなっています。

大島教授による試算は元法務副大臣の河野太郎氏が以下の記事

で引用しています。

ハフィントンポスト：原発の本当のコストはいくらか  2014年10月17

日　河野太郎  http://www.huffingtonpost.jp/taro-kono/cost-of-

nuclear-plant_b_6000754.html　

これと比較し、内閣官房が2011年12月に発表した初期の概算は

1.15兆円でした。

コスト等検証委員会報告書  2011年12月19日  http://www.cas.go.

jp/jp/seisaku/npu/policy09/pdf/20111221/hokoku.pdf　

2015年2月、福島の環境省職員が私たちに話したところによると、
公式な費用概算は

-- 除染費用2.5兆円

-- 中間貯蔵施設費用1.1兆円

とのことでした。

除染が必要な地域と関連費用の推定のためにGISに基づく測定と

分析をおこなう、AISTの保高徹生氏が率いるチームによる最近の
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セクション2.3.3 - 「海」は準備中です。

事項の発生のため同区間の建設は実質ストップしてしまいまし

た。2015年3月1日に同区間が開通したことで、常磐自動車道は全

線開通となりました。ここでは除染の実施および旅行者の被ばく線

量削減を目的とした建設技術も採用されました。開通直後にセー

フキャストのボランティアが測定した記録によると放射線レベルは

7 µSv/hrを超えていました。

WSJ: Highway to Open Near Fukushima Nuclear Plant; No 

Exits Allowed    Feb. 19, 2015   http://blogs.wsj.com/japanre-

altime/2015/02/19/highway-to-open-near-fukushima-nuclear-

plant-no-exits-allowed/ 

―鉄道

原発事故以前、福島の海岸線の主要鉄道路線は東京の上野駅と東

北地方をつなぐJR東日本の常磐線でした。常磐線は、帰宅困難区

域内（富岡町と浪江町を含む）の竜田駅～原ノ町駅間と、原発から

かなり北上した地点にある相馬市近くの浜吉田 駅～駒ヶ嶺駅間を

除いて、運転を再開しています。これらの区間では現在代行バスが

運行しています。運行再開のための復旧工事は、富岡駅～浪江駅

区間を除く全ての区間で当初の計画より早い2017年後半に完了す

る見込みです。また2011年以来、一部を残して崩壊し草に覆われる

ままとなっていた富岡駅には、多くのジャーナリストや訪問者が訪

れていましたが、同駅は2015年3月に解体されました。新駅の用地

はまもなく確定する見込みです。富岡駅～浪江駅区間は現在のと

ころ2019年に再開される予定となっています。上記以外の福島県

内の鉄道は運行を再開しています。

福島民報：来年末に再開前倒し　富岡駅移設協議進展　今夏に

も工事着手  2016年2月24日  http://www.minpo.jp/pub/topics/

jishin2011/2016/02/post_13323.html　

JR東日本：東日本大震災による列車影響と運転見込みについて  

2015年1月31日  http://www.jrmito.com/eq/index.html　

JR東日本：避難指示解除準備区域の主な被災状況  2011年7月17

日   http://www.jreast.co.jp/pdf/damage03.pdf　

JR東日本：常磐線（駒ヶ嶺～浜吉田間）の復旧について  2012

年9月27日  http://jr-sendai.com/upload-images/2012/09/

press_20120927-joubansen.pdf
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福島原子力発電所の災害をきっかけにした、最大の懸念の一つ

は、食料供給への放射能汚染の影響です。内部汚染スクリーニン

グの項で説明しましたように、効果的に対処しなければ、食物連鎖

中の放射性汚染は、チェルノブイリのように、容易に人口の大部分

の慢性的内部汚染に至る可能性があります。目標は、当然のことな

がら、このリスクを最小限に抑え、可能であれば全ての人々からこ

のリスクを排除することです。農業分野、漁業、テストラボでの手順

や手法について、私たちの知識は福島の事故からの5年間で大幅

に増えました。そして食品流通や消費者に情報提供することで、食

品から人々への放射線被曝を減らすことに最大限役立てることが

できます。現時点では、公的機関と独立機関の双方で取られた食

品検査のデータや内部汚染スクリーニングデータは、測定は全体

的には非常に効果的に行われたことを示していて、チェルノブイリ

と比較してもはるかに改善されています。しかし、これらの被曝は、

まだ完全に排除されておらず、ある期間残る可能性が高いです。

また、全体の事故の最初の数ヶ月の間での人々の内部被曝につい

て、我々が正確な情報を持っていないことを認識することが重要で

す。

農産物は、政府による財政と技術の支援が重要ではありますが、

これまで見られた成功の最大の鍵は農家のみなさん自身にあり

ます。学び、試験し、全ての収穫を廃棄し、土壌入れ替えを試み、植

えなおし、試験するという繰り返しを数年続け、自身が進んで口に

して販売できる食物を育てられるまでになりました。このプロセス

は完璧ではありませんが、日本政府の食物中セシウム汚染の基準

は、100 Bq/kgと世界一厳しいにもかかわらず、福島の多くの農家

が、栃木や他の影響下の地域と同様に、その基準を更に十分下回

る食物のみ販売すると決めていることに深く注目すべきです。セシ

ウムや他の放射能汚染が検出されないものだけを受け入れる多

くの人々やグループの立場を、私達は理解しています。もちろん人

々は汚染の無い食物を手にする権利があります。それでも、ほとん

ど全ての関係者が、日本の食物中の汚染を可能な限り低いレベル

にまで減らそうという真剣な努力の末に、大きな改善を達成しまし

た。

上で触れたように、政府のスクリーニング計画の有効性が、幾つか

の独立機関により検証されてきました。コロラド州立大学と ライプ

リッツ・ハノーバー大学のGeorg Steinhauserの調査が、計画の有

効性を分析しています。日本政府自身はこのような、計画がどれほ

ど効果的か、どこに改善が必要かを、分析しているとは見受けられ

ません。日本政府の食物検査計画は、汚染食物が市場に出回る前

に捕捉することに注力しており、これは間違いなく汚染食物が摂取

されることを防ぐ最適な方法です。市場流通後の試験も行われて

いますが、市場流通前試験よりはるかに小規模です。Steinhauserは

「客が懸念する唯一のことは、いくつの棚が効率良く作られれてい

るか」と述べています。目標レベルである食物からの 1 mSv/yrの

内部被曝を受けている可能性があるのは、ごく少数だけだと結論

づけています。しかし、他の研究者と同様に、事故直後数ヶ月は検

査された食物中でずっと多くの割合が汚染されていて、過去には

2.4 食品
汚染された食物を市場から隔離することは、内部被曝を最小限に

抑える最も基本的な対策です。セシウムやその他の放射性核種は、

通常地中をより深く移動し、長期間（何十年もめずらしくありませ

ん）環境に残るため、このリスクは長期にわたります。問題は、ある

時点でコントロールされているように見えても、なお存在していま

す。日本政府は、2011年3月にすぐさま、食品検査計画を策定しまし

たが、その包括性と規模は前例のないものでした。しかし全て食物

が検査されたわけではなく、そのために何十の独立の市民運営の

食物検査ラボが日本中に登場すると、非常に喜ばれました。また独

立機関が、福島やその他の地域の住民が食べている実際の食事を

テストすることも歓迎されています。ストロンチウムのテストが比

較的不足している懸念が残されていますが、独立機関のテストは、

公的機関からの裏付ける傾向にあります。これらのテストは、政府

の計画で検査されなかった、市民自身が耕作、採集、購入した食品

を、テストする重要な手段を提供します。2015年のSafecast レポー

トと同様に、非常に低いパーセンテージの食品で100Bq/kqの規制

制限を越えています。昨年来いくつかの独立機関の科学的分析が

発表され、それらは、福島で生産された食料の1％未満がセシウム

濃度の上限を上回ったものの、そのような食料で市場に出たもの

は事実上皆無だったとする、政府の主張裏付けています。これはひ

とえに農家のみなさんの努力の結果です。最大の食品リスク - 野

生のキノコや野菜、そしてイノシシやその他の野生動物- はよく知

られており、今後数年間、問題であり続けます。

2015年度のレポートからの変化：食物検査の効果についての独立

機関の調査；公的及び独立機関の食物検査の2015年の結果に基

づくアップデート；第1原発の廃炉作業が米を再汚染したと信じら

れている2013年の件 

(Credit: FCCJ; graphic by Andrew Pothecary)
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(Credit: FCCJ; graphic by Andrew Pothecary)

2012年以降、福島県で生産された米は全て袋単位で、放射性セシ

ウムの検査を受けています。2012年以降で、上限 (100 Bq/kg) を

超えた割合は0.01%未満です。2016年2月22日までの2年間、各年

1000万袋以上の米の中で、100 Bq/kgを超えたものはありませんで

した。これは賞賛されるべき素晴らしい成果で、何よりも農家のみ

なさんの努力のたまものです。

— 2012年: 10,246,086 袋を検査し、

	 1袋が 100Bq/kg を超過 ( 0.0084 %) 

— 2013年: 11,006,534袋を検査し、

	 28袋が 100Bq/kgを超過 ( 0.0003%) 
— 2014年: 10,966,597袋を検査し、

	 0袋が 100Bq/kg を超過( 0%)

(2015年3月18日現在)

— 2015年: 10,431,307袋を検査し、

	 0袋が 100Bq/kg を超過( 0%)

(2015年2月22日現在)

しかし、2015年に、

643 袋(0.01%) が25–50 Bq/kg、

13 袋(0.0001%) が51–75 Bq/kg、そして1 袋 (0.00001%) が76–100 
Bq/kgでした。

出典：

Fukushima Prefecture food test information, rice: 
https://fukumegu.org/ok/kome/

2.4.1b -食料品全体像 

(Credit: SAFECAST; graphic by Andrew Pothecary)

政府の調査結果は、福島および日本全国で生産されてセシウムに

汚染されていた食品の量は、2011年以降毎年減少し、福島県で1%

、日本全体では0.1%であることを示しています。2012年で既にわず

か4%だったことを知ると、多くの人が驚きます。しかしこれらの全

体の数字は、全てを説明しているわけではありません。より詳細に

市場で汚染食物が見つかったことも独立グループから報告されて

います。検査計画が効果を出すには時間がかかりましたが、危険は

2011年以降着実に減少してきています。そして2013年以降ほとん

どの福島県産食品について、制限を超えるパーセンテージは1％以

下です。

出典：

Assessment of the effectiveness of the post-Fukushi-
ma food monitoring campaign in the first year after the 
nuclear accident: A hypothesis
Georg Steinhauser   Journal of Environmental Radioactivity 
Volume 151, Part 1, January 2016, Pages 136–143
http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/
S0265931X15301077

Food supply was protected after Fukushima, study 
finds,
Dennis Normile,  Science, Mar. 11, 2015
http://www.sciencemag.org/news/2015/03/food-supply-
was-protected-after-fukushima-study-finds

Fukushima Minpo: All Fukushima vegetables, fruits 
clear cesium safety limit in FY 2014 monitoring for 2nd 
year in row, 11 April 2015
http://www.fukushimaminponews.com/news.html?id=496

以下の農林水産省の2015年6月のレポートは、政府の検査基準と

結果を簡潔な概要を説明しています。

MAFF-  Agricultural Measures for Reducing Radionu-
clide Contamination of Agricultural Products in Japan 
-- July 2015
http://www.maff.go.jp/e/quake/pdf/150700.pdf

これから、まず福島の食物についての基本的な概要を説明します。

その後に更に詳細を説明します。

2.4.1 概要				  

2.4.1a –米: 
Percentage of 
Fukushima rice 
that tested above 
100Bq/kg limit

0.0084%

10,246,086  
bags measured,  
71 over  
100Bq/k g

10,431,307 bags measured,  
0 over 100Bq/kg

 2012

0%
 2015

2012
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(Credit: SAFECAST; graphic by Andrew Pothecary)

魚類、またはより特化して、貝や蛸や烏賊や海草やその他を含む水

産物について、多くの試験が行われました。2014年までに試験され

た対象物は着実に増え続けました。福島県の沿岸やトロールでの

漁は、試験対象を得るための実験的漁を除いて、今でも禁止され

ています。

100 Bq/kg超過をした福島産海産物の割合

 2011年4月から6月： 57.7% 
2011年：1972品目を検査し						   
	 785品目が100 Bq/Kgを超過（39.8%）

2012年：5580品目を検査し						   
	 921品目が100 Bq/Kgを超過（16.5%）

2013年：7641 品目を検査し						   
	 280品目が100 Bq/Kgを超過（3.7%）

2013年：7972 品目を検査し						   
	 75品目が100 Bq/Kgを超過（0.9%）

2015年：8577品目を検査し						   
	 4品目が100 Bq/Kgを超過（0.05%）

全国

2012年半ば以降：1%以下が100 Bq/Kgを超過			 
2014年10月以降：0

出典：

Fisheries Agency of the Ministry for Agriculture, Forest-
ry, and Fisheries testing results: 
http://www.jfa.maff.go.jp/e/inspection/index.html

Fukushima Minpo: Polluted fish, shellfish from waters 
off Fukushima sag sharply, 17 January 2016
http://www.fukushimaminponews.com/news.html?id=618

2.4.1d –主なリスク 

(Credit: FCCJ; graphic by Andrew Pothecary)

一部の野生植物や野生動物を採集や狩猟で食物とすることは、セ

シウムに汚染されるリスクが最も高いことが知られています。汚染

地域の人々は、キノコや筍、野生のベリー、そしてその他いくつかの

食用植物を避けるよう助言を受けています。猪は高濃度に汚染さ

れている可能性があり、鹿、熊、そして野鳥の多くも同様です。湖や

池に生息する淡水魚も高いセシウムレベルを示す可能性がありま

す。これまで、最高レベルの体内被曝を受けた個人は、止める助言

があったにも関わらずこれらの食物を食べ続けた年配者でした。

以下に説明します。

全国での結果

2011年度：137,037品目を検査し					   
	 1,204品目が500 Bq/Kgを超過 (0.88%)

2012年度： 278,275品目を検査し					   
	 2,372品目が100 Bq/Kgを超過 (0.85%)

2013年度：326,582品目を検査し					   
	 975品目が100 Bq/Kgを超過 (0.29%)

2014年度：280,296品目を検査し					   
	 480品目が100 Bq/Kgを超過 (0.17%)

2015年度：316,182品目を検査し					   
	 273品目が100 Bq/Kgを超過 (0.07%)
When Fukushima items are subtracted from the nationwide 
total for FY2015:
278,496 items tested: 211 over 100 Bq/Kg (0.07%) 

 
福島県での結果

2011年度：21,549品目を検査し					   
	 718品目が500 Bq/Kgを超過 (3.3%)

2012年度： 34,857品目を検査し					   
	 1377品目が100 Bq/Kgを超過 (3.9%)

2013年度：40,759品目を検査し					   
	 608品目が100 Bq/Kgを超過 (1.5%)

2014年度：35,461品目を検査し					   
	 242品目が100 Bq/Kgを超過 (0.9 %)

2015年度：37,686品目を検査し					   
	 68品目が100 Bq/Kgを超過 (0.19 %)

出典: 厚生労働省						    
Ministry of Health, Labor, and Welfare (MHLW) food 
test results, with breakdowns by prefecture and food type: 
 http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/index_food_
radioactive.html

2.4.1c –海産物: 
Percentage of seafood which tested above 

100Bq/kg limit in Fukushima Prefecture

37.3% –  57.7%

1,995 samples
5,609 samples

7,581 samples
8,732 samples

Variation represents sampling results from 

For other prefectures over the same 
time period, the range was from 4.7% 
(Mar.-June 2011) to 0.0% (July 2015)

9.6% –  25.1%
1.7% –  7.7%

0.4% –  1.6%

 2011

 2012

 2013

 2014

8,577samples

 

 
 0.05%

 2015
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更に最近の研究では、福島産食品を食べることへの反応が福島県

の中でも地域によって異なることを示しています。2014年11月に親

を対象にしたアンケートで、南相馬市の世帯の75%が福島産食品

を避けると言っているのに対して、郡山市に近い三春町ではわず

かに世帯の約20%でした。それでもどちらの住民の体内セシウム

の検出レベルは同様に低いです。数年分の内部被曝検査からは、

福島産の食品を避けることで南相馬市の世帯が、より「安全」であ

ったことを立証できませんでした。入手可能な非常に膨大な良質

のデータに基づくと、福島の食品を避けることは現時点では明確

な合理的根拠を持っているとは言い難いのですが、しかしそれは

別の需要を満たします。すなわち、自分自身だけでなく彼女の家族

を安心させるために、彼女の家族に代わって取れる具体的な行動

なのです。彼女は家族を危険から遠できることはすべて行っている

のです。これらの人々は、彼らがそうすることが間違っていると言わ

れるべきではないことに、私たちのほとんどは同意します。

Whole body counter surveys of Miharu-town school 
children for four consecutive years after the Fukushima 
NPP accident, Hayano et al, 2015 
http://arxiv.org/abs/1501.02637

2.4.2 — 食品の詳細		
2.4.2a –日本政府による食品検査の概要

食品検査は政府によって2011年3月17日に、食品の安全に責任を

持つ厚生労働省の管轄下で実施され、徐々に広げられてきました。

農林水産省もまた、特に水産物について別の検査を実施していま

す。宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、東京都を含む17都県

の農産物が定期的に検査されていますが、外部の関心は福島に注

目しています。2011年度は、政府に検査されたサンプルの15％だ

けが福島産でした。2012年度、2013年度、2014年度の間は12％が

福島産でした。監視システムは、汚染された食物が市場に到達する

前に、それを禁止するように設計されています。特に2011年という

早い段階では、何を何時どのように検査すべきかの方法と選別す

る基準は、不透明で、明解に提示することは困難でした。しかし5年

後の今でも、状況を注視し続ける人々にとってすら、根拠にあいま

いさが残されています。

厚生労働省の食品安全情報:				  
英語サイト：http://www.mhlw.go.jp/english/

検査結果や関連する情報のインデックス：			 
http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/index_food_
radioactive.html

厚生労働省食品検査ポータル（日本語）:			 
http://www.mhlw.go.jp/shinsai_jouhou/shokuhin.html

月次プレスリリース（日本語）：				  
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/

また、福島以外の県からの多くのキノコと猪が、検査でセシウムの

制限値を超えていることは、十分理解されていません。2015年の日

本政府のレポートによると、食用の野生植物、キノコ、野生動物の

採集と流通は、多くの県で制限されています。

— 食用可能な植物：7県（102自治体）

— 食用キノコ：10県（109自治体）

— 食用野生動物：9県（314自治体）

MAFF-  Agricultural Measures for Reducing Radionuclide 
Contamination of Agricultural Products in Japan -- July 
2015
http://www.maff.go.jp/e/quake/pdf/150700.pdfan Fukushi-
ma have tested over-limit for cesium.

2.4.1e –消費者心理

販売されている福島産の食物中の汚染レベルは低いと我々の多く

は考えていますが、多くの人々はそれに気づいていないようです。

日本の消費者庁は2013年から福島県産の食品を安心して買う人

がどの程度いるかを年に二回調査してきました。2015年2月に11

県で行われた調査では、回答者の17％が福島産食品の購入に慎

重でした。この割合は、2014年8月の20％よりわずかに少ないです

が、2015年3月の15％よりわずかに高くなっています。2016年3月で

は、現行の検査された食品流通を受け入れる人は31.4%で、これに

他の原因による全体のガンのリスクを理解して福島産の食物を食

べると回答した15.8%を足すと、合計47.2%です。ガンになるリスク

が少しでも増すのであれば、福島産の食物を食べないという人は

21.2%に増加しました。情報が不足しているという回答が31.1%に

増加しました。20%のみが日本の食品中の放射能の安全基準がア

メリカやヨーロッパよりも厳しいことを知っていました。それにもか

かわらず、これとほぼ同率の22.5%が、より厳しくするべきだと感じ

ていました。

Consumer Affairs Agency: Food and radiation Q&A, 
March 15, 2016 (in Japanese)
http://www.caa.go.jp/jisin/pdf/160315_food_qa.pdf 

Consumer Affairs Agency survey results, 2015 (in Japa-
nese) 
http://www.caa.go.jp/safety/pdf/150310kouhyou_1.pdf

WSJ: Nearly One in Five Japanese Reluctant to Buy 
Fukushima Food, March 11, 2015 
http://blogs.wsj.com/japanrealtime/2015/03/11/nearly-one-
in-five-japanese-reluctant-to-buy-fukushima-food/

2015年に福島県の1300人の消費者を調査したところ、福島県の消

費者の87.1%が必要な食品を地元産から購入しています。これは

2014年から9%の増加です。

福島民報 Fukushima Minpo: Record-high 87% of 
Fukushima consumers rely on local products for food 
needs, February 2 , 2016
http://www.fukushimaminponews.com/news.html?id=626
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食品検査結果の公式情報のあいまいさと不透明さに対する国民

の不満の多くは、食品検査プログラムは基本的に国民に汚染レベ

ルを知らせるためには作られておらず、制限値を超えた食品が市

場に流通することを防ぐために作られた、という事実から生じてい

ます。結果的にこのプログラムは主に生産者側に注力して、生産者

と流通業者と政府関係者に、異なる産地での検査制限値や、特定

の市町村や都道府県での流通禁止などの決定についての情報を

提供します。しかし（下記のリンクがある）福島県産食品用の検索可

能なデータベースのような役に立つ取り組みがあるにもかかわら

ず、一般に知らせることは明らかに二の次になっていました。私た

ちはたびたびそのような事態につきあたります；例えば全国の食

品試験結果を網羅した検索可能な政府のデータベースがありませ

ん；出荷禁止された食品は基本的にPDFの表で示され、1枚の地図

もありません；多くの人々は汚染制限値が実際に何を意味している

か未だに知りません；何百もの福島産食品が二年以上継続して汚

染の検出限界を下回っているのに対して、福島以外でテスト制限

値をしばしば超える食品があること（例えば野生の茸）も、多くの人

は知りません。 

コミュニケーション不足が未だに理解を妨げているのは、一般市

民だけではありません。いくつかの公式の海外機関は明らかに日

本の食品検査方針や結果を完全には理解していません。検査を主

管する日本の公共機関は注力していることがすぐに見つかるよう

に提示すべきですし、行っている検査をわかりやすく説明すべきで

す。情報は集約され利用可能になり、コミュニケーションは確かに

良くなりましたが、更に大幅に分かりやすくする必要があります。

正しく徹底した食品検査を何年も継続しなくてなりません。そして

実は福島県の外に検査を広げるべき重要な理由があります。しか

し国民の関心が薄れて、それを口実に政府が規模を後退させるか

もしれない現実的危機があります。100Bq/kgという食品中のセシ

ウムの制限値は世界一厳しいものですが、これでもまだ高すぎる

という意見もあります。このこと自体は長く議論する価値があり、議

論の余地がある一方で、より少ない方が良いことだけには誰もが

賛成なのです。

2.4.2a –食料品全体像

Graph showing changing rates of detection of above-limit items in 

農林水産省も検査結果を以下に掲載しています。（英語）：	
http://www.maff.go.jp/e/quake/press_110312-1.html

日本原子力研究開発機構は、2015年初頭に新しいウェブサイトを

立ち上げました。これは外国機関の異なるカテゴリの食物や飲料

水のデータも掲載しています。

日本原子力研究開発機構：放射性物質観測データのデータベース	

（英語）：	 http://emdb.jaea.go.jp/emdb/en/

米や肉や海産物といった食製品は、通常は街（市町村）毎に試験さ

れます。例えば、ある街で、あるホウレンソウが試験され、セシウム

134と137合計での100Bq/kgの政府規制値を越えていることが見

つかると、その市町村の全てのホウレンソウが出荷禁止になり販

売することができなくなります。そのサンプルが得られた畑以外か

らの食品も再検査されます。出荷禁止になった市町村は、一ヶ月の

期間の中で数回の（通常は3回ですが、作物や季節によって回数は

一定ではありません）検査にパスすると販売再開を許可されます。

更に、50Bq/kg、つまり制限値の半分を超える食製品が見つかった

場合, その市町村ではその食製品をより頻繁に検査するようにな

ります。いくつかの地域は数ヵ月後に出荷停止が解除されますが、

いくつかの地域では一部の食品、特に野生の茸や山菜や野生動物

は、2011年または2012年以降 、出荷停止のままです。実際の規制

は2011年以降数回変わっています。最近の詳細情報やどの県のど

の食品が検査されているかを示す表は、2014年3月20日の厚生労

働省の長いプレスリリースに見つけることができます。

厚生労働省: The Revision of the “Concepts of Inspec-
tion Planning and the Establishment and Cancellation 
of Items and Areas to which Restriction of Distribution 
and/or Consumption of Foods concerned Applies”, 
March 20, 2014
http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/dl/food-
140320.pdf

更に、どこのどの食品がどのくらいの期間で出荷停止になっている

かを示す表は2015年3月10日の文書に見つけることができます

厚生労働省: The instructions associated with food 
by Director-General of the Nuclear Emergen-
cy Response Headquarters (Restriction of distri-
bution in Fukushima Prefecture) March 20, 2015 
http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/dl/food_in-
struction_10March_2015.pdf

農林水産省-  Agricultural Measures for Reducing Radio-
nuclide Contamination of Agricultural Products in Japan 
-- July 2015
http://www.maff.go.jp/e/quake/pdf/150700.pdf

“Request for shipment restraint and other measures” 
as of February 3, 2014 
http://www.maff.go.jp/e/quake/press_since_130327.html
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では端にあり、長期に残る問題ですが、幸い放射性食物の消費パ

ターン全体の中では低い割合です。

似たような懸念としては、検査処置は2011年3月と公平に見て速や

かに制定されましたが、ただちに実施されたわけではなかったの

で、初期に多くの人が何かしら汚染された食物を食べたことは間

違いありません。福島では当時冬で地面は凍っていて多くの場合

雪で覆われていたので、野菜は畑になかったのは不幸中の幸いで

した。これは必ずしも、放射性降下物を受けたさらに南の県のケー

スではありません。

福島県は種類と日付で検索ができる英語版のホームページがあり

ます：							     

福島県食品検査情報：					   
http://www.new-fukushima.jp/monitoring/en/

これは福島での食品汚染のレベルがどう変わったを知るのに役に

立つインタラクティブマップです。

東京工芸大学作成：日本国内の放射能と食品の地図上の分布: 
http://foodradiation.org/map/index_e.html

Prof. Haruhiko Okumura of Mie University has been main-
taining a searchable archive of the MHLW database (in Jap-
anese):

三重大学の検索可能な食品中放射能のデータベース：		
http://oku.edu.mie-u.ac.jp/food/

厚生労働省/National Institute of Public Health searchable food 

radiation database 					   
http://www.radioactivity-db.info

Articles and papers from 2015 about changing levels of 
radioactivity detected in food in Fukushima:

福島産食品で検出された放射能レベルの変化についての2015年

の記事や論文:福島のデータは食品中の放射能の増加と減少を示し

ています。						    
http://www.nature.com/news/fukushima-data-show-rise-
and-fall-in-food-radioactivity-1.17016?WT.mc_id=TWT_Na-
tureNews

Analysis of Japanese Radionuclide Monitoring Data of 
Food Before and After the Fukushima Nuclear Acci-
dent; Merz, Shozugawa, Steinhauser, 2015 
http://pubs.acs.org/doi/full/10.1021/es5057648#notes-2

Fukushima from 2011 through mid 2012. (Credit: Merz, Shozugawa, 
Steinhauser -Nature Magazine, 2015,)

特にこの災害が始まってから一年の間は、汚染された食品が見つ

かったというレポートを日常的に耳にしました。多くの人々は、それ

らのレポートが全てのテストの大部分を反映しているとか、大量の

汚染された食品が流通しているとか推測しています。しかし厚生労

働省のダウンロードできるように公開され、その要約が英語でリリ

ースされたデータベースを精査すると、これが当てはまらないこと

を示しています。政府のデータは販売が認められる前の食品目の

検査結果を提供します。それらは農産物、家畜、海産物、牛乳、野生

動物、飲料水、その他を含みます。これらのデータを使い、どれくら

いの食品が制限を越えていたかを理解し、それを減らす手順の有

効性を判断することができます。2012年4月まで多くの食品でのセ

シウムの日本での上限は、多くの他国と同等の、500 Bq/kgでした。

より低い100 Bq/kgの基準が 2012年4月に施行されました。後に説

明するように、この値は、調査や、人々が実際に食べているものの

検査、内部汚染スクリーニング結果、独立機関による食品の検査結

果によって検証されています。

全体を見る時には、検査された食品の様々なカテゴリがどれほど

の割合を反映しているかを認識することが重要です。 何を見るか

によって分かることは変わります。多くの人は福島産の果物や野

菜などの農産物と魚に関心がありますが、これまでの検査の家畜

が占める部分が大きく、これは検出確率が1%未満ととても低いで

す。2011年度は、検査の初年度でしたが、サンプルのうち90,000

個以上が牛肉でした。この年いくつかの地域で汚染された藁を飼

料に使ったことが大きく影響しています。2012年度も、サンプル

の50%以上が牛肉関連で、125,000 個の牛肉サンプルが2012年

12月にかけて測定されました。大きな割合がまだ牛肉関連です

が、2013年と2014年の間に、検査全体での数の減少の約半分がこ

れらのサンプルの削減をと考えられます。

ずっと続いている懸念の一つは、現在福島産食物のわずか1%だ

けが制限値を越えていて、しかもそれらが市場に出回らないよう効

果的に処置されていたとしても、それでも高い汚染度の食物を食

べている人がいる可能性はあります。自身で消費するために育てる

か採集した食物は検査する義務はありませんが、検査が推奨され

ています。無理ないことですが、これまで見つかったセシウム汚染

で内部被曝が高い福島在住者は、このアドバイスを無視し、野生の

茸やベリー、イノシシや鹿などの野生動物といった汚染の可能性

が高いことが知られている、無検査の野生または自家製の食物を

食べ続けていました。これらの食物は、販売はできませんが、友人

親戚の中で出回ることはあります。森で高い汚染度の野生食物が

見つかっていて、未検査の食品からの被曝が今後何年もの間続く

だろう予測されます。「環境」の章で述べたように、効果的な除染は

何もされていない可能性が高いのですが、人というものは否定的

な結果が知られている場合でも、誘惑に勝てないようです。非常に

魅力的なことを示しています。現在このようなケースは、分布の中
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Flowchart of rice testing process(Credit: Nihei et al, 2015)

福島産の米はバーコード管理され、消費者はスマートフォンでそ

の米袋の、栽培地・収穫時期・セシウム測定値を含むデータを呼び

出すことができます。同様のバーコードは、他の農産物にも徐々に

導入されつつあります。

福島県：全量全袋検査（JA会津いいで）2013年10月：

h t tps : / /www.p re f . f ukush ima . lg . j p /s i t e / vo ice / j e-
treport201310-cir04.html

米耕作禁止区域マップ、2011年～2013年 (Credit: 二瓶直登 et al, 2015)

上の二瓶直登et al の論文に記述されているように、2011年に福島

の全市町村の田地で行われた予備的な調査と検査で、福島県全域

のうち0.8%で米の汚染レベルが100 Bq/kgを超えていました。これ

2.4.2c  –米 

前述のように、福島の田んぼの修復は非常に高い優先度、中央政

府、県や自治体、農協、個々の農家すべてが、汚染されていない米

を栽培する方法を学び、それを大規模に実践するために、膨大な

時間と労力を捧げてきました。その結果は期待を上回るものでし

た。米の「全袋検査」の結果についての詳細は以下で見つけること

ができます。

福島県食品検査情報、米:					      
https://fukumegu.org/ok/kome/

この優れた論文は米の検査プロセスを詳細に記述しています。

Inspections of radiocesium concentration levels in rice 
from Fukushima Prefecture after the Fukushima Dai-
ichi Nuclear Power Plant accident, Nihei et al, 2015 
http://www.nature.com/srep/2015/150303/srep08653/pdf/
srep08653.pdf

福島産米のスクリーニングテストの結果, 2015年 (Credit: 福島県)

2011年度の初期調査で検出された米の放射能レベル地図 
(Credit: 二瓶直登et al, 2015)

福島産米袋の検査データにアクセスできるバーコード (credit: 福島県)
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等の汚染度の急激な増加をほぼ除外し、外部要因を疑いました。

政府報告書（日本語）：

福島県/農林水産省： Factors leading to a high concentration 
of radioactive cesium in rice and their countermeasures, 
Jan. 2013: 						    
http://www.pref.fukushima.lg.jp/download/1/youinkaise-
ki-kome130124.pdf

福島県/農林水産省： Factors leading to a high concentration of 
radioactive cesium in rice and their countermeasures, Ver. 2, 

Jan. 2013
http://www.maff.go.jp/j/kanbo/joho/saigai/pdf/youin_
kome2.pdf

また2014年2月14日に、南相馬市で開催された情報セッションで

は、市は地形図、風向、およびタイミングから、2013年8月中に第一

発電所からの空中汚染が原因だったことを示唆しました。当時第

一発電所3号機では屋根から大きな梁を持ち上げる作業が行わ

れ、高濃度に汚染された埃が飛び散り、強い風に飛ばされました。

そのため、タイミングにより、作業は風速、風向、被災地、一度に行

われ、そして時に被災地における空気の放射能の増加を測定し、こ

の時の、行われていた作業、風速と風向、影響を受けた地域、それ

らの地域で測定された空気中放射能の増加を検討すると、3号機

からの埃は、これまでのところ最良の説明です。

Post-Accident Sporadic Releases of Airborne Radionu-
clides from the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant 
Site
Steinhauser et al  ENVIRONMENTAL SCIENCE & TECH-
NOLOGY · OCTOBER 2015
https://www.researchgate.net/publication/282760801_
Post-Accident_Sporadic_Releases_of_Airborne_Radionu-
clides_from_the_Fukushima_Daiichi_Nuclear_Power_Plant_
Site

Evaluation of the cause of unexplained radiocaesium 
contamination of brown rice in Fukushima in 2013 us-
ing autoradiography and gamma-ray spectrometry
Matsumani et al  Scientific Reports 6, Article number: 20386 
(2016)
http://www.nature.com/art ic les/srep20386?trend-
md-shared=0

Asahi Shimbun: City to investigate NRA’s conclusion 
that radioactive rice unrelated to Fukushima plant 
work, Dec 9, 2015
http://ajw.asahi.com/article/0311disaster/fukushima/
AJ201512090084 [link may be broken, archive unavailable]

を基に非耕作地域が設定されました。

—福島のほとんどの地域について、生産された米は全袋検査（セ

シウムレベル100Bq/kg未満）をパスすれば販売することができま

す。

— 主に過去および現在の避難地域内となるいくつかの地域では、

実験的な耕作のみ許されています：米はいくつかの選ばれた箇所

で耕作され、検査され、廃棄されます。第一発電所から20kmにある

南相馬の一部と、現在も規制されている西部地域 が含まれます。ま

た浪江、双葉、大熊、富岡と葛尾の全域が該当します。

— 他の地域、残る南相馬の部分と、飯舘、楢葉、そして川内と川俣

の一部は現在、「耕作再開準備」地域とされています。米を耕作で

き、農家は修復および土壌添加剤（カリウム、ゼオライトなど）を経

験し、米は「全袋」方式で検査されます。  100Bq/kg 未満の米は、地

元のイベントで売ることができますが、開かれた市場では販売でき

ません。「実験的耕作のみ」許された地域で収穫された米は、一切

販売が許されません。

この検査プロセスを通して、より多く田地が毎年フル生産に復帰し

ています。例えば2014年10月に、川内は「生産計画実施、ただし販

売禁止」となりました。2016年には、全袋検査方式で米の販売が許

可されました。楢葉は2015年9月に「耕作復帰準備」となりました

が、2016年では「生産計画実施、ただし販売禁止」です。もしこのよ

うなケースが信頼できるガイドになるなら、市町村での耕作再開

の後、約1年半語に、農家は米の販売が許されることになります。実

際の変化は、地域全体からみればとても小規模ですが、休耕水田

を整然と再開していることが分かります。

MAFF map of changes in rice planting areas for 2016 
(in Japanese): 
http://www.maff.go.jp/j/seisaku_tokatu/kokumotu/saku-
tuke_housin/pdf/27-28.pdf

—“Tobichitta jikken”
昨年Safecastが記述しましたLast year we described an unusual 

problem from 2013–2014 which highlights the continuing vul-

nerability of agricultural fields to wind-blown and other contam-

ination. For the 2013 Fukushima rice crop, 約1,100万袋のうち28

のみが100 Bq/kgを上回っていました。そのうち27 は南相馬の旧

大田村の水田で見つかり、検出値は110から180 Bq/kgでした。これ

らの地域からの米は、50Bq/kg を超える割合が（通常は0.1%未満

なのに対し）顕著に高くなっていました。Rice from this town also 

had a much higher proportion of rice above 50Bq/kg (it has gen-

erally been less than 0.1%). 農家と検査官は、同様に検査している

にもかかわらずここだけが他よりも高い値を示すということに、大

変混乱し、農林水産省は土や水など多方面の検査を行いました。

報告書は2014年に公表され、2014年3月に更新されました。セシウ

ムを取り込み増加してたであろういくつかの土壌の違いを観測し

ましたが、検査の結果を説明できるものではありませんでした。水
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魚介類検査についての、かなり有益なQ＆A(English):		

http://www.jfa.maff.go.jp/e/q_a/index.html

加えて、各地方自治体や各漁協の検査結果がオンラインで公表さ

れています。リストとリンクがこのWEBページの最後にあります。

地方自体などの魚介類検査結果
http://www.jfa.maff.go.jp/e/inspection/index.html

典型的な農林水産省独自のレポート、2015年4月～2016年2月:
http://www.jfa.maff.go.jp/e/inspection/pdf/e160229_2.pdf

同じレポートの.xlsフォーマット:				  
http://www.jfa.maff.go.jp/e/inspection/other/e160229_2.xls

It’s a very detailed report, with about 16,000 individual test en-

tries, giving results, testing parameters, dates, the location the 

fish were caught, etc.. データはpdfとExcelフォーマットでダウンロ

ード可能で、古いデータも入手可能です。それにも関わらず残念な

がら、これらのレポートは扱いにくく、特定の場所、または特定の魚

について傾向を導き出すのは困難です。2012年10月に、アメリカの

ウッズホール海洋学研究所のKen Buesselerが、同じ農林水産省の

データを用いた研究結果を発表し、汚染の中でどの種類の魚が減

少したか、そしてどの場所のどの種類はしなかったか、の分析結果

を示しました:

WHOI press release: Fishing for Answers off Fukushi-
ma, October 25, 2012
http://www.whoi.edu/page.
do?pid=7545&tid=3622&cid=153749

Science Magazine: Fishing for Answers off Fukushima 
(Buesseler, 2012) 
http://www.sciencemag.org/content/338/6106/480.sum-
mary

より最近の論文は、2011年以来、魚を含めた海洋における放射性

核種レベルの変化についての、別の優れた概要を説明します。

北西太平洋における福島の放射性核種、および魚介類の摂取か
ら推定される、日本と世界の被曝線量、Povinec、広瀬、2015年： 

http://www.nature.com/srep/2015/150312/srep09016/pdf/
srep09016.pdf

農林水産省は、市民がリスクを評価できるように、これらの種類の

分析とその分かりやすい説明を、準備し提供する必要があります。

2.4.2e –独立機関の試験の概況
食物検査システム全体を“狭い点での検査”と批判し、漏れが多く、

多量の汚染された食品が市場に出回ったに違いないと主張する

人々がいます。しかし多くの独立機関、CRMS (Citizens’ Radioactiv-

ity Measuring Station)や福島生協のように販売する食品を検査し

会員の世帯を定期的に政府機関と重複して調査を実施していると

ころや、「みんなのデータ」プロジェクトのように市民20人で運営す

るテストラボからの食品試験結果を検索可能なオンラインデータ

2.4.2d –魚、水産物

Graphs of official seafood testing results in Fukushima showing change 
over time through July. 2015 .(Credit: MAFF)     .

多くの試験が魚、またはより正確には、貝、蛸、烏賊、海草と、その他

数種を含む、水産物に注目しています。これらの食物には、厚生労

働省のテストを含みますが、農林水産省も、外局である水産庁（Ｊ

ＦＡ）で独自のテストを実施し個別のデータベースを管理していま

す。

福島県を除く地域での水産物検査結果、2015年2月までの経時変化
Credit: 農林水産省)

水産庁の2014年5月のレポートは、水産物検査の方針、検査方法と

結果を詳細に説明しています：

Report on the Monitoring of Radionuclides in Fishery 
Products (March 2011 - January 2015)[full report] （英文）

http://www.jfa.maff.go.jp/e/inspection/pdf/report_on_the_
monitoring_of_radionuclides_in_fishery_products.pdf
Report on the Monitoring of Radionuclides in Fishery 
Products Fisheries Agency of Japan (Summary), April 
2015 （英文）
http://www.jfa.maff.go.jp/e/inspection/pdf/summary_re-
port_1_1.pdf

ダウンロード可能な農林水産省での水産物の放射性物質調査の結
果（日本語のみ）:
http://www.jfa.maff.go.jp/j/housyanou/kekka.html

英文レポートへのリンク:
http://www.jfa.maff.go.jp/e/inspection/index.html

Results of tests for strontium, June 2011- Nov 2014 
(Relatively little testing for strontium has been done; this is 
the most recent report available in English)
http://www.jfa.maff.go.jp/e/inspection/pdf/141127_stron-
tium.pdf
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Coop Fukushima test results for July 2015 - Feb 2016, 
(in Japanese):
http://www.fukushima.coop/kagezen/2015.html

Graph: 
http://www.fukushima.coop/pdf/kagezen_2015_2.pdf

この期間、福島生協は100世帯からの食事を試験しました。どの世

帯からもCs-134 と Cs 137 は検出されませんでした。過去5年間で

700世帯の食事を試験して、福島の食品に1Bq/kgの制限値を超え

るセシウムが見つかる可能性は非常に低い、と生協は考えていま

す。

Japan Times: Five years on, tests find no radioactive 
cesium in Fukushima meals, March 9, 2016
http://www.japantimes.co.jp/news/2016/03/09/national/
five-years-tests-find-no-radioactive-cesium-fukushima-
meals/#.VuolERJ96gQ

2011年11月以降700世帯の食事が検査されました。各世帯はテス

トのために二日分6食をつくりました。この調査に参加したほぼ全

ての世帯が地元で生産された食品を食べて、水道水を飲みます。

結果の要約:

	 テストA: 2011年11月から2012年4月まで100世帯でテス
トが行われました。10世帯（10%）でセシウムが検出されました 。

	 テストB: 2012年の6月から9月まで100世帯でテストが行
われました。1世帯（1%）でセシウムが検出されました。

	  テストC: 2012年12月から2013年2月まで100世帯でテス
トが行われました。7世帯（7%）でセシウムが検出されました。

	 テストD: 2013年7月から10月まで100世帯でテストが行
われました。2世帯（2%）でセシウムが検出されました。

	 テストE: 2013年11月から2014年2月まで 100世帯でテス
トが行われました。4世帯（4%）でセシウムが検出されました。

	 テストF: 2014年7月から2015年2月まで100世帯でテスト
が行われました。セシウムは検出されませんでした（0%）

	 テストG: 2015年7月から2016年2月まで100世帯でテスト
が行われました。セシウムは検出されませんでした（0%）

どのテストでも90%以上の世帯が福島県産の食品を食べていまし

た。ただし、世帯の何割がスーパーマーケットで購入するかそれと

も自家製かによって、割合は変化します。

この生協の調査サンプルでセシウムが見つかったケースのほとん

どは、検出限界に近い微量でした。テストに参加した世帯の食事で

検出されたCs 134 と137を合わせた最大値は:

	 テストA: 11.7Bq/kg /日 (one family, which ate a lot of 
home-grown, unchecked food)

	 テストB: 3.2Bq/kg /日

	 テストC: 3.5Bq/kg/日 

	 テストD: 1.6 Bq/日

	 テスト E: 2.6 Bq/日

	 テスト F: 0 Bq/日

	 テストG: 0 Bq/日

ベースで提供しているところなど、市民運営の試験ラボから頻繁に

公表された試験結果は、 ほぼ全て政府の主張を裏付けています。（

下記のリンクと要約を参照ください）多くの独立機関のラボでは、

汚染が検出された食品の割合が高くなりますが、ラボ自身が気づ

いているように、人々は、特に心配している食べ物、例えば野生だっ

たり自家製の食品などの「非公式な市場」の食品、つまり販売は許

可されておらず実際に商店に流通する食品を代表するサンプルに

はならないものを、試験に持ち込むためです。

制限値を超える食品が見つかることがありますが、独立の監視グル

ープですら、スーパーマーケットの棚で見つけることは稀です。そ

のレポートは検出された汚染食品にのみ集中している傾向があり

ます。独立の検査ラボは、政府が 検査を正確に完了するように圧

力をかけ続ける、また、政府が実施しないテストを行う、という重要

な役割を担っています。

— — 福島生協:

2011年後期から2015年初めまでの、福島生協独自の「重複部分」

の調査を読むと、政府公式と独立機関の両者の食物試験を比較す

ることができます。この調査サンプルは数百世帯と数は少ないです

が、非常に注意深く行われています。この重複部分の調査は、政府の

「マーケットバスケット」調査と比べて放射性物質の摂取がわずか

に多いですが、これは生協の調査に参加した一部の世帯では日常

的に多くの未検査の自家製の食物を摂取していたためと考えられ

ます。

Test description (日本語):
http://www.fukushima.coop/info/important/detail.
php?d=ede136d917fd424cf82c581c332b55d04fc05caf-
http://www.fukushima.coop/kagezen/2011.html

(credit: Coop Fukushima; annotations by SAFECAST)

2014年7月から2015年2月までの結果 (日本語):

福島民報: Home-cooked meals in Fukushima found to include 

no detectable radioactive cesium, March 7, 2015

2011年11月以降600世帯の食事が検査されました。各世帯はテス

トのために二日分6食をつくりました。この調査に参加したほぼ全

ての世帯が地元で生産された食品を食べて、水道水を飲みます
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oku0924.pdf
Report, Feb. 20, 2013 (link dead) 
http://wwwcms.pref.fukushima.jp/download/1/nitijyousy-
oku2013-0220.pdf

2013年2月レポートの要約:					  
2012年の9月から11月に福島県が実施した二回目の二重試験で

は、77名の福島県民が参加しました。この調査は福島県内の7地区

の世帯、年齢0歳から70歳までの人々が参加しました。それぞれ全

ての食事を、スナックと飲料を含めて一日で消費する分を余分に

保管して、試験センターに送りました。

セシウムが、73%に当たる56 サンプルで検出されました 。内訳は

以下になります:

— 21 サンプルでは検出されませんでした。　ND (not detected) at 
a detection limit of 0.054–0.029 Bq/kg

— 53 サンプルで、1 Bq/kg未満で検出されました。

— 2 サンプルで、1–2 Bq/Kg の間で検出されました。

— 1 サンプルで、2 Bq/kgを超える値が検出されました。(この人物
の食物は171 Bq/kgでした。この世帯は日常的に茸などの採集した
野生食物や、自生する )

— みんなのデータ						   
みんなのデータ 検索可能なオンラインデータベース 食品の放射

能測定 市民約20名が数県でラボを運営しています。Webサイトは

2014年9月に立ち上がり、 新機能が徐々に追加されています。英語

版と日本語版があります:

みんなのデータ: 						    
http://en.minnanods.net/MDS/

試験された食品は県別、食品別、試験日、他数種のパラメータで検

索できます。データベースは現在、 日本全国から10,000 をわずか

に超える品目が掲載されています。福島県で試験した2337サンプ

ルのうち、57でセシウムが検出され、8 (0.34%)で 100 Bq/kgを超え

ていました。その他は全て検出されませんでした。これらのサンプ

ルが制限値を超えている割合は、実は公的な試験よりもはるかに

低いです。

宮城県では、1003サンプル中 45(4.4%)が100 Bq/kgを超えていま

した; ほとんどが茸で、いくらかが猪でした。これは、地元でこれら

の品目に また多くが実際に汚染されています。

– CRMS
CRMS (市民放射能測定ステーションCitizens Radioactivity Mea-

suring Station) は、二本松、須賀川市、田村市、郡山市、東京で食品

検査ラボを 運営しています。 (2013年暮れに、福島市のラボは分離

しました。)

CRMS Main page: 
http://www.crms-jpn.com/art/148.html

CRMS English page: 
http://en.crms-jpn.org/

補足: これらの結果と、原子爆弾を大気圏試験していた時代のセシ

ウム摂取レベルと比較すると意味深いです。例えば、政府のデータ

によると、1963年、 日本全国の全ての家庭で一人一日4.4Bq被曝し

ていたと推定されています。同程度の被曝レベルが数年続きまし

た。

— — マーケットバスケット試験

2012年マーケットバスケット方式による放射性セシウムおよび放射
性カリウムの預託実効線量推定, 堤智昭他:			 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/shokueishi/54/1/54_7/_
pdf

厚生労働省マーケットバスケット試験などのインデックス:		
http://www.mhlw.go.jp/shinsai_jouhou/shokuhin.html

2011年3月～8月 厚生労働省マーケットバスケット調査 (日本語):	
http://www.mhlw.go.jp/shinsai_jouhou/dl/hibakusenryou-
suikei_02.pdf

2011年9月～11月、厚生労働省マーケットバスケット調査(日本語):	
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r985200001yw1j-at-
t/2r9852000001ywe9.pdf

2012年2月～3月、厚生労働省マーケットバスケット調査(日本語): 
http://www.mhlw.go.jp/shinsai_jouhou/dl/20130417-4.pdf

2012年9月～10月厚生労働省マーケットバスケット調査(日本語): 
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000034z6e-at-
t/2r98520000034zam.pdf

2015年2月～3月　厚生労働省マーケットバスケット調査 (日本語):
http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhap-
pyou-11134000-Shokuhinanzenbu-Kijunshinsa-
ka/20151120.pdf

結果の要約:

— 食品を食べることから受ける放射性物質の年間摂取量 2012年

9月から10月（15地区）検査した食品から検出された、放射性セシ

ウムレベルは、1年で0.0009 ~ 0.0057 mSvでした。これは制限値

1mSv/年の 0.6% 未満です。

—カリウム40（K-40）の年間摂取量は 0.14~0.22mSv/年で、原発事

故による変化は見られませんでした。

— Highest dose was in Fukushima’s Nakadori region (0. 
0020 mSv/yr)
— Lowest doses were in Osaka, Kochi, and Nagasaki (0. 
0006 mSv/yr)
Comparison of year-to-year changes indicates that doses 
have been decreasing over time since 2011.

— 福島県の二重試験					   
福島県は二重試験も実施しました。, 結果はあるべきほど情報が整

理されていませんが、それでもｍ2013年のレポートでは2012年よ

り わずかに改善しました。2014年のレポートはありません。

Report, Sept. 24, 2012 (link dead) 
http://wwwcms.pref.fukushima.jp/download/1/nitijyousy-
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食品検査結果のページ  (日本語で記述されていますが、自動翻訳で
も十分読みやすいです):					   
http://www.crms-jpn.org/mrdatafoodcat/
http://www.crms-jpn.com/mrdatafoodcat/food_vegetables.
html

2013年の結果要約  (英語のプレスリリース; 以後直近の要約はあ
りません): 						    
http://en.crms-jpn.org/art/226.html

Analysis of results (日本語)：				  
http://www.crms-jpn.org/doc/別紙_放射能汚染測定データ分
析結果について.pdf

Brief take away of CRMS food test findings:

2013年までに試験した日本全国からの6886品目のうち、452  

(6.56%) が100Bq/kgを超えていました。福島県に限定すると、 

6126品目が試験され、427 (6.97%) が100Bq/kgを超えていました。

より低い汚染レベルでは、より多くの割合が報告されています。福

島からの食品の13.61% が 50Bq/kgでした。これらのサンプルは多

くの自家製の食品、そして、 野生の茸や猪など販売が許可されてな

いまたは2011年以降勧告が実施された品目が含まれています。こ

のデータセットは、もし検査が実施されない場合に食品供給の汚

染レベルがどうなるのかを、良く示しています。

— たらちね

http://www.iwakisokuteishitu.com/english/index.html

Report for Dec 2015:
http://www.iwakisokuteishitu.com/pdf/weekly_data-ar-
chive/english/e-weekly_data201512.pdf

Report for Jan 2016:
http://www.iwakisokuteishitu.com/pdf/e-monthly_data.pdf

Testing results report for 2014 (Japanese):
h t t p : / /www. iwak i soku te i sh i t u . com/pd f / repo r t _
data/20141221.pdf

– Greenpeace:

Greenpeace Japan Monitoring: 
http://www.greenpeace.org/japan/monitoring/
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な不確実性を伴います。ほとんどの健康リスクでは、特定の状況で

何人が疾病に罹患するかを確定的に言うことはほとんどいつでも

不可能であり、これは放射線によるリスクにも当てはまります。さら

に、放射線と健康に関する議論の激しさにより、家族が被曝してい

る人たちは、強い疑いを持つことを余儀なくされるようです。

 

健康上の危機の可能性では、リスク評価はほとんどいつでも

不完全な情報に基づいています。しかし、良いデータが利用できる

場合でも、人口の中のどれだけの割合が疾病に罹患するかについ

て一定の範囲の確率を超えるものは通常得られません。実際に、我

が国の現在の状況では、不確実性は、基底となる情報がどれぐらい

良好なものかということに密接に結びつており、2倍より小さいこと

はほとんどなく、つまり+/- 2xなのですが、多くの場合、この強度は

もっと大きいはずであり、+/-10xなどとなります。これは実際には

正常なのですが、人間はこうした不確実性を扱うには、それほど心

理的な準備ができていないものです。

不確実性が少ない
	 測定 (生体内)
	 WBC、血液検査い、個人線量測定など

	 推定 (再構築、シミュレーション)
	 環境被曝線量率、モデル、食品摂取調査など

	 疫学 (過去の経験、統計)
	 経時的統計などに基づく
不確実性が多い
良質な生体内測定を行うことは非常に重要です。
		  (提供: SAFECAST)

放射線由来の疾病では、リスクは受けた放射線量に比例すると考

えられます。被曝線量を推計するシステムは、非常に複雑でありた

め、より単純なもので置き換えるべきだという健全な議論が行われ

てきました。一般公衆とのコミュニケーションではなおさらです。し

かし、心に留めるべき基本的原則は、体内または体表の実際の測

定に基づく被ばく線量推定値 (生体測定) は、周辺環境での放射線

測定の基づく推定値 (環境被曝線量) や、見積もりによる、実際の測

2.5 健康
放射線被曝による健康被害に関する心配、とりわけ子どもたちの

脆弱性は、福島災害に関して最も議論の多い問題となっています。

健康に関する心配は、人々が避難する理由であり、多くの家族が公

共機関による保証を疑って自ら避難しました。この問題は、ガンや

白血病などの放射に関係する疾病が、被曝から何年も現れず、大

規模な長期的な監視によってしか検出されないであろうという事

実により複雑化しています。政府はすばやくこうしたプログラムを

確立し、今までのところその結果で慎重な楽観論の原因が得られ

ています。しかしながら、透明性の不足やコミュニケーションの悪

さにより、多くの市民が疑いを抱いたままにされています。大規模

スクリーニングにより福島の年少者に甲状腺癌症例が多く見つか

ったことから懸念が生まれ、放射線被曝の結果であると主張する

者たちとそれに異議を唱える専門家の間で激しい議論が起こって

います。

昨年の報告書からの主な変更点は次のとおりです：2015年に発表

されたIAEA福島レポートの該当する部分に関する議論、福島甲状

腺スクリーニングの結果とそれに関係する議論のアップデート、内

部被曝および外部被曝モニタリングのアップデート、飯舘村で利用

可能な線量測定に関する討論、作業者の被ばく線量に関する討論

のアップデート、精神衛生に関する問題のアップデート。

はじめに
すでに昨年ご説明しているように、原発災害の結果として、健康に

関する憂慮は非常に強いものです。こうした憂慮の対象には、甲状

腺癌、白血病などの癌、出生時異常、その他の疾病、そして将来世

代に影響するおそれのあるDNA突然変異があります。これらの憂

慮の中には十分に根拠のあるものもあり、またそうでないものもあ

りますが、どちらにしても、避難をするかどうか、子どもたちを屋外

で遊ばせるかどうか、近隣で生産された食材を食べるかどうか、近

隣で採取された飲料水を飲むかどうか、妊娠するリスクを負うかど

うかについて自ら判断を下さざるをえないという点で、こうした憂

慮が家族や個人に重くのしかかっています。不確かなことが多く、

このストレスの掛かる状況は、信頼を破壊する政府やその他の機

関の方針により悪化する可能性があります。

福島原発災害の後、この件に関して、被害者は多くの根拠のある苦

しみを抱えてきました。彼らの健康と安全を保証するために、政府

はできることをすべてやっているのかどうか、正義は行われている

のかどうか、そして補償と説明責任に関しては、こうした大規模な

生活破壊に関して自分たちは実際にどのような保証を受けられる

のかに関して、被災者たちは疑問を感じないわけにはいかなかっ

たと思われます。

健康上のリスクが関係する部分では、そうしたリスクは通常大き
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20mSv の放射線被曝による年齢別のがんリスク増加

年齢および性別の基づく差異を示す癌発症の生涯リスク (20mSvを被曝し
た十万人あたりの症例数)。BEIR VIIレポートの表 12-D2 に基づく 

(提供: Ian Goddard)

同じ放射線被曝量では、癌のリスクは、一般に女性の方が男性より

も高く、小児のほうが成人よりも一般に高いことが十分に示されて

きました。上のグラフは、米国科学アカデミーにより発表された、

影響力のあるBEIR VIIレポートの 2006年版に基づくもので、放射

線被曝による全体癌リスクに関する現在の合意事項が示されてい

ます。1歳男児のリスクは一般の30歳男性の約5倍であり、1歳女児

のリスクはほとんど10倍高くなっています。しかしながら、これはす

べてのタイプの癌に当てはまる訳ではないようです。UNSCEARは

2013年に子どもの放射線被曝の影響に関する詳細な報告書を発

表し、23種類の癌を調べて小児は大人よりも敏感なことを発見しま

した。そして白血病、甲状腺、脳、および乳癌を含む約25%の癌で

は、BEIR VIIで示されているように大幅な違いがありました。直腸癌

などの15%の癌の種類では子どもたちの罹患率は大人と同じでし

た。肺癌などの10%の癌では大人より罹患率が少なくなっていまし

た。報告書では、調査された癌の種類の中の20%では、データが弱

すぎて何ら結論は得られなかったことが記されています。全般的

に、BEIR VIIが一部のリスクを過小評価していると感じて反対する

者も存在しますが、最新の知見は、それが示すリスク評価と首尾一

貫しています。

Health Risks from Exposure to Low Levels of Ionizing Radiation: 

BEIR VII Phase 2 (2006)  http://www.nap.edu/catalog/11340/

health-risks-from-ex-posure-to-low-levels-of-ionizing-radiation

UNIS: Risk following exposure to radiation differs for adults 

and children, says UNSCEAR report 25 October 2013 http://

www.unscear.org/docs/temp/ous216eweb.pdf

レポート全体: UNSCEAR 2-13 Report, Volume II, Scientific An-

nex B :Effects of radiation exposure of children, 2013 http://

www.unscear.org/docs/reports/2013/UNSCEAR-2013Report_

AnnexB_Children_13-87320_Ebook_web.pdf

定値ではない、どれだけの放射線を人が浴びてきたか、または放

射性物質を含む食品をどれだけ食べたかを示唆する記録に基づく

推定値 (被曝線量再構成)、または疾病事象と特定の場所での生活

の相関性を調べる経時的統計 (環境研究) よりも本来的に不確実

性がより少ないということです。生体測定に基づく見積もりは、おお

むね再構築やシミュレーションよりも好ましく、より信頼性が高いも

のです。しかしながら、そうしても、不確実性は完全には排除できま

せん。

Ian Fairlie博士は、氏のチェルノブイリの健康影響に関するTORCH

研究の最新の更新版の第4章でリスク評価の不確実性、一般の疫

学的調査に関わる問題、放射線リスクの線形しきい値なし (LNT) モ

デル、およびの他の関係する点について非常に有益で読むべき議

論を展開しています。第1章で、博士は放射線リスクの見方に存在

する分極化について論じています。博士のレポートは特にチェルノ

ブイリの健康問題を扱っていますが、これらの部分は、福島に関す

る議論にも非常に適用可能であり、とりわけ読むべき価値がありま

す。

TORCH-2016: An independent scientific evaluation of the 

health-related effects of the Chernobyl nuclear disaster Dr. Ian 

Fairlie, GLOBAL 2000 / Friends of the Earth Austria, (Vienna Om-

buds Office for Environmental Protection 2016 https://www.

global2000.at/sites/global/files/TORCH%20%20The%20

other%20Report%20of%20Chernobyl.pdf

「線量」と「リスク」
	 癌による死亡増加のリスク
	 現在の推定: 5%/Sv?
	 一部のエビデンスによる示唆: 10%/Sv?
個人のリスク
1	 00mSv = 0.1~1%
	 10mSv = 0.05 ~ 0.1%
1	 mSv = 0,005 ~ 0.01%
公衆衛生リスク
	 100mSv = 5~10人/1000人
	 10mSv = 5~10人/10,000人
	 1mSv = 5~10人/100,000人

(提供: SAFECAST)



85

ングと呼ばれ、2014年に開始して2016年まで続く予定であり、調査

対象の年にいくつ新しい症例が発生するかが明らかになります。

つまり、この疾病の通常の発症数が明らかになるはずです。★先程

のアナロジーを使うなら、合計で何人の生徒が喘息にかかってい

るかを調べた後で、最初のサーベイを実施した後、その学校で新し

い症例が何人に現れたかを確認するという訳です。

	 -- 3 巡目は 2016 年に開始する予定で、発症率が増加して

いるかどうかが明らかになるはずです。チェルノブイリでは、発症

率は、数年後に急速に増加し、20年以上に渡って増加し続けたこと

が分かっています。これは、放射線由来の甲状腺癌が現れているこ

との最強の証拠になります。アナロジーで言うなら、学校内の喘息

発生率がその後の年度で明らかに上昇した場合は、原因を調べた

り広範囲の医療的介入を計画したりするべきです。

甲状腺癌と診断された福島の子どもの数 (18 歳未満), 2016 年 2 月現在	
予備的スクリーニング	
	 対象者: 367,687
	 スクリーニング済み:	 300,476	
	 結果判明: 300,476
	 罹患疑い: 116
	 確認済み癌症例	 : 101
フルスケールスクリーニング
	 対象者: 381,261
	 スクリーニング済み: 236,595
	 結果判明: 220,088
	 罹患疑い:	51
	 確認済み癌症例: 16

(提供: FCCJ、図表は Andrew Pothecary 氏)

癌などの多くの疾病には、誘導 (潜伏) 期間があります。「誘導」は、

疾病の原因への暴露から実際の発現までの間に経過する既知の

期間を意味します。潜伏と誘導に関する用語は、専門家の間で完

全には一致しておらず、完全な説明はこのレポートの範囲を超え

ます。しかし、「誘導」と「潜伏」という用語は、よく相互交換して使用

されます。ただし後者は癌の誘導時期とそれが検出可能になる時

Data suggests a normal 
prevalence rate in children 

 

of about 36 cases per 
100,000 people.

 

 

 

 as of Feb. 2016
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16 
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suspected

confirmed
cancer cases

101

要約: Effects of radiation exposure of children, Fred A Mettler, 

20 Nov 2013 http://dels.nas.edu/resources/static-assets/nrsb/

miscella- neous/Mettler.pdf

2011年後期から、政府系研究者と独立系グループの両方が収集し

たため、福島原発由来の放射線に晒された人々の生体データの量

が増加しました。しかし、事故の最初の数週間に人々が何に被曝し

たかに関して我々の知識に決定的なギャップが存在します。それは

甲状腺のI-131被曝の場合なおさらです。これは、生体甲状腺被曝

線量測定などのスクリーニングが十分に実施されておらず、利用で

きるものは、とても最適とは言えない状態下で実施されたからで

す。しかし、他の利用可能なデータと合わせたとき、受け入れ可能

な甲状腺リスク評価を行うために十分役に立つと思われます。食

品や環境からの慢性的な被曝については、2011年後期からより信

頼できる生体データが一般に利用可能でしたが、通常は注意書き

を付けて使用する必要があります。

.2.5.1  甲状腺疾患の調査結果

多くの人たちは、福島県内の100人を超える青少年が甲状腺癌に

罹患していると診断されたことを知っています。チェルノブイリ災

害の後で多くの子どもたちが甲状腺癌に罹患したことも知られて

いるため、福島の癌も放射線によるものだと結論付けることは容易

でした。福島の子どもたちの中で防護策としてヨウ化カリウムを配

布されていた者が非常に少なかったという事実は、この考えを裏

付けているように思えます。しかしながら、状況はより複雑であり、

またより不確実です。主要な専門家はほとんど口を揃えて、現在ま

でに福島で見つかった甲状腺癌はおそらく放射線被曝によって起

こったものでないと結論付けています。しかしながら、何人か、ある

いはより多くの患者が将来現れる可能性は否定できません。

現状がこうなっている理由を理解するには、福島のような大規模ス

クリーニングプログラムがどのように機能するように設計されるか

を理解することが重要です。

	 -- 目標は、甲状腺癌の発症率が増加しているかどうかを

判断することです。これには、同じ成員に対して少なくとも 3 回スク

リーニングを実施する必要があります。

	 -- 最初の回は「当初」または「ベースライン」スクリーニン

グと呼ばれ、2011年後期から開始し2015年早期に完了しました。

これにより、この疾病罹患率の通常のベースラインが明らかになる

はずです。

すなわち、任意の時点でこれに罹患している人々の割合が分かる

はずです。ある年に学校で何人の生徒が喘息に罹患しているかを

調べる調査をアナロジーとすることができるでしょう。

	 -- 第2巡目は、「フルスケール」または「発生率」スクリーニ
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発災時18歳以下であったためにスクリーニング対象者である

367,687人の福島県民の中から、300,476人がスクリーニングを受

けて、全員の結果が判定されました。

癌症例の疑いが116例存在し、その中で100例が手術によって確認

されています。この回は完了したと考えられています。

	 -- フルスケールスクリーニング (一次検査、「2 巡目」 - 通

常の事象)

この回では381,261人が対象であり、現在までに236,595人がスク

リーニングされています。220,088人について結果が報告されてい

ます。

 この回では51例の癌の疑い例が発見されており、その中の16例が

手術によって確認されています。コホートの中の約40%の所見がま

だ報告されていないため、この数は増加しそうです。 

現在のところ両方のスクリーニングの合計で 167例の癌の疑い例

があり、116例が手術で確認されています。

公式レポートの英語翻訳版:

The 22nd Prefectural Oversight Committee Meeting for 

Fukushima Health Management Survey  http://fmu-global.jp/

survey/proceedings-of-the-22nd-pre-fectural-oversight-com-

mittee-meeting-for-fukushima-health-management-survey/こ

れは何を意味するのでしょうか？

福島でのスクリーニング1巡目の結果で、予想に反して甲状腺癌の

罹患率が高いことが明らかになりました。これらの癌が放射線由

来であるなら、スクリーニングの2巡目では、新しい症例が同様に

高い事例数で現れるはずであり、その後発生率は毎年増加するは

ずです。また、発生率と福島県のさまざまな地域で子どもたちが受

けた放射線被曝量の間の明確な相関が見られるでしょう。一方で、

現在のところ発見された癌が通常通りであり放射線由来でないな

ら、2巡目では新たな症例の数は比較的少なくなり、被曝との相関

がなく、その後の年でも発生率は同様になるでしょう。スクリーニン

グ2巡目の当初結果は、今のところこちらと合致していますが、まだ

結論付けるには早すぎます。

私たちは2012年から外部の専門家の意見を聞いてきました。その

中には、Keith Baverstock氏たちとともに、チェルノブイリ災害後

の甲状腺癌の大量発生が放射線によるものであると認識させるた

めに決定的な作業を行った、有力な甲状腺病理学者である、ケン

ブリッジ大学のSir Dillwyn Williams氏も含まれています。この時か

ら、Williams氏がチェルノブイリの甲状腺癌問題に継続的に取り

組んできた作業の報告は、この問題に真剣な関心を抱く誰もが読

むべき必読書と見なされてきました。氏の重要なテクストの一部

期の間に通常経過する時間を意味するためにも使用されます。多

くの癌で、年単位、または数十年単位もの誘導期間がありますが、

チェルノブイリ事故から、小児の甲状腺癌の誘導期間は、以前は非

常に過大評価されていたことが分かりました。専門家の合意として

は、放射性ヨウ素 (I-131) に被曝してから被曝した子どもたちに甲

状腺癌が現れるまで

少なくとも 3 ～ 5 年経過するということになっています。多くの医

学的な合意と同様に、甲状腺癌の誘導/潜伏期間に関する合意は、

新たな証拠で覆される可能性があります。しかし、専門家による幅

広い合意は、福島での1巡目の甲状腺スクリーニングは、十分早期

に実施されたために、そこで癌が見つかったとしても、おそらく放

射線由来ではないというものです。私たちは、この意見に反対する

人々が存在することを指摘しなければなりませんが、非常に少数で

あり、私たちが知るかぎり、著名な甲状腺の専門家はその中にいま

せん。私たちはこれについて以下で言及します。

しかしながら、所見は驚くべきものであり、スクリーニングプログラ

ムを立ち上げた政府および医療関係者を、これほどすばやくプロ

グラムを立ち上げて実施したことで賞賛すべきですが、プロセス全

体の仕組みについて公衆に適切に通知しなかったり、公衆の期待

を管理できませんでした。何らかの目的で大規模スクリーニングが

実施されることはあまりないために、必ず未知の領域に入ることに

なります。プログラムの立案者は、着手時にこう言っておくべきでし

た。「1巡目で多数の癌が発見されても驚かないでください」と。 

このため、私たちが対話した医療専門家は、福島の住民のために

カウンセリングセッションを行っていたのですが、こう述べていま

した。甲状腺スクリーニングの1巡目は、疾病発症率の通常のベー

スラインを確立することを意図していたことを何人が理解していた

か尋ねたとき、誰ひとりとして手を挙げなかったと。私たちは、これ

はコミュニケーションの大規模で必然的な失敗だと考えています。

さらに、結果は全体としてタイムリーに報告されましたが、それは

決して一般公衆や専門家や研究者が必要なレベルで完全でも情

報豊富でもありませんでした。このすべてにより懐疑論者の目から

プロセス全体がずっと疑われており、プログラム編成者たちは隠蔽

したと非難されています。私たちが協議した専門家たちは、委員会

の基本的な結論と同じく、結果は穏当なものだと信じています。彼

ら全員が、福島の人々の間で甲状腺癌が増加しているかどうかを

我々が最終的に判断できるまでに何年もかかると強調しています。

2.5.1a  結果と解釈
福島県健康サーベイの甲状腺スクリーニングプログラム:

スクリーニング結果の直近の公式報告書は、2016年2月15日に作

成されています。

	 -- 予備的スクリーニング(「一巡目」- ベースライン罹患率

用）
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すぐに停止されました。

-	 チェルノブイリと異なり、日本の子どもたちは食事で十分

にヨウ素を摂取しています。

-	 当初のスクリーニング調査では、甲状腺腫瘍の通常のベ

ースライン発症率が示されます。

-	 どれだけの新しい症例 (事例) が見つかるかを確実に知

るにはまだ早すぎ、少なくとも4年は待つ必要があります。

(上記の発言は、2012年早期の私的な通信から再録したもので、Dr. 

Williams氏から公開について承諾を頂いて、SAFECASTメーリング

リストで公開しました)

Williams氏が説明している種類の「スクリーニング効果」は、保健関

係の文書で、とりわけ甲状腺癌について詳しく説明されています。

An Epidemic of Thyroid Cancer? Dr. Gilbert Welch, NYT, Nov 5, 

2015

http://www.nytimes.com/2014/11/06/opinion/an-epidem- ic-

of-thyroid-cancer.html

Overdiagnosis and screening for thyroid cancer in Korea; Lee, 

Shin: The Lancet, Nov. 2014 http://www.thelancet.com/pdfs/

journals/lancet/PI- IS0140-6736(14)62242-X.pdf

私たちは、Dr. Williams氏の専門家としての意見をネット上に公

開し、また保健衛生の専門家や早期の所見をどのように解釈す

べきか懸念を表明していた他の方々にも直接お送りしました。利

用できるデータが増えるにつれて、同様の意見を、Baver- stock氏 

Demidchik氏、Tronko氏、Ivanov氏、Jacob氏などの有力な専門家

が表明しました。

-	 放射線により癌が発生するにはまだ早すぎます。

-	 放射線が原因であるなら、5歳未満の子どもたちが最初

に癌を発症するはずですが、現在のところその年齢グループには1

人もいません。

-	 被曝線量レベルとの明確な相関は存在しません。

甲状腺癌と診断された福島県民の被曝の年齢を示すグラフ (2016年2月15
日現在の結果、各年齢グループで男子と女子を積み重ねています)。

(提供: 福島県、注釈は SAFECAST)

を、Baverstock氏と共著のものを含めて、以下に一覧しています:

Scientific Correspondence to the Journal Nature from Sept. 

1992, announcing that radiogenic thyroid cancer had been 

found in children in the Chernobyl area; Baverstock, Williams, 

Demidchik, et al http://www.ratical.org/radiation/inetSeries/

ChernyThyrd.html

The Chernobyl Accident 20 Years On: An Assessment of the 

Health Consequences and the International Response; Baver-

stock and Williams, 2006 http://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/

articles/PMC1570049/

Twenty years’ experience with post-Chernobyl thyroid cancer; 

Williams, 2008 http://old.ecceterra.org/doc/bp.research.post.

cher- nobyl_20set08.pdf

Radiation carcinogenesis: lessons from Chernobyl; Williams, 

2009 http://www.nature.com/onc/journal/v27/n2s/pdf/on- 

c2009349a.pdf

2012年早期に、最初のスクリーニング結果が報告された後、Dr. 

Williams氏は以下のように私たちに指摘しました:

 

-	 対象者で観察された何らかの癌の事象は、それを調べる

ために用いられた手法によって異なります。

-	 何らかのシステマティックな調査では、患者または親族

が問題に気づいてから検査を受ける通常のシステムよりも、多くの

症例が発見されます。

スクリーニングシステムの感度が高ければ高いほど、より多くの症

例が見つかります。

これは、最初期の癌が少数の細胞から検出可能な塊まで成長する

までかなりの時間がかかる、甲状腺のような成長の遅い癌の場合

は特に当てはまります。

-	 現在の見かけの甲状腺腫瘍増加が放射線被曝による可

能性は非常に低いものです。

-	 ほとんどの腫瘍は、あまり健康上の脅威にはならないこと

が多いものです。

-	 高解像度の超音波スクリーニングは、新しい技術であり、

無害な異常を数多く発見します。

-	 放射線由来の腫瘍が現れるまでにまだ十分な時間が経

過していません。

-	 被曝線量は不確かですが、検出可能な増加を引き起こす

には、ほとんどすべての地域で低すぎるように思えます。

-	 チェルノブイリと異なり、ミルクなどの汚染食品の流通は

甲状腺癌と診断された福島県の住民の被曝時年齢を示すグラフ

（2014年12月25日の結果）（出典：福島県：

セーフキャストによる解釈）
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(提供: SAFECAST)

(提供: SAFECAST)

たとえ被曝線量が不確かであっても、利用可能な生体測定と最も

完全な状況再構築作業の両方ですべて、福島県の甲状腺被曝線量 

(平均/中間値は約20～50 mSv、あるうる最大値は150 mSv) は、チ

ェルノブイリの場合 (平均400-450 mS、最大値は1000 mSvをゆう

に超過) よりも何倍も低かったことが示されています。

反対者たち

開始時から、Dr. Williams氏の分析に代表される専門家のコンセ

ンサスに同意しない人々が存在してきました。最も注目すべき事

例では、2015年に岡山大学のフィールド疫学者の津田敏秀博士

は、Epidemiology誌にビアレビューを受けた論文を執筆し、その

中で現在までに福島県で発見された甲状腺癌は、実際に放射線由

来であり、チェルノブイリの事例とよく似た大発生の端緒であると

主張しました。津田氏の分析は、いくつもの議論を呼ぶ主張に基づ

いています:

-	 甲状腺癌の潜伏期間は1年という短さである。

-	 放射線被曝後に、甲状腺癌は、幼児の場合よりも青年の

場合により早期に現れる。

-	 福島県で検出されたガンの発症率と特定の地域で受け

た放射線被曝線量の間には明確な相関がある。

 -	 スクリーニング効果は小さな役割しか果たしておらず、現

在までに発見された数は主にスクリーニングによっては説明でき

ない。

これらの専門家のほとんどが、何かを言うにはまだ早すぎるが、将

来いくぶん増加することが予想できると述べています。このコンセ

ンサスは強力です。そして現在は5年目であり、放射線由来の甲状

腺癌が現れ始めても驚くには当たりません。

Dr. Williams氏は、2015 年 9 月に福島の甲状腺癌に関する重要な

論文を発表しました。その中で、一般に甲状腺発癌に注目して、とり

わけ腫瘍の成長速度に関して、Williams氏は福島の大規模スクリ

ーニングの結果から教訓を引き出しています。氏はこのように観察

しています。「福島の証拠では、甲状腺癌が以前に理解されていた

より多く人生の早期時点で発生することが示されています」そして

こう続けています。「…現在の知見は、感度の高い超音波測定で見

つかった、通常の状態を表しているはずです」氏はこう付け加えま

す。「初期の放射線由来の突然変異を起こした細胞が癌を引き起こ

すために必要な追加の変化を起こして、たとえ超音波検査を活用

しても、1年以内に検出可能なサイズに達することは、生物学的に

はまずありえないことだと思います」他の所でWilliams氏はこう述

べています。「被曝時の年齢による証拠と潜伏から、現在までに検

出された多数の甲状腺癌は、事故による放射線由来ではないこと

が示唆されます」以前に述べていたように、Williams氏は、事故か

ら最初の3年間に検出された癌が放射線由来ではなさそうだとし

ても、放射線由来の増加が起こりそうだということを強調していま

す。「被曝のレベルは、食事から安定ヨウ素を多く摂取していること

と相まって、チェルノブイリ事故後と比較して、ずっと規模が小さく、

潜伏期間がより長くなることが示唆されています。予測の1つでは、

通常の発生率の6%だろうと示唆されています」

Thyroid Growth and Cancer, Williams D., European Thyroid 

Journal, Vol. 4, No. 3, 2015 http://www.karger.com/Article/Ab-

stract/437263

2012年後期から2013年中期には、青森県、山梨県、長崎県の4365

人の子どもたちに対して比較調査が実施されました。年齢が3～8

歳なので、0～18歳であった福島県のコホートとは完全には一致し

ませんし、性別比率も少し異なっていました。しかしながら、所見は

福島県で見つかったものと極めてよく似ていました。繰り返し言う

なら、調査は完全には同等でなく、コホートのサイズは統計的には

非常に小さなものです。しかし、福島の所見が異常なものではない

という強力な証拠であるように思えます。

 

Preliminary report March, 2013; Detailed report, Hayashida, 

et al, Dec., 2013; Source: Japan Environ. Ministry:

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=16419

追加報告:

Thyroid ultrasound findings in a follow-up survey of chil-

dren from three Japanese prefectures: Aomori, Yamanashi, 

and Nagasaki; Hayashida, et al http://www.nature.com/

srep/2015/150312/srep09046/full/ srep09046.html
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ログラムを再構成するよう勧告する記事を2014年5月に執筆して

います:

 

Time to reconsider thyroid cancer screening in Fukushima; 

Shibuya et al, 2014 http://www.thelancet.com/journals/lancet/

article/PIIS01406736(14)60909-0/fulltext?rss%3Dyes

現在の私たちの知識に基づいて、スクリーニングプログラムを継続

するなら、長所と短所は次のようになります:

長所:

-	 スクリーニングにより、対象者の大多数が自分が癌でな

いことが再確認できる。

-	 小児のスクリーニングで検出された腫瘍を手術すること

で、成長してから「より治療が困難な」癌に進行することを防止でき

る。

短所:

-	 スクリーニングで一般に対象者の不安レベルが上昇す

る。

-	 一部の、おそらくは多くの手術が、危険な状態に進行しな

かったはずの「名目的な癌」に対して実施された可能性がある。

-	 熟達した執刀者には非常に稀であったとしても、手術は

合併症のリスクを伴う。

福島県の甲状腺スクリーニングプログラムは、それが解決するより

もより多くの健康問題を引き起こすのでしょうか。Williams氏は次

のように示唆しています:

「対象者の利益と、次の事故の際に非常に役立つ情報が得られる

ことのバランスを考えると、福島災害のフォールアウトで被曝した

人たちにスクリーニングプログラムを設定したことは適切だったと

私は信じています。すべての結果を考慮して、将来の適切な活動の

方向性を決定するために、公衆と開かれた討論を行うことが極め

て重要です」(私的な通信)

現在のところ、ほとんどの専門家は、一般に政府が述べる甲状腺ス

クリーニングの結果の解釈に納得しているようですが、多くの市民

は、津田氏の研究が現れる以前から、そうした結果を信用していま

せんでした。理由の一部は、すでに述べているように、彼らがもっと

もな不満原因を数多く抱えているためであり、また結果が非常に

劣悪な方法で伝えられたためです。健康スクリーニングの信頼性

を向上するために最良な手法は、私たちの意見では、プロセスの

透明性を向上することです。問題は科学的なものではなく、むしろ

社会やコミュニケーションが原因であり、過度に官僚的な思考様式

に根ざしています。Williams氏が示唆しているように、私たちが個

人ベースでスクリーニングを実施できるのであれば、リスクと利益

について説明し、最も可能性の高そうな年齢および被曝グループ

のみに集中し、意思決定プロセスでコミュニティが関与する方法を

見つけるでしょう。こうすれば、一般公衆の現在の不安は緩和でき

Thyroid Cancer Detection by Ultrasound Among Residents 

Ages 18 Years and Younger in Fukushima, Japan: 2011 to 

2014.

Tsuda T, et al.Epidemiology.May 2016 - Volume 27 - Issue 3 - p 

316-322.

http://journals.lww.com/epidem/Citation/2016/05000/Thy-

roid_Cancer_Detection_by_Ultrasound_Among.3.aspx

この論文がネット上に発表された後間もなく、津田氏は東京で記

者会見を開いて、自らの結論を発表し、日本と海外の複数の主要な

報道機関がこの調査結果を無批判に報道しました。しかし、放射線

由来の甲状腺癌に関わる世界の有力な専門家が熟慮した上での

反応は、強く否定的なものでした。この学会誌は、専門家から7通の

書簡を受け取ってネットで公開しました。それらは、この研究の方

法論と結論に非常に批判的で、合計で 20 人以上が署名していまし

た (反原発姿勢を公にしている研究者も含まれています)。

Epidemiology : Letters (on  p2):

http://journals.lww.com/epidem/pages/currenttoc.aspx

(この論文は、「印刷に先行して」ネット上に発表されてから6ヶ月近

く経ってから公式に発行されました。これは非常に異例のことです

が、編集者はこうなった理由を説明していません)

甲状腺癌の発症予想数

Jacob, et al, 2014 の中で、今後50年間で予想される甲状腺癌の発

症数に関して1つの合理的な見積もりがなされています:

-	 新しいベースラインは (通常の発症率) は、おそらく以前

信じられていたレベルよりも約7倍高くなるでしょう。

-	 見積もり割合に基づくと、今後50年間に330,000人を調査

すると約7,300人が甲状腺癌と診断されるでしょう。

-	 これらの中の約300～1000例が放射線による新しい症例 

(事例) でしょう。

-	 これらのほとんどは、発見されなくても健康上の問題を引

き起こしません (すなわちこれらは「亜臨床的」なものです)。

Ultrasonography survey and thyroid cancer in the Fukushima 

Prefecture; Jacob, et al, 2014 http://link.springer.com/arti-

cle/10.1007%2Fs00411-013-0508-3

この研究では多くの不確実性を認識しており、決定的的なもので

はありません。しかし、多くの医師は、放射線由来の甲状腺癌を探

す作業のおかげで、過剰診断や不必要な手術がすでに実施されて

いるのではないかと憂慮しています。上記の通り、これは甲状腺癌

スクリーニングでよく紹介される問題です。

何人もの有力な医師が、このリスクへの注意を呼びかけ、不必要な

診断と治療のリスクを最小にするために、甲状腺スクリーニングプ
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2.5.2内部被曝スクリーニング (WBC)

セシウムなどの放射性核種を吸引したり摂取したりすることによる

内部被曝のリスクは、福島原発事故などの放射線被曝状況では主

要な関心事の1つです。セシウムなどの汚染は、何十年も環境に残

り、食用の植物や動物に入り込む可能性があるために、何ヶ月も何

年も継続する慢性的な被曝のリスクから防御する必要があります。

上記の食品のセクションで説明したように、食品の調査と試験は、

これに対する防御の主要なツールの1つです。ホールボディカウン

ター (WBC) による福島住民の内部被曝スクリーニングの結果によ

り、慢性的内部被曝はこの時点で最小化されており、制御を継続で

きるという慎重な楽観論の根拠となっています。

3種類のプログラムによるデータが利用可能です:

-	 福島県: その結果報告は非常に不完全です。

-	 南相馬市や平田村、相馬市などの地方自治体:

 これらは、最も完全で正確なサーベイであることが多いものです。

-	 CRMS、いわき放射線測定センターNPO「たらちね」など

の NPO: 質と完全性の面で幅が大きいものです。

それらの信頼性や透明性は異なりますが、県、市町村、および独立

した団体の試験では、すべて、福島県の住民の内部被曝がチェルノ

ブイリの場合より何倍も低いことが示されており、ピークレベルで

は10倍も低く、平均レベルも100倍低いものです。食品スクリーニ

ング結果でも、公共機関と独立系の両方で、この結論が補強されて

います。しかしながら、「アウトライアー」つまり、汚染レベルの高い

個人はまだ発見されています。この人たちは例外なく、食べないよ

うに助言されているにも関わらず、汚染の強いキノコ類などの食品

を食べ続けている高齢者です。

 南相馬市によるデータ福島県のデータではこの情報は提供されていませ
ん (提供: FCCJ、図表はAndrew Pothecary氏)

(提供: FCCJ、図表はAndrew Pothecary氏)

るでしょう。しかしながら、現在は根の深い機能不全に陥っているよ

うに思えます。

2.5.1b— Independent thyroid tests
よく組織された独立系甲状腺スクリーニングが少なくとも1つ、福

島県でよく似た年齢グループに対して実施され、科学雑誌で報告

されています。多くの面で、これは福島県の公式プログラムよりも

包括的で、情報も豊富に報告されています。スクリーニング人数

は、1137人と政府系のスクリーニングを追認したり否定したりする

には少なすぎますが、この調査結果は真実性チェックに役立ち、政

府系スクリーニングが全体として追認されていると言えます:

 The Thyroid Status of Children and Adolescents in Fukushima 

Prefecture Examined during 20-30 Months after the Fukushi-

ma Nuclear Power Plant Disaster: A Cross-Sectional, Obser-

vational Study; Watanobe, et al, Dec. 2014 http://journals.plos.

org/plosone/article?id=10.1371/journal.pone.0113804

この作業は、独立系医療団体であるRadiation Countermeasures 

Research Institute for Earthquake Disaster Recovery Supportの

指導により実施されています: http://www.fukkousien-zaidan.

net/en/index.html

甲状腺超音波検査に加えて、甲状腺関連の血液および尿検査、そ

れに線量推定が実施されました。執筆者は、自分たちの調査結果

が最終的なものと見なされないように、警告をいくつも記載してい

ます。彼らはこう結論付けました:

「得られた結果では、若年者の甲状腺に放射された放射線による

識別可能な心身に有害な影響は何も発見されませんでした。さら

に、甲状腺超音波検査の所見と甲状腺関連の生化学マーカーの間

に何ら有意な関係は見つかりませんでした。

「… 現在の調査ですべて陰性の結果になっていることが、福島第

一原子力発電所事故の健康影響が有意でないことを示唆している

のか、事故後の甲状腺検査を比較的早期に実施したためなのかを

知るには、今後の研究を待つ必要があります」

また、現在のところ利用可能なデータはどれも以下のとおりである

ことを指摘しました。

「… 甲状腺癌の確認例または疑い症例である上記の104例 [すな

わち福島県のスクリーニングで発見された症例] の少なくとも一部

の病因でも福島第一原子力発電所事故が関係していることを明確

に否定できる」

(私たちはこのセクションを執筆する際のSir Dillwyn Williams氏の助言およ
び情報提供に感謝しております)
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いないと福島県を批判してきました。そして中には、福島県の様々

な地域でずっと有益で情報豊富なWBCプログラムを確立する作業

を支援した者たちもいます。

私たちが信頼できる情報源から聞いたところによると、福島県がこ

れらの内訳データを提供しない理由は、そのWBCスクリーニング

プロトコルでは、各人の体重が含まれていないからということでし

た。しかし、体重データは一般にこの種のスクリーニングでは必要

性が非常に低いと考えられています。統計を利用して体重を推定す

るなど、回避策もあるでしょうし、実際には、スクリーングを受けた

各人は、Bq/全身単位での身体負荷を告げられた模様であり、各人

がBq/kg単位の値を計算できるのですが、このデータは一般には

公表されていません。甲状腺スクリーニングのコミュニケーション

失敗のように、着手時に、プログラムを計画している間に、一般公

衆に何を知らせる必要があるか、食品介入カウンセラーやプランナ

ーにとって何が最も役立つか、担当の委員会が当然の配慮をして

いたなら、こうした問題は回避できたはずです。

福島県のWBCスクリーニングプロトコルの限界は、2015年に公表

されたIAEAの福島第一原発事故報告書に反映されているようで

す。事務局長報告書で、200,000人を超える福島県民が内部被曝

スクリーニングを受けて、「被曝レベルは、非常に低いホールボデ

ィカウンターの検出限界よりも一般に低く、体内への放射能核種

の摂取は少ないかまったくないことが示されている」と記されて

います。これは、私たちが調べた大量のデータから示されているも

のと一致しています。報告書ではこう続けられています「結果とし

て、これらのデータに対して詳細な統計分析を実施することは可

能ではなく、また必要でもない」報告書の中の「Technical Volume 

4/5 - Radiological Consequences」で、委員会は、2012年1月まで

の福島県のWBCスクリーニングの結果を、同様の実効被曝線量分

布に関して要約しています。すなわち1 mSv程度であり、「不検出」

の人数は記していません。(“Sec 4.4Health Consequences,” Table 

4.2-10 を参照)。この報告書では、この県のデータでBq/全身やBq/

kg単位での身体負荷の内訳が公表されていないことは記していま

せん。IAEAがより詳細なデータを要求した可能性はあるが、そのデ

ータは開示されなかったと私たちは推定するしかありません。報告

書では、福島県内の自治体が実施した約15の調査についても言及

し、それらを表4.2 -11に要約しています。これらの調査の多くでは、

経時的な身体負荷分布の変化が報告されていますが、これはこの

表では部分的に示唆されているだけです。また、レポートでは「しか

しながら、これらのデータについて、対数正規分布を対応させるな

ど、詳細な傍系分析を実施することはできません」と述べています。

検出可能な内部被曝がない人々の割合が大きく、1 mSv未満の見

積もり有効線量の人々の割合も高いことで、全体的な傾向に関して

より詳細な分析を試みない判断が正当化されるというのは、議論

の余地がありますが、福島県内の地方自治体から定期的に提供さ

れる結果は、これが実際にどれほど情報豊富で役立つかが示され

ています。経時的な身体負荷の分布の単純な相関は、大歓迎でし

た。

南相馬市によるデータ福島県のデータではこの情報は提供されていません
(提供: FCCJ、図表はAndrew Pothecary氏)

2.5.2a 福島県のWBCプログラム

福島県は、そのWBCスクリーニングプログラムを実施し、年に数

回結果を報告してきました。2016年1月現在で、このプログラムで

281,254人がスクリーニングを受けて、その中の26人が1mSv以上

の年間見積もり被曝線量となっています (2012年から変化なし)。つ

まり99%を超える人たちでは1mSv未満です。一方でこれは良い知

らせです。しかし、実際には、最もよく情報を得ている観察者は、福

島県のWBCスクリーニングの報告結果は不完全で情報が足りない

と見なしています。特に、年齢、性別、地域などに関して詳細な人口

分布を提供している一方で、実際に見つかった内部被曝のレベル

について分布を示しておらず、または何人が被曝不検出 (ND) であ

ったかも示していません。

Fukushima Pref. WBC screening report, Feb. 26, 2016 http://

www.pref.fukushima.lg.jp/sec/21045b/wbc-kensa-kekka.html

1mSvの年間被曝量となるなら、3～7歳の子どもたちの場合、約

14,500 Bq以上のセシウム (Cs-134 と Cs-137) を摂取いているはず

だと専門家は述べています。一方で成人の場合はこれは約48,000 

Bqです。しかし、一般公衆と専門家は、特に食品への介入の有効

性がどうであったかを評価するために、身体への負荷と被曝量が

どれだけ少なかったかを知ることが重要だと考えています。特に、

多くの人々は、何人の子どもたちが10 Bq/kgを超える身体負荷を

受けたか気にかけています。これは、このレベルを超えるとリスク

が急激に増加することを示唆する研究が (たとえかなり不確かな

ものであっても) 存在するためです。2012年から何人もの専門家

が、Bq/全身とBq/kの両方でこの身体負荷の内訳データを提供して

Data from Minamisoma 
municipality. Fukushima 
Prefecture data does not 
provide this information  

 Sept.-Dec. 2011

 Apr.-Sept. 2012

 Apr.-Sept. 2013

 Oct.-Mar. 2014

 Apr.-Sept. 2015

Percentage of people with detectable 
internal contamination (300 Bq/body)

38%

Children

0.2%

0.1%

0%

0%

Adults

55%

10%

2%

1.5%

0.3%
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(提供: 南相馬市、注釈はSAFECAST)

検出率は2012年を通して低下して、事実上ゼロに到達しました (た

だし20kgの子どもの内部被曝が12 Bq/kgの高さであっても不検出

となります)。2013年後期までに、主に食品汚染源に関する効果的

なカウンセリングにより、南相馬市の成人の検出率もゼロに到達

し、子どもたちの場合も事実上ゼロにとどまっています。

(提供: 南相馬市、注釈はSAFECAST)

南相馬市の検出率は大人も子どもも基本的に現在ではゼロです

が、それらをゼロに保つためには、継続的な監視とカウンセリング

が必要です。同様のスクリーニングやカウンセリングプログラムを

実施した平田村やほとんどの自治体の調査結果も同様でした。こ

れは、これらの人々の体内にセシウムが一切ないことを意味しませ

ん。全身で250 Bq未満の線量であったり、BabyScan装置を使用し

たスクリーングを受けた子どもたちの場合は全身で50 Bq未満で

あれば、検出されないということです。

Minamisoma City WBC results (through Sept 2015) http://www.

city.minamisoma.lg.jp/index.cfm/10,0,61,344,html

この論文は2015年に発表され、三春町のWBCの結果を解説してい

IAEA: THE FUKUSHIMA DAIICHI ACCIDENT, p.125 http://www-

pub.iaea.org/books/IAEABooks/10962/ The-Fukushima-Daii-

chi-Accident

IAEA: THE FUKUSHIMA DAIICHI ACCIDENT, Technical Volume 

4/5 - Radiological Consequences Sec 4.4.HEALTH CONSE-

QUENCES http://www-pub.iaea.org/books/IAEABooks/10962/

The-Fukushima-Daiichi-Accident

2.5.2b: 地方自治体が主催したWBCスクリーニングプログラ
ム

福島県によるWBC報告書の情報不足とは対象的に、南相馬市や平

田村など一部の地方自治体では2011年からWBCスクリーングプ

ログラムを実施していますが、率先してしっかりと計画し、しっかり

と運営し、しっかりと報告しています。これらのプログラムのいくつ

かは、2人とも東京大学に所属する早野龍五博士や坪倉正治博士

が支援していました。それらの結果は、最も完全で情報豊富な形で

公表され、ピアレビューの繰り返しに耐えています。相馬市、いわき

市、川内村などの他の地方自治体も徐々に同様の基準を採用する

ようになっています。これらのプログラムは、県庁からも中央政府

からも独立したものであり、実際に自治体の医師の中には、県庁と

の協力関係や情報共有の欠如に不満を抱いている方もいます。

これらの自治体の調査の重要な特徴は次のとおりです:

-	 経時的な変化と介入の有効性を評価するために対象者

を繰り返し調査している

-	 可能なときにはいつでも家族一緒に測定している

-	 検査後には、対面カウンセリングを実施している

-	 幼 児 や 小さな 子どもたちを 精 確 に 測 定 するた め の

「BabyScan」などの新しい技術の開発

-	 年齢、性別などで分けてより明確に結果内訳を公表

食品、飲料水などの汚染源と内部汚染レベルの相関を調査

-	 結果を説明するインターネットブログと共に、優れたグラ

フや視覚化ツールを提供

 2011年には、南相馬市の40%近くの子どもたちが250 Bq/全身と

いう検出限界を超える内部被曝を受けていました。事故直後の彼

らの当初被曝量は、WBC装置が利用できなかったために、可能な

のは推定だけです。
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としていますが、これらのグループの知見でも一般に公式データは

支持されています。

福島市にある市民放射能測定所 (CRMS) のラボは、長期的なWBC

プログラムですが、利用できるデータはグループで組織変更が行

われた2013年までの分に限られるようです。2011年10月から2013

年12月の間に、5042人がスキャンされています。80%を越える人た

ちが内部セシウム被曝なしと報告されています。検出限界は多様

ですが、150 Bq/身体もの低さであったと

 主張されています。しかしながら、自治体のプログラムのよう

に、10Bq/kgを越える内部セシウム被曝があった人たちは非常に

少人数でした。

CRMのメインサイト: http://www.crms-jpn.org/cat/about_wbc.

html

CRMS福島: http://crms-fukushima.blogspot.jp/2014/03/wbc.

html

いわき市のいわき放射能市民測定室NPO「たらちね」も、食品、

土壌などの試験に加えてWBCスクリーニングを実施していま

す。2012年1月から2014年11月（データが利用可能になっている直

近の時期）まで、この団体では2855人を調査しており、その中には

福島第一原発の作業員も大勢含まれています。この団体が公表し

ている報告書には、測定結果が含まれていませんが、近年では内

部セシウム被曝はほとんど検出されていないと代表者が私達に話

してくれました。代表者が知っていたのは、福島第一原発作業者の

1例だけでした。

いわき放射能市民測定室NPO「たらちね」 http://www.iwakisoku-

teishitu.com/english/index.html

2014年の調査結果要約: http://www.iwakisokuteishitu.com/

pdf/report_data/20141221.pdf

まとめると、県、市町村および独立系の内部被曝スクリーニング結

果では、広範な食品スクリーニングのおかげで、福島県内の慢性的

内部被曝は現在のところ適切に抑制されていることが示されてい

ます。よく言われているように、WBCが最初の被曝直後から実施さ

れた場合、それらの被曝の規模がよく分かりますが、実際には発災

から数週間の良質なデータは、米軍軍人、少数の研究者や外国人

に関しては存在しますが、福島県民については2011年秋まで利用

できるものは非常に少ないのです。これらの調査は、初期被曝のあ

り得る上限を判断するために役立ちますが、それ以上のことは期

待できません。

2.5.2d: WBCに関わるスキャンダル

昨年、私たちは、東京のある診療所が有料でWBCサービスを実施

し、事実に反して被曝ありと通知することで、高価なサプリメントな

ます。この町では1300人を超える学校の生徒たちほとんど全員が

複数回スキャンされ、2012年以来、内部セシウム被曝は検出され

ていません。

Whole body counter surveys of Miharu-town school children 

for four consecutive years after the Fukushima NPP accident; 

Hayano, et al, 2015 http://doi.org/10.2183/pjab.91.92

現在のところ、約200,000人の福島県民をスキャンした良好なWBC

スクリーニングデータがこのようなプログラムから入手でき、多く

の人々への複数回のスキャンも実施されており、2011年後期に遡

る良好なデータセットが存在します。結果を最終的なものと見なす

ことはできませんが、県内の多くの地域の人々が含まれ、食品や家

庭の食事に関する調査でも支持されているため、私達はこれらを

非常に示唆するものが多いと考えています。こうした人たちの慢性

的な内部被曝線量が現在0.01 ～ 0.1mSv/年未満であることを信

頼性を担保しながらこの調査が示してきたと、私たちは信じていま

す。このように被曝線量が少なくても何らかの健康上のリスクは存

在すると信じられていますが、そのリスクは非常に小さいことが幅

広いコンセンサスとなっています。

これらのプログラムを実施している医師や研究者は、時折そういう

人たちの所見に疑いを向けようとする反原発のグループや個人か

ら批判されてきました。しかしながら私たちはしっかりとデータとス

クリーニングプロトコルを調査して、そうした批判には根拠が無い

という結論に達しています。これは、極めて単純に、福島県民の内

部被曝に関して利用可能な最良のデータであり、極めて信頼性が

高いと思われます。

2.5.2c 独立系プログラム

(提供: CRMS、注釈はSAFECAST)

県と市町村のプログラムに加えて、市民団体が実施した複数の

WBCスクリーニングプログラムが存在します。これらのプログラム

は、県や市町村のプログラムより一般に感度の低い装置を使用し

ており、その質や結果は均一ではありません。しかしながら、これら

のグループは公式データに独立したチェックを行うことを強い動機
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重要なことですが、全般的にチェルノブイリの内部被曝量はソ連が

崩壊した1990～91年まで減少し、それから食品スクリーニングが

縮小されたために数年間再び増加しました。これは、内部被曝に関

する福島県民の最大の将来リスクであり、食品スクリーニングと内

部被曝スクリニーニングの両方を念入りに長年継続すべき理由で

す。

(提供: Environmental Health、注釈はSAFECAST)

2.5.3 外部被曝

外部被曝は、複数の方法で評価できますが、用途が異なる場合に

は、適切と考えられる方法は様々です。環境内の周辺放射線量は、

たとえば手持ちのサーベイメーターやガイガーカウンターや、固定

式モニタリングポストで測定し、「周辺線量当量」と専門的に呼ばれ

る測定値が得られます。ここから、その環境にとどまっている人たち

が曝露されうる線量の見積もりが得られ、それからその人たちが

浴びる可能性がある線量が得られます（「実効線量」）。環境線量か

ら人々の線量に変換するには、かなり複雑なモデリングプロセスが

関係し、その中では人々は想像上の球体として表現されます。結果

は、起こりうるリスクを過小評価しないように人々の線量を過剰推

定することや、緊急時に多くな重要な決定を行うために役立つよう

に概算が得られることを意図しています。

「個人用線量計」と呼ばれる（しかし一般的なタイプの1つである「

ガラスバッジ」とも通称で呼ばれます）個人用の線量計を使用する

方が遥かに正確であり、小型の測定器を常時着用して、個人の線量

を推定します（個人線量当量）。これらの装置は、人体像に似せた「

ファントム」と呼ばれる実際の物理的なダミーを使用し、あらゆる

方向からやってくる既知の放射線量に線量計がどのように反応す

るか特性を理解して校正されます。個人線量当量から実効線量へ

の変換はより簡単で、周辺線量からの変換と比較して固有の不確

実性はより少ないものです。さらに、各人が常時線量計を着用して

いるので、実際に体験した放射線レベルが正確に記録されます。し

かしながら、これは過大評価であるとも見なされています。自然背

景放射線を考慮に入れ、通常は実際に記録された値から差し引い

て、結果を報告する際に、通常は背景放射線を含んでいるかどうか

どの治療法を販売していることを報告しました。私たちはこれを調

査して、事実であることを検証しました。他の研究者も診療所を訪

問して、同じ結論に達して苦情を自治体に報告したと言われていま

す。この診療所は、現在も診療を継続しており、2000人を超える人

々をスキャンして事実に反する結果を通知してきました。

2.5.2e: チェルノブイリとの比較

チェルノブイリのほとんどの地域で、内部被曝は現在のところ福島

県で分かっているよりも何倍も高く、近年でも平均で高いもので

す。チェルノブイリ原発事故後の最初の数年間では、多くの地域で

平均被曝量は、100,000～300,000 Bq/全身であり、1990年代には

約10,000～20,000 Bq/全身となりましたが、福島県の場合2011年

後期から250 Bq/全身の検出は少数に留まっています。

 (提供: Zvnova, et al, 2000、注釈はSAFECAST)

チェルノブイリでは、2008年になってようやく20～40 Bq/kgのレベ

ルになりましたが、福島県では10 Bq/kgを越えていると判明した人

たちはごくわずかです。

(提供: Sekitani 2010、注釈はSAFECAST)
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立されたとき、 一般公衆向けの個人用線量計をこのように大規模

に提供して展開することは、技術的に財政的に実現不可能と見な

されていたため、以前の公式な勧告ではこれは実際に予期されて

いませんでした。今まで、福島県内の様々な市では、様々なメーカ

ー製の装置を使用してきており、また結果を報告する方法でも本

当の標準化が存在しませんでした。また、独立した監督もありませ

んでした。しかしながら福島県内の人々が実際に受けた線量は、周

囲線量率に基づいて見積もられた線量よりも大幅に低く、通常は

半分またはそれ以下であることが、結果から一貫して示されてきま

した。これらにより、2011年秋にモニタリングプログラムが開始し

たときから、外部被曝の大多数は、すでに2 mSv/yr未満であり、大

勢の人々ではすでに1 mSv未満になっていたことが示されていま

す。これらの知見は、一部の一般公衆の懐疑的な目に直面しました

が、現在まで報告されたデータに対して実際に不正操作や不実表

示があったとは示されていません。

(提供: 早野龍五)

線量計の多くは、単に累計値を示すだけですが、最近の設計では、

千代田テクノル製のDシャトルユニットなど、毎時単位でレベルを

示す物もあります。これは、受ける被曝が最高になる場所を識別す

るために非常に有用であり、より効果的にターゲットを絞って除染

実施できるようになり、住民にはそうした場所を避けるように助言

できます。福島県内の複数の町では、こうしたカウンセリングを実

施して、他の地域のカウンセラーになりうる人たちに自分たちの経

験を伝えています。政府も、将来住民への避難指示を解除する地域

に関する決定で、個人用線量計に基づく被曝量を使用する意図を

公表しています。この考え方は、一部からは反対と懐疑心が向けら

れていますが、警戒はすべきとはいえ、技術的には上記の理由から

健全です。

福島市の個人線量計プログラムの結果は定期的に報告されてお

り、外部被曝の傾向に関して有用な情報が得られています。福島市

は、影響を受けた多くの人々がおり、避難対象でない地域に暮らす

人々の被曝に関して、かなり代表的な状態であると見なすことがで

を明記します。個人用線量計は、実際の外部被曝を評価するため

に推奨される方法であり、医学的介入が必要と思われる場合には

なおさらです。

既知の土壌汚染から周辺線量も見積もることができ、そこから個人

線量を算出できます。このタイプのモデリングは極めて高度なもの

ですが、ここで説明されている3つの方法の中では、最も不確かで

す。性能の良い個人用線量計を利用できる場合は、代わりにそれを

使用するべきです。個人用線量計が利用できないが、周辺線量を

利用できる場合は、それを使用するべきです。土壌汚染測定は、環

境影響を理解し、食品への介入を計画するために不可欠ですが、

個人線量の見積もりの基準を設定するには最も好ましくないデー

タと見なされています。より良い線量計を利用できる場合はなおさ

らです。

個人用線量計の使用に関する批判に応えて、2015年3月にIRSN（フ

ランス）は、周辺線量と比較して個人用線量計の精度が高いことを

説明する簡潔な技術的説明書を発行しました。その中では「個人用

線量計から、実際の人々の被曝に関する実効線量代表値の正確な

見積もりが得られます。一方で周囲線量計は有効線量を大幅に過

大評価してしまいます」と説明されています。

福 島 県 の 汚 染 地 域 で R P L 線 量 計 を 使 用 することを 疑 問 視

するA C R Oに対するI R S N の 反 応（2 0 1 5 年 3月2 5日）h t t p : / /

www.irsn.fr/EN/newsroom/News/Pages/20150325_Re-

sponse-IRSN-ACRO-RPL-dosimeters-Fukushima.aspx

PDFリンク: 

http://logi103.xiti.com/go.click?xts=410711&s2=6&p=NI

24032015-Acro-EN&clic=T&type=click&url=http://www. 

irsn.fr/EN/newsroom/News/Documents/IRSN_Techni-

cal-Note-ACRO-RPL-Dosimeter_24032015.pdf

この問題の非常に詳細で技術的な説明は、次の文書に記載されて

います:

Dose Quantities and Units for Radiation Protection Chapter 

2 of Radiation Protection in Nuclear Medicine, 2013; Soren 

Mattsson and Marcus Soderberg  http://link.springer.com/chap-

ter/10.1007%2F978-3-642-31167-3_2

Calibration of radiation protection monitoring instruments  

IAEA Safety Reports Series No. 16., 2000  http://www-pub.iaea.

org/MTCD/publications/PDF/P074_scr.pdf

2.5.3a: 個人線量測定の結果

福島県内のほとんどすべての自治体が、2011年から多くの「ガラス

バッジ」サーベイを実施しており、人口の大多数が関与しています。

これは、実際に前例のないものです。現在の保護ガイドラインが確
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(提供: 福島市、注釈はSAFECAST)

2 0 1 4 年 9月～ 1 1月の 4 6 , 4 3 6 人 の 住 民 の 調 査 結 果 に 基 づく

と、95.57%の住民の推定追加被曝線量は1mSv/yr未満でした。15

歳以下の8,616人の子どもたちの場合、平均推定被曝線量は年間

0.08 mSvであり、16歳以上の場合、平均推定被曝線量は 0.12 mSv

でした。

Fukushima City “glass badge” results, 2014 http://www.city.

fukushima.fukushima.jp/uploaded/attachment/39225.pdf

Fukushima City “glass badge” results for FY2015: 24,667人の人

たちが2015年9月から11月に測定されました。その内訳は18,694

人が15歳以下で、5973人が16歳以上でした。1 mSv/年未満の追加

外部被曝線量だった人たちの割合は、

一般人の場合98.3%で、15歳以下の子どもたちの場合は99.6%で

した。

Fukushima City personal dosimeter (glass badge) results, 

updated March 1, 2016.（英語機械翻訳）http://www15.j-server.

com/LUCFKSC/ns/tl.cgi/http%3a//www.city.fukushima.fukushi-

ma.jp/soshiki/71/hkenkou-kanri16021501.html?SLANG=ja&T-

LANG=en&XMODE=0&X-PARAM=q,&XCHARSET=utf-8&X-

PORG=,&XJSID=0

きます。避難対象地域の多くでは、昼間は除染作業員のグループが

入って作業しており、それらの人々の線量も記録されています。ま

た少数の人達が法律に違反してそれらの場所で暮らしています

が、そうした住民の人数は少数です。

(提供: 福島市、注釈はSAFECAST)

2011年10月～12月福島市に暮らす36,767の子どもと妊婦に個人

用線量計が配布されました。1mSv/yrを越える追加外部被曝を受

けた人は半分未満でした。数人の子どもたちは平均を遥かに超え

る線量で被曝していましたが、原因も特定されました。ほとんどの

場合、最高線量記録は、長期間バッジを屋外に放置していたり、空

港のX線検査にバッジを通したりした人たちによるものでした。

中学生以下の16,223人の子どもたちに、再びガラスバッチが配

布され、2012年11月から2013年1月まで着用されました。結果で

は、88.7%の子どもたちで追加被曝は1mSv/yr未満であり、前年と

比較して被曝線量は大きく減少していました。

2013年9月から11月にバッジを配布された10,100人の子どもたち

のデータに基づくと、被曝線量は2013年にはいくぶん減少してい

ました。対象者の中の、93.48%の子どもたちで追加被曝線量が

1mSv/yr未満であり、5mSv/yrを越えて被曝があった子どもはいま

せんでした。

 提供: 福島市、注釈はSAFECAST)

 ( F i g u r e   1 ) Distribution of yearly exposure estimates, FY 2014

46,436 persons total

Data from Fukushima City Gov’t

95.57% less than
1mSv/yr

yearly exposure (mSv/yr)

Doses measured for 3 months,
extrapolated to 1 year.
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測定地域は、すべて正常範囲内とみなされるるものの、自然背景放

射線量が平均的である地域と平均より高い地域が選ばれました。

日本では、被曝線量率が多様な福島県内の6地域に加えて、自然放

射線量が様々な6つの町が選ばれました。原発事故以前は、福島県

の背景放射線量は平均より低く、報告されている放射線被曝線量

は自然背景線量を含んでいることを執筆者は記しています。知見に

よると、このグループで最も被曝線量が高かったのは、コルシカ島

のバスティアの住民で、ここは自然背景放射線量が高いことで知ら

れています。被曝線量が最も低かったのは同じくフランスのブロー

ニュでした。日本国内で選択された地域の中で最も被曝線量が高

かったのは、福島県の安達でした。コルシカ島の学生を除いて、参

加者全員の被曝線量の大多数は0.5～1 mSv/yrでした。これらの知

見は驚くべきものに思われるかもしれませんが、2011年から福島

県で個人被曝線量測定の結果を調べてきた人々なら、近年の福島

県の都市や準農村地域の住民一般で示されてきた結果と首尾一

貫していることを理解するでしょう。

地域別に分別された外部被曝線量（Adachi et al 2015, Fig. 9より）（出典: 
Adachi et al）

Measurement and comparison of individual external dos- es of 

high-school students living in Japan, France, Poland and Be-

larus?the ‘D-shuttle’  project Adachi et al Journal of Radiological 

Protection, Volume 36, Number 1 Published 27 November 2015 

http: //iopscience.iop.org/arti-cle/10.1088/0952-4746/36/1/49

2.5.3c 飯舘

飯舘村への住民帰還の妥当性の問題、それらの社会的軋轢は、第

2.2部「避難民と帰還者」で説明しています。これは、将来住民が受

ける放射線によるリスクに大きく左右されます。すでに説明してい

るように、住民が未検査の食品、とりわけキノコや山菜などの野生

の自生食品を食べない限り、福島県全域で内部被曝のリスクは非

常に小さいと思われます。残念ながら、これは飯舘などの場所で暮

らすことの大きな喜びのひとつであり、一部の人達にとっては堪え

がたい誘惑となる可能性があります。同様に、個人線量測定では、

福島県の都市および準農村地域の住民の大多数で被曝線量は1 

mSv/yrでしたが、

(提供: 福島市、注釈はSAFECAST)

郡山市のデータでも類似の傾向を示しています。2011年10月か

ら11月に実施された25,551人の住民に対する調査では、60%を

越える人たちが1～2 mSv/yrの追加被曝線量で被曝しており、5%

の人たちが2 mSv/yrを越える線量で被曝していたことが示唆され

ましたが、2012年9月までには85%を越える人たちの被曝線量が

1 mSv/yr未満になっていました。最近の郡山市から報告された個

人線量調査は、2015年5月から2016年1月のもので、小中学生の

99.98%の追加被曝線量が1 mSv/yr未満になっています。

郡山市の個人モニター結果(日本語)  https://www.city.koriyama.

fukushima.jp/512000/shinsai/shochu.html

https://www.city.koriyama.fukushima.jp/512000/shinsai/docu-

ments/h27sokuteikekka4kaime.pdf

ここでも、これらの知見は最終的なものでないことを強調します。

他の町では少し異なる状況でした。たとえば2012年から2013年

には、伊達町の住民で追加被曝線量が1mSv/yr未満であったのは

66%に留まっていましたが、94%が追加被曝線量2 mSv/yr未満で

あったと推定されています。しかし傾向は同等であり、重要なこと

は2011年の秋から福島県内のどの町でも追加被曝線量が5 mSv/

yrもの高さであった人々はごくわずかだったことが分かっていま

す。もちろん私たちは、個人用線量計の結果が明瞭により標準化さ

れた形で報告され、より簡単に利用可能になることを望んでいま

す。

内部被曝については、個人線量測定は、発災から最初の数週間お

よび数ヶ月の間は一般に利用できず、現在までのすべての報告書

で、福島第一発電所と米軍のものを除いて、その期間の被曝線量

は、周囲線量測定、土壌汚染測定、環境及び生物学的モデリングに

基づいており、それらはどれもすでに説明しているように不確実性

を含んでいます。

2.5.3b 国際比較

福島県、日本の他の地域、およびヨーロッパの学生が受けた外部

被曝線量に関する非常に驚くべき比較が、2015年11月に、学生た

ち自身が執筆により発表されました。日本、フランス、ポーランド、

ベラルーシで暮らす216人の高校生が参加して、各自がまったく同

じDシャトル線量計を2週間着用したのです。日本以外の国々では、

Fukushima City: Rate of decline in external exposures, 2011-2015

3-month measurements, age 15 yrs and under

2011 2012 2013 2014 2015
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時に、かなりの数の住民が飯舘村南部の3分の1の地域で暮らして

いました。そこは、これらの作業者の被曝線量が記録された村の中

心部よりも線量率が大幅に高いところです。また森林自体について

も記録されていません。飯舘村の他の地域で作業していた作業者

からより多くの被曝線量データを集めることが、被曝の可能性を明

確にするために役立つでしょう。一方、これは現在のところ最も信

頼のおける推定です。

朝日新聞では、最近2014年から飯舘村で作業した他のグループの

作業者に関する調査結果を報告しています。データは、作業や被

曝パターンが異なる3つのグループから収集されています。最大グ

ループである200人は、ボランティアのパトロール隊員で、長泥の「

帰還困難」区域で3日おきに6時間警備し、また2日おきに他の地域

も警備していました。60人のグループは事務所で作業していまし

た。22人のグループは役場で作業していました。合計人数は300人

でした。被曝線量が一番高かったのは、ボランティアパトロールの

隊員で6.31 mSv/yrであり、また役場の職員の最高値は1.90 mSv/

yrでした。

これらの結果は、ピアレビューを受けた調査とおおむね類似してい

ますが、いくつかの注意も必要です。もちろんその1つは、ボランテ

ィアパトロールが多くの時間を住民避難解除の予定がない立ち入

り禁止区域で過ごしたため、来年飯舘に帰還する人々の推定被曝

線量を理解するためにこれらの推定を利用するには、大幅に割り

引く必要があるということです。しかしながら、もちろん、これらのボ

ランティアの被曝線量を知ることは非常に重要です。また、ピアレ

ビューされた研究と異なり、このデータでは計算は報告されていま

せん。これは飯舘村以外で過ごした時間を考慮して、ずっと村にと

どまる住民であり得る被曝量をより正確に推定するために必要で

す。また、この調査では校正済みの被曝線量計が使用されていませ

んでした。私たちが信頼できる情報源から聞いたところによると、

使用された装置では、適切に校正された個人用線量計と比較して

最大2倍個人被曝線量が過大評価されています。上記のように、方

法と飯舘村で過ごした実際の時間、滞在した場所に関する詳細な

情報がない場合、被曝線量の報告は単なる大まかなガイドと見な

すべきです。

しかしながら、これらの2つのデータセットは全体に、今すぐ飯館

村に帰還しても、ほとんどの人々で追加被曝線量は5 mSv/yr以下

になるだろうという結論を補強するものです。10 mSv/yrの高さの

被曝線量を受ける人達はごく少数になりそうです。一方で、これは、

十分な心配の原因となる20mSv/yrよりずっと低いものです。一方

で、5 mSv/yrはまだ高いと見なすことができ、人びとがこのリスク

を引き受ける意欲があるかどうかを慎重に考慮することが必要で

す。そして上記の通り、これらの被曝線量見積もりは示唆するもの

が大きい一方で、より多くの個人被曝線量データを、より慎重によ

り包括的に収集して、より完全に分析して報告することが、将来受

ける可能性がある被曝線量に関して十分に信頼できる像を確立す

るために必要です。福島県内の飯舘村やその他の町への帰還を促

飯舘や類似地域では、常に山林と関わる生活を営むために、住民

の被曝線量はより高くなりそうです。原発事故から飯舘村の住民に

関しては、ほとんど全員が他の場所で暮らしているために、利用で

きる外部被曝測定結果はそれほど多くありません。しかし、除染作

業員など飯舘村で日中を過ごしていた人々に関して、外部被曝線

量に関する報告書が、2015年後期に発行されました。

その1つはピアレビューを受けた論文であり、2014年に飯舘村で

週5日作業した64人の除染作業員の個人線量測定の結果が公表さ

れています。

External effective radiation dose to workers in the restricted 

area of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant during the 

third year after the Great East Japan Earthquake Sakumi et al, 

Journal of Radiation Research, 2015, pp. 1?4 http://jrr.oxford-

journals.org/content/early/2015/12/09/jrr.rrv073.full.pdf+html

この調査は文部科学省の助成を受けていました。この論文のタイ

トルは誤解を招くものです。なぜなら作業員たちは福島第一原発

ではなく飯舘村で作業していたからです。記録された年間の最高

被ばく線量は3.6mSv/yrで、平均は1.53 mSv/yrとなっています。作

業者の70%では、年間の有効放射線被曝線量は、2 mSv/yr未満で

した。作業者たちは飯舘村で週に5日、1日あたり10時間過ごし、週

末はおそらく近隣の町である、他の場所で過ごしていました。飯舘

村にいたときは、作業者たちは村の中心近くで作業してほとんど時

間を過ごしていました。つまり事故前には飯舘で最も人口密度が

高かった地域です。この地点から南に移動すると、周囲線量レベル

は一般に増加し、最終的に立ち入り禁止（帰還困難）区域にある長

泥に達します。

明らかな双極的な被曝分布があることを、この論文の執筆者は、1

つのグループが屋外でより多くの時間を過ごしたことが原因として

います。作業者は、飯舘の外から作業に入る時間と飯舘の外に帰

宅する時間、つまり通勤時間を含めて、1年中継続して線量計を着

用していました。線量計は千代田テクノル製のGD-450であり、しっ

かりと校正されて信頼性があると考えられています。しかしながら、

同じ会社が生産しているDシャトルのような毎時の被曝線量記録

機能はありません。この論文では、彼らのチームも最近Dシャトルシ

ステムを使い始めており、時間別の個人被曝線量データを間もな

く公表すると述べています。

これらの作業者の被曝線量に基づいて、執筆者は2014年に飯舘

村にずっと暮らす人々がいた場合、受けた最大被曝線量は10.28 

mSv/年であっただろうと推定しています。平均値は示されていま

せんが、おそらく5mSv/y程度になりそうです。これは、役に立つ推

定ですが、同時に注意しながらアプローチする必要があります。一

方で、2017年後期に飯舘村の住民への避難指示が解除される予

定になっている時期までに、除染作業の多くが完了し、ほとんどの

人達が生活し働く場所の線量はもっと低くなっているはずです。同
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手短に言えば、原子力関連作業者が一般に受けた放射線量から、

癌や白血病のリスクの測定可能な増加が示されています。東京電

力では、作業者の放射線被曝線量を減らすことに尽力してきたと

述べています。原子力関連作業者の法的な放射線被曝安全限度

は、5年間の累計で100 mS、どの単年度でも50mSv以下であること

とされています。5年の限度は、2011年3月14日に250 mSvに一時

的に引き上げられ、これは冷温停止が宣言された2011年12月16日

まで有効とされました。同社では、現場作業を計画する際に、作業

時間を短縮し、放射線源からの距離を保ち、遮蔽を行うことに注力

する、放射線被曝計画を作成すると述べています。放射性ダストな

どの他の線源の監視も向上していると報告されています。2015年

度には、同社は作業者の被曝線量は平均で約0.5 mSv/月であった

と主張しています。これは、20 mSv/yr（約1.7 mSv/月）の作業者の

基本限度より低いものですが、やはりこの程度の被曝線量は、作業

者の白血病などの疾病増加につながります。2015年11月から2016

年1月の間の東京電力と下請け業者の両方の最大被曝線量は、約

16.44 mSv/月でした。下請け業者の従業員は東京電力の従業員よ

りも一貫して被曝線量が高く、これはおそらく多くの東京電力の現

場作業員がしっかりと遮蔽された事務所や検査室の環境で作業し

ている一方、下請け業者は危険な肉体労働に従事しているであろ

うためです。とは言うものの、東京電力では、最高レベルの被曝線

量にさらされる可能性がある作業に関与する作業員はすべて東京

電力の従業員であると述べています。

東京電力: Exposure Dose Distribution, report Feb 29, 2016 

http://www.tepco.co.jp/en/press/corp-com/release/betu16_e/

images/160229e0101.pdf

東京電力: Average Exposure Dose of Workers and its Distri- 

bution in January, 2016 http://www.tepco.co.jp/en/decommi-

sion/principles/people-e.html

同社の最近の報告書では、2016年2月29日から、東京電力は、2011

年3月から2016年1月までの46,490人の作業者の内部および外

部被曝の合計線量分布を公表しています。報告されている最大

の単一被曝線量範囲のカテゴリーは、「1 mSv以下」となってお

り、13,941人がその範疇となっています。32,760人の作業員が

5mSvを越える被曝を受けているため、白血病を発症した場合に

は、労災補償の対象となります。このカテゴリーの人数は、2013年

8月で13,000人を超えています（白血病に関する補償については

後述します）。年別に区分すると、5 mSvを超えた人数は、2013年

から2014年に34%増加していました。おそらくこれは、汚染水処理

プロジェクトに割り当てられて、高被曝線量を受けたためでしょう

が、2015年には線量は再び低下していました。

朝日新聞: 9,640 Fukushima plant workers reach radiation level 

for leukemia compensation, August 05, 2013 https://web.ar-

chive.org/web/20160329114142/ http://ajw.asahi.com/article/

0311disaster/fukushima/AJ201308050104

す決定は、住民の完全な参加と協議を通じて行うべきであり、帰還

しないことを選んだ住民に真に適切な代替手段が明確に利用可

能である場合のみ、そうした決定が有効となることは当然です。

2.5.3d 全体傾向、公衆衛生スクリーニング

結論として、市民は健康調査プログラムに関して、多くのもっともな

不満を抱いており、独立した監督もまだ欠けています。信頼がない

ために、信頼できるデータや結論も人びとは疑ってしまいます。福

島第一原子力発電所事故による健康リスクは決してゼロにはなり

ません。しかしながら、現在までの最良のスクリーニングや調査で

は、癌が発生しないとは言えないとしても、放射線由来の甲状腺癌

の大量発生は起こりそうにないことが示唆されています。また効果

的なスクリーニングプログラムを継続すれば、大多数の人口で内

部および外部被曝線量を1mSv/yr以下に抑えることが可能である

ことも示唆されています。これは、多くの市民の目には「十分に安

全」とは見えないかもしれませんが、現実的です。しかしながら、こ

れを達成し維持するためには、念入りによく管理された健康スクリ

ーニングを継続する政府や自治体の側の長期的なコミットメント

が必要となります。

2.5.4作業員の被曝線量

近年では、原子力関係作業者の癌に関して適切に実施された長

期にわたる研究結果が公表されています。最も注目すべきもの

は、International Nuclear Workers Study （INWORKS）であり、これ

は、1943年～2005年の間のフランス、英国および米国の300,000

を越える原子力関係作業者の被曝を評価したものです。この研究

で2015年に主要な知見が公表されています。

IARC: Low doses of ionizing radiation increase risk of death 

from solid cancers, Oct. 21, 2015 https://www.iarc.fr/en/me-

dia-centre/pr/2015/pdfs/pr238_E.pdf

CDC: Findings from the International Nuclear Workers Study 

(INWORKS): Ionizing Radiation and Leukemia, Lymphoma, 

and Multiple Myeloma http://www.cdc.gov/niosh/pgms/wor-

knotify/pdfs/inworks_summary_final.pdf

IARCはこう報告しています:

「固形癌による死亡のリスクは大きくなく、100 mGyごとに約5%増

加します。コホート全体で、観察された100例の癌（白血病以外）死

亡例の中の1例が、職場の放射線被曝が原因であると見なすことが

できます。職場で少なくとも5 mGyの放射線被曝線量を受けたコ

ホートの成員の中で、こうした癌による100の死亡例ごとに2.4例が

職場内での被曝によるものと推定されます。
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朝日新聞: TEPCO fails to submit dose data on 21,000 Fukushi-

ma plant workers, Feb 28, 2013 https://web.archive.org/

web/20131002153526/ http://ajw.asahi.com/article/0311disas-

ter/fukushima/ AJ201302280086

東京電力: Exposure Dose of Workers http://www.tepco.co.jp/

en/decommision/principles/people-e.html

白血病は、原子力発電所の作業員や類似の放射線被曝にさらされ

る人たちが直面する、最も記録の多い、放射線関連の長期的健康

被害の1つです。すでに述べたとおり、いくつもの国々の作業員の

放射線被曝に関する高く評価されている長期的な調査では、平均

累計被曝線量が16 mGy（およそ16 mSv）の範囲で、白血病などの

癌を発症するリスクが明確に高くなることが示されています。IN-

WORKSの調査では、50 mSvの被曝線量で作業員の白血病リスク

が約15%増加することが分かっています。

Ionising radiation and risk of death from leukaemia and lym-

phoma in radiation-monitored workers (INWORKS): an inter-

national cohort study Leuraud et al, The Lancet Haematology, 

June 2015 http://www.thelancet.com/journals/lanhae/article/

PIIS2352-3026(15)00094-0/fulltext

2015年10月に厚生労働省は、福島第一原発の元作業員が白血病

を発症した事例で、労災が適用されたと発表しました。日本では、

白血病が放射線被曝による労災事故であると認定され、労災補償

（標準の国民健康保険を補足する形で治療費が支払われます）の

対象となるには、申請者は少なくとも単年で5 mSv被曝しており、発

症が最初の被曝から1年以上経過している必要があります。白血病

の潜伏期間は一般に2年であると見なされているためです。補償を

受けた男性は、福島第一原発の3、4号機付近で、2012年10月から

2013年12月まで働き、壊れた原発建屋に保護カバーをかける仕事

をしていました。この方は現在41歳で、2014年に急性骨髄性白血

病と診断されました。この方が福島第一原発で作業に従事してい

た14ヶ月間の累積被曝線量は、15.7 mSvでした。これは、許容限度

の50 mSv/yrをかなり下回っていますが、補償を請求できる5 mSv

レベルの3倍を少し上回っています。すでに説明しているとおり、同

様の累積放射線被曝レベルを受けた福島第一原発の作業者は何

千人もいるため、この事例は重要な先例となります。この作業員が

受けた被曝線量では、統計の観点からは、この方の白血病が放射

線によるものではないかもしれませんが、しかし放射線が原因で

ないと証明する方法はありません。政府の決定では、放射線被曝と

疾病の間の因果関係を示すことができなくても、このような補償請

求を認める意志があることを示唆しています。私たちは、これは公

正で適切なアプローチだと考えています。

NYT:  Japan to Pay Cancer Bills for Fukushima Worker, Oct. 

20, 2015 http://www.nytimes.com/2015/10/21/world/asia/ja-

pan-cancer-fukushima-nuclear-plant-compensation.html?_r=0

2011年3月から174人の作業員が100 mSvを越える線量を受けて

いると報告されており、そのほとんどが事故発生直後の期間のよう

です。9人が200mSvを越える線量を受けていると報告されており、

最高被曝線量は678.8 mSvでした。また別の情報源によると、2人

の作業員が600mSvを越える被曝線量を受けたことが示されてい

ます。これらの高線量被曝は、ほとんどがヨウ素吸入による内部被

曝であり、この数字は2012年から大きく変化していないようです。

すでに述べたように、従事した業務の種類が異なるために、2012

年から下請け作業員は東京電力の従業員よりも受けた被曝線量が

大きく、2015年度末時点で2.5倍高くなっていました。甲状腺の被

曝線量は、同様のデータを使用してWHO、UNSCEAR、IAEAから報

告されています。後者では、1709人の作業員の甲状腺被曝線量が

100 mSv、12人が2 Svを超過しており、2人が12 Svを超過している

と述べています。また主な原因はI-131の吸入とされています。

IAEA: THE FUKUSHIMA DAIICHI ACCIDENT, Technical Vol-

ume 4/5- Radiological Consequences, p155 http://www-pub.

iaea.org/MTCD/Publications/PDF/AdditionalVolumes/P1710/

Pub1710-TV4-Web.pdf

WHO: FAQ: Fukushima Five Years On http://who.int/ionizing_

radiation/a_e/fukushima/faqs-fukushima/en/

Japan Times: 32,000 workers at Fukushima No. 1 got high 

radiation dose, Tepco data show, March 7, 2016 http://

www.japantimes.co.jp/news/2016/03/07/national/science-

health/32000-fukushima-no-1-workers-got-high-radiation-

dose-tepco-data-show/#.Vu-WrRJ95N0

作業員の中には累計被曝線量が高く原発での作業を中止するよう

求められるレベルの者もいますが、これも、作業員や下請け業者が

規則をかいくぐって作業しているという報告と一致します。東京電

力が作業員の被曝線量を過小報告していることは、何度も政府や

国際機関の検査員に指摘されてきましたが、2013年まではたとえ

あったとしても、そうした事例はあまり明るみに出ませんでした。し

かしながら、東京電力は、ほとんどの作業員の被曝線量は、十分に

法的限度内であり、作業員は放射線被曝をともなう作業従事を継

続できると報告しています。放射線被曝が平均よりかなり高い事例

は時折報告されますが、凍土壁構築作業（第2.1部を参照）を行う

30代の作業員は、2015年4月から2016年2月の間に43.2 mSvの放

射線被曝を受けました。これは、50 mSv/年の許容限度未満であり、

違反や緊急事態とは見なされません。しかしながら、これは東京電

力が予測し計画していた値よりは高いため、保護すべき種類の「事

故的」被曝と見なされます。

時事通信: Worker receives 43 mSv, the upper limit, working 

on frozen wall (Japanese) Feb 29, 2016 http://www.jiji.com/jc/

zc?k=201602/2016022900821
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Japan Times: Fukushima No. 1 worker’s leukemia officially 

deemed a work accident, Oct 20, 2015 http://www.japantimes.

co.jp/news/2015/10/20/national/science-health/nhk-says-

health-ministry-confirms-link-workers-leukemia-fukushima-

blast/#.Vu-QgRJ95N0

Washington Post: For the first time, Fukushima recovery 

worker diagnosed with cancer, Oct 20, 2015 https://www.

washingtonpost.com/news/morning-mix/wp/2015/10/20/for-

the-first-time-fukushima-recovery-worker-diagnosed-with-can-

cer-report-says/

上記のような放射線リスクと事例にも関わらず、報告されている最

も目立つ作業員の事故は、直接過剰な放射線被曝が関与したもの

ではなく、動作、視界、聴覚を制限する防護服を着て、汚染された現

場で働くことの困難に関係したものでした。2015 年 8 月には、防

御用フルフェイスマスクを着用していた作業員が、タンクと車両の

間に挟まれてしまいました。おそらく警告音が聞こえなかったため

と思われます。これは、事故後の段階では 3 回目の現場死亡事故

でした。これ以前の死亡事故は、2014年3月と2015年1月に発生し

ています。

Japan Times: Worker at wrecked Fukushima plant dies from 

head injury, August 9, 2015 http://www.japantimes.co.jp/

news/2015/08/09/national/worker-dies-in-vacuum-truck-acci-

dent-at-fukushima-no-1-nuclear-plant/#.Vu_DMRJ95N2

2.5.5	精神衛生

 	 (提供: FCCJ、図表は Andrew Pothecary 氏)

何らかの災害が発生した場合、ストレス、PTSD、抑うつ、睡眠障

害、慢性不安、身体的症状、家族問題、コミュニティサポートの瓦

解などの心理社会的影響が発生することが知られています。これ

は、2011年の東日本大震災の地震と津波に見舞われた人々にも当

てはまり、また福島県や他の場所で原発災害に見舞われた人たち

や、そうなるのではないかと恐れる人たちにも当てはまります。福

島県の一般公衆が直面すると見積もられている放射線被曝のレベ

ルによる肉体的な既知の疾病リスクは、何年もかけてようやく明ら

かになる確率増加により示されますが、心理的な影響はすでに非

常にリアルであり、非常に深刻になっており、ある程度はほとんど

その人口全体に影響しています。

Lancetが受け取った2015年の手紙によると、2011年の調査で

185,000人の避難者の14.6%が「強度の苦しみ」に関して陽性であ

ると判定され、21.6%が心的外傷後ストレス障害(PTSD)を患ってい

る可能性があるとされています。この比率は2013年までの2年間で

わずかに減少したに過ぎません。

Suicide rates in the aftermath of the 2011 earthquake in Japan 

Ohto et al, The Lancet Vol. 385, May 2, 2015 http://www.thel-

ancet.com/pdfs/journals/lancet/PI-IS0140-6736(15)60890-X.pdf

何年も経ってから日本政府は補償の目的で、「震災関連死」の概念

を採用しました。これは、行政上のカテゴリーであり、医学的なもの

ではありませんが、これを利用することで、家族と政府では、福島で

の避難自体の中で亡くなった50人を超えるお年寄りを含めて、スト

レスなどの避難による悪影響により寿命が短くなった人びとを識

別しようとしています。家族を亡くした人たちは、この証明書を受け

取り、死亡した方が世帯の主要な稼ぎ手であった場合は、日本政府

と地方自治体から5百万円の見舞金が支払われました。稼ぎ手で

ない場合は、250万円が支払われます。2016年の最も新しい報告で

は、福島県の震災関連死の人数は2,024人であり、ここは、こうした

死亡原因が地震や津波自体によるケガの数 (1604人) を上回って

いる唯一の被災県となっています。

 朝日新聞: FIVE YEARS AFTER: Death toll of Fukushima evacu-

ees tops 2,000, March 8, 2016 http://www.asahi.com/ajw/arti-

cles/AJ201603080015.html

The Lancet: Loss of life after evacuation: lessons learned from 

the Fukushima accident (Tanigawa et al, 2012) http://www.

thelancet.com/journals/lancet/article/PIIS0140-6736(12)60384-

5/fulltext?rss=yes

西側社会のほとんどの国々と比較して、日本では精神衛生ケアサー

ビスの提供が非常に貧弱なことは広く認識されています。被災し

た町村のほとんどが、2011年以降精神衛生カウンセリングスタッフ

の数を大幅に増やし、これらの専門家は避難者の支援で最善を尽

くしています。しかしながら、一人暮らしの老人が死去してから、発

見されるまで何日も、何週間も経過することもあります。一部の自

治体では、プライバシー関係の法律で一般に禁止されているとは

いえ、新聞や牛乳の配達員に依頼して、リスクを抱えている高齢者

の状態を把握してもらったり、他のコミュニティベースの手法が実
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施されています。避難や孤立から来るストレスの増加、将来に関す

る絶望感が最近の自殺統計に反映されているようです。1997年か

ら日本全国の自殺率は減少してきましたが、福島ではすべての年

齢グループではないにしても、2011年から全体に上昇しています。

2014年と2015年の福島県の報告書は、それぞれ2013年 (英語版も

あり) と2014年 (日本語版のみ) の同県での自殺原因の内訳をよく

表しています。福島県の自殺率は、国内で最高ではありませんが、

他県との比較では2011年から急速に順位が上昇しています。報告

書で明らかにされているように、この増加は主に2つの年齢グルー

プで起こっています: 80歳以上の男女と20歳未満の男性、20～30

歳の女性です。さらに、2014年では、30歳代および50歳代の増加

傾向も観察されています。年配のグループでの増加は、おそらく家

族やコミュニティの支援喪失、健康状態の悪化、適切なケアを得る

ことが困難になってきたことに根ざしていると思われます。一方、福

島県の多くの若者達は、衰弱を伴う疾病を抱える人生に直面する

恐怖や、決して結婚できないなどおそれを吐露しており、このグル

ープの自殺増加は、この種のおそれに根ざしている可能性があり

ます。

記録されたすべての自殺が、災害関連と見なされている訳ではあ

りません。しかし、そのカテゴリーは着実に増加してきました。内閣

府の統計では、2015年の1月から11月までで19件の自殺が災害に

結び付けられており、2014年では15件であり、2011年からの合計

は80件となっています。2015年のLancet誌のレポートでは、2010

年との比較で前述の観察が例証されており、最初の2年間岩手県、

宮城県、福島県では自殺率は減少しましたが、2014年までに岩手

県と宮城県では災害前の水準に増加し、福島県では災害前の水準

を超えていました。災害直後に自殺が減り、その後顕著に増加した

という同様のパターンは、神戸地域を襲った1995年の地震 (阪神

淡路大震災) の後でも見られました。

Fukushima Prefecture Suicide Prevention https://www.pref.

fukushima.lg.jp/sec/21840a/jisatutai-saku-1.html

 Change in Suicide Rate after the Great east Japan Earthquake 

in 2011 and Suicide prevention Plan in Fukushima	 Fukushi-

ma Prefectural Mental Health and Welfare Center April, 2014 

http://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/62562.

docx

朝日新聞: Suicides rise among Fukushima nucle-ar disaster 

evacuees, December 28, 2015 http://ajw.asahi.com/article/

0311disaster/fukushima/AJ201512280026

Basic vital statistics for Japan as of March 2015 (including sui-

cide rate data) http://www.mhlw.go.jp/english/database/db-

hw/dl/81-1a2en.pdf

災害以後、多様な健康関係の影響が発生しましたが、心理社会的

な側面は政府から認識されているようであり、政府は適切なカウセ

リングやケアを提供し、基底にある問題を解決しようと試みていま

す。しかしこれらの同じ問題は、癌などの疾病などに集中している、

幅広い公衆には過小評価されているように見えます。


